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別紙 10 

ベンチュリスクラバにおける無機よう素の再揮発・薬剤の容量不足について 

 

  フィルタ装置を継続使用する場合，ベンチュリスクラバの無機よう素除去性能に影響を与え

る可能性のある因子として，以下の点を考慮する必要がある。 

  ・無機よう素の再揮発 

  ・薬剤の容量不足 

  

 それぞれの因子について，影響評価を実施する。 

 

(1) 無機よう素の再揮発 

 

  ａ．想定する状態 

    気液界面における無機よう素の平衡については温度依存性があり，温度の上昇に伴い気

相中に移行する無機よう素が増えることが知られている。高温のベントガスによりスクラ

ビング水の温度が上昇した場合，スクラビング水中に捕集された無機よう素が気相中に再

揮発することが考えられる。 

 

  ｂ．影響評価 

無機よう素の除去係数の温度依存性については，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5732 に類似の影

響評価に関する知見が得られている（参考図書 1）。 

    ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5732 によれば，格納容器内のよう素の化学形態について，気相中

のよう素と液相中のよう素の挙動は 2 つの効果が組み合わさって影響を受けることとな

る。 

 

    ① 液相中における無機よう素（I２）とよう素イオン（I－）の平衡 

      放射線環境下において，液相中における無機よう素とよう素イオンの存在比は以下

のように表される。 

F =
[I2]

[I2] + [I−]
 

      [I２]と[I－]は，無機よう素とよう素イオンの濃度を表す。この平衡反応はｐＨに

強く依存する。第 1図にｐＨに対する平衡の関係を示す。 
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ベンチュリスクラバにおける無機よう素の再揮発・薬剤の容量不足について 

 

フィルタ装置を継続使用する際，ガス状放射性よう素の除去に影響を与える可能性のある因子

として以下の点を考慮する必要がある。 

・ガス状放射性よう素の再揮発 

  ・薬剤の容量不足 

 

それぞれの因子について，影響評価を実施する。 

 

(1) ガス状放射性よう素の再揮発 

a. ベンチュリスクラバにおけるガス状放射性よう素の再揮発 

(a) 想定する状態 

気液界面における無機よう素の平衡については温度依存性があり，温度の上昇に伴い気相

中に移行する無機よう素が増えることが知られている。高温のベントガスによりスクラビン

グ水の温度が上昇した場合，スクラビング水中に捕集された無機よう素が気相中へ再揮発す

ることが考えられる。 

 

(b) 影響評価 

ベンチュリスクラバでの無機よう素の除去係数の温度依存性について，NUREG/CR-5732 に

類似の影響評価に関する知見が得られている（参考図書１）。 

NUREG/CR-5732 によると，格納容器内のよう素の化学形態について，気相中のよう素と液

相中のよう素の挙動は以下の２つの効果が組み合わさったものであることが知られている。 

 

 

①液相中における無機よう素（I2）とよう化物イオン（I－）の平衡 

放射線環境下において，液相中の無機よう素（I2）とよう化物イオン（I－）の存在比

は以下のように表される。 

 

                         ・・・（1） 

 

（1）式の[I2]及び[I－]は無機よう素（I2）及びよう化物イオン（I－）の濃度を表す。

この平衡反応はｐＨに強く依存し，ｐＨに対して図１の関係を持つ。 
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第 1 図 液相中における I２と I－の平衡とｐＨの関係 

 

 

図１ 液相中における I2と I－の平衡とｐＨの関係 

 

 

② 液相と気相の無機よう素（I２）の平衡 

      液相中の無機よう素（I２（aq））と気相中の無機よう素（I2（g））の存在比は以下

のように表される。 

P =
[I2(aq)]

[I2(g)]
 

 

     [I2（aq）]及び[I2（g）]はそれぞれ液相中の無機よう素濃度及び気相中の無機よう

素濃度を表す。この平衡は，以下の関係で温度に依存する。 

 

log10 P = 6.29 − 0.0149T         T：絶対温度 

 

 

 

      気液界面（フィルタ装置水面）における無機よう素の平衡については，②のとおり

温度依存性があり，スクラビング水の水温が高い方が気相の無機よう素の割合が増え

る。しかし，アルカリ環境下では，①の無機よう素とよう素イオンの平衡により液相

中に存在する無機よう素が極めて少なく，無機よう素の気相部への移行量は，スクラ

ビング水の温度が上昇しても十分小さい値となる。 

 

 

      JAVA 試験は，高温のベントガスを用いて，無機よう素が気相中に移行しやすい条

件での試験を実施しており，温度上昇による影響に配慮したものとなっている。 

      JAVA 試験で得られた無機よう素除去性能試験の結果を第 1 表に，温度に対する無

機よう素除去性能の関係を第 2図に示す。 

 

 

② 液相と気相の無機よう素（I2）の平衡 

液相中における無機よう素（I2(aq)）と気相中における無機よう素（I2(g)）の存在比

は以下のように表される。 

 

            ・・・・・・・・（2） 

 

（2）式の Pは気液分配係数，[I2(aq)]及び[I2(g)]は液相中の無機よう素濃度及び気相

中の無機よう素濃度を表す。この平衡は，以下の関係で温度に依存する。 

 

               ・・・（3） 

 

（3）式での Tは絶対温度[K]である。 

 

以上①，②より，格納容器内のよう素の化学形態については，ｐＨが低いと液相中の無機

よう素の割合が増え，温度が高い方が気相中の無機よう素の割合が増える関係にある。 

ベンチュリスクラバでの気液界面における無機よう素の平衡についても， ②の温度依存

性があり，温度の上昇に伴い気相中に移行する無機よう素が増える（以下，「気液分配係数

の影響」という。）関係にあるものの，アルカリ性環境下では，①よりスクラビング水中に

存在する無機よう素（I2）が極めて少なくなるため，無機よう素の気相部への移行量はスク

ラビング水の温度が上昇したとしても十分小さい値となる。 

JAVA 試験では，気液分配係数の影響を受けやすい高温状態での実験を行っており，スク

ラビング水の温度上昇による影響を配慮したものとなっている。表１にベンチュリスクラバ

における無機よう素除去性能試験結果（JAVA 試験結果）,図２に除去係数と温度の関係を示

す。 

これより，アルカリ性環境下であれば，高温状態でも除去係数が 100 以上であることが確

認されており，また，有意な除去係数の温度依存性は確認できない。 
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第 1表 JAVA 試験結果（無機よう素除去性能試験結果） 表１ ベンチュリスクラバにおける無機よう素除去性能試験結果 

第 2図 温度に対する無機よう素除去性能 

図２ 無機よう素の除去係数と温度の関係(図中の数値はｐＨ) 

(2) 薬剤の容量不足

  ａ．想定する状態 

(1)式に示すとおり，無機よう素はベンチュリスクラバにて薬剤（        ）

との反応により捕集されるが，薬剤の容量を超える無機よう素が流入した場合には，無機

(2) 薬剤の容量不足

  ａ．想定する状態 

(1)式に示すとおり，無機よう素はベンチュリスクラバにて薬剤（ ）

との反応により捕集されるが，薬剤の容量を超える無機よう素が流入した場合には，無機
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よう素は捕集されずに下流に流出されることが考えられる。 

・・・・（1）

  ｂ．影響評価 

 スクラビング水に含まれる        の量は，格納容器から放出される無機よう

素の量に対して十分大きいことから，容量に達することはないことを以下のとおり確認し

た。 

(a) スクラビング水の薬剤の保有量

スクラビング水に含まれる  の割合は待機時下限水位に対して  

であるため， となり の量は     となる。 

(b) 無機よう素の流入量

ベンチュリスクラバに流入する無機よう素の量を以下のとおり設定した。

・事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量

ＢＷＲプラントにおける代表炉心（ＡＢＷＲ）の平衡炉心末期を対象としたＯＲＩ

ＧＥＮ２コードの計算結果に対して，東海第二発電所の熱出力（3,293MW）を考慮し

て算出した結果，約 24.4kg とする。 

・設計方針の相違

(3) 薬剤の管理について

よう素は捕集されずに下流に流出されることが考えられる。 

・・・・（1）

  ｂ．影響評価 

 スクラビング水に含まれる  の量は，格納容器から放出される無機

よう素の量に対して十分大きいことから，容量に達することはないことを以下のとおり確

認した。 

(a) スクラビング水の薬剤の保有量

スクラビング水に含まれる  の割合は，ベント運転時の上限水位

に対して  であるため，  となり  の量は となる。 

(b) 無機よう素の流入量

ベンチュリスクラバに流入する無機よう素の量を以下のとおり設定した。

・事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量

ＢＷＲプラントにおける代表炉心（ＡＢＷＲ）の平衡炉心末期を対象としたＯＲＩ

ＧＥＮ２コードの計算結果に対して，島根２号炉の熱出力（2,436MW）を考慮して算

出した結果，約 18.1kg とする。 

・格納容器への放出割合

ＮＵＲＥＧ－1465 に基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を 61％とする（参

考図書２）。 

・格納容器に放出されるよう素の元素割合

Regulatory Guide 1.195 に基づき，よう化セシウム 5％，無機よう素 91％，有機

よう素 4％とする（参考図書３）。 

以上より，ベンチュリスクラバに流入する無機よう素（分子量 253.8g／mol） 

の量は  となる。 

(c) 評価結果

ベンチュリスクラバにおける無機よう素の反応はアルカリ環境下において(1)式に示

すとおりであることから，ベンチュリスクラバに流入する無機よう素  の

反応に必要な  の量は  となる。スクラビング水に含まれる 

の量は  であることから，  が容量不足となることはな

い。 

(3) 薬剤の管理について

 は化学的に安定しており，系統待機中において，変質することがな

いことから，ＰＷＲにおける同目的の薬品タンクの水質確認頻度を考慮し， 

 の濃度が  であることを定期事業者検査ごとに確認する。 

また，上記管理について，原子炉施設保安規定に規定する。 
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・格納容器への放出割合

ＮＵＲＥＧ－1465 に基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を 61％とする。

・格納容器に放出されるよう素の元素割合

Regulatory Guide 1.195 に基づき，よう化セシウム 5％，無機よう素 91％，有機

よう素 4％とする。 

以上より，ベンチュリスクラバに流入する無機よう素（分子量 253.8g／mol） 

の量は      となる。 

(c) 評価結果

ベンチュリスクラバにおける無機よう素の反応はアルカリ環境下において(1)式に示

すとおりであることから，ベンチュリスクラバに流入する無機よう素   の反応に

必要な   の量は     となる。スクラビング水に含まれる。 

の量は    であることから，      が容量不足となることはない。 

(3) 薬剤の管理について

 は化学的に安定しており，系統待機中において，変質することがないこと

から，ＰＷＲにおける同目的の薬品タンクの水質確認頻度を考慮し，        の濃

度が       であることを施設定期検査ごとに確認する。 

また，上記管理について，原子炉施設保安規定に規定する。 
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<参考図書> 

1. ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5732_ORNL／TM－11861 Iodine Chemical Forms in LWR Severe Accidents 

2. ＮＵＲＥＧ－1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”Feb.1995 

3. Regulatory Guide 1.195,“Methods and assumptions for evaluating radiological 

consequences of design basis accidents at light-water nuclear power reactors” 

<参考図書> 

1. ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5732_ORNL／TM－11861 Iodine Chemical Forms in LWR Severe Accidents 

2. ＮＵＲＥＧ－1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”Feb.1995 

3. Regulatory Guide 1.195,“Methods and assumptions for evaluating radiological 

consequences of design basis accidents at light-water nuclear power reactors” 

 

 

 

 

 

 

（参考）有機よう素の生成割合に関する REGULATORY GUIDE 1.195 の適用について 

 

有機よう素の生成割合は，Regulatory Guide 1.195 “Methods and Assumptions for Evaluating 

Radiological Consequences of Design Basis Accidents at Light Water Nuclear Power 

Reactors”で示されたよう素の存在割合を用い，4％を仮定している。 

格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合，重大事故時におけるｐＨ調整と有機

よう素の生成割合に関する評価を以下に示す。 

 

ａ．格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合 

ＷＡＳＨ－1233 “Review of Organic Iodide Formation Under Accident Conditions in 

Water-Cooled Reactors”では，粒子状よう素（CsI）を除く無機よう素等（I2，HI，I）から有

機よう素（CH3I）への転換に関して，格納容器内を模擬した種々の実験結果に基づいて提案して

いる（参考図書 1）。 

一方，ＮＵＲＥＧ－0772 “Technical Basis for Estimating Fission Product Behavior during 

LWR Accidents”において，上記のＷＡＳＨ－1233 の実験結果を再度評価し，ＷＡＳＨ－1233

で示される有機よう素への転換割合は，有機よう素の生成を導くメカニズムの定義付けが十分で

はなく，保守的としている（参考図書 2）。 

ＷＡＳＨ－1233 及びＮＵＲＥＧ－0772 に示されている，それぞれの有機よう素への転換割合を

第 2 表に示す。 

（参考１）Regulatory Guide 1.195の適用について 

 

有機よう素の生成割合は，Regulatory Guide 1.195 “Methods and Assumptions for Evaluating 

Radiological Consequences of Design Basis Accidents at Light Water Nuclear Power Reactors”

で示されたよう素の存在割合を用い，４%を仮定している（参考図書１）。 

格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合，重大事故時におけるｐＨ調整と有機

よう素の生成割合に関する評価を以下に示す。 

 

a．格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合 

WASH-1233 “Review of Organic Iodide Formation Under Accident Conditions in 

Water-Cooled Reactors”では，粒子状よう素（CsI）を除く無機よう素等（I2，HI，I）から

有機よう素（CH3I）への転換に関して，格納容器内を模擬した種々の実験結果に基づいて提案

している（参考図書２）。 

一方，NUREG-0772 “Technical Basis for Estimating Fission Product Behavior during LWR 

Accidents”において，上記のWASH-1233 の実験結果を再度評価し，WASH-1233 で示される有

機よう素への転換割合は，有機よう素の生成を導くメカニズムの定義付けが十分ではなく，保

守的としている（参考図書３）。 

WASH-1233及びNUREG-0772に示されている，それぞれの有機よう素への転換割合を表１に示

す。 

 

 

第 2 表 格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合 

有機よう素 ＷＡＳＨ－1233 ＮＵＲＥＧ－0772 

非放射線場 1％未満 0.01％未満 

放射線場 2.2％未満 0.02％未満 

合計 3.2％未満 0.03％未満 
 

表１ 格納容器中の無機よう素等から有機よう素への転換割合 

有機よう素 WASH-1233 NUREG-0772 

非放射線場 1%未満 0.01%未満 

放射線場 2.2%未満 0.02%未満 

合計 3.2%未満 0.03%未満 
 

 

ＮＵＲＥＧ－1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”では，

無機よう素等から生成される有機よう素の転換割合として，ＷＡＳＨ－1233 で示される 3.2％

（合計）に基づき決定している。しかし，ＷＡＳＨ－1233 では有機よう素の生成反応のみを考

慮し，放射線による分解反応については考慮していないこと，格納容器内での有機よう素の生成

割合を評価していることなどから，ＮＵＲＥＧ－0772 のレビュー結果と同様，相当な保守性を

持った値としている。 

 

NUREG-1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”では，無

機よう素等から生成される有機よう素の転換割合として，WASH-1233で示される3.2%（合計）

に基づき決定している（参考図書４）。しかし，WASH-1233では有機よう素の生成反応のみを

考慮し，放射線による分解反応については考慮していないこと，格納容器内での有機よう素の

生成割合を評価していることなどから，NUREG-0772 のレビュー結果と同様，相当な保守性を

持った値としている。 
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ｂ．重大事故時におけるｐＨ調整と有機よう素の生成割合 

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5732 “Iodine Chemical Forms in LWR Severe Accidents”では，ｐＨと

よう素の存在割合について，ｐＨの低下に伴って無機よう素等への生成割合が増加する知見が示

されており，ｐＨ調整が実施されている場合とｐＨ調整が実施されていない場合のそれぞれにつ

いて，重大事故時のよう素形態に関して，複数のプラントに対するよう素の発生量を評価してい

る。ｐＨ調整が実施されている場合の結果を第 3表に，ｐＨ調整が実施されていない場合の結果

を第 4表に示す。BWR プラント（Grand Gulf，Peach Bottom）では，重大事故時において，ｐＨ

調整の実施の有無に限らず，有機よう素の生成割合は 1％以下となっている。 

b．重大事故時におけるｐＨ調整と有機よう素の生成割合 

NUREG/CR-5732 “Iodine Chemical Forms in LWR Severe Accidents”では，ｐＨとよう素

の存在割合について，ｐＨの低下に伴って無機よう素等への生成割合が増加する知見が示され

ており，ｐＨ調整が実施されている場合とｐＨ調整が実施されていない場合のそれぞれについ

て，重大事故時のよう素形態に関して，複数のプラントに対するよう素の発生量を評価してい

る（参考図書５）。ｐＨ調整が実施されている場合の結果を表２に，ｐＨ調整が実施されてい

ない場合の結果を表３に示す。BWRプラント（Grand Gulf，Peach Bottom）では，重大事故時

において，ｐＨ調整の実施の有無に限らず，有機よう素の生成割合は１%以下となっている。 

第 3表 重大事故時にｐＨ調整を実施した場合の有機よう素の生成割合 表２ 重大事故時にｐＨ調整を実施した場合の有機よう素の生成割合 

第 4表 重大事故時にｐＨ調整を実施しない場合の有機よう素の生成割合 表３ 重大事故時にｐＨ調整を実施しない場合の有機よう素の生成割合 

以上より，有機よう素の生成割合については不確定さがあるものの，Regulatory Guide 1.195

で示されている 4％は十分な保守性を有していると考えられることから，設計値として採用して

いる。 

以上より，有機よう素の生成割合については不確定さがあるものの，Regulatory Guide 1.195

で示されている４%は十分な保守性を有していると考えられることから，設計値として採用し

ている。 
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<参考図書> 

1．ＷＡＳＨ－1233,“Review of Organic Iodide Formation Under Accident Conditions in 

Water-Cooled Reactors” 

2．ＮＵＲＥＧ－0772,“Technical Basis for Estimating Fission Product Behaviour during LWR 

Accidents” 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪参考図書≫ 

1. Regulatory Guide 1.195,“Methods and assumptions for evaluating radiological 

consequences of design basis accidents at light-water nuclear power reactors” 

2．WASH-1233,“Review of Organic Iodide Formation Under Accident Conditions in 

Water-Cooled Reactors” 

3．NUREG-0772,“Technical Basis for Estimating Fission Product Behaviour during LWR 

Accidents” 

4. ＮＵＲＥＧ－1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”Feb.1995 

5. ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5732_ORNL／TM－11861 Iodine Chemical Forms in LWR Severe Accidents 
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別紙 11 

 

よう素除去部におけるよう素の再揮発，吸着材の容量減少及び変質について 

   

フィルタ装置を継続使用する場合，よう素除去部の性能に影響を与える可能性のある因子と

して，以下の点を考慮する必要がある。 

  ・よう素（有機よう素，無機よう素）の再揮発 

  ・吸着材の容量減少 

  ・吸着材の変質 

 それぞれの因子について，影響評価を実施する。 

 

 (1) よう素の再揮発 

  ａ．想定する状態 

    化学工業の分野ではゼオライトに高温の水素を通気することにより捕集されているよ

う素を再揮発させる技術がある。よう素除去部に充填された銀ゼオライトに，ベントガス

に含まれる水素が通気されると，捕集された放射性よう素が再揮発することが考えられ

る。 

 

 

 

  ｂ．影響評価 

    水素によるよう素の再揮発は 400℃以上の高温状態で数時間程度，水素を通気した場合

に起こることが知られている（参考図書 1）。一方フィルタ装置に流入するガスは 200℃以

下であり，銀ゼオライトに水素を含むガスが通過したとしても，ゼオライトに捕集されて

いるよう素が再揮発することはない。 

    また，よう素除去部で捕集した放射性よう素の崩壊熱は，ベント中はベントガスにより

冷却され，ベント後は系統を不活性化するために供給される窒素により冷却されることか

ら，この冷却条件における上昇温度を評価する。 

 

   (a) よう素除去部で蓄積されるよう素の発熱量 

     よう素除去部に蓄積されるよう素の発熱量を以下のとおり設定した。 

      ・事故時に炉内に内蔵されるよう素の発熱量 

       ＢＷＲプラントにおける代表炉心（ＡＢＷＲ）の平衡炉心末期を対象としたＯＲ

ＩＧＥＮ２コードの計算結果に対して，東海第二発電所の熱出力（3,293MW）を考

慮して算出した結果， とする。 

      ・格納容器への放出割合 

       ＮＵＲＥＧ－1465 に基づき，格納容器へのよう素の放出割合を 61％とする。 

      ・格納容器に放出されるよう素の元素割合 

別紙 38 

 

銀ゼオライトフィルタにおけるよう素の再揮発，吸着飽和及び吸着材の変質について 

 

フィルタ装置を継続使用する際，ガス状放射性よう素の除去に影響を与える可能性のある因子

として以下の点を考慮する必要がある。 

・ ガス状放射性よう素の再揮発 

・ 銀ゼオライトフィルタの吸着飽和 

・ 吸着剤の変質 

それぞれの因子について，影響評価を実施する。 

 

(1) 銀ゼオライトフィルタにおけるガス状放射性よう素の再揮発 

a. 想定する状態 

銀ゼオライトからのよう素の脱離反応は，400 ℃以上の高温状態において，数時間程度

水素を通気した場合に起こることが知られている（参考図書１）。炉心損傷後のベント時に

は，水－金属反応及び水の放射線分解等により発生した水素を含むベントガスがフィルタ

装置（銀ゼオライト容器）に流入し，銀ゼオライトフィルタに捕集されたガス状放射性よ

う素の崩壊熱によりフィルタ部の温度が上昇した場合，捕集されたガス状放射性よう素の

脱離が生じ再揮発することが考えられる。 

 

b. 影響評価 

ガス状放射性よう素の発熱による銀ゼオライトフィルタの上昇温度を，捕集したガス状

放射性よう素が再揮発に至る温度（400 ℃）と比較することで，この影響について確認し

た。 

以下に評価に用いた条件とその結果を示す。 

 

 

 

 

(a) 銀ゼオライトフィルタへのガス状放射性よう素移行割合 

NUREG-1465に基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を61 %，Regulatory Guide 1.195

に基づき，有機よう素生成割合を４ %，無機よう素生成割合を91 %とする（参考図書２,

３）。また，フィルタ装置（スクラバ容器）では，ベンチュリスクラバにより大部分の無

機よう素が捕集される。このベンチュリスクラバによる除去性能を考慮して，銀ゼオライ

トフィルタへの無機よう素移行割合は，フィルタ装置に移行する総量の 1/100とする。 
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       Regulatory Guide 1.195 に基づき，よう化セシウム 5％，無機よう素 91％，有

機よう素 4％とする。 

      ・格納容器内の除去係数（無機よう素） 

       格納容器内の沈着やスプレイ，サプレッション・プール水でのスクラビング効果

によっては，保守的に除去されないものとして評価する。 

     ベンチュリスクラバでの無機よう素の除去性能（ＤＦ＝100）を考慮して，ベンチュ

リスクラバで除去されずに残った全ての無機よう素がよう素除去部に蓄積するものと

する。また，よう素除去部の有機よう素の除去性能はＤＦ＝50 であるが，有機よう素

全てがよう素除去部に蓄積されるものとすることでよう素除去部での発熱量を保守的

に評価する。よう素除去部での発熱量を第 1表に示す。 

 

第 1 表 よう素除去部での発熱量（単位:W） 

 原子炉停止後時間 

19hr 168hr 

有機よう素＋無機よう素の発熱量   

 

 

   (b) 減衰時間と冷却ガス条件 

     ベント終了までは蒸気による冷却となるため，以下の①，②のケースを想定し，その

時点の減衰を考慮する。窒素による冷却については②を想定し，その時点の減衰を考慮

する。 

① 原子炉停止後 19 時間（有効性評価におけるベント開始時間） 

      ② 原子炉停止後 168 時間（事象発生 7日後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     保守的に評価するため，冷却能力が低い条件として，可搬型窒素供給装置による窒素

流量のみを冷却ガス条件とし，圧力，温度条件は大気圧及び常温付近の 27℃（300K）

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで，銀ゼオライトフィルタ内の発熱量については，可搬式窒素供給装置により窒素

を供給する場合として事象発生７日後を想定し，事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量

に相当する崩壊熱約 ７MW に対して時間減衰及び銀ゼオライトフィルタへのガス状放射

性よう素移行割合を考慮し，ガス状放射性よう素は全て銀ゼオライトフィルタに吸着する

と想定した。 

 

(b) 冷却ガス条件 

(ⅰ) ベント後短期 

銀ゼオライトフィルタに捕集されたガス状放射性よう素の崩壊熱は，膨大な流量のベ

ントガスによって冷却される。 

 

(ⅱ) ベント後長期 

ベントガス流量が低下するベント後長期においては，銀ゼオライトフィルタに捕集さ

れたガス状放射性よう素の崩壊熱は，減衰したガス状放射性よう素の崩壊熱に比べて流

量が十分多いベントガスによって冷却される。 

 

(ⅲ) ベント停止後 

ベント停止後においては，格納容器フィルタベント系を不活性化するために供給する

窒素ガス及びスクラビング水に捕集されるエアロゾルの崩壊熱による蒸気によって冷却

される。 

 

したがって，冷却源となるガス流量が最も小さくなるような条件を想定し，スクラビング

水に捕集される崩壊熱による蒸気量は考慮せず，系統を不活性化するために供給する窒素ガ

ス流量のみを冷却ガス条件とする。圧力・温度条件はベント後長期を想定して大気圧及びそ

の飽和温度とする。 
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・窒素流量 ＝ 200 m３［N］／h

・窒素比熱 ＝ 1,040 J／kg・℃

・窒素密度 ＝ 1.25 kg／m３［N］

また，蒸気の場合も，圧力，温度条件は，大気圧及びその飽和温度とする。 

・蒸気潜熱（100℃飽和蒸気）＝ 2.256×10６ J／kg

・比熱（100℃飽和蒸気）＝ 2,077 J／kg℃

・格納容器内発熱量 ＝ 2.03×10７ W（19hr）

 ＝ 9.83×10６ W（168h） 

(c) 評価結果

よう素除去部に蓄積したよう素の崩壊熱によりガスが昇温される量を評価すること

により，簡易的によう素除去部の温度上昇を評価する。よう素除去部に移行したよう素

の崩壊熱の全量がガスに移行したと仮定し，以下の評価式にてよう素除去部の上昇温度

を評価した。 

＜窒素パージの場合＞ 

上昇温度（℃）＝よう素除去部内の発熱量（W） 

／（比熱（J／kg℃）・窒素パージ量（m3／s）・窒素密度（kg／m3）） 

＜蒸気の場合＞ 

上昇温度（℃）＝よう素除去部内の発熱量（W）／（比熱（J／kg℃）・蒸気発生量（kg

／s）） 

蒸気発生量（kg／s）＝ 格納容器内の発熱量（W）／蒸発潜熱（J／kg） 

第 2表に窒素冷却における上昇温度を，第 3表に蒸気（崩壊熱相当）冷却における上

昇温度を示す。いずれの場合においても，よう素除去部の温度上昇は十分低く，よう素

除去部での温度上昇は，再揮発が起こるような温度（400℃以上）に対して十分に低く

抑えることができる。 

第 2表 窒素冷却による上昇温度（単位:℃） 

原子炉停止後時間 

168hr 

上昇温度 

第 3表 蒸気（崩壊熱相当）冷却による上昇温度（単位:℃） 

原子炉停止後時間 

19hr 168hr 

上昇温度 

・窒素ガス流量 ＝ 100 m3/h[normal]

・窒素ガス比熱 ＝ 1040 J/kg・℃

・窒素ガス密度 ＝ 1.25 kg/m3[normal]

(c) 評価結果

銀ゼオライトフィルタに吸着されたガス状放射性よう素の崩壊熱による冷却ガスの上

昇温度を評価することで簡易的に銀ゼオライトフィルタの上昇温度を評価する。銀ゼオラ

イトフィルタ内で発生する崩壊熱の全量が冷却ガスに移行したと仮定し，以下の評価式に

て銀ゼオライトフィルタの上昇温度を評価した。 

 )/()()(

)(
)(

33 mkgsmkgJ

W

窒素ガス密度窒素ガス流量℃比熱

内の発熱量銀ゼオライトフィルタ
℃上昇温度




銀ゼオライトフィルタでの発熱量及び冷却ガスの上昇温度の結果を表１に示す。 

・設備の相違

・評価方針の相違

島根２号炉は，系統流量が小

さく，銀ゼオライトフィルタ温

度上昇が厳しくなる条件のみ評

価を実施 

・評価方針の相違

島根２号炉は，系統流量が小

さく，銀ゼオライトフィルタ温

度上昇が厳しくなる条件のみ評

価を実施 

表１ 銀ゼオライトフィルタでの発熱量及びガス上昇温度 

銀ゼオライトフィルタでの発熱量（有機よう素） 

銀ゼオライトフィルタでの発熱量（無機よう素） 

上昇温度 
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(2) 吸着材の容量減少

  ａ．想定する状態 

ガス状放射性よう素は銀ゼオライトに捕集されるが，銀ゼオライトの吸着容量に達した

場合には，ガス状放射性よう素は捕集されずに系外に放出されることが考えられる。 

  ｂ．影響評価 

よう素除去部で保持が可能なガス状放射性よう素の吸着容量（銀分子数）は，格納容器

から放出されるよう素量に対して十分大きいことから，吸着容量に達することはないこと

を以下のとおり確認した。 

また，JAVA PLUS 試験と実機の有機よう素注入量と銀ゼオライト充填量との比較におい

ても，よう素除去部の有機よう素捕集に関する吸着容量が十分であることを確認した。 

(a) よう素除去部の銀の保有量

よう素除去部の銀ゼオライトの銀含有割合は であるため，銀ゼオラ

イト に含まれる銀の量は である。 

なお，銀ゼオライトの量は，詳細設計により変更の可能性がある。 

(b) ガス状放射性よう素の流入量

よう素除去部に蓄積されるよう素の発熱量を以下のとおり設定した。 

・事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量

ＢＷＲプラントにおける代表炉心（ＡＢＷＲ）の平衡炉心末期を対象としたＯＲＩ

ＧＥＮ２コードの計算結果に対して，東海第二発電所の熱出力（3,293MW）を考慮し

て算出した結果，約 24.4kg とする。 

・格納容器への放出割合

ＮＵＲＥＧ－1465 に基づき，格納容器内へのよう素の放出割合を 61％とする。 

・格納容器に放出されるよう素の元素割合

したがって，銀ゼオライトフィルタの温度はガス状放射性よう素の再揮発が起こるよう

な温度（400 ℃以上（参考図書１））に対して十分に低く抑えることができる。 

なお，長期的には，窒素ガスを停止することも考えられることから，窒素ガスを停止し

た場合の評価を実施した結果，問題ないことを確認している。（参考１） 

また，事象発生約32時間後の希ガスによる照射線量を計算すると，希ガスの崩壊熱エネ

ルギーは8.05×106[J]と見積もられ，よう素による崩壊熱6.81×109[J]よりも3桁低い値と

なるため，ほとんど影響はない。 

(2) 銀ゼオライトフィルタの吸着飽和

a. 想定する状態

銀ゼオライトフィルタにおいて捕集されたガス状放射性よう素が蓄積すると，銀ゼオラ

イトフィルタ内のガス状放射性よう素量が徐々に増加する。多量のガス状放射性よう素に

より銀ゼオライトフィルタが吸着飽和に達した場合，ガス状放射性よう素が捕集されずに

系外へ放出されることが考えられる。 

b. 影響評価

銀ゼオライトフィルタに流入するガス状放射性よう素量と銀ゼオライトフィルタの許容

負荷量を比較し，吸着飽和に達することがないことを以下のとおり確認した。 

・評価方針の相違

・評価方針の相違

・評価方針の相違

島根２号炉は，保守的な JAVA

PLUS 試験で性能を確認された

よう素許容負荷量のみを使用し

ている（以下，別紙 38において

は①の相違） 

・評価方針の相違

①の相違

(a) 銀ゼオライトフィルタへのガス状放射性よう素流入量

事故時に炉内に内蔵されるよう素元素量は約18.1 kgであり，NUREG-1465に基づき，格

納容器内へのよう素の放出割合を61 %，Regulatory Guide 1.195に基づき，有機よう素生

成割合を４ %，無機よう素生成割合を91 %とする（参考図書２，３）。また，ベンチュリ

スクラバにおける無機よう素の除去性能を考慮し，銀ゼオライトフィルタへの無機よう素

移行割合を1/100とする。 

銀ゼオライトフィルタに流入するガス状放射性よう素量を表２に示す。ガス状放射性よ

う素量は約  である。 
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Regulatory Guide 1.195 に基づき，よう化セシウム 5％，無機よう素 91％，有機

よう素 4％とする。 

フィルタ装置での無機よう素の除去性能（ＤＦ＝100）を考慮して，ベンチュリスク

ラバで除去されずに残った全ての無機よう素がよう素除去部に蓄積するものとする。ま

た，有機よう素は全てがよう素除去部に蓄積されるものとする。 

以上の想定で，よう素除去部に吸着するガス状放射性よう素の量は無機よう素約

0.54mol，有機よう素約 4.7mol であり，無機よう素 I２（分子量：253.8）約 136g，有機

よう素 CH３I（分子量：141.9）約 666g に相当する。 

（無機よう素（I２）のモル数）＝24,400g／126.9g／mol×61％×91％／100 

（ＤＦ）／2（I2） 

＝0.536…mol 

（有機よう素（CH３I）のモル数）＝24,400g／126.9g／mol×61％×4％ 

＝4.69…mol 

(c) 評価結果

よう素は，以下に示すように銀と反応することから，銀ゼオライトに含まれる銀の量

は，流入する放射性よう素の捕集に十分な量である。 

・有機よう素の除去反応

・無機よう素の除去反応

(d) JAVA PLUS 試験と実機の比較による容量の確認

 JAVA PLUS 試験において，有機よう素を用いて銀ゼオライトの性能検証を行っている。

JAVA PLUS試験では， の銀ゼオライトを交換することなく有機よう素を 

以上注入しているが，銀ゼオライトの性能劣化は確認されていない。 

実機の銀ゼオライト充填量は であり，JAVA PLUS 試験の実績より，

の有機よう素が流入しても性能劣化を起こさないと言える。実機よう素除去部に想定さ

れる有機よう素の最大流入量は であり，無機よう素を含めても

であることから，銀ゼオライトが性能劣化することはないと考えられる。 

表２ 銀ゼオライトフィルタに流入するガス状放射性よう素量 

有機よう素流入量 

無機よう素流入量 

(b) 銀ゼオライトフィルタの許容負荷量

JAVA PLUS試験において，有機よう素（CH3I）を用いて銀ゼオライトの性能検証を行っ

ている。JAVA PLUS試験では，銀ゼオライトを交換することなく有機よう素を  以上

注入しているが，銀ゼオライトの性能劣化は確認されていない。 

JAVA PLUS試験における銀ゼオライトの充填量と有機よう素の注入量を表３に示す。 

表３ JAVA PLUS 試験における銀ゼオライトの充填量と有機よう素の注入量 

銀ゼオライト充填量 

有機よう素注入量 

銀ゼオライトフィルタの吸着剤の充填量は約 であり，表３に示すJAVA PLUS

試験における銀ゼオライトの充填量との比から，有機よう素（CH3I）の性能の劣化が確認

されていない量を許容負荷量と仮定すると約  となる。 

・評価方針の相違

①の相違
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(3) 吸着材の変質

ａ．想定する状態

よう素除去部の吸着材として使用する銀ゼオライトは，光照射又は高湿度の環境に長期

間晒されると，変質してよう素除去性能が低下することが考えられる。 

  ｂ．影響評価 

 銀ゼオライトは，ステンレス鋼製のフィルタ装置容器内のよう素除去部に充填されるた

め，光が照射されることはなく，変質するおそれはない。 

また，湿分による銀ゼオライトのよう素除去性能への影響については，密閉容器内にス

クラビング水 と銀ゼオライトを保管

し，6カ月後及び 15 カ月後の除去効率の測定試験を行い，性能基準

を満たしていることを確認した。（別紙 14） 

<参考図書> 

1．ＯＲＮＬ／ＴＭ－6607 “Literature Survey of Methods to Remove Iodine from Off-gas

Streams Using Solid Sorbents”，Apr／10／1979

2．ＮＵＲＥＧ－1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”Feb.1995 

3 ． Regulatory Guide 1.195,“Methods and assumptions for evaluating radiological 

consequences of design basis accidents at light-water nuclear power reactors” 

<参考図書> 

1．ＯＲＮＬ／ＴＭ－6607 “Literature Survey of Methods to Remove Iodine from Off-gas

Streams Using Solid Sorbents”，Apr／10／1979

2．ＮＵＲＥＧ－1465 “Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”Feb.1995 

3. Regulatory Guide 1.195,“Methods and assumptions for evaluating radiological

consequences of design basis accidents at light-water nuclear power reactors”

(c) 評価結果

銀ゼオライトフィルタへのガス状放射性よう素流入量は約  であり，銀ゼオライト

フィルタにおける許容負荷量約 に対して十分小さいことから，銀ゼオライトフ

ィルタは吸着飽和に達することはない。 

(3) 吸着材の変質

a. 想定する状態

銀ゼオライトフィルタの吸着材として使用する銀ゼオライトは，光照射又は高湿度の環

境に長期間晒されると，変質してよう素除去性能が低下することが考えられる。 

b. 影響評価

銀ゼオライトは，ステンレス鋼製の銀ゼオライト容器内に充填されるため，光が照射さ

れることはなく，変質するおそれはない。 

また，湿分による銀ゼオライトのよう素除去性能への影響については，密閉容器内にス

クラビング水（水酸化ナトリウム及び  ）と銀ゼオライトを保

管し，６カ月後及び 15カ月後の除去効率の測定試験を行い，性能基準 を

満たしていることを確認した。（別紙 45） 
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（参考１）ベント停止後の銀ゼオライトフィルタにおけるよう素の再揮発について 

 

 フィルタ装置を使用すると，銀ゼオライトフィルタは捕捉した放射性物質の崩壊熱により発熱

する。万一，スクラビング水の放射性分解により発生した水素が銀ゼオライトフィルタに流入し，

銀ゼオライトフィルタの温度が 400℃を超えてしまうと，捕集したガス状放射性よう素が銀ゼオ

ライトフィルタから再揮発してしまう恐れがある。このため，銀ゼオライトフィルタの温度は

400℃以下である必要がある。 

 フィルタ装置使用中は，銀ゼオライトフィルタにはベントガスが通気されることから，銀ゼオ

ライトフィルタに捕捉された放射性物質の崩壊熱は除去される。一方，フィルタ装置使用後にお

いては，ベントガスによる熱の除去はできないことから，銀ゼオライトフィルタの温度は上昇す

る。そこで，フィルタ装置使用後における銀ゼオライトフィルタの温度評価を行った。 

 

1. 評価条件 

(1) 銀ゼオライトフィルタの発熱量 

   銀ゼオライトフィルタ内の発熱量については，事象発生７日後を想定し，事故時に炉内に

内蔵されるよう素元素量に相当する崩壊熱約７MW に対して時間減衰及び銀ゼオライトフィ

ルタへのガス状放射性よう素移行割合を考慮し，ガス状放射性よう素は全て銀ゼオライトフ

ィルタに吸着すると想定した発熱量 3,684W を保守側に切り上げた 4,000W とする。 

  

(2) 解析モデル 

   解析モデルを図１に示す。解析モデルは対称性を考慮して２次元軸対称モデルとした。解

析モデルは銀ゼオライトフィルタ周辺部を模擬し，保温材，自然対流及び輻射を考慮した境

界条件とした。また，流体は空気を想定し，銀ゼオライト容器内の初期温度 60℃，周囲雰

囲気温度 60℃(一定)の温度条件とした。なお，発熱による温度上昇が保守的になる（周辺

に逃げにくく，金属フィルタ内に発熱した熱がこもる）よう，大気開放している出口配管を

模擬していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 
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図１ 解析モデル 

(3) 解析条件

金属フィルタ部の発熱温度解析の条件を表１に示す。

表１ 金属フィルタ部の発熱温度解析条件 

項目 条件 

解析コード STAR-CCM+（Ver.10.06） 

解析タイプ 定常計算（自然対流） 

乱流モデル Realizable k-ε ２層モデル 

差分スキーム 風上２次 

雰囲気温度 60℃ 

圧力 101325Pa（大気圧） 

（ベント後，スクラビング水ドレン後を想定） 

流体 空気 100％ 

保温材 考慮 

輻射 考慮 
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2. 解析結果

銀ゼオライトフィルタ部の発熱解析結果を図２に示す。発熱源とした内側フィルタ温度約

 ℃，外側フィルタ温度約  ℃となり，水素がある場合放射性よう素が再揮発する温度

400 度以下となることを確認した。 

図２ 温度分布解析結果 
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別紙 19 

 

格納容器内の圧力が計測できない場合の運用について 

 

  格納容器内の圧力が計測できない場合には，格納容器雰囲気温度を計測し，飽和圧力に換算

することにより操作判断を行うこととする。このため，第 1表及び第 1図に示すような飽和温

度と飽和圧力の換算表等を手順書類に記載する。 

  具体的には，重大事故等発生時に格納容器への注水等が十分である場合においては，格納容

器雰囲気は飽和状態に近い状態であることから，第 2図に示す格納容器雰囲気温度計のうち，

より飽和状態に近いと考えられるサプレッション・チェンバ空間部に設置した格納容器雰囲気

温度計（第 2図の⑨及び⑩）の計測値を飽和圧力に換算し，ベントの実施を判断する。 

  ただし，有効性評価で想定する範囲を超える場合ではあるが，重大事故等発生時に格納容器

への注水等が不十分な場合は，格納容器雰囲気温度が格納容器圧力に対する飽和温度以上にな

るとともに，溶融炉心からの輻射熱等によって局所的に格納容器雰囲気温度が大きく上昇する

可能性がある。 

 

  このような場合は，全ての格納容器雰囲気温度計の最大値を圧力換算し，ベントの実施を判

断する。この運用により，格納容器雰囲気温度に対する圧力換算値は実際の格納容器圧力と同

等又はそれ以上となることから，格納容器の限界圧力を下回る最高使用圧力の 2 倍（620kPa

［gage］）に到達する前のベントが可能であると考える。 
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格納容器内の圧力が計測できない場合の運用について 

 

  格納容器内の圧力が計測できない場合には，格納容器雰囲気温度を計測し，飽和圧力に換算

することにより操作判断を行うこととする。このため，表１及び図１に示すような飽和温度と

飽和圧力の換算表等を手順書類に記載する。 

  具体的には，重大事故等発生時に格納容器への注水等が十分である場合においては，格納容

器雰囲気は飽和状態に近い状態であることから，図２に示す格納容器雰囲気温度計のうち，よ

り飽和状態に近いと考えられるサプレッション・チェンバ空間部に設置した格納容器雰囲気温

度計（図２の⑩及び⑪）の計測値を飽和圧力に換算する。 

ただし，有効性評価で想定する範囲を超える場合ではあるが，重大事故等発生時に格納容器

への注水等が不十分な場合は，格納容器雰囲気温度が格納容器圧力に対する飽和温度以上にな

るとともに，溶融炉心からの輻射熱等によって局所的に格納容器雰囲気温度が大きく上昇する

可能性がある。 

 

このような場合は，すべての格納容器雰囲気温度計の最大値を圧力換算する。この運用によ

り，格納容器雰囲気温度に対する圧力換算値は実際の格納容器圧力と同等又はそれ以上となる

ことから，格納容器の限界圧力を下回る最高使用圧力の２倍（853kPa［gage］）に到達する前

のベントが可能であると考える。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

 ベント実施基準の相違 

 

 

 

 

・運用の相違 

 ベント実施基準の相違 

・炉型の相違 

島根２号炉（Mark-Ⅰ改）と東

海第二（Mark-Ⅱ）の最高使用圧

力の相違 
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第 1表 飽和温度と飽和圧力の換算表 

飽和温度［℃］ 
飽和圧力［kPa］ 

絶対圧力 ゲージ圧力 

100 101 0  

105 121 20  

110 143 42  

115 169 68  

120 199 97  

125 232 131  

130 270 169  

135 313 212  

140 362 260  

144.6 411 310（1Pd） 

145 416 314  

150 476 375  

155 543 442  

160 618 517  

165 701 599  

166.2 721 620（2Pd） 

170 792 691  

175 892 791  

180 1003 901  

参考：日本機械学会蒸気表［1999年］ 

 

 

 

第 1 図 飽和温度と飽和圧力の換算グラフ 

表１ 飽和温度と飽和圧力の換算表 

飽和温度［℃］ 
飽和圧力［kPa］ 

絶対圧力 ゲージ圧力 

100 101 0  

105 121 20  

110 143 42  

115 169 68  

120 199 97  

125 232 131  

130 270 169  

135 313 212  

140 362 260  

145 416 314  

150 476 375  

153.9 528 427（１Pd） 

155 543 442  

160 618 517  

165 701 599  

170 792 691  

175 892 791  

177.8 954 853（２Pd） 

180 1003 901  

参考：日本機械学会蒸気表［1999年］ 

 

 

 

図１ 飽和温度と飽和圧力の換算グラフ 

・炉型の相違 

島根２号炉（Mark-Ⅰ改）と東

海第二（Mark-Ⅱ）の最高使用圧

力の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・炉型の相違 

島根２号炉（Mark-Ⅰ改）と東

海第二（Mark-Ⅱ）の最高使用圧

力の相違 
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番号 名称 設置場所 測定範囲 

①，② ドライウェル雰囲気温度（上部） フランジ高さ 0℃～300℃ 

③，④ ドライウェル雰囲気温度（中部） 燃料有効長頂部高さ 0℃～300℃ 

⑤，⑥ ドライウェル雰囲気温度（下部） 機器ハッチ高さ 0℃～300℃ 

⑦，⑧ ドライウェル雰囲気温度（ペデスタル部） ドライウェル床面高さ 0℃～300℃ 

⑨，⑩ サプレッション・チェンバ雰囲気温度 サプレッション・チェンバ上部 0℃～200℃ 

 

 

第 2 図 格納容器雰囲気温度計の計測点 

 

 

 

番号 名称 設置場所 測定範囲 

①，②，③ ドライウェル温度（ＳＡ） フランジ高さ近傍 0～300℃ 

④，⑤ ドライウェル温度（ＳＡ） ＴＡＦ高さ近傍 0～300℃ 

⑥，⑦  ドライウェル温度（ＳＡ） ＲＰＶ底面高さ近傍 0～300℃ 

⑧，⑨ ペデスタル温度（ＳＡ） ペデスタル上部 0～300℃ 

⑩，⑪ 
サプレッション・チェンバ 

温度（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ 

頂部近傍 
0～200℃ 

 

図２ 格納容器雰囲気温度計の計測点 
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別紙 23 

 

有効性評価における炉心損傷の判断根拠について 

 

炉心損傷の判断基準は，設計基準事故の状態を有意に超えるとともに，炉心損傷の判断が遅く

ならないよう，追加放出量の 10 倍に相当するＦＰが燃料から放出された状態を設定しており，

以下の理由から妥当と考えている。 

① 東海第二発電所では，設計基準事故における原子炉冷却材喪失時の評価では燃料棒の破裂

は発生していない。そのため，設計基準事故時の追加放出量を超える放出量を確認した場合

には，設計基準事故を超える状態と判断されること。 

② 炉心冷却が不十分な事象において，格納容器雰囲気モニタのガンマ線線量率が追加放出量

の 10倍に相当する値に至る場合には，その後，ごく短時間で 10倍に相当する値を大きく上

回る線量率に至っていること。また，これは，大量のＦＰが格納容器内に放出されたことを

意味しており，これ以降，格納容器の健全性を確保することが極めて重要となること（第 1

図の線量率の上昇を参考※2）。 

③ 追加放出量の 10 倍のＦＰが放出された時点では，有効性評価における評価項目（燃料被

覆管最高温度 1,200℃以下，酸化量 15％以下）に至っていない可能性もあるが，上記②のと

おり，炉心冷却が不十分な事象において，追加放出量の 10 倍に相当するＦＰが放出された

以降の事象進展は非常に早く，有効性評価において炉心損傷と判断する時間との差異が小さ

いと考えられること。 

 

なお，「炉心損傷」と判断した場合は，格納容器内に放出される希ガスの影響を考慮し，格納

容器スプレイ及びベントの運用を変更することとしている。（第 1表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 表 炉心損傷の有無による格納容器スプレイ及びベント運用 

炉心損傷の有無 格納容器スプレイ実施基準 ベント実施基準 

炉心損傷がない場合 
格納容器圧力 

217kPa［gage］～279kPa［gage］ 

格納容器圧力 

310kPa［gage］到達 

炉心損傷を判断した場合 
格納容器圧力 

400kPa［gage］～465kPa[gage］ 

サプレッション・プール

通常水位＋6.5m 到達 
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有効性評価における炉心損傷の判断根拠について 

 

炉心損傷の判断基準は，設計基準事故の状態を有意に超えるとともに，炉心損傷の判断が遅く

ならないよう，追加放出量の 10 倍に相当するＦＰが燃料から放出された状態を設定しており，

以下の理由から妥当と考えている。 

① 島根２号炉では，設計基準事故における原子炉冷却材喪失時の評価では燃料棒の破裂は発

生していない。そのため，設計基準事故時の追加放出量を超える放出量を確認した場合には，

設計基準事故を超える状態と判断されること。 

② 炉心冷却が不十分な事象において，格納容器雰囲気放射線モニタのガンマ線線量率が追加

放出量の 10 倍に相当する値に至る場合には，その後，ごく短時間で 10 倍に相当する値を大

きく上回る線量率に至っていること。また，これは，大量のＦＰが格納容器内に放出された

ことを意味しており，これ以降，格納容器の健全性を確保することが極めて重要となること

（図１の線量率の上昇を参考）。 

③ 追加放出量の 10 倍のＦＰが放出された時点では，有効性評価における評価項目（燃料被

覆管最高温度 1,200℃以下，酸化量 15％以下）に至っていない可能性もあるが，上記②のと

おり，炉心冷却が不十分な事象において，追加放出量の 10 倍に相当するＦＰが放出された

以降の事象進展は非常に早く，有効性評価において炉心損傷と判断する時間との差異が小さ

いと考えられること。 

 

なお，「炉心損傷」と判断した場合は，格納容器スプレイの運用を変更することとしており，

ベントの運用について変更はない。（表１） 

また，格納容器雰囲気放射線モニタの使用不能の場合は，「原子炉圧力容器表面温度：300℃以

上」を炉心損傷の判断基準として手順に追加する方針である。 

原子炉圧力容器表面温度は，炉心が冠水している場合には，逃がし安全弁動作圧力（安全弁機

能の最大 8.35MPa［gage］）における飽和温度約 299℃を超えることはなく，300℃以上にはなら

ない。一方，原子炉水位の低下により炉心が露出した場合には過熱蒸気雰囲気となり，温度は飽

和温度を超えて上昇するため，300℃以上になると考えられる。上記より，炉心損傷の判断基準

を 300℃以上としている。 

 

表１ 炉心損傷の有無による格納容器スプレイ及びベント運用 

炉心損傷の有無 格納容器スプレイ実施基準 ベント実施基準 

炉心損傷がない場合 
格納容器圧力 

334kPa［gage］～384kPa［gage］ 

サプレッション・プール水位

が通常水位+約 1.3m 到達 

炉心損傷を判断した場合 
格納容器圧力 

588kPa［gage］～640kPa[gage］ 

サプレッション・プール水位

が通常水位+約 1.3m 到達 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

 ベント実施基準の相違 

・運用の相違 

島根２号炉は，格納容器雰囲

気放射線モニタが使用できない

場合，原子炉圧力容器表面温度

にて炉心損傷を判断する手順を

整備 

 

 

・運用の相違 

 ベント実施基準の相違 
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第 1図 炉心損傷判定図 図１ 炉心損傷判定図 
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別紙 25 

 

格納容器スプレイが実施できない場合のベント運用について 

 

(1) 格納容器スプレイが実施できない場合における対応について 

炉心損傷を判断した場合，格納容器圧力が 465kPa［gage］（1.5Pd）に到達した時点で代

替格納容器スプレイを実施することで，格納容器圧力の上昇を抑制し，ベント実施するまで

の格納容器内に存在する希ガスの減衰期間を確保することとしている。 

ただし，万が一，何らかの要因により格納容器スプレイが実施できない場合には，希ガス

の減衰時間が十分に確保されていない場合においても，格納容器破損の緩和のため，ベント

操作に移行する。 

 

(2) 格納容器スプレイが実施できない場合のベント判断基準 

格納容器スプレイの手段として，重大事故等対処設備である，残留熱除去系，代替格納容

器スプレイ系（常設），代替循環冷却系及び代替格納容器スプレイ系（可搬型）があるが，

これら全ての機能喪失を確認した時点でベント実施を判断し，速やかにベント操作を開始す

るため，第一弁及び第二弁の開操作を実施する。なお，格納容器スプレイの失敗については，

系統流量が必要流量以上流れないこと又は必要流量以上流れていた場合においても格納容

器の圧力抑制ができない場合に判断する。 
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格納容器スプレイが実施できない場合のベント運用について 

 

(1) 格納容器スプレイが実施できない場合における対応について 

炉心損傷を判断した場合，格納容器圧力が 640kPa［gage］（1.5Pd）に到達した時点で格

納容器代替スプレイを実施することで，格納容器圧力の上昇を抑制し，ベント実施するまで

の格納容器内に存在する希ガスの減衰期間を確保することとしている。 

ただし，万が一，何らかの要因により格納容器スプレイが実施できない場合には，希ガス

の減衰時間が十分に確保されていない場合においても，格納容器破損の緩和のため，ベント

操作に移行する。 

 

(2) 格納容器スプレイが実施できない場合のベント判断基準 

格納容器スプレイの手段として，重大事故等対処設備（設計基準拡張）である，残留熱除

去系，重大事故等対処設備である，格納容器代替スプレイ系（常設），残留熱代替除去系及

び格納容器代替スプレイ系（可搬型）があるが，これらすべての機能喪失を確認した時点で

ベント実施を判断し，速やかにベント操作を開始するため，第１弁及び第２弁の開操作を実

施する。なお，格納容器スプレイの失敗については，系統流量が必要流量以上流れないこと

又は必要流量以上流れていた場合においても格納容器の圧力抑制ができない場合に判断す

る。 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉（Mark-Ⅰ改）と東

海第二（Mark-Ⅱ）の最高使用圧

力の相違 
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ベント停止手順について 

 

(1) 格納容器圧力逃がし装置によるベント停止の判断について 

   格納容器圧力逃がし装置によるベントを停止した後は，以下の機能が必要となるため，以

下の機能が全て使用可能と判断した場合にベント停止の判断を実施する。 

  ａ．格納容器の除熱機能（残留熱除去系等） 

・格納容器内に残存する核分裂生成物から発生する崩壊熱を除去し，最終的な熱の逃がし

場へ熱を輸送するため 

  ｂ．格納容器への窒素供給機能（窒素供給設備） 

・残留熱除去系の運転に伴う蒸気凝縮により，格納容器内が負圧になることを防止するた

め 

・水の放射線分解によって発生する水素及び酸素の濃度が可燃限界濃度に到達することを

防止するため 

  ｃ．格納容器内の可燃性ガス濃度制御機能（可燃性ガス濃度制御系） 

・水の放射線分解によって発生する水素及び酸素の濃度が可燃限界濃度に到達することを

防止するため 

 

(2) ベント停止手順について 

   ベント停止フローを第1図に示す。また，第2図に格納容器圧力挙動のイメージ，第3図に

格納容器温度挙動のイメージ及び第4図に格納容器内気相挙動のイメージを示す。 
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ベント停止手順について 

  

(1) 格納容器フィルタベント系によるベント停止の判断について 

   格納容器フィルタベント系によるベントを停止した後は，以下の機能が必要となるため，

以下の機能が全て使用可能と判断した場合にベント停止の判断を実施する。 

  ａ．格納容器の除熱機能（残留熱除去系等） 

・格納容器内に残存する核分裂生成物から発生する崩壊熱を除去し，最終的な熱の逃がし

場へ熱を輸送するため 

  ｂ．格納容器への窒素供給機能（窒素供給設備） 

・残留熱除去系の運転に伴う蒸気凝縮により，格納容器内が負圧になることを防止するた

め 

・水の放射線分解によって発生する水素及び酸素の濃度が可燃限界濃度に到達することを

防止するため 

  ｃ．格納容器内の可燃性ガス濃度制御機能（可燃性ガス濃度制御系） 

・水の放射線分解によって発生する水素及び酸素の濃度が可燃限界濃度に到達することを

防止するため 

 

(2) ベント停止手順について 

   ベント停止フローを図１に示す。 

 

(3) ベント停止手順の有効性について 

   ベント停止手順の有効性を確認するために，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）」において事象発生後約１ヶ月まで格納容器フィルタベント系による除

熱を行った後，可搬型格納容器除熱系による除熱とした場合の格納容器パラメータ推移を評

価した。ここで可搬型格納容器除熱系の流量は，事故発生30日後の崩壊熱を上回る60m3/hと

し，格納容器フィルタベント系を微開（流路面積３％開）とするとともに，可搬式窒素供給

装置より窒素ガスを100m3/h[normal]注入する。図２に格納容器圧力，図３にサプレッショ

ン・チェンバ水温並びに図４及び図５に格納容器内気相濃度の推移を示す。 

   図２に示すとおり，窒素ガスを注入することにより，可搬型格納容器除熱系による格納容

器除熱後の格納容器圧力は負圧に至ることなく，また格納容器ベントを微開とすることによ

り，格納容器圧力は上昇しない。また，図４及び図５に示すとおり，格納容器内の水素ガス

及び酸素ガスの濃度は，可燃限界未満で推移する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

島根２号炉は，ベント停止手

順の有効性を確認するため，Ｍ

ＡＡＰ解析による評価を実施 
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第 1 図 格納容器ベント停止フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 格納容器ベント停止フロー 

・運用の相違 

 ベント実施基準の相違 

・運用の相違 

島根２号炉は，空間容量の大

きいドライウェルから窒素を封

入する。サプレッション・チェ

ンバへの切替え基準はＳ／Ｃ酸

素濃度４％到達 

・運用の相違 

残留熱除去系又は残留熱代替

除去系にて格納容器除熱を実施

する場合の圧力制御範囲の相違 

・運用の相違 

島根２号炉は，格納容器除熱

停止後もサプレッション・プー

ル水による原子炉注水を実施し

ていることから，外部水源によ

る注水は実施しない 

サプレッション・プール水位が 

通常水位＋6.5m 到達 

格納容器ベント停止 

（第一弁閉止） 

格納容器へ窒素注入開始
※２

 

格納容器除熱開始※４ 

格納容器への窒素注入停止 

蒸気から窒素への置換完了※５ 

可燃性ガス濃度制御系起動 

炉心損傷 

ベント停止※７ 

格納容器ベント（過圧破損防止） 

※１：格納容器の除熱機能，格納容器への窒素供給
機能及び可燃性ガス濃度制御機能が使用可能
であると判断した場合，格納容器ベント停止
の判断を実施する。 

※２：格納容器除熱時に格納容器内が負圧に至るこ
とを防止する観点から，ドライウェル及びサ
プレッション・チェンバの両方に窒素を供給
する。 

※３：第一弁閉後は，第一弁と第二弁の間に水素が
滞留するおそれがあるため，第一弁の下流か
ら窒素を供給する。このため，第一弁でベン
トを停止する（第二弁は開状態を維持する）。 

※４：ベント弁を閉止後，残留熱除去系又は代替循
環冷却系を起動し，外部水源による注水を停
止する。また，格納容器内気相はほぼ蒸気で
あるため，除熱による蒸気凝縮量が窒素供給
量を上回った場合，格納容器圧力が負圧とな
る可能性があるため，格納容器圧力 13.7kPa
［gage］－310kPa［gage ］の間となるように
熱交換器への通水量を調整することで格納容
器圧力が負圧になることを防止しながら窒素
置換を実施する。また，格納容器圧力が
13.7kPa［gage］まで低下した場合には，負圧
を防止するため格納容器除熱を停止し，外部
水源による注水を実施する。負圧防止圧力の
設定に当たっては，格納容器の設計負圧であ
る－13.7 kPa［gage］に対する 2 倍の余裕を
考慮して設定とした。 

※５：サプレッション・プール水温が 100℃未満と
なり，除熱量を調整しても格納容器圧力が
310kPa［gage］に到達する場合には，蒸気分
圧がほとんど失われ，窒素によって格納容器
圧力が上昇している状況であると判断する。 

※６：可燃性ガス濃度制御系を起動可能な圧力まで
格納容器圧力を低下させることを目的とし
て，残留熱除去系又は代替循環冷却系による
格納容器除熱及び格納容器への窒素供給を継
続しながら第一弁を再度開として，格納容器
内ベント（圧力調整）する。 

※７：格納容器の状態は，窒素置換されていること
によって負圧のおそれはなく，水の放射線分
解によって発生する水素及び酸素は可燃性ガ
ス濃度制御系によって処理され，残留熱除去
系又は代替循環冷却系による格納容器除熱が
継続されている状態である。 

格納容器ベント停止
※３

 

（第一弁閉止） 

格納容器ベント（圧力調整）※６ 

（格納容器ベント第一弁開） 

YES 

NO 

格納容器ベント停止可能
※１

 

サプレッション・プール水位が 

通常水位＋約 1.3m 到達 

格納容器へ窒素注入開始
※２

 

格納容器除熱開始※４ 

格納容器への窒素注入停止 

蒸気から窒素への置換完了※５ 

可燃性ガス濃度制御系起動※６ 

炉心損傷 

ベント停止※７ 

（微開→全閉） 

格納容器ベント（過圧破損防止） 

※１：格納容器の除熱機能，格納容器への窒素供給機能及

び可燃性ガス濃度制御機能が使用可能であると判断

した場合，格納容器ベント停止の判断を実施する。 

※２：格納容器除熱時に格納容器内が負圧に至ることを防

止する観点から，ドライウェル又はサプレッショ

ン・チェンバに窒素を供給する。 

※３：ベント弁の開度を微開することにより，窒素封入に

よる格納容器の圧力上昇を抑制するとともに，可燃

性ガス濃度の上昇を抑制することが可能。 

※４：格納容器内気相はほぼ蒸気であるため，除熱による

蒸気凝縮量が窒素供給量を上回った場合，格納容器

圧力が負圧となる可能性があるため，格納容器圧力

13.7kPa［gage］-245kPa［gage］の間となるように

熱交換器への通水量を調整することで格納容器圧力

が負圧になることを防止しながら窒素置換を実施す

る。また，格納容器圧力が 13.7kPa［gage］まで低

下した場合には，負圧を防止するため格納容器除熱

を停止する。 

※５：サプレッション・プール水温が 100℃未満となり，

除熱量を調整しても格納容器圧力が 245kPa［gage］

に到達する場合には，蒸気分圧がほとんど失われ，

窒素によって格納容器圧力が上昇している状況であ

ると判断する。 

※６：残留熱除去系又残留熱代替除去系による格納容器除

熱により可燃性ガス濃度制御系の起動可能な圧力ま

で格納容器圧力を低下させる。 

※７：格納容器の状態は，窒素置換されていることによっ

て負圧のおそれはなく，水の放射線分解によって発

生する水素及び酸素は可燃性ガス濃度制御系によっ

て処理され，残留熱除去系又は残留熱代替除去系に

よる格納容器除熱が継続されている状態である。 

格納容器ベント弁微開※３ 

Yes 

No 
格納容器ベント停止可能

※１
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第 2 図 格納容器ベント停止後の窒素置換実施時における 

格納容器圧力挙動イメージ 

 

 

第 3 図 格納容器ベント停止後の窒素置換実施時における 

格納容器温度挙動イメージ 

 

 

 

 

図２ 格納容器圧力の推移 

 

 

 

 

図３ サプレッション・プール水温度の推移 

 

 

・記載方針の相違 

島根２号炉は，ベント停止手

順の有効性を確認するため，Ｍ

ＡＡＰ解析による評価を実施 
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第 4 図 格納容器ベント停止後の窒素置換実施時における 

格納容器内気相の挙動イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 可燃性ガス濃度制御系について 

可燃性ガス濃度制御系については，設計基準事故対処設備として位置付けており，重大事

故等発生時の格納容器雰囲気における耐性を有さないものである。可燃性ガス濃度制御系の

仕様を第 1表に，系統概略図を第 5図に，設置場所を第 6図に示す。 

 

 

 

図４ ドライウェルの気相濃度の推移(ウェット条件)  

 

図５ サプレッション・チェンバの気相濃度の推移(ウェット条件) 

 

(4) 可燃性ガス濃度制御系について 

可燃性ガス濃度制御系については，設計基準事故対処設備として位置付けており，重大事

故等発生時の格納容器雰囲気における耐性を有さないものである。可燃性ガス濃度制御系の

仕様を表１に，系統概略図を図６に，設置場所を図７に示す。 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

島根２号炉は，ベント停止手

順の有効性を確認するため，Ｍ

ＡＡＰ解析による評価を実施 
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第 1 表 可燃性ガス濃度制御系の主な仕様 

項目 設計 備考 

耐震クラス Ｓクラス  

入口ガス条件 

運転温度 ＜121℃ 運転許可インターロック設定値 

運転圧力 ＜147kPa 運転許可インターロック設定値 

水素濃度 ＜4.0vol％  

酸素濃度 ＜5.0vol％  

再結合効率 95％ 水素濃度 2.0vol％時 

 

 

 

第 5 図 可燃性ガス濃度制御系の系統概略図 

 

 

表１ 可燃性ガス濃度制御系の主な仕様 

項目 設計 備考 

耐震クラス Ｓクラス  

入口ガス条件 

運転温度 ＜121℃ 運転許可インターロック設定値 

運転圧力 ＜177kPa 運転許可インターロック設定値 

水素濃度 ≦4.0vol％  

酸素濃度 ≦2.0vol％  

再結合効率 95％ 水素濃度 2.0vol％時 

 

 

 

 

図６ 可燃性ガス濃度制御系の系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

設計方針の相違による設備仕

様の相違 
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第 6図 可燃性ガス濃度制御系の設置場所 

(4) ベント実施中及びベント停止後の格納容器負圧防止対策について

  ａ．ベント実施中における格納容器負圧防止対策について 

通常運転中は格納容器内に窒素を封入しているが，ベント実施中は窒素を含む格納容器

内の非凝縮性ガスが排出され，格納容器内は崩壊熱により発生する蒸気で満たされた状態

となる。その状態で代替格納容器スプレイ系（常設）による格納容器スプレイを実施する

と，蒸気の凝縮により格納容器圧力が負圧になるおそれがあるが，ベント実施前に代替格

納容器スプレイ系（常設）を停止する運用としているため，ベント実施中に格納容器圧力

が負圧になることはない。 

図７ 可燃性ガス濃度制御系の設置場所 

(5) ベント実施中及びベント停止後の格納容器負圧防止対策について

  ａ．ベント実施中における格納容器負圧防止対策について 

通常運転中は格納容器内に窒素を封入しているが，ベント実施中は窒素を含む格納容器

内の非凝縮性ガスが排出され，格納容器内は崩壊熱により発生する蒸気で満たされた状態

となる。その状態で格納容器代替スプレイ系（可搬型）による格納容器スプレイを実施す

ると，蒸気の凝縮により格納容器圧力が負圧になるおそれがあるが，ベント実施前に格納

容器代替スプレイ系（可搬型）を停止する運用としているため，ベント実施中に格納容器

圧力が負圧になることはない。 
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ｂ．ベント停止後における格納容器負圧防止対策について 

ベント停止時は，最初に可搬型窒素供給装置により格納容器内に窒素注入を開始し，そ

の後，残留熱除去系又は代替循環冷却系を用いた格納容器除熱を開始する。除熱による蒸

気凝縮量が窒素供給量を上回った場合，格納容器圧力が負圧に至る可能性があるため，除

熱量（熱交換器のバイパス流量）を調整し格納容器圧力を13.7kPa［gage］－310kPa［gage］

の間でコントロールすることで格納容器圧力を正圧に維持しつつ，格納容器気相部を蒸気

雰囲気から窒素雰囲気へ置換する。また，格納容器圧力が13.7kPa［gage］まで低下した 

場合には，負圧を防止するため格納容器除熱を停止し，外部水源による注水を実施する。

格納容器内気相部が窒素雰囲気へ置換された以降は，格納容器が負圧となることはない。 

また，窒素供給装置以外の手段として，設計基準対象施設ではあるが，不活性ガス系に

よる格納容器への窒素供給が可能である。格納容器への窒素供給手段の概略図を第7図に

示す。 

 

 

 

 

 

 

第 7 図 格納容器への窒素供給手段の概略図 

 

 

 

ｂ．ベント停止後における格納容器負圧防止対策について 

ベント停止時は，最初に可搬式窒素供給装置により格納容器内に窒素注入を開始し，そ

の後，残留熱除去系又は残留熱代替除去系を用いた格納容器除熱を開始する。除熱による

蒸気凝縮量が窒素供給量を上回った場合，格納容器圧力が負圧に至る可能性があるため，

除熱量（熱交換器のバイパス流量）を調整し格納容器圧力を13.7kPa［gage］－245kPa［gage］

の間でコントロールすることで格納容器圧力を正圧に維持しつつ，格納容器気相部を蒸気

雰囲気から窒素雰囲気へ置換する。また，格納容器圧力が13.7kPa［gage］まで低下した 

場合には，負圧を防止するため格納容器除熱を停止する。格納容器内気相部が窒素雰囲気

へ置換された以降は，格納容器が負圧となることはない。 

また，窒素供給装置以外の手段として，設計基準対象施設ではあるが，窒素ガス制御系

による格納容器への窒素供給が可能である。格納容器への窒素供給手段の概略図を図８に

示す。 

 

 

 

 

 

 

図８ 格納容器への窒素供給手段の概略図 

 

・運用の相違 

残留熱除去系又は残留熱代替

除去系にて格納容器除熱を実施

する場合の圧力制御範囲の相違 

・運用の相違 

島根２号炉は，格納容器除熱

停止後もサプレッション・プー

ル水による原子炉注水を実施し

ていることから，外部水源によ

る注水は実施しない 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

設計方針の相違による系統構

成の相違 
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第二弁
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バイパス弁

RE

原子炉建屋
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窒素供給
ライン

格納容器圧力逃がし装置格納槽
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別紙 43 

格納容器ｐＨ制御について 

格納容器フィルタベント系を使用する際，格納容器内が酸性化することを防止し，サプレッシ

ョン・プール水中に捕集されたよう素の再揮発を抑制するために，サプレッション・プール水ｐ

Ｈ制御系等により格納容器内に薬液を注入する手段を整備している。 

サプレッション・プール水ｐＨ制御系は，図１に示すように，圧送用窒素ボンベにより薬液タ

ンクから水酸化ナトリウムを圧送し，サプレッション・チェンバにスプレイする構成とする。

サプレッション・プール水ｐＨ制御系使用後に，残留熱代替除去ポンプを使用することにより，

サプレッション・プール水を薬液として，ドライウェルスプレイ配管からドライウェルにスプレ

イすることが可能である。また，通常運転中より予めペデスタル内にアルカリ薬剤を設置するこ

とにより，原子炉冷却材喪失事故発生直後においても格納容器内の酸性化を防止することが可能

である。 

更に，次項に示す通り，格納容器内に水酸化ナトリウムを注入することにより，格納容器へ及

ぼす悪影響はないことを確認している。 

薬液タンクに貯蔵する薬液は，格納容器内に敷設されたすべてのケーブルが溶融し，ケーブル

に含まれる酸性物質（塩素）が溶出した際でも，格納容器内のサプレッション・プール水が酸性

化することを防止するために必要な容量を想定し，水酸化ナトリウム（ ［wt%］水溶液） m3］

とする。また，ペデスタル内に設置するアルカリ薬剤は，ペデスタル内に敷設されたすべてのケ

ーブルが溶融し，ケーブルに含まれる酸性物質（塩素）が溶出した際でも，ペデスタル内の蓄水

が酸性化することを防止するために必要な容量とする。 

・資料構成の相違
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図１ 格納容器ｐＨ制御 概略系統図 
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(1) 格納容器バウンダリに対する影響

薬液をサプレッション・チェンバに注入した場合，サプレッション・プール水の水酸化ナ

トリウム濃度は最大で  wt%，ｐＨは約  となる。

またサプレッション・チェンバへ所定量の薬液を注入した後には，薬液を含まない低圧原

子炉代替注水槽，輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）の水を低圧原子炉代替注水ポ

ンプ又は大量送水車により注水することで，薬液注入配管のうち材質が炭素鋼である残留熱

除去系配管について，薬液が局所的に滞留・濃縮することはない。 

 格納容器の鋼材として使用している炭素鋼のアルカリ腐食への耐性を図２，３に示す。ｐ

Ｈ制御操作時の濃度ではアルカリ腐食割れは発生せず，また，塩化物による孔食，すきま腐

食，ＳＣＣの発生を抑制することができる。 

また，格納容器バウンダリで主に使用しているシール材は，耐熱性能に優れた改良

ＥＰＤＭ材に変更しているが，この改良ＥＰＤＭ材について事故環境下でのシール性

能を確認するため，表１の条件で蒸気暴露後の気密試験を実施し，耐アルカリ性能を

確認した。 

なお，サプレッション・チェンバにある電気配線貫通部は低圧用のみであり，モジ

ュール部がサプレッション・チェンバ外にあること及びサプレッション・チェンバ内

外とも接続箱に覆われていることから，ｐＨ制御による影響はない。 

一方，ドライウェルに設置されている高圧用電気配線貫通部については，低圧用電

気配線貫通部と同様に，格納容器内外とも接続箱に覆われていることから，ｐＨ制御

による影響はない。 

表１ 改良ＥＰＤＭ材耐アルカリ性確認試験 

これらから，ｐＨ制御薬液による格納容器バウンダリへの悪影響は無いことを確認した。 

なお，水酸化ナトリウムの相平衡を図４に示すが，本系統使用後の濃度である  wt%で

は，水温が０℃以上であれば相変化は起こらず，析出することはない。 
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図２ アルカリ腐食割れに及ぼす温度，濃度の影響[1] 

 

 

 

図３ 炭素鋼の腐食に及ぼす pH の影響[1] 
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図４ 水酸化ナトリウムの水系相平衡図[2] 

 

 

 (2) 水素の発生について 

格納容器内では，配管の保温材等にアルミニウムを使用している。アルミニウムは

両性金属であり，水酸化ナトリウムに被水すると式①に示す反応により水素が発生す

る。 

また，格納容器内のグレーチングには，亜鉛によるめっきが施されている。亜鉛も

両性金属であり，式②に示すとおり，水酸化ナトリウムと反応することで水素が発生

する。 

これらを踏まえ，事故時に想定されるサプレッション・チェンバ内の水素の発生量

を評価する。なお，実際に薬液と反応する金属はスプレイの飛散範囲内と考えられる

が，保守的に格納容器内のすべての亜鉛とアルミニウムが反応し水素が発生するとし

て評価を行う。 

 

Al ＋ NaOH ＋ H2O → NaAlO2 ＋ 3/2H2↑   （式①） 

Zn ＋ NaOH ＋ H2O → NaHZnO2 ＋ H2↑    （式②） 

   

 

 ａ．亜鉛による水素発生量 

格納容器内の亜鉛の使用用途はグレーチングの亜鉛メッキである。そのためグレ

ーチングの亜鉛メッキ量を調査し，これらの亜鉛の全量が薬液と反応した場合の水

素発生量を評価した。 

 

【算出条件】 

・ドライウェル グレーチング表面積：約 3,135m2 
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・サプレッション・チェンバ グレーチング表面積：約 930m2 

・亜鉛メッキ膜厚：80μm 

(JIS H8641-2007 溶解亜鉛メッキ厚判定基準値(最大値)76μm より) 

・亜鉛密度：7.2g/cm3 

・亜鉛原子量：65.38 

 

【計算結果】 

上記条件より，亜鉛量はドライウェルで約 1,806 kg，サプレッション・チェンバ

で約 536 kg となり，合計約 2,350 kg となる。そして，式②よりこの亜鉛が全量反

応すると，水素の発生量は約 73 kg となる。 

 

 ｂ．アルミニウムによる水素発生量 

格納容器内のアルミニウムの使用用途は保温材の外装材やドライウェルクーラー（Ｄ

ＷＣ）のアルミフィンである。そのため，これらのアルミニウムの全量が薬液と反応

した場合の水素発生量を評価した。 

 

 

【算出条件】 

・保温材に含まれるアルミニウムの体積:約 0.5843m3 

・アルミニウム密度:2.7g/m3 

・ＤＷＣに含まれるアルミニウムの質量:約 1,761kg 

 

【計算結果】 

上記条件より，原子力格納容器内に存在するアルミニウム量は，約 3,339 kg とな

る。そして，式①よりこのアルミニウムが全量反応すると，水素の発生量は約 374 kg

となる。 

 

 

 ｃ．水素発生による影響について 

ジルコニウムー水反応等により格納容器内で発生する水素量は，有効性評価上の

大ＬＯＣＡシナリオで約 210 kg であり，薬液注入により亜鉛とアルミニウムが全量

反応したとしても，事故時の格納容器内の気相は水蒸気が多くを占めていることか

ら，格納容器の圧力制御には影響がない。 

また，格納容器内は窒素ガスにより不活性化されており，本反応では酸素の発生

がないことから，水素の燃焼は発生しない。 

これらのことから，ｐＨ制御に伴って格納容器内に水素が発生することを考慮して

も，影響はないものと考える。 
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別紙 44 

設備の維持管理についての補足事項 

１．機能確認における外観点検の確認内容について 

機能確認における外観点検の確認内容を表１に示す。 

表１ 開放点検における点検の確認内容 

対象機器 機能 点検の確認内容 

ベンチュリノズル フィルタ性能 ■表面に強度に影響を及ぼす恐れのあるき裂，変

形，腐食及び摩耗がないこと。

■性能に影響を及ぼす恐れのあるノズル穴の異

物による閉塞，ノズル穴の変形がないこと。

金属フィルタ ■表面に強度に影響を及ぼす恐れのあるき裂，変

形，腐食及び摩耗がないこと。

■性能に影響を及ぼす恐れのある金属フィルタ

の異物による閉塞，溶接部の割れ，腐食がない

こと。

多孔板 整流機能 ■表面に強度に影響を及ぼす恐れのあるき裂，変

形，腐食及び摩耗がないこと。

■性能に影響を及ぼす恐れのある整流板穴の異

物による閉塞，穴の変形がないこと。

オリフィス 流量調整機能 ■表面に強度に影響を及ぼす恐れのあるき裂，変

形，腐食及び摩耗がないこと。

■性能に影響を及ぼす恐れのあるオリフィス穴

の異物による閉塞，穴の変形がないこと。

・記載方針の相違

２．フィルタ性能の確認方法 

待機中，定期的に，以下の（１）～（３）の項目を確認することでのフィルタ性能が維持され

ていることを確認する。 

（１）窒素封入圧力確認 

窒素封入圧力を  [gage]程度に維持することで，容器内部の不活性状態が維持され，ベ

ンチュリノズル及び金属フィルタの腐食の発生を防止していることを確認する。

（２）スクラビング水位確認 

スクラビング水位が通常水位（1700mm～1900mm）で維持されていることを確認する。

（３）スクラビング水性状確認 

スクラビング水をサンプリング測定することで，水酸化ナトリウムが規定のｐＨを維持してい

る事を確認する。 
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 ３.点検周期の考え方 

4.5 格納容器フィルタベント系の維持管理の表 4.5-1 に示す点検周期は，表２に示すように機

能や設置環境の類似した既設類似機器を踏襲して決定する。なお，この点検周期は，今後の保全

活動を実施する中で適切な周期の見直しを行うこととする。 

容器及び容器内部構造物に対する，アルカリ性の薬液を注入することによる腐食の影響対策と

しては，本装置が通常待機状態であること，及び，耐腐食にすぐれたステンレス材等の材料を使

用していることから，窒素封入による不活性状態を維持することにより容器内部構造物の腐食の

発生を防止していることの確認を定期的に行うことで適切に維持できると考えられる。 
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 表２ 点検周期の決定根拠 

対象機器 機能／設置環境 類似機器 点検周期 

型式／機

能 

材料 内部流体 

スクラバ容器  フィルタ

等 

ステンレス鋼 スクラビング

水／窒素ガス 

原子炉冷却材浄

化系 

ろ過脱塩器 

65M 

内部構造物 

・ベンチュリノ

ズル 

・金属フィルタ 

・多孔板 

フィルタ

等 

ステンレス鋼 スクラビング

水／窒素ガス 

原子炉冷却材浄

化系 

ろ過脱塩器 内

部構造物 

65M 

銀ゼオライト

容器 

フィルタ

等 

銀ゼオライト 窒素ガス 非常用ガス処理

系 

活性炭フィルタ 

1C（機能確

認） 

伸縮継手 変位吸収

機構 

ステンレス鋼 窒素ガス／外

気 
― 

10C 

流量制限オリ

フィス 

配管類 ステンレス鋼 窒素ガス 
― 

10C 

圧力開放板 弁類 ステンレス鋼 窒素ガス／外

気 

窒素ガス制御系 

圧力開放板 

5C 

配管 配管類 炭素鋼 窒素ガス／外

気 

窒素ガス制御系

配管 

10C 

ステンレス鋼 スクラビング

水／窒素ガス 

気体廃棄物処理

系 

配管 

10C 

弁 弁類 炭素鋼 窒素ガス／外

気 

窒素ガス制御系

弁類 

1C（機能確

認） 

78M（分解

点検） 

ステンレス鋼 スクラビング

水／窒素ガス 

気体廃棄物処理

系 

弁類 

1C（機能確

認） 

78M（分解

点検） 

※点検周期の Mは「月」，Cは「サイクル」を示す。 
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別紙 14 

 

よう素除去部へのスクラビング水の影響について 

 

よう素除去部は，硝酸銀を添加した吸着材（銀ゼオライト）が充填されており，硝酸銀との化

学反応で放射性よう素を除去する。 

ベント中のよう素除去部へのスクラビング水の影響として，スウェリングにより，よう素除去

部の位置までスクラビング水位が上昇し，よう素除去部において蒸気が凝縮し，銀ゼオライトの

表面に水が付着することでよう素の除去性能が低下することがないかを確認する。 

 

 

 

 

また，格納容器圧力逃がし装置の待機時のフィルタ装置内の環境が，スクラビング水により飽

和蒸気となることが想定されるが，この環境でよう素の除去性能が低下することがないかを確認

する。 

 

(1) スウェリングの影響について 

  スクラビング水に蒸気が流入すると，スウェリングにより水位が上昇するとともに，スクラ

ビング水の水温も上昇する。その結果，定常状態（スクラビング水が飽和した状態）では，ス

クラビング水は待機時に比べ上昇しており，よう素除去部の外壁はスクラビング水に接するこ

ととなる。この場合，スクラビング水からよう素除去部へ入熱されるため，よう素除去部で蒸

気が凝縮することはなく，よう素の除去性能への悪影響はない。 

  スクラビング水が飽和した状態においては，スクラビング水の温度はフィルタ装置内の圧力

（スクラビング水部の圧力）により決まる。ベントガスの温度はこのベンチュリスクラバ（ス

クラビング水）を通過することで，スクラビング水の水温と同じになっているものと考えられ

る。 

 

  したがって，よう素除去部の外壁がスクラビング水に接する場合，スクラビング水の温度は

よう素除去部を通過するベントガスの温度よりも高いこととなり，スクラビング水からの入熱

が期待でき，よう素除去部において蒸気が凝縮し，銀ゼオライトの表面に水が付着することは

ないため，よう素の除去性能への悪影響はない。 

フィルタ装置内のガスの流れと温度の関係を第 1図に示す。 
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銀ゼオライトフィルタへのスクラビング水の影響について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

格納容器フィルタベント系の待機時のフィルタ装置内の環境が，スクラビング水により飽和蒸

気となることが想定されるが，この環境で銀ゼオライトフィルタの有機よう素の除去性能が低下

することがないかを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉の銀ゼオライトフ

ィルタは，スクラバ容器と別容

器であり，スクラビング水に接

しない構造のため，スウェリン

グは考慮しない 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉の銀ゼオライトフ

ィルタは，分離型であり，外壁

がスクラビング水に接しない構

成のため，スウェリングは考慮

しない 
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第 1 図 フィルタ装置内のガスの流れと温度の関係 
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(2) 系統待機時におけるよう素除去部へのスクラビング水の影響について

プラント運転中を通して格納容器圧力逃がし装置の系統待機時は，フィルタ装置内がスク

ラビング水によって飽和蒸気の環境となり，銀ゼオライトは長期間，飽和蒸気の環境下で保

管される。 

この保管状況において湿分による銀ゼオライトのよう素除去性能への影響を確認するた

め，密閉容器内にスクラビング水

と銀ゼオライトを第 1 表に示す環境で保管し，よう素除去効率を 6 カ月後及び 15 カ月後に

測定を実施した結果と銀ゼオライトの保管の様子を各々第 2表と第 2図に示す。 

第 1表 銀ゼオライトの試験条件 

(1) 系統待機時における銀ゼオライトフィルタへのスクラビング水の影響について

プラント運転中を通して格納容器フィルタベント系の系統待機時は，スクラバ容器内がスク

ラビング水によって飽和蒸気の環境となり，銀ゼオライトは長期間，湿分環境下で保管される。 

この保管状況において湿分による銀ゼオライトのよう素除去性能への影響を確認するため，

密閉容器内にスクラビング水（水酸化ナトリウム及び  ）と銀ゼオ

ライトを表１に示す環境で保管し，よう素除去効率を６カ月後及び 15 カ月後に測定を実施し

た結果と銀ゼオライトの保管の様子を各々表２と図１に示す。 

表１ 銀ゼオライトの試験条件 

項目 試験条件 実機環境を考慮した適用性 

温度 室温 

実機のフィルタ装置は，地下の第１ベン

トフィルタ格納槽に設置され，温度変化は

小さいと考えられることから，実機を包絡

する条件であり，適用性がある。 

圧力 大気圧 

 実機の圧力は  程度であり，

圧力が低い方がスクラビング水が蒸発しや

すく湿度が高くなると考えらえることか

ら，実機を包絡する条件であり，適用性が

ある。 

封入ガス組成 
窒素 95%以上 

（酸素５%未満） 

 実機の系統は，格納容器内雰囲気と同等

の酸素濃度４%以下と考えられることから，

実機を包絡する条件であり，適用性がある。 

スクラビング水

組成 

NaOH 水溶液 

 実機の濃度は  であり，濃度が低

い方がスクラビング水は蒸発しやすく湿度

が高くなると考えられることから，実機を

包絡する条件であり，適用性がある。 

実機の濃度と同等であり適用性がある。 
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第 2表 銀ゼオライトの除去効率の経時変化 

有機よう素の除去効率（％） 

初期 6 カ月後 15 カ月後 

第 2図 銀ゼオライトの保管の様子 

試験結果によると，6 カ月及び 15 カ月後における銀ゼオライトの除去効率は，性能基準

を満たしており，実機においてもプラント運転中を通して性能は維持

されると考える。 

表２ 銀ゼオライトの除去効率経時変化 

有機よう素の除去効率 

初期 ６か月後 15 か月後 

図１ 銀ゼオライトの保管の様子 

 試験結果によると６カ月及び 15 カ月後における銀ゼオライトの除去効率は，性能基準（除去

効率 99％）を満たしており，実機においてもプラント運転中を通して性能は維持されると考え

る。 

スクラビング水
銀ゼオライト 

密閉容器 

（デシケータ） 
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別紙 24 

格納容器からの異常漏えい時における対応について 

 

(1) 格納容器からの異常漏えい時における対応方針 

事故時に炉心損傷を判断した際は，格納容器の過圧破損の防止又は格納容器内での水素燃

焼をするため，サプレッション・プール水位が通常水位＋6.5m 到達した場合又は格納容器

酸素濃度がドライ条件で 4.3vol％に到達した場合は，格納容器圧力逃がし装置におけるベ

ントを実施することとしている。 

一方，万が一，ベントを実施する前に，格納容器からの異常な漏えいにより，原子炉建屋

原子炉棟（以下「Ｒ／Ｂ」という。）内に放射性物質が放出されるような状況になれば，大

気へ放出される放射性物質の総量を可能な限り防止する対応として，格納容器圧力逃がし装

置によるベントを実施することとしている。この対応により，フィルタ装置を介した放射性

物質の放出経路を形成することで，大気へ放出される放射性物質の総量を低減し，公衆への

影響を緩和する運用とする。 

また，異常な漏えい発生時において，格納容器から漏えいする水素により，Ｒ／Ｂ水素濃

度が上昇する場合には，原子炉建屋水素爆発を防止する観点から，格納容器圧力逃がし装置

によるベントを実施し，格納容器内の水素を排出することによって水素漏えいを抑制し，水

素爆発防止を図る運用とする。 

 

(2) 格納容器の異常漏えい時における運用方法 

可搬型モニタリング・ポスト及び原子炉建屋内放射線モニタの指示値が急激な上昇が発生

した場合又は原子炉建屋水素濃度計指示値が2.0vol％に到達した場合には，格納容器からの

異常な漏えいが発生していると判断し，格納容器圧力逃がし装置によるベントを実施する。 

 

ベントについては，ドライウェル内に存在する粒子状物質のサプレッション・プール水で

のスクラビングによる捕集効果に期待するため，サプレッション・チェンバ側からのベント

を実施する。仮に格納容器からの漏えい発生個所がドライウェル側であっても，サプレッシ

ョン・チェンバからのベントによりドライウェル圧力を低下させることで，格納容器からの

漏えいを抑制することが可能である。 

また，原子炉建屋ガス処理系については，当該系統内での水素爆発発生防止の観点から，

Ｒ／Ｂ水素濃度計指示値が2.0vol％に到達した時点で停止する。 

 

 (3) ベント実施基準設定の考え方 

   可搬型モニタリング・ポスト及び原子炉建屋内放射線モニタの指示値が急激に上昇する場

合には，格納容器から異常な漏えいが発生していると判断する。また，Ｒ／Ｂ水素爆発防止

の観点からは，ＰＡＲ動作開始水素濃度（1.5vol％），Ｒ／Ｂ水素濃度計の誤差（±0.25vol％）

及び評価の不確かさを踏まえ，Ｒ／Ｂ水素濃度計指示値が2.0vol％に到達した時点でベント

実施を判断する。 
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格納容器からの異常漏えい時における対応について 

 

(1) 格納容器からの異常漏えい時における対応方針 

事故時に炉心損傷を判断した際は，格納容器の過圧破損の防止又は格納容器内での水素燃

焼を防止するため，サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m に到達した場合又は

格納容器酸素濃度がドライ条件で 4.4vol％及びウェット条件で 1.5vol％に到達した場合

は，格納容器フィルタベント系におけるベントを実施することとしている。 

一方，万が一，ベントを実施する前に，格納容器からの異常な漏えいにより，原子炉建物

原子炉棟（以下「Ｒ／Ｂ」という。）内に放射性物質が放出されるような状況になれば，大

気へ放出される放射性物質の総量を可能な限り防止する対応として，格納容器フィルタベン

ト系によるベントを実施することとしている。この対応により，フィルタ装置を介した放射

性物質の放出経路を形成することで，大気へ放出される放射性物質の総量を低減し，公衆へ

の影響を緩和する運用とする。 

また，異常な漏えい発生時において，格納容器から漏えいする水素により，Ｒ／Ｂ水素濃

度が上昇する場合には，原子炉建物水素爆発を防止する観点から，格納容器フィルタベント

系によるベントを実施し，格納容器内の水素を排出することによって水素漏えいを抑制し，

水素爆発防止を図る運用とする。 

 

(2) 格納容器の異常漏えい時における運用方法 

可搬式モニタリング・ポスト及び原子炉建物原子炉棟内の放射線モニタの指示値が急激な

上昇が発生した場合又は原子炉建物水素濃度指示値が2.5vol％に到達した場合には，格納容

器からの異常な漏えいが発生していると判断し，格納容器フィルタベント系によるベントを

実施する。 

ベントについては，ドライウェル内に存在する粒子状物質のサプレッション・プール水で

のスクラビングによる捕集効果に期待するため，サプレッション・チェンバ側からのベント

を実施する。仮に格納容器からの漏えい発生個所がドライウェル側であっても，サプレッシ

ョン・チェンバからのベントによりドライウェル圧力を低下させることで，格納容器からの

漏えいを抑制することが可能である。 

また，非常用ガス処理系については，当該系統内での水素爆発発生防止の観点から，原子

炉建物水素濃度指示値が1.8vol％に到達した時点で停止する。 

 

 (3) ベント実施基準設定の考え方 

可搬式モニタリング・ポスト及び原子炉建物原子炉棟内の放射線モニタの指示値が急激

に上昇する場合には，格納容器から異常な漏えいが発生していると判断する。 

Ｒ／Ｂ水素爆発防止の観点からは，水素の可燃限界（4vol%）に計器誤差（±1.1vol）及

び運転操作の余裕時間（0.4vol%＝３時間）を踏まえ，原子炉建物水素濃度指示値が2.5vol％

に到達した時点でベント実施を判断する。また，ベント実施基準の 2.5vol％に対し，

 

 

 

 

 

・運用の相違 

 ベント実施基準の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

 ベント実施基準の相違 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違  

非常用ガス処理系の停止基準 

の相違 

 

 

・運用の相違 

水素濃度ベント実施基準の考

え方の相違 
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第1図 格納容器の異常な漏えいによるベント実施フロー 

① 

炉心損傷は，格納容器内雰囲気モニタの指示

値が設計基準事故の冷却材喪失時における追

加放出量に相当する値の10倍以上となってい

ることにより判断する。 

② 

放射線モニタ類の指示値が急激に上昇する場

合には，格納容器から異常な漏えいが発生し

ていると判断し，格納容器ベント実施判断を

行う。 

③ 

格納容器内水素・酸素濃度計指示値の上昇を

確認し，Ｒ／Ｂ水素濃度2.0vol％到達により

ベント実施判断を行う。 

④ 

・サプレッション・チェンバからのベントを

優先しベント操作を実施する。 

・原子炉建屋ガス処理系を停止する。 

運転操作の余裕時間（0.4vol%＝３時間）を踏まえ，原子炉建物水素濃度指示値

が 2.1vol％に到達した時点でベント準備を判断する。 

 

 

 

 

 

 

図１ 格納容器の異常な漏えいによるベント実施フロー 

 

 

 

① 

炉心損傷は，格納容器内雰囲気放射線モ

ニタの指示値が設計基準事故の冷却材喪

失時における追加放出量に相当する値の

10倍を超えた場合に判断する。 

② 
原子炉建物水素濃度1.8vol%到達により

非常用ガス処理系を停止する。 

③ 

放射線モニタ類の指示値が急激に上昇す

る場合には，格納容器から異常な漏えい

が発生していると判断し，格納容器ベン

ト実施判断を行う。 

④ 

格納容器内水素・酸素濃度計指示値の上

昇を確認し，原子炉建物水素濃度

2.1vol％到達によりベント準備判断を行

う。 

⑤ 
原子炉建物水素濃度2.5vol％到達により

ベント実施判断を行う。 

⑥ 
サプレッション・チェンバからのベント

を優先しベント操作を実施する。 

・記載方針の相違 

 島根２号炉は，ベント準備操

作の考え方を記載 

 

 

 

 

・運用の相違 

ベント実施基準の相違 

 

事象発生 

③格納容器内水素濃度

が 2.0vol％到達 

①炉心損傷を判断 

格納容器圧力逃がし装

置によるベント実施 

②放射線モニタ類指示

値の急激な上昇 

事象発生 

①炉心損傷を判断 

⑥格納容器フィルタベ 

 ント系によるベント 

実施 

⑤原子炉建物水素濃度

が 2.5vol％到達 

 

③放射線モニタ類指示 

値の急激な上昇 

②原子炉建物水素濃度 

が 1.8vol%到達 

②非常用ガス処理系 

 停止 

④原子炉建物水素濃度

が 2.1vol％到達 
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別紙 35 

 

ベント実施によるプルーム通過時の要員退避について 

別紙 47 

 

ベント実施によるプルーム通過時の要員退避について 

 

 

(1) プルーム通過時における要員退避の考え方 

炉心損傷後のベント実施時には，放出されるプルームの影響によって発電所周辺の放射線

線量率が上昇する。そのため，プルーム通過時において，災害対策要員は，緊急時対策所及

び中央制御室待避室等で待避又は発電所構外へ一時退避する。緊急時対策所及び中央制御室

待避室等については，空気加圧することでプルームの流入を抑え，放射線影響を低減させる。

発電所構外への一時退避については，発電所から離れることでプルームの拡散効果により放

射線影響を低減させる。 

 

 

(2) 必要要員数 

災害対策本部（全体体制）の要員は 111 名であるが，8名についてはオフサイトセンター

へ派遣されるため，発電所にて重大事故等対応を行う要員は 103 名である。プルーム通過時

の必要要員である 72 名は緊急時対策所又は中央制御室待機室等で待機することとしてお

り，それ以外の 31名については発電所構外へ退避する。 

 

(3) 移動時間 

発電所構外へ一時退避する場合には，原子力事業所災害対策支援拠点へ退避することとし

ている。原子力事業所災害対策支援拠点の候補として 6施設あり，事象発生後に風向等に基

づいて選定する。これらの施設は，発電所から 10km～20km の地点に立地しており，最も遠

い施設まで徒歩による一時退避を行う場合の所要時間は約 6時間と評価している。 

緊急時対策所へ待避する場合の移動時間については，アクセスルートのうち，緊急時対策

所から最も距離のある地点（放水口）から緊急時対策所へ第 1図に示すアクセスルートを徒

歩移動によって退避した場合の移動時間は約 24分である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) プルーム通過時における要員退避の考え方 

炉心損傷後のベント実施時には，放出されるプルームの影響によって発電所周辺の放射線

線量率が上昇する。そのため，プルーム通過時において，重大事故等に対処する要員は，緊

急時対策所及び中央制御室待避室で待避又は発電所構外へ一時退避する。緊急時対策所及び

中央制御室待避室については，空気加圧することでプルームの流入を抑え，放射線影響を低

減させる。発電所構外への一時退避については，発電所から離れることでプルームの拡散効

果により放射線影響を低減させる。 

 

 

(2) 必要要員数 

 

発電所にて重大事故等に対処する要員は 101 名である。プルーム通過時の必要要員である

69 名は緊急時対策所又は中央制御室待避室で待機することとしており，それ以外の 32 名に

ついては発電所構外へ退避する。 

 

(3) 移動時間 

発電所構外へ一時退避する場合には，原子力事業所災害対策支援拠点等へ退避することと

している。これらの施設は，発電所から約 12～13km の地点に立地しており，最も遠い施設

まで徒歩による一時退避を行う場合の所要時間は約４時間と評価している。 

 

緊急時対策所へ待避する場合の移動時間については，アクセスルートのうち，緊急時対策

所から最も距離のある地点（放水接合槽）から緊急時対策所へ図１に示すアクセスルートを

徒歩移動によって待避した場合の移動時間は約 50分である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・体制の相違 

・運用の相違 

島根２号炉は，ベント実施後，

中央制御室に待避する。東海第

二は，現場でのベント実施者が

現場に待機する運用 

 

 

・体制の相違 

オフサイトセンター派遣要員

は，緊急時対策要員とは別の要

員で構成 

 

 

・運用の相違 

一時退避箇所の選定箇所の相

違及び発電所からの距離の相違 
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第 1 図 放水口から緊急時対策所への最も距離のあるアクセスルート 

 

(4) 有効性評価シナリオでの退避タイミング 

ａ．サプレッション・プール水位通常水位＋6.5m 到達によるベント 

有効性評価のうち，炉心損傷後のベントシナリオである「雰囲気圧力・温度による静的

負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用できない場合）」における要員一

時退避及び待避開始時間及びベント時間の関係を第 1表に示す。 

 

 

第 1 表 静的負荷におけるベント準備時間及びベント時間の退避 

項目 基準 事象発生からの到達時間 

発電所構外への一時退避 S／P水位通常水位＋4.5m 約 13 時間後 

緊急時対策所への待避 S／P水位通常水位＋5.5m 約 16.5 時間後 

ベント操作 S／P水位通常水位＋6.5m 約 19.5 時間後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 放水接合槽から緊急時対策所への最も距離のあるアクセスルート 

 

(4) 有効性評価シナリオでの退避タイミング 

ａ．サプレッション・プール水位が通常水位＋約 1.3m 到達によるベント 

有効性評価のうち，炉心損傷後のベントシナリオである「雰囲気圧力・温度による静的

負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）」における要員一

時退避及び待避開始時間及びベント時間の関係を表１に，ベント実施に係る対応の流れを

図２に示す。 

 

表１ 静的負荷におけるベント準備時間及びベント時間の退避 

項目 基準 事象発生からの到達時間 

発電所構外への一時退避 格納容器圧力 640kPa[gage]到達 約 27 時間後 

緊急時対策所への待避 
サプレッション・プール水位が 

通常水位＋約 1.2m 到達 
約 31 時間後 

ベント操作 
サプレッション・プール水位が 

通常水位＋約 1.3m 到達 
約 32 時間後 

 

 

図２ ベント実施に係る対応の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

 ベント実施基準の相違 

 

 

 

 

・運用の相違 

ベント準備基準の相違による

退避基準の相違 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

島根２号炉は，ベント実施前 

の発電所構内の要員の動きにつ

いて記載 

 

 

　Ｓ／Ｐ水位　通常水位＋約1.2m 　Ｓ／Ｐ水位　通常水位＋約1.3m
 （ベント実施予測時刻の約１時間前）   ベント実施判断⇒ベント開始

＜緊急時対策要員＞
ａ． 緊急時対策所への待避  50分
ｂ． 緊急時対策所　加圧操作  ５分
＜運転員＞ 20分前
ａ． 原子炉注水流量調整（崩壊熱相当）  10分
ｂ． 中央制御室待避室　加圧操作 ５分
ｃ． 中央制御室換気系運転モード変更（加圧→系統隔離） ５分
ｄ． 第１弁（Ｓ／Ｃ側）「全開」操作  10分
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第 1 表に示すとおり，発電所構外への一時退避については，移動開始からベント操作ま

で約 6.5 時間あることから最も遠い退避施設への退避が可能であり，緊急時対策所への待

避については，移動開始からベント操作まで約 3時間あることからベント実施判断基準到

達までに緊急時対策所への待避可能である。そのため，ベント操作開始に影響を与えるこ

とはない。また，中央制御室の運転員については，ベント実施後速やかに中央制御室待避

室へ退避する。 

 

 

 

 

 

第 2 表及び第 2図に示すとおり，プルーム通過時の屋内待避期間（評価上 5時間）にお

いて，実施する必要のある現場操作及び作業がないため，要員が退避することに対する影

響はない。 

 

第 2 表 ベント実施の待避期間中における格納容器の状態及び操作 

作業項目 待避期間中における状況 作業の要否 

原子炉注水 
低圧代替注水系（常設）による

注水を継続 

待避期間における 

流量調整は不要 

格納容器スプレイ ベント実施前に停止 － 

電源 
常設代替高圧電源装置 

により給電 
自動燃料補給により作業不要 

水源 代替淡水貯槽の水を使用 
待避期間中における 

補給は不要 

燃料 可搬型設備を使用していない － 

 

ｂ．格納容器酸素濃度 4.3vol％到達によるベント 

炉心損傷後においては，格納容器内での水素燃焼を防止する観点から，格納容器酸素濃

度がドライ条件において 4.3vol％に到達した場合，ベント操作を実施することとしてい

る。 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用

する場合）においては，水素及び酸素の発生割合（Ｇ値）の不確かさが大きく，あらかじ

め待避基準を設定できないため，酸素濃度の上昇速度から 4.3vol％到達時間を予測し，

退避を実施する。また，退避開始からプルーム通過時の退避時において，実施する必要の

ある現場操作及び作業がないため，要員が退避することに対する影響はない。 

 

表１に示すとおり，発電所構外への一時退避については，移動開始からベント操作まで

約５時間あることから最も遠い退避施設への退避が可能であり，緊急時対策所への待避に

ついては，移動開始からベント操作まで約１時間※あることからベント実施判断基準到達

までに緊急時対策所への待避可能である。そのため，ベント操作開始に影響を与えること

はない。また，中央制御室の運転員については，ベント実施後速やかに中央制御室待避室

へ待避する。 

※緊急時対策要員：待避時間（約 50 分）及び緊急時対策所の加圧操作時間（約５分） 

         に余裕を考慮し設定 

 運転員    ：原子炉への注水流量調整（約 10 分）及び中央制御室待避室の加圧 

操作時間（約５分）を踏まえ，緊急時対策要員の待避開始と同じタ 

イミングに設定 

表２及び図３に示すとおり，プルーム通過時の待避期間（評価上 10 時間）において，

実施する必要のある現場操作及び作業がないため，要員が待避することに対する影響はな

い。 

 

表２ ベント実施の待避期間中における格納容器の状態及び操作 

作業項目 待避期間中における状況 作業の要否 

原子炉注水 
低圧原子炉代替注水系（常設）

による注水を継続 

待避期間における 

流量調整（崩壊熱相当）は不要 

格納容器スプレイ ベント実施前に停止 － 

電源 ガスタービン発電機により給電 自動燃料補給により作業不要 

水源 
低圧原子炉代替注水槽 

の水を使用 

待避期間中における 

補給は不要 

燃料 大型送水ポンプ車を使用 
流量調整により待避期間におけ

る燃料補給は不要 

 

ｂ．格納容器酸素濃度ドライ条件で 4.4vol％及びウェット条件で 1.5vol％到達によるベント 

炉心損傷後においては，格納容器内での水素燃焼を防止する観点から，格納容器酸素濃

度がドライ条件において 4.4vol％及びウェット条件で 1.5vol％に到達した場合，ベント

操作を実施することとしている。 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使

用する場合）においては，水素及び酸素の発生割合（Ｇ値）の不確かさが大きく，あらか

じめ待避基準を設定できないため，酸素濃度の上昇速度からドライ条件で 4.4vol％及び

ウェット条件で 1.5vol％到達時間を予測し，退避を実施する。また，退避開始からプル

ーム通過時の退避時において，実施する必要のある現場操作及び作業がないため，要員が

退避することに対する影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

格納容器酸素ベント基準の相

違 
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第 2 図 待避時及びプルーム通過時における要員の整理 

（「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

（代替循環冷却系を使用できない場合）の作業と所要時間」抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 待避時及びプルーム通過時における要員の整理 

（「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

（残留熱代替除去系を使用しない場合）の作業と所要時間」抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

運転員

（中央制御室）

緊急時対策要員

（現場）

・ 外部電源喪失確認

・ 給水流量の全喪失確認

・ 原子炉スクラム確認，タービントリップ確認

・ 非常用ディーゼル発電機等機能喪失確認

・ 再循環ポンプトリップ確認

・ 原子炉への注水機能喪失を確認

・ 主蒸気隔離弁全閉確認

・ 炉心損傷確認

・ 早期の電源回復不能確認

― ― ・ 非常用ディーゼル発電機等　機能回復

― ― ・ 外部電源　回復

高圧・低圧注水機能喪失

調査，復旧操作
― ―

・ 復水・給水系，高圧炉心スプレイ系，

　 残留熱除去系，低圧炉心スプレイ系　機能回復

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する

常設代替交流電源設備

起動操作

（1人）

A
― ・ 常設代替交流電源設備起動，受電操作

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室）

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（現場）

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室）

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（現場）

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室） 25分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（現場） 25分

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室） 5分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（現場） 5分

非常用ガス処理系　運転確認
（1人）

A
―

・ 非常用ガス処理系　自動起動確認

・ 原子炉建物差圧監視

・ 原子炉建物差圧調整

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

ほう酸水注入系による原子炉

圧力容器へのほう酸水注入

（1人）

A
― ・ ほう酸水注入系　起動 10分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）起動操作  5分

―
・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）

　 システム起動，暖気
40分

― ・ 格納容器水素濃度及び酸素濃度の監視 適宜監視

（1人）

A
―

・ 系統構成

・ 中央制御室換気系起動操作
20分 　

― ― ・ 中央制御室換気系　系統構成

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　加圧運転操作 10分

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　加圧運転から系統隔離運転への切替え操作

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　系統隔離運転から加圧運転への切替え操作 5分

― ― ・ 中央制御室待避室系統構成 30分

（1人）

A
― ・ 中央制御室待避室加圧操作

中央制御室待避

（５名）

当直長，当直副

長，運転員A,D,E

― ・ 中央制御室待避室内への待避

サプレッション・プール水

ｐＨ制御系起動操作

（1人）

A
― ・ サプレッション・プール水ｐＨ制御系起動 20分 解析上考慮せず

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ 注水弁電源切替え操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）起動/運転確認/系統構成/漏えい隔離操作

低圧原子炉代替注水系

（常設）注水操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）注水弁操作 10分

中央制御室待避室に退避する前に原子炉注水流量を崩

壊熱相当に調整する。

― ・ 放射線防護具準備／装備

―
・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給準備

　（大量送水車配置，ホース展張・接続）

― ・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給

格納容器ベント前に低圧原子炉代替注水槽を満水に

し，緊急時対策所へ待避。低圧原子代替注水槽を満水

にすることにより待避中も注水を維持できる。

待避解除は作業エリアの放射線量測定後となる。

原子炉ウェル代替注水系

注水操作
― ・ 大量送水車による原子炉ウェルへの注水 解析上考慮せず

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）系統構成

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）系統構成 10分

―
（2人）

a,b
・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作（現場）

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作

―
（12人）

a～l
・ 資機材配置及びホース敷設，系統水張り，起動 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備／装備 10分 解析上考慮せず

― ・ 電源ケーブル接続 解析上考慮せず

― ― ・ 原子炉補機代替冷却系　系統構成 解析上考慮せず

―
（2人）

c,d
・ 原子炉補機代替冷却系　運転状態監視

解析上考慮せず

格納容器ベント前に大型送水ポンプ車の流量を調整

し，緊急時対策所へ待避。流量調整することで待避中

も燃料補給が不要となる。

（1人）

A
― ・ 原子炉補機代替冷却系　冷却水流量調整 10分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器内雰囲気計装起動 5分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器内水素濃度及び酸素濃度の監視 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備／装備

― ・ 非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク等からタンクローリへの補給

燃料補給作業 ― ・ 大量送水車，大型送水ポンプ車への補給 　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

― ・ ドライウェルｐH制御　系統構成 20分 解析上考慮せず

― ・ ドライウェルｐH制御　起動 10分 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 格納容器ベント準備（第２弁操作） 10分

― ― ・ 格納容器ベント準備（第２弁操作） 解析上考慮せず

―
（2人）

g,h
・ ＦＣＶＳ排気ラインドレン排出弁閉操作 40分 解析上考慮せず

―
（2人）

o,p
・ 第１ベントフィルタ出口水素濃度準備 解析上考慮せず

―
（2人）

e,f
・ 可搬式窒素供給装置準備 解析上考慮せず

― ― ・ 緊急時対策所への待避 25分 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 格納容器ベント操作（第１弁操作） 10分

― ― ・ 格納容器ベント操作（第１弁操作） 解析上考慮せず

燃料プール冷却　再開
（1人）

A
― ・ 燃料プール冷却系再起動

解析上考慮せず

燃料プール水温66℃以下維持

必要人員数　合計
1人

A

19人

a～s

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

1時間30分

― 10分
・燃料プール冷却水ポンプを再起動し燃料プールの冷却を再開する。

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する。

4人

B,C,D,E

格納容器ベント操作

―

（2人）

D,E

1時間20分

―

― 2時間

― 2時間

ドライウェルｐH制御操作
（1人）

A

―

―

格納容器ベント準備操作

―

（2人）

D,E

（2人）

B,C

タンクローリ残量に応じて適宜非常用ディーゼル発電

機燃料貯蔵タンク等から補給。

格納容器ベント前に可搬型設備へ燃料補給を実施し，

緊急時対策所へ待避。待避解除は作業エリアの放射線

量測定後となる。
―

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

　適宜実施

燃料補給準備

―

2人

r,s

10分

― 2時間30分

適宜実施

―

格納容器内雰囲気計装による

水素濃度及び酸素濃度監視

（1人）

A

―

― 　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

原子炉補機代替冷却系運転

― 　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

待

避

時

間

　現場確認中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

原子炉補機代替冷却系準備

操作

― 7時間20分

―
3人

o,p,q
― 1時間40分

（2人）

B,C
1時間40分

―

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）スプレイ操作

―  適宜実施

待

避

時

間

―  適宜実施

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

適宜実施

―
　　　　　　　　　　上部ドライウェル内雰囲気温度低下を確認

　　　　　　　　　　蒸発による水位低下を考慮して定期的に注水

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

適宜実施

―

（2人）

a,b

　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

　　注水継続 適宜実施

輪谷貯水槽（西１／西２）か

ら低圧原子炉代替注水槽への

補給

―
14人

a～n

10分

― 2時間10分

― 　　　　　　注水開始30分は最大流量とし，その後は崩壊熱相当量で注水継続

― 　　10時間

―

低圧原子炉代替注水系

（常設）起動操作

2人

D,E

10分

20分

― 10分

中央制御室換気系

運転モード切替え

― 5分

―

中央制御室待避室準備

（2人）

D,E

― 5分

（2人）

D,E
40分中央制御室換気系起動

―

―

―

―

水素濃度及び酸素濃度監視

設備の起動

（1人）

A

―

―

―

（2人）

B,C

Ｃ系非常用高圧母線受電操作

―

（2人）

B,C

Ｄ系非常用高圧母線受電操作

― 5分

（2人）

B,C
5分

Ｃ系非常用高圧母線受電準備

―

2人

B,C

10分

35分

Ｄ系非常用高圧母線受電準備

― 25分

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する―

―

― 10分

状況判断
1人

A
― ― 10分

交流電源回復操作
―

5人

初動での指揮

中央制御室連絡

発電所外部連絡

運転員

（現場）

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

　事象発生

　

通報連絡者
緊急時対策

本部要員

42 43 5 6 731 32 33 34 40 4125 26 27 28 29 3011 12 22 23 245 6 7 8 9 1050 60 1 2 3 4

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）

必要な要員と作業項目

経過時間（分） 経過時間（時間） 経過時間（日）

備考10 20 30 40

約27時間 格納容器圧力640kPa[gage]到達

10分 常設代替交流電源設備による給電

遠隔操作に失敗した場合は，現場操作にて格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器除熱を行う。

操作は，現場への移動を含め，約14分後から開始可能である。（操作完了は約1時間30分後）

具体的な操作方法は，遠隔手動弁操作機構により，原子炉建物付属棟内から操作を行う。

約5分 炉心損傷

プラント状況判断

約10分 燃料被覆管温度1200℃到達

原子炉スクラム

30分 低圧原子炉代替注水系（常設）原子炉注水開始

約28分 燃料温度2500K（2227℃）到達

約１時間 非常用ガス処理系 運転開始

約32時間 サプレッション・プール水位

通常水位＋約1.3m到達

約１時間40分 中央制御室換気系 運転開始

凡例

：発電所外への退避する要員の退避時間
緊急時対策所へ待避する要員の待避時間

：評価上のプルーム通過時間（10時間）

要員待避期間及びプルーム通過期間中において，緊急時対策要員
による，可搬型設備（車両）である可搬式窒素供給装置及び第１
ベントフィルタ出口水素濃度の準備があるが，ベント準備開始か
らベント実施までに余裕時間があることから，待避に関し影響は

プルーム通過期間中は，運転員は
中央制御室待避室へ待避する

プルーム通過期間中は，運転員は
中央制御室待避室へ待避する
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別紙 44 

エアロゾルの粒径分布が除去性能に与える影響について

 JAVA 試験における試験用エアロゾルの粒径は，JAVA 試験装置からエアロゾルをサンプリング

し，     で観察することにより，粒径分布を測定している。過酷事故解析コード（ＭＡＡ

Ｐコード）より得られる粒径について，JAVA 試験において得られたエアロゾルの粒径との比較

検証を行い，想定される粒径分布の全域を包絡できていることを確認することで，重大事故等時

に想定されるエアロゾルの粒径分布においても，JAVA 試験と同様の除去性能（ＤＦ1,000 以上）

が適用可能であることを確認した。 

(1) JAVA 試験におけるエアロゾルの粒径分布

  JAVA 試験のおいては，エアロゾルの除去性能を評価するため，           を

試験用エアロゾルとして用いている。それぞれの試験用エアロゾルの質量中央径（以下，「MMD」

という。）を以下に示す。 

μm 

μm 

μm 

μm 

これらの試験用エアロゾルの粒径分布は を使用した測定を行っており，ベンチュ

リスクラバ上流側より採取したガスを粒径測定用フィルタに通過させ，粒径測定用フィルタ表

面の粒子を エアロゾルの量及び粒径を確認している。

JAVA 試験装置のサンプリングラインを第 1 図に，サンプルガスの取出し部分の概要を第 2

図に示す。 

別紙 48 

エアロゾルの粒径分布が除去性能に与える影響について

 JAVA 試験における試験用エアロゾルの粒径は，JAVA 試験装置からエアロゾルをサンプリング

し，  で観察することにより，粒径分布を測定している。過酷事故解析コード（ＭＡ

ＡＰコード）より得られる粒径について，JAVA 試験において得られたエアロゾルの粒径との比較

検証を行い，想定される粒径分布の全域を包絡できていることを確認することで，重大事故等時

に想定されるエアロゾルの粒径分布においても，JAVA 試験と同様の除去性能（ＤＦ1,000 以上）

が適用可能であることを確認した。 

(１) エアロゾルの粒径分布の妥当性

ａ．JAVA 試験における粒経分布 

JAVA 試験においては を試験用エアロゾルとして用いており，

それぞれの質量中央径（MMD）は以下のとおりである。 

JAVA 試験に用いられた試験用エアロゾルの粒径の測定は，JAVA 試験装置のフィルタ装

置前段の配管部からサンプリングしたエアロゾルを， 観測を用いてエ

アロゾル粒子の量と粒径を測定し，粒径分布を求めている。  による測定誤差は，

 である。

試験用エアロゾルの粒径分布を図１に，JAVA 試験装置のサンプリングラインを図２に，サ

ンプルガスの取出し部分の概要を図３に示す。

・資料構成の相違
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第 1図 JAVA 試験装置サンプリングライン 

図１ 試験用エアロゾルの粒径分布 

図２ JAVA 試験装置のサンプリングライン 

・資料構成の相違
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第 2図 サンプルガスの取出し部分概要図 

図３ サンプルガスの取出し部分概要図 

(2) 重大事故等時に想定される粒径分布

  重大事故等時におけるエアロゾルの粒径分布はＭＡＡＰコードによる解析にて得ることが

できる。エアロゾルの粒径分布は凝集効果及び沈着効果の自然現象に加えて，格納容器スプレ

イ効果やサプレッション・プール水でのスクラビング効果によって，粒径分布の幅が限定され

る。ＭＡＡＰコードではこれらの効果を考慮してエアロゾルの粒径分布を評価している。 

ａ．粒径分布の収束効果 

1) 凝集効果と沈着効果

 エアロゾルの粒径分布は，凝集効果及び沈着効果によりある粒径を中心に持つような分

布が形成される（参考図書 1）。第 3図に，エアロゾル分布形成のイメージを示す。また，

以下に凝集効果及び沈着効果の内容を示す。 

第 3図 エアロゾル分布形成のイメージ 

（２）重大事故時に想定される粒径分布 

重大事故が発生した際に格納容器に放出されるエアロゾルの粒径は，凝集効果及び沈

着効果の自然現象に加えて，格納容器スプレイ効果やサプレッション・プール水におけ

るスクラビング効果といった除去機構により粒径分布の幅が限定される。 

ＭＡＡＰコードではこれらの効果を考慮してエアロゾルの粒径分布を評価している。 

ａ．凝集効果及び沈着効果 

エアロゾルの粒径分布は，凝集効果及び沈着効果により，安定状態では，ある粒径

に中心をもつような分布が形成される（参考図書１）。エアロゾルの粒径分布形成のイ

メージを図４に示す。以下に，凝集効果及び沈着効果について示す。

図４ エアロゾル分布形成のイメージ 

(a) 凝集による成長

 小粒径のランダムな運動（ブラウン運動：Brownian Diffusion）により，他の粒子と

衝突し凝集することでより大きな粒子へと成長する。小粒径の粒子は，特に大粒径の粒

子と衝突し凝集する傾向が見られる。凝集効果の例を第 4図に示す。 

 第 4図の横軸は粒径（Dp1）で，縦軸ブラウン運動による凝集係数を示しており，この

値が大きい場合に凝集効果が大きくなる。凝集係数は凝集する相手の粒子径（Dp2）によ

り変化するため，Dp2 を変化させた場合の凝集係数として複数の曲線が示されている。

(a）凝集効果

小粒径の粒子はランダムな運動（ブラウン運動：Brownian Diffusion）により，

他の粒子と衝突し凝集することでより大きな粒子へと成長する。小粒径の粒子は特に

大粒径の粒子と衝突し凝集する傾向が見られる。凝集効果の例を図５に示す。 

横軸は粒径（Dp1），縦軸はブラウン運動による凝集係数（Brownian coagulation 

coefficient）を表しており，凝集係数が大きい場合に凝集効果が大きいことを意味

する。凝集係数は凝集する相手の粒子の粒径（Dp2）により変化するため，Dp2の違い
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相手の粒径による差はあるものの，小粒径の場合に効果が大きいことがわかる。 

 

 

 
 

第 4 図 凝集効果の例（参考図書 2） 

 

による凝集係数が複数の曲線で示されている。Dp2＞Dp1 の場合，Dp1 が小さくなると

凝集係数は大きくなる。 

 

 

 

図５ 凝集効果の例（参考図書 2） 

(b) 沈着による除去 

     沈着による除去効果は重量が大きいほど沈着しやすく，床・壁に付着することで減少

する傾向が見られる。粒子の密度が一定と仮定した場合には，粒子径が大きいほど沈着

効果を期待することができる。沈着効果の例を第 5図に示す。 

 
第 5 図 沈着効果の例（参考図書 1） 

(b）沈着効果 

大粒径の粒子は重力の影響によって比較的沈着し易く，床・壁に付着することで

減少する傾向が見られる。粒子の密度が一定と仮定した場合には，粒子径が大きいほ

ど沈着効果を期待することができる。沈着効果の例を図６に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 沈着効果の例（参考図書１） 
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 2) 格納容器内のエアロゾル除去機構の影響 

格納容器内では，重大事故等対処設備による格納容器スプレイ効果やサプレッション・

プール水でのスクラビング効果によって，エアロゾルが除去される。以下に格納容器スプ

レイ効果及びサプレッション・プール水でのスクラビング効果を示す。 

 

(a) 格納容器スプレイ効果 

 格納容器スプレイでは，水滴が落下する際に，慣性効果，さえぎり効果，拡散効果等

の除去メカニズムが働く。 

 第 6 図に格納容器スプレイを継続することによる格納容器内のエアロゾル粒子の粒

子径分布の変化の例を示す。初期の段階（ＤＦ：1.1）では，エアロゾル粒子は最大値

が約 1μm で幅の広い分布を持っているが，格納容器スプレイを継続し積算の除去効果

が大きくなると，大粒径の粒子と小粒径の粒子が効果的に除去され，粒径分布の最大値

は小さくなり，また分布の幅も小さくなる傾向が見られる。 

 

 
第 6 図 格納容器スプレイを継続することによる格納容器内のエアロゾル粒径分布の変化（参考

図書 1） 

 

ｂ．格納容器内でのエアロゾル除去 

格納容器内では，格納容器スプレイ効果やサプレッション・プール水におけるスク

ラビング効果によって，エアロゾルが除去される。以下に，格納容器スプレイ効果及

びサプレッション・プール水におけるスクラビング効果について示す。 

(a）格納容器スプレイ効果 

格納容器スプレイでは，水滴が落下する間に，さえぎり効果，拡散効果及び慣性衝

突効果の除去メカニズムが働く。 

図７では格納容器スプレイを継続することによる格納容器内のエアロゾルの粒径

分布の変化の例を示す。初期の段階（DF=1.1）では，エアロゾル粒径は最大値が約1

μmで幅の広い分布を持っているが，格納容器スプレイを継続すると，大粒径の粒子

と小粒径の粒子が効率的に除去され，粒径分布の最大値は小さくなり，また分布の幅

も小さくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 格納容器スプレイ継続による格納容器内の 

粒径分布の変化（参考図書 1） 
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(b) サプレッション・プール水でのスクラビング効果 

 サプレッション・プール水でのスクラビングでは，気泡が上昇する間に第 7図に示す

ような種々の除去メカニズムが働き，第 8図の実験結果に示すように，粒径の大きいエ

アロゾルが効果的に除去される。 

 

 

 

 

 

 

第 7 図 スクラビング気泡内でのガスの働きとエアロゾル除去メカニズム 

 

 

第 8 図 プールスクラビングによる除去性能の例（参考図書 3） 

(b）サプレッション・プール水におけるスクラビング効果 

サプレッション・プール水におけるスクラビングでは，気泡が上昇する間に図８に示

すような種々の除去メカニズムが働く。安定した気泡内のエアロゾル除去は，重力沈降，

慣性衝突が支配的となるため，粒径が大きいエアロゾルが効果的に除去される。サプレ

ッション・プール水におけるスクラビングによるエアロゾル除去原理のイメージを図８

に，サプレッション・プール水におけるスクラビングによる除去性能の実験結果の例を

図９に示す。 

 

図８ サプレッション・プール水におけるスクラビングによるエアロゾル除去原理 

 

 

図９ サプレッション・プール水のスクラビングによる除去性能の例（参考図書３） 

 

 

・資料構成の相違 

別添1-694



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

3) 重大事故等時に想定される粒径分布

 重大事故等時に想定される粒径は，上記 1)，2)に示したエアロゾルの除去効果により

主にサブミクロン（0.1 から 1μm程度）になると考えられる。その代表径として，粒径

分布の MMD を 0.5μm にもつ粒径分布を重大事故等時に想定される粒径分布とした。 

ｃ．  重大事故等時に想定される粒径分布 

 重大事故等時に想定される粒径は，上記ａ．ｂ．に示したエアロゾルの除去効果により

主にサブミクロン（0.1 から１μm程度）になると考えられる。その代表径として，粒径

分布の MMD を 0.5μm にもつ粒径分布を重大事故等時に想定される粒径分布とした。 

ｂ．ＭＡＡＰコードにより得られる粒径分布 

有効性評価で用いるＭＡＡＰコードより得られるベントの際のエアロゾルは， μm

（ＭＡＡＰコードで得られた μmを丸めた値）程度に質量中央径を持つ分布（ウェ

ットウェルベント）となることを確認している。また，同じタイミングでドライウェルより

ベントした場合，エアロゾルは μm程度に質量中央径を持つ分布となる。第 1表にベ

ント位置の違いによる粒径分布を示す。

第 1表 想定事故シナリオのエアロゾル粒径分布 

想定事故シナリオ 
ベント 

時間[h] 

ベント 

位置 

質量中央径 

(MMD)[μm] 

幾何標準 

偏差σg[-] 

エアロゾル

量[g]

雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容器

過圧・過温破損） 

19 
W／W 0.32 1 

D／W 0.36 5,000 

ドライウェルベントと比較してウェットウェルベントではエアロゾル量が少なくなる。こ

れはウェットウェルベントでは，サプレッション・プール水でのクラビング効果により，エ

アロゾルが除去されるためと考えられる。また，ドライウェルベントではウェットウェルベ

ントと比較して MMD が大きくなっているが，エアロゾル量が多いことから，エアロゾル同士

の衝突頻度が高くなり，より大きい粒径のエアロゾル粒子が生成されやすくなるためと考え

られる。 

（参考１）エアロゾル粒径と除去係数の関係 

除去係数（以下，「DF」という。）は，フィルタ装置に流入したエアロゾル重量とフィルタ装

置から放出したエアロゾル重量の比として，以下の式で表される。また，表１にベント位置の

違いによる粒径分布を示す。 

表１ 想定事故シナリオのエアロゾル粒径分布 

想定事故シナリオ 
ベント 

時間[h] 

ベント 

位置 

質量中央径 

(MMD)[μm] 

幾何標準 

偏差σg[-] 

エアロゾル

量[g]

雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容器

過圧・過温破損） 

32 
W／W 0.19 1.8 

D／W 0.27 3,500 

ドライウェルからのベントを行う場合は，サプレッション・プール水におけるスクラビング

効果による大粒径のエアロゾルの除去が行われないことから，上式のフィルタ装置に流入した

エアロゾルの重量が大きくなる。このため，ドライウェルからのベントを行う場合は，サプレ

ッション・チェンバからのベントを行う場合と比較して，高い DF が確保される。 

・資料構成の相違
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図１ プールスクラビングによる粒径分布の変化のイメージ 

(3) 試験用エアロゾルの粒径分布の妥当性と除去性能

ドライウェルベントでは全体的に粒径が大きくなるが，粒径が大きいほど，慣性衝突効果

やさえぎり効果によるエアロゾルの除去効果が見込めるため，より高いＤＦを期待すること

ができる。 

一方，ウェットウェルベントでは，サプレッション・プール水でのスクラビング効果によ

り粒径の大きいエアロゾルが除去されるため，ドライウェルベントに比べフィルタ装置のＤ

Ｆが低くなることが考えられる。 

このため，JAVA 試験では，様々な粒径分布を持つ            を試験用エ

アロゾルとしてＤＦを確認している。これらの試験用エアロゾルとＭＡＡＰコードより想定

されるドライウェルベント時及びウェットウェルベント時の粒径分布の比較を第 9図に示

す。 

第 9図に示すとおり，JAVA 試験に使用した試験用エアロゾルの粒径分布はＭＡＡＰコー

ドより想定される粒径分布の全域を包絡できていることが確認できることから，これらの試

験エアロゾルで試験を行うことで，想定粒径全体の性能を確認することができる。 

第 9図 試験用エアロゾルとＭＡＡＰコードより想定される粒径分布 

(1) 試験用エアロゾル粒径分布の妥当性

JAVA試験では，様々な分布を持つ複数のエアロゾルを使用している。これらの試験用

エアロゾルとMAAPにより想定される粒径分布の比較を図２に示す。

一方，ウェットウェルベントでは，サプレッション・プール水でのスクラビング効果

により粒径の大きいエアロゾルが除去されるため，ドライウェルベントに比べフィルタ

装置のＤＦが低くなることが考えられる。 

この比較により，使用した試験用エアロゾルにて，MAAPにより想定される粒径分布の

全域を包絡できていることが確認でき，これらの試験用エアロゾルで試験を行うことで，

想定粒径全体の性能を確認することができる。また，図２からサプレッション・チェン

バからのベントと比較し，ドライウェルからのベントでは，より大きな粒径のエアロゾ

ルが存在することから，高いDFが期待できる。

図２ 試験用エアロゾルと MAAP より想定される粒径分布の比較 

プールスクラビング前 

プールスクラビング後 

φ：粒径 

分布 
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<参考図書> 

1．NEA／CSNI／R(2009)5 STATE-OF-THE-ART REPORT ON NUCLEAR AEROSOLS

2．California Institute of Technology FUNDAMENTALS OF AIR POLLUTION ENGINEERING 

3．22nd DOSE／NRC Nuclear Air Cleaning and Treatment Conference Experimental study on 

Aerosol removal effect by pool scrubbing, Kaneko et al. (TOSHIBA) 

4．A Simplified Model of Aerosol Removal by Containment Sprays (ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5966) 

5．A Simplified Model of Decontamination by BWR Steam Supprssion Pools (ＮＵＲＥＧ／Ｃ

Ｒ－6153 SAND93-2588) 

6．Overview of Main Results Concerning the Behaviour of Fission Products and Structural 

Materials in the Containment (NUCLEAR ENERGY FOR NEW EUROPE 2011) 

≪参考図書≫ 

1. NEA/CSNI/R(2009)5 STATE-OF-THE-ART REPORT ON NUCLEAR AEROSOLS

2. California Institute of Technology FUNDAMENTALS OF AIR POLLUTION ENGINEERING

3. 22nd DOE/NRC Nuclear Air Cleaning and Treatment Conference Experimental

study on Aerosol removal effect by pool scrubbing, Kaneko et al.(TOSHIBA)

（参考２）粒径分布の妥当性について 

JAVA 試験の試験用エアロゾルと MAAP により想定される粒径分布を，図１のとおり比較するこ

とにより，使用した試験用エアロゾルにて MAAP により想定される粒径分布の全域を包絡できて

いることを確認している。 

一方，MAAP により想定される粒径分布は，炉心状態，事故後の経過時間及び格納容器内にお

けるエアロゾル粒子の濃度の違いにより，変化することが考えられるため，その影響について

考察した。 

図１ 試験用エアロゾルと MAAP より想定される粒径分布 

・記載方針の相違
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(1) 炉心状態 

MAAP 解析においては，エアロゾル量を保守的に評価するため，炉心状態として燃焼サイク

ル末期を想定している。 

炉心状態としてサイクル末期を想定した場合，初装荷炉心と比べ，格納容器内に放出され

る核分裂生成物の総量は大きくなり，格納容器内のエアロゾル粒子の濃度が高くなる。エア

ロゾル粒子の濃度が高くなると，エアロゾル粒子同士の衝突の頻度が高くなり，より大きい

粒径のエアロゾル粒子が生成されやすくなる。その結果として，格納容器内の粒径分布はよ

り大きい方向にシフトすることになる。 

ウェットウェルベントの場合，エアロゾルはスクラバ容器に流入する前にサプレッショ

ン・プールでスクラビングされ，より粒径の大きい粒子が特に多く除去されるため，初装荷

炉心の粒径分布との差異が小さくなることから，炉心状態が粒径分布に与える影響は限定的

と考える。 

 

(2) 事故後の経過時刻 

エアロゾルの流入量が多い時間帯はベント直後であることから，粒径分布としてベント直

後を想定している。 

ベント後長期においては，ベント直後と比較して，格納容器内の粒径分布が変化すること

が考えられるが，前項に示したとおり，ウェットウェルベントの場合，エアロゾルはスクラ

バ容器に流入する前にサプレッション・プールでスクラビングされ，より粒径の大きい粒子

が特に多く除去されるため，スクラビング前の粒径分布の差異が，スクラビング後はより小

さくなることとなる。 

したがって，ベント時間帯の違いが粒径分布に与える影響は限定的と考える。 

 

(3) 中・低揮発性核種の放出割合の変更 

別紙 33（参考４）に示したとおり，スクラバ容器に流入するエアロゾル量を評価する際，

放出割合として単に MAAP 解析により得られた放出割合の評価結果を採用するのではなく，

NUREG-1465 の知見を利用している。このことは，原子炉圧力容器から格納容器内に流入する

中・低揮発性核種のエアロゾル量をより少なく評価していることに相当している。そのため，

上記の評価手法を取り入れることで，格納容器内のエアロゾル濃度は小さく評価され，エア

ロゾル粒子の粒径分布は小さい方向にシフ卜すると考えられるが，前項に示したとおり，ウ

ェットウェルベントの場合，エアロゾルはスクラバ容器に流入する前にサプレッション・プ

ールでスクラビングされ，より粒径の大きい粒子が特に多く除去されるため，スクラビング

前の粒径分布の差異が，スクラビング後はより小さくなることとなる。 

したがって，中・低揮発性核種の放出割合の変更することが粒径分布に与える影響は限定

的と考える。 
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 別紙 49 

 

適合性審査において確認を行う事項（第５０条等，ＦＣＶＳ） 

に対する記載事項について 

 

 

 適合性審査において確認を行う事項に対する各資料の回答記載箇所について次項に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 
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 別紙 50 

セシウムの放出割合の評価方法 

 

1. セシウムの放出割合 

(1) CsI の形態で存在しているセシウム 

全よう素が CsI の形態で存在するものとして整理する。CsI の形態で存在しているセシウム

の重量は以下のとおりとなる。 

 

CsI の初期重量[kg] 

＝よう素元素初期重量[kg]＋CsI 初期重量中のセシウム重量[kg] 

＝MI＋MI/WI×WCs 

CsI 初期重量中のセシウム重量[kg]＝MI/WI×WCs 

ここで， 

MI ：よう素元素初期重量[kg] 

WI ：よう素原子量[-] 

WCs：セシウム原子量[-] 

 

(2) CsOH の形態で存在しているセシウム 

全セシウムが CsI と CsOH の形態で存在するものとして整理する。CsOH の形態で存在してい

るセシウムの重量は以下のとおりとなる。 

 

CsOH 初期重量中のセシウム重量[kg] 

＝MCs－CsI 初期重量中のセシウム重量[kg] 

＝MCs－MI/WI×WCs 

ここで， 

MCs：セシウム元素初期重量[kg] 

 

(3)セシウムの放出量 

MAAP 解析により CsI と CsOH の格納容器外への放出割合を評価 

 

セシウムの放出重量[kg]＝MI/WI×WCs×X＋（MCs－MI/WI×WCs）×Y 

 

X：CsI 放出割合（MAAP 解析により得られる） 

Y：CsOH 放出割合（MAAP 解析により得られる） 

 

・資料構成の相違 
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(4)セシウムの放出割合 

1.(3)で得られたセシウムの放出量から，セシウムの放出割合を評価 

セシウムの放出割合＝セシウムの放出量/セシウム元素初期重量 

＝MI/WI×WCs/MCs×X＋（1－MI/WI×WCs/MCs）×Y 

＝Y＋MI/MCs×WCs/WI（X－Y） 
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 別紙 51 

 

高温使用時におけるフランジ漏えい評価について 

 

 

 格納容器フィルタベント系の使用状態において，最高使用圧力に対するフランジ部の強度評価

については，「発電用原子力設備規格設計・建設規格（2005 年度版）」の「PPD-3414 フランジ」

において既に評価済みである。 

 本資料においては，高温・高圧環境下（200℃，853kPa）にて配管と配管をつなぐフランジ間

からの漏えい評価について示す。 

 

 「高圧ガス設備等耐震設計指針（2012）」を用いて配管内圧及びフランジに接続する配管から

受ける反力を考慮してフランジボルト締付圧力が十分に必要な面圧を満足していることを評価

する。なお，フランジに接続する配管からの反力については，自重，地震荷重，配管の熱膨張が

同時に負荷されたものとし，フランジの片当たりの原因となるモーメント及び両側からの引張力

について考慮するものとする。（図１） 

 

 

 

図１ フランジにかかる配管荷重 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 
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 「高圧ガス設備等耐震設計指針（2012） レベル 2耐震性能評価 解説編）に基づき，フランジ

漏えい評価を実施した。以下に評価式を示す。 

    

σ：ガスケット開口圧力 [MPa] 

m ：ガスケット係数 [-] 

p ：内圧［MPa］ 

α：等価内圧に対する漏えい影響度補正係数で，0.75m[-] 

σa：ボルトの初期締付け力によるガスケット面圧［MPa］ 

Pe：地震力等に係る軸方向引張力 F及び曲げモーメント M に対する等価内圧であり，以下

の式で算出する。 

    

G：ガスケット接触面の平均直径［mm］ 

F：軸引張力［N］ 

M：曲げモーメント［N・mm］ 

 

 ここで，軸引張力 Fは配管応力解析における配管軸方向の引張荷重 Fxであり，曲げモーメン

ト M は同様に配管応力解析における配管軸直角２方向のモーメント My 及び Mz の二乗和平方根 

で算出する。 

 なお，フランジの熱膨張係数がボルトよりも大きいため，フランジ－ボルト間の熱膨張差によ

りガスケットの面圧が増加するが，安全側に働くため本評価においては考慮しない。 

 

 今回，格納容器フィルタベント系の配管応力解析モデルにて，自重，地震荷重，最高使用温度

（200℃）における配管熱膨張が作用した場合の各節点における xyz 各成分の反カとモーメント

を算出し，各節点の反力とモーメントの中から，成分毎の最大値をそれぞれ抽出した。 

 この抽出された成分毎の反力とモーメントの最大値がフランジに作用し，更に内圧として最高

使用圧力(0.853MPa)が印加されているという非常に保守的な条件にて，上記（1）式に基づきフ

ランジ漏えい評価を実施した。 

 評価の結果，(1)式の判定条件を満足することを確認した（表１参照）。よって，格納容器フィ

ルタベント系使用時の高温状態においても，配管フランジからの漏えいは発生しない。 
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表１ フランジ漏えい評価結果 
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別紙 21 

 

格納容器雰囲気温度によるベントの運用について 

 

(1) 格納容器雰囲気温度の監視について 

  格納容器雰囲気温度計は，ドライウェルに36点，サプレッション・チェンバに4点の計40

点を設置しており，各所に分散して配置することにより格納容器全体の雰囲気温度を監視す

ることができる。このうち，重大事故等発生時における監視を確実なものとするため，重大

事故等発生時の格納容器内の環境条件においても計測可能な温度計を，ドライウェルに8点，

サプレッション・チェンバに2点に分散し，格納容器内の雰囲気温度を一様に計測すること

としている。 

重大事故等発生時の格納容器内の環境条件においても計測可能な温度計の計測点を第1図

に示す。 

 (2) 局所的な温度上昇について 

   格納容器雰囲気温度が局所的に大きく上昇する要因としては，原子炉圧力容器が高圧状態

で破損する際に溶融炉心が飛散し，格納容器内に溶融炉心が付着することなどが考えられる

が，原子炉圧力容器破損前に原子炉圧力容器を減圧することにより，このような状況に至る

可能性を低減する。また，原子炉圧力容器が破損した場合には，溶融炉心がペデスタル部に

落下するが，ペデスタル（ドライウェル部）はドライウェル床面より掘り下げられた構造と

なっているため，溶融炉心はペデスタル（ドライウェル部）に保持され，ドライウェル床面

に流出することはない。さらに，格納容器スプレイ実施時には格納容器雰囲気が冷却される

こと及び格納容器への注水等による溶融炉心の冷却に伴い発生する蒸気により格納容器内

では自然対流が起きていることを踏まえると，溶融炉心からの輻射熱等により格納容器雰囲

気温度が局所的に大きく上昇する可能性は低い。また，格納容器圧力限界圧力を下回る最高

使用圧力の 2倍（620kPa［gage］）到達までにベントを実施することとしているが，620kPa

［gage］に対する飽和温度が約 166℃であることを踏まえると，過温破損に至ることはない

と考えられる。 

   なお，格納容器圧力が計測できない場合は，「別紙 19.格納容器内の圧力が計測できない

場合の運用について」に記載のとおり，格納容器雰囲気温度によりベントを判断することと

している。 

 (3) 格納容器破損のおそれがある場合の影響緩和のためのベント実施について 

   炉心部の燃料，ペデスタル（ドライウェル部）に落下した燃料デブリ及び格納容器内を冷

却するため，格納容器への注水等に期待するが，十分な注水等ができない場合には，格納容

器雰囲気が過熱状態になり，格納容器雰囲気温度が格納容器圧力に対する飽和温度以上にな

るとともに，溶融炉心からの輻射熱等により格納容器雰囲気温度が局所的に大きく上昇し，

格納容器が過温破損に至るおそれがある。このように，重大事故等対処設備が健全に機能せ

ず，格納容器の健全性が脅かされる可能性が高い状況では，格納容器圧力逃がし装置からの

ベントを実施し，フィルタ装置を介した放射性物質の放出経路を形成することで，格納容器

別紙 52 

 

格納容器雰囲気温度によるベントの運用について 

 

（１）格納容器雰囲気温度の監視について 

格納容器雰囲気温度計は，ドライウェルに31点，サプレッション・チェンバに６点の計37

点を設置しており，各所に分散して配置することにより格納容器全体の雰囲気温度を監視す

ることができる。このうち，重大事故等発生時における監視を確実なものとするため，重大

事故等発生時の格納容器内の環境条件においても計測可能な温度計を，ドライウェルに７

点，サプレッション・チェンバに２点に分散し，格納容器内の雰囲気温度を一様に計測する

こととしている。 

重大事故等発生時の格納容器内の環境条件においても計測可能な温度計の計測点を図１

に示す。 

（２）局所的な温度上昇 

格納容器雰囲気温度が局所的に大きく上昇する要因としては，原子炉圧力容器が高圧状態

で破損する際に溶融炉心が飛散し，格納容器内に溶融炉心が付着することなどが考えられる

が，原子炉圧力容器破損前に原子炉圧力容器を減圧することにより，このような状況に至る

可能性を低減する。また，原子炉圧力容器が破損した場合には，溶融炉心がペデスタル部に

落下するが，ペデスタルはドライウェル床面より掘り下げられた構造となっているため，溶

融炉心はペデスタルに保持され，ドライウェル床面に流出することはない。さらに，格納容

器スプレイ実施時には格納容器雰囲気が冷却されること及び格納容器への注水等による溶

融炉心の冷却に伴い発生する蒸気により格納容器内では自然対流が起きていることを踏ま

えると，溶融炉心からの輻射熱等により格納容器雰囲気温度が局所的に大きく上昇する可能

性は低い。また，格納容器圧力限界圧力を下回る最高使用圧力の2倍（853kPa［gage］）到

達までにベントを実施することとしているが，853kPa［gage］に対する飽和温度が約178℃

であることを踏まえると，過温破損に至ることはないと考えられる。 

 

なお，格納容器圧力が計測できない場合は，「別紙39.格納容器内の圧力が計測できない場

合の運用について」に記載のとおり，格納容器雰囲気温度によりベントを判断することとし

ている。 

 (3) 格納容器破損のおそれがある場合の影響緩和のためのベント実施について 

   炉心部の燃料，ペデスタルに落下した溶融炉心及び格納容器内を冷却するため，格納容器

への注水等に期待するが，十分な注水等ができない場合には，格納容器雰囲気が過熱状態に

なり，格納容器雰囲気温度が格納容器圧力に対する飽和温度以上になるとともに，溶融炉心

からの輻射熱等により格納容器雰囲気温度が局所的に大きく上昇し，格納容器が過温破損に

至るおそれがある。このように，重大事故等対処設備が健全に機能せず，格納容器の健全性

が脅かされる可能性が高い状況では，格納容器フィルタベント系からのベントを実施し，フ

ィルタ装置を介した放射性物質の放出経路を形成することで，格納容器の過温破損時に大気

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

 測定個数の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

島根２号炉（Mark-Ⅰ改）と東

海第二（Mark-Ⅱ）の最高使用圧

力の相違 

別添1-720



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

の過温破損時に大気へ放出される放射性物質の総量を低減させる運用とする。 

   ベントの実施は過圧破損防止の観点では有効な手段であるが，格納容器雰囲気の過熱状態

による温度上昇に対しては一定の抑制効果はあるものの過温破損そのものを防止できる手

段ではない。したがって，格納容器温度上昇に対するベントにおいて,過温破損の観点では

可能な限り格納容器内に存在する希ガスの減衰に期待するため，格納容器の限界温度に到達

するおそれのある「格納容器温度 200℃以上において温度上昇が継続している場合」をベン

ト実施判断基準として設定した。格納容器温度の上昇継続を判断基準として設定した理由

は，200℃以上にて温度上昇が継続する場合には，格納容器過温破損に至る可能性があり，

事前に環境緩和のための格納容器ベントを実施するためである。 

なお，格納容器が過温破損するような状況では，格納容器温度が全体的に上昇することが

考えられること及び計器故障等による誤ベントを防止する観点から，第 1図に示すドライウ

ェルに設置した温度計の指示値のうち 2点が 200℃以上にて温度上昇が継続する場合におい

て，格納容器圧力逃がし装置からのベントを実施することとする。 

 

 

へ放出される放射性物質の総量を低減させる運用とする。 

   ベントの実施は過圧破損防止の観点では有効な手段であるが，格納容器雰囲気の過熱状態

による温度上昇に対しては一定の抑制効果はあるものの過温破損そのものを防止できる手

段ではない。したがって，格納容器温度上昇に対するベントにおいて,過温破損の観点では

可能な限り格納容器内に存在する希ガスの減衰に期待するため，格納容器の限界温度に到達

するおそれのある「格納容器温度 200℃以上において温度上昇が継続している場合」をベン

ト実施判断基準として設定した。格納容器温度の上昇継続を判断基準として設定した理由

は，200℃以上にて温度上昇が継続する場合には，格納容器過温破損に至る可能性があり，

事前に環境緩和のための格納容器ベントを実施するためである。 

なお，格納容器が過温破損するような状況では，格納容器温度が全体的に上昇することが

考えられること及び計器故障等による誤ベントを防止する観点から，図１に示すドライウェ

ルに設置した温度計の指示値のうち 2 点が 200℃以上にて温度上昇が継続する場合におい

て，格納容器フィルタベント系からのベントを実施することとする。 
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番号 名称 設置場所 測定範囲 

①，② ドライウェル雰囲気温度（上部） フランジ高さ 0℃～300℃ 

③，④ ドライウェル雰囲気温度（中部） 燃料有効長頂部高さ 0℃～300℃ 

⑤，⑥ ドライウェル雰囲気温度（下部） 機器ハッチ高さ 0℃～300℃ 

⑦，⑧ ドライウェル雰囲気温度（ペデスタル部） ドライウェル床面高さ 0℃～300℃ 

⑨，⑩ サプレッション・チェンバ温度 サプレッション・チェンバ上部 0℃～200℃ 

第 1図 格納容器雰囲気温度計の計測点 

 

 

番号 名称 設置場所 測定範囲 

①，②，③ ドライウェル温度（ＳＡ） フランジ高さ近傍 0～300℃ 

④，⑤ ドライウェル温度（ＳＡ） ＴＡＦ高さ近傍 0～300℃ 

⑥，⑦  ドライウェル温度（ＳＡ） ＲＰＶ底面高さ近傍 0～300℃ 

⑧，⑨ ペデスタル温度（ＳＡ） ペデスタル上部 0～300℃ 

⑩，⑪ 
サプレッション・チェンバ 

温度（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ 

頂部近傍 
0～200℃ 

 

図１ 格納容器雰囲気温度計の計測点 
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別紙 53 

ベント実施時の影響を踏まえた接続口の優先順位について 

ベント実施後は，ベントガスに含まれる放射性物質が格納容器フィルタベント系出口配管に付

着するため，出口配管立ち上がり部周辺での作業及び移動に影響が出る可能性がある。 

このため，格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺の線量評価を実施するととも

に，評価結果を踏まえた優先順位の考え方を以下に示す。 

１．格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺での作業について 

R/B 南側に設置してある格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺で，ベント実

施後に想定される作業を考慮した可搬型設備の配置図を図１に示す。 

図１ ベント実施後に想定される可搬型設備の配置 

２．格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺の被ばく評価について 

R/B 南側の格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺で，ベント実施直後に実施

する作業は無いが，出口配管立ち上がり部から 10m 地点（R/B 南側接続口付近）において事故

後約 43 時間（ベント後 10 時間）及び事故後７日時点，出口配管立ち上がり部から１m地点に

おいて事故後７日，30日，60日後の線量率を評価した。なお，作業エリアの比較のため，R/B

西側接続口付近についても評価した。線源には有効性評価（格納容器過圧・過温破損）の「冷

却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」シナリオにおけ

るＷ／Ｗベント使用時の放出量を用いている。 

表１に示す評価結果のとおり，短時間のアクセス等は可能な線量率であると考えられる。 

・資料構成の相違
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 表１ 格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺の線量評価結果 

評価場所 事故後時間 
線量率（mSv/h)

 ※１

 

（うち，配管寄与分） 

評価点 A（格納容器フィルタベント系出口配管

立ち上がり部（雨水排水ライン））から 10m 地

点（R/B 南側接続口付近） 

約 43 時間 

（ベント後 10 時間） 
約 13（約 2.5） 

７日 （168 時間） 約 5.0 (約 0.8)
 

 

評価点 A（格納容器フィルタベント系出口配管

立ち上がり部（雨水排水ライン））から１m地

点 

７日 （168 時間） 約 85 （約 81） 

30 日 約 9.2 （約 5.1） 

60 日 約 6.2 （約 2.1） 

評価点 B（R/B 西側接続口付近） 

約 43 時間  

（ベント後 10 時間） 
約 9.0（約－）※２ 

７日 （168 時間） 約 3.7 (約－) ※２ 

※１ R/B からの直接線・スカイシャイン線，クラウドシャイン，グランドシャイン，吸入摂取（PF50 全面マス

ク着用）に加えて，W/W ベントに伴い格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部に浮遊する放射性物

質及び雨水排水ライン配管に蓄積する放射性物質（格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部に付

着する放射性物質が全て地上近くの雨水排水ライン配管に移動するものと想定）を考慮して評価している。

格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部に付着する放射性物質量は，配管を流れる放射性物質（希

ガスを除く）が，配管長 100ｍあたり 10％の割合で付着するものとした。 

※２ 格納容器フィルタベント系出口配管を直視できない場所のため，配管による線量はない。 

 

 

 ３．可搬型設備を使用した接続口の優先順位について 

表１の線量評価結果から， R/B 南側接続口付近の線量率に対して格納容器フィルタベント

系出口配管の影響はあるが，R/B 南側のアクセスルートの通行及び南側接続口エリアでの作業

は可能である。また，R/B 西側接続口エリアでの作業も可能であることから，接続口の優先順

位については作業員被ばくを考慮せず，以下に示す考えをもとに設定している。なお，可搬型

設備の設置については，ベント実施前に完了している。 

 

①大量送水車 ： 原子炉注水流量が多い配管を優先して使用する。 

(1) 南側接続口（残留熱除去系（A）注入配管） 

(2) 西側接続口（残留熱除去系（B）注入配管） 

②原子炉補機代替冷却系（移動式代替熱交換設備） 

： 運転員の系統構成（屋内）における操作対象弁が少ないものを優先して使用する。 

(1) 南側接続口（原子炉補機冷却系（B系：２弁）） 

(2) 西側接続口（原子炉補機冷却系（A系：４弁）） 
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その他，R/B 南側においては，長期的な対応として可搬式窒素供給装置による FCVS ライン

への窒素パージのための可搬型設備の起動操作等の作業が考えられるが，R/B 南側接続口エリ

アでの作業と同様，可搬型設備の設置エリアでの作業は可能である。

（参考１）蒸気凝縮によるドレンについて 

格納容器フィルタベント系を使用した際には，ベント開始直後から系統内で蒸気凝縮によ

るドレンが発生するが，ベントガス流量が約  以上であればベントガスがドレンを

随伴し排出するため，ベント後はフィルタ装置下流で発生するドレンについては出口配管の

放出端より排出されるが，ベントガス流量が少なくなるとドレンは排出できなくなり，出口

配管立ち上がり部の雨水排水ラインにドレンが溜まることとなる。 

雨水排水ラインが満水となった場合，溢れたドレンは格納容器フィルタベント系配管を通

って銀ゼオライト容器まで戻る構成としており（図１参照），その後，銀ゼオライトフィルタ

出口側のドレンラインからスクラバ容器連結管（液相部）に流入する（図２，３参照）。また，

銀ゼオライトフィルタのドレンラインには逆止弁を設置していることから，スクラバ容器連

結管からスクラバ容器の金属フィルタ及び銀ゼオライトフィルタを通らずにベントガスが流

出することがない構成としている（図３参照）。 

なお，格納容器フィルタベント系配管は，フィルタ装置下流は放出端に向かって連続上り

勾配としていることからドレンが配管の途中で溜まることはない。 

また，「２．格納容器フィルタベント系出口配管立ち上がり部周辺の被ばく評価について」

表１の線量評価結果から，線量率のうち出口配管寄与分は短半減期核種が支配的であり，60

日後には線量率が減衰するため，基本的に雨水排水ラインのドレンについては処理する必要

はないが，事故収束後に雨水排水ラインのフランジに可搬ホースを接続し，ドレンをスクラ

バ容器等に移送することで処理可能である。 

図１ 格納容器フィルタベント系立ち上がり部（雨水排水ライン） 
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図２ 銀ゼオライト容器内のドレンの流れ 

図３ 銀ゼオライト容器からスクラバ容器間のドレンライン 
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＜銀ゼオライト容器からスクラバ容器へのドレンの排出について＞ 

ベント後にはスクラバ容器と銀ゼオライト容器には圧力差が生じるため，銀ゼオライトフ

ィルタ出口側ドレンラインにおいて，以下の水位が形成される。 

H ＝ h1 + h2 + h3 ・・・（式１）  

H： 銀ゼオライトフィルタ出口側ドレンラインに形成される水位 

h1 : スクラバ容器のスクラビング水位 

h2 : スクラバ容器と銀ゼオライト容器の圧力差に相当する水位 

h3 : ドレンラインで発生する圧力損失に相当する水位 

格納容器破損防止対策の有効性評価のうち，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器

過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）」において，ベントガスによりドレ

ンを出口配管の放出端から排出できなくなる時点の圧力差で水位を評価した結果，図４に示

すとおり，ドレンラインに形成される水位は，最大でも銀ゼオライトフィルタ下端以下とな

る。 

ドレン発生量は少ないため，ドレンラインで発生する圧力損失はほぼゼロであり，式１に

示すｈ3に相当する水位は無視できるため，ｈ1及びｈ2に相当する水位までドレンが溜まれば，

ドレンはスクラバ容器に排出される。 

図４ 銀ゼオライトフィルタドレンラインに形成される水位の評価結果 
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垂直管内で上向きにガスが流れる場合に，ガスに随伴してドレンが排出される現象について

は，配管口径が小さい場合には気相流速（ｊG）に依存するが，配管口径が約    以上の

領域では Ku 値（Kutateladze 数[-]）に依存し，    となる（参考図書１）。 

ここで，Ku 値は以下の式で表される。 

ρG：気相密度 (0.598[kg/m3])※１ 

ρL：液相密度 (958.1[kg/m3]) ※１ 

ｇ：重力加速度 (9.80665[m/s2]) 

ｊG：気相流速 [m/s] 

σ：表面張力 (0.0589[N/m]) ※１

※１：括弧内は大気圧のときの値を表す。

島根２号炉の格納容器フィルタベント系出口配管（立ち上がり部）は 300A の配管であるた

め，ベントガス流速が    を満足する    より大きい場合に，出口

配管内のドレンがベントガスに随伴されて排出されることとなる。 

２．ベントガスによって凝縮水を排出できなくなるタイミングについて 

ベントガス流速は以下の式で表される。 

ｖ ＝ Ｗvent／(ρ×Ａ) 

ｖ ：ベントガス流速 [m/s] 

Ｗvent : ベントガス流量 [kg/s] 

ρ ：ベントガス密度 [kg/m3] 

Ａ : 配管断面積 [m2] 

島根２号炉の格納容器フィルタベント系出口配管におけるベントガス流速とベントガス流

量の関係を図１に示す。図１より，ベントガス流速  に対応するベントガス流量は

約  となる。 

（参考２）ドレン排出可能なベントガス流速について 

島根２号炉の格納容器フィルタベント系出口配管で発生するドレンをベントガスによって排

出できるかどうかは，以下の考え方に基づいて判断することができる。 

１．出口配管からドレン排出可能なベントガス流速について 
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格納容器破損防止対策の有効性評価のうち，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器

過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）」のベントガス流量の推移を図２に示

す。図２より，島根２号炉のベントガス流量が  となる時点は事故後約 97 時間とな

るため，ベントガスによってドレンを排出できなくなるのは事故後約 97時間後と評価できる。 

図１ 出口配管におけるベントガス流速及び質量流量の関係 

図２ 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使

用しない場合）」におけるベントガス流量の推移 

≪参考図書≫ 

1. Richter H.J, Flooding in tubes and annuli, Int. J. Multiphase flow, 7, 647-658(1981)

ベ
ン
ト
ガ
ス
流
量

別添1-729



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

別紙 13 

 

スクラビング水が管理範囲を超えた場合の措置について 

 

  フィルタ装置は，要求される放射性物質除去性能が発揮できることを確認するため，スクラ

ビング水の水位が管理範囲にあることを監視する。水位が管理範囲を超えた場合の措置につい

て以下に示す。 

 (1) 系統待機時 

   系統待機時においては，フィルタ装置水位計にて，スクラビング水の水位が待機時の下限

水位から上限水位 にあることを確認する。 

   フィルタ装置内は窒素で置換されており，第二弁及び圧力開放板にて隔離された状態とな

っている。系統待機時のフィルタ装置への補給については，格納容器圧力逃がし装置格納槽

上部から接続口に給水設備等を接続し注水することとなり，系統待機中においては常時接続

される水系の配管がないことから，待機中に水位が変動することはない。なお，スクラビン

グ水を移送する移送ポンプにはテストタンクが設けられているが，本文「4.4 設備の維持

管理」に記載のとおり，弁で隔離した上で試験することで，フィルタ装置の水位に影響しな

いよう設計している。 

 (2) ベント開始後 

   ベント時においては，フィルタ装置水位計にて，スクラビング水の水位がベント時の下限

水位から上限水位 にあることを確認する。 

   フィルタ装置に捕集した放射性物質の崩壊熱により，スクラビング水が蒸発し下限水位を

下回る可能性がある場合は，本文「4.2.2 スクラビング水の補給」に基づき補給を行う。 

   別紙 12「スクラビング水の保有水量の設定根拠について」に示すとおり，スクラビング

水の水位はベント初期のベントガス凝縮による水位上昇を考慮しても上限水位に至らない

設計としている。さらに，ベントガス以外にフィルタ装置に外部から流入するラインはない

ことから，上限水位に至ることはない。なお，万が一上限水位となった場合は，「4.2.4 排

水操作」に基づき水位を低下させることが可能な設計となっている。 

 

 ・スクラビング水が管理範囲を

超えることはない（「別紙９

（参考２）スクラバ容器水位

設定の考え方及びベント運転

中の水位挙動」参照） 

・上記により，スクラビング水

補給設備及び排水設備は自主

対策設備であるため，該当資

料なし 
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別紙 18 

 

スクラビング水補給及び窒素供給作業の作業員の被ばく評価 

 

  格納容器圧力逃がし装置格納槽へのスクラビング水の補給及び原子炉建屋系統内への窒素

ガスの供給作業における作業員の被ばく評価を以下のとおり行った。なお，評価に当たっては，

サプレッション・チェンバ（Ｓ／Ｃ）からのベントを行う場合及びドライウェル（Ｄ／Ｗ）か

らのベントを行う場合のそれぞれについて評価を行った。 

 （1）評価条件 

  a．放出量評価条件 

    想定事象として格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」で想定される事故シーケンスにおいて，代替循環冷却系を使用できない場合

を想定した事故シナリオを選定する。また，放出量評価条件を第 1 表，大気中への放出過

程及び概略図を第 1図～第 5図に示す。  

  b．被ばく評価条件 

    被ばく経路は，第 6 図及び第 7 図に示すとおり大気中へ放出される放射性物質による外

部被ばく及び内部被ばく，地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線，原子炉建屋から

の直接ガンマ線等による外部被ばくを考慮した。 

    大気中へ放出される放射性物質による外部被ばく及び内部被ばく，地表面に沈着した放

射性物質からのガンマ線による外部被ばくについては，第 2 表～第 4 表に示すとおり拡散

効果等を考慮し，作業場所における相対線量（Ｄ／Ｑ）及び相対濃度（χ／Ｑ）から被ば

く評価を行った。なお，内部被ばくについてはマスク等の放射線防護効果を考慮し評価を

行った。 

    原子炉建屋及び格納容器圧力逃がし装置格納槽からの直接ガンマ線等による外部被ばく

については，第 5 表及び第 6 表に示すとおり原子炉建屋の外壁及び格納容器圧力逃がし装

置格納槽の遮蔽壁の遮蔽効果を考慮し評価を行った。 

c．評価地点 

    評価地点は，第 8図に示すとおりとした。 

  d．作業開始時間 

    スクラビング水の補給及び窒素ガスの供給は事象発生から 7日後に実施することを想定

し評価した。 

（2）評価結果 

   スクラビング水の補給及び窒素ガスの供給作業場所の線量率は，第 7表及び第 8表に示す

とおり，サプレッション・チェンバ（Ｓ／Ｃ）からのベントを行う場合，スクラビング水の

補給作業については 13mSv／h，窒素ガスの供給作業については 3.6mSv／hとなり，ドライウ

ェル（Ｄ／Ｗ）からのベントを行う場合，スクラビング水の補給作業については 15mSv／h，

窒素ガスの供給作業については 4.6mSv／h となり，スクラビング水の補給及び窒素ガスの供

給作業を行うことができる放射線環境であることを確認した。 

 ・資料構成の相違 

島根２号炉は，「別紙８ 弁の

現場操作地点等における被ばく

評価について」に記載 
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   なお，スクラビング水の補給作業及び窒素ガスの供給作業の作業時間は，移動及び補給等

の準備を含めても 2時間～3 時間であり，作業が可能である。 
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第 1 表 放出量評価条件（1／3） 
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第 1 表 放出量評価条件（2／3） 
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第 1 表 放出量評価条件（3／3） 
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※1 Regulatory Guide 1.195, “Methods and Assumptions for Evaluating Radiological 

Consequences of Desigh Basis Accidents at Light-Water Nuclear Power Reactors”,May 

2003 

※2 Standard Review Plan6.5.2,“Containment Spray as a Fission Product Cleanup 

System”,December 2005 

※3 Standard Review Plan6.5.5,“Pressure Suppression Pool as a Fission Product Cleanup 

System”,March 2007 

※4 NUREG-1465,“Accident Source Terms for Light-Water Nuclear Power Plants”,1995 
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第 1 図 希ガスの大気放出過程 

 

  

別添1-737



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

 

第 2 図 よう素の大気放出過程 
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第 3 図 セシウムの大気放出過程 
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第 4 図 その他核種の大気放出過程 
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第 5 図 大気放出過程概略図（イメージ） 
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第 2 表 大気拡散評価条件 
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第 3 表 評価に使用する相対濃度（χ／Ｑ）及び相対線量（Ｄ／Ｑ） 
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第 4 表 線量換算係数，呼吸率等 
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第 5 表 原子炉建屋からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線 

 

 

第 6 表 フィルタ装置からの直接ガンマ線 
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第 8 図 大気中に放出された放射性物質の濃度評価点 
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別紙 26 

 

ベント準備操作開始タイミングについて 

 

(1) ベント準備操作について 

東海第二発電所では，ベント実施時の作業時間短縮を目的として，他系統との隔離確認，

ベント実施に必要な隔離弁の健全性確認，第一弁の開操作をベント準備と位置付けて，ベン

ト実施操作判断基準到達までに実施し，その他のベント実施に関連する作業をベント実施操

作判断基準到達後に実施することとしている。 

ベント準備操作は，サプレッション・プール水位が通常水位＋5.5m に到達したことを起

点として開始する。これは，仮に第一弁の中央制御室からの遠隔操作失敗を想定しても，ベ

ント実施操作判断基準到達までにベント準備が完了する基準として設定している。 

 

(2) ベント準備操作判断基準の考え方 

ベント準備操作の所要時間が長くなる中央制御室からの遠隔操作失敗を想定したタイム

チャートを第 1図に示す。所要時間は 2時間 45分である。 

 

 

第 1 図 ベント準備所要時間タイムチャート 

 

また，ベント準備操作判断基準であるサプレッション・プール水位通常水位＋5.5m 近辺

の水位から，サプレッション・プール通常水位＋6.5m（外部水源による格納容器スプレイ停

止基準）までの水量及び到達時間を第 1表に示す。 

ベント準備操作所要時間が 2 時間 45 分であること及びスプレイ停止基準であるサプレッ

ション・プール通常水位＋6.5m 到達時間の関係から，ベント準備操作の開始タイミングと

してはサプレッション・プール通常水位＋5.5m 到達を基準とすることが妥当と考える。 

サプレッション・プール水位とベント実施に係る操作タイミングを第 2図に示す。 

 

 

 

 

 ・資料構成の相違 

島根２号炉は，「4.1.3 格納

容器フィルタベント系操作手順

について (2)ｅ．ベント準備操

作の余裕時間」に記載 
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第 1表 スプレイ停止基準までの水量 

サプレッション 
・プール水位 

サプレッション・プール水位 
通常水位＋6.5m までの水量 

サプレッション・プール水位 
通常水位＋6.5m 到達時間※1 

通常水位＋6.0m 約 230m３ 約 1 時間 40 分 

通常水位＋5.5m 約 450m３ 約 3 時間 20 分 

通常水位＋5.0m 約 680m３ 約 5 時間 

※1 外部水源を用いた代替格納容器スプレイ流量を 130m３／h で連続して格納容器スプレイした場

合。実際には，代替格納容器スプレイは 130m３／h よりも少ない流量でスプレイを実施すること

としており，実運用上は表中の到達時間よりも長くなる。 

 

 

 

第 2 図 サプレッション・プール水位と各操作タイミングについて 
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別紙 34 

 

各運転モードにおける系統構成と系統内の水素濃度について 

 

格納容器からのベント中は，系統内に流れがあり水素が局所的に蓄積することはない。一方，

ベント停止後はフィルタ装置内に捕集した粒子状放射性物質によるスクラビング水の放射線分

解により，蒸気とともに水素，酸素が発生する。 

発生する水素は蒸気に比べて十分少なく約0.2％と評価され，蒸気発生量に対して一定となる。

さらに，入口配管に接続された窒素供給ラインより窒素を供給することで，系統内の水素濃度は

低くなる。 

フィルタ装置入口配管の水素濃度は，窒素供給を実施することで，約 0.02％と評価される。

一方，出口配管の水素濃度は，上述のとおり窒素供給を考慮せずに約 0.2％と評価され，窒素供

給を考慮することでさらに低減される。 

出口配管は大気放出端まで連続上り勾配となり，水素は蒸気とともに放出端に導かれることか

ら，系統内に水素が蓄積することはない。 

 

一方，入口配管については，系統内の蒸気が凝縮してフィルタ装置に戻ると非凝縮性ガスであ

る水素及び酸素の濃度が上昇し，可燃限界に至るおそれがあることから，窒素供給による系統パ

ージ停止後において，水素が長期的に系統内に滞留しないことを確認するために水素濃度計で入

口配管の水素濃度を監視する。 

 

以上より，東海第二発電所の格納容器圧力逃がし装置の水素濃度計は，フィルタ装置の入口側

に設置を計画している。 

 

 ・資料構成の相違 

島根２号炉は，「別紙２ 水素

滞留に対する設計上の考慮につ

いて」にて記載 

（参考）各運転モードにおける系統構成と系統内の水素濃度について 

 

格納容器圧力逃がし装置の各運転モード（系統待機時，ベント開始時，ベント停止後）におけ

る系統状態及び系統内の水素濃度について以下に示す。 

 

1. 系統待機時 

(1) 系統状態 

系統待機時においては，格納容器隔離弁が閉止されており，隔離弁から圧力開放板の間は

窒素により不活性化されている。 

系統待機時の状態を第 1図に示す。 

(2) 水素濃度 

系統待機状態においては，系統内への水素流入はなく，また，系統内における水素発生はな

い。 
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第 1 図 系統待機時の状態概要図  

 

  

2. ベント実施時 

(1) 系統状態 

炉心の著しい損傷が発生した場合のベント開始後には，格納容器内における水－金属反応

や水の放射線分解により発生する水素が格納容器圧力逃がし装置系統内に流入するととも

に，フィルタ装置にて捕捉した放射性物質によるスクラビング水の放射線分解により，フィ

ルタ装置内において水素が発生する。 

この状態においても，系統の初期の不活性化及び格納容器及びフィルタ装置において崩壊

熱により発生する多量の水蒸気による水素の希釈により，可燃限界には至らない。また，フ

ィルタ装置出口配管が大気開放端に向かい連続上り勾配となるよう設計しており，系統全体

にベントガスの流れがあることから，局所的な水素ガスの滞留及び蓄積は発生しない。 

ベント実施時の状態を第 2図に，ベント停止前の窒素供給時の状態を第 3図に示す。 

(2) 水素濃度（ベント実施時） 

格納容器圧力逃がし装置へ流入するベントガスの水素濃度については，格納容器内での水

の放射線分解による水素発生量と，同時に発生する水蒸気発生量の割合から求める。 

その結果，格納容器より系統内へ流入するベントガスの水素濃度は約 0.2％となる。 

水蒸気発生量＝Q×1,000／（飽和蒸気比エンタルピ 

－飽和水比エンタルピ）×1,000／分子量×22.4×10－３×3,600 

水素発生量＝Q×10６×Ｇ値（分子／100eV）／100／（1.602×10－１９）※1 

／（6.022×1023）※2×22.4×10－３×3,600×放射線吸収割合 

水素濃度＝水素発生量／（水蒸気発生量＋水素発生量）×100 

Q ：崩壊熱（MW） 
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※1 1eV＝1.602×10－１９[J] 

※2 アボガドロ数 6.022×10２３ 

 

以上の式に事故発生 7日後の状態を想定した条件を適用し，水素濃度を求める。 

・格納容器圧力はベント実施時の圧力として 200kPa［abs］とする。 

・格納容器内の冷却水は沸騰していると想定し水素発生量のＧ値は 0.4 とする。 

・放射線吸収割合は 1.0 とする。 

・事故発生 7日後を想定するため，崩壊熱は約 10MW とする。 

 

水蒸気発生量＝10×1,000／（2706.24－251.15※3）×1,000／18 

×22.4×10－３×3,600＝18247.8 m３[N]／h 

※3 飽和水比エンタルピは 60℃条件とする。 

水素発生量＝10×10６×0.4／100／（1.602×10－１９）／（6.022×10２３） 

×22.4×10－３×3,600×1.0＝33.44 m３[N]／h 

水素濃度＝33.44／（18247.8＋33.44）×100＝約 0.2％ 

 

次に，フィルタ装置において発生する水素濃度については，フィルタ装置内のスクラビ

ング水の放射線分解による水素発生量と，同時に発生する水蒸気発生量の割合から求める。 

水素濃度は系統へ流入するベントガスの水素濃度を求める式と同様の式を用いて計算す

る。 

その結果，フィルタ装置より発生する水素濃度は約 0.2％となる。 

水素濃度の計算条件は以下のとおりとする。 

・水の放射線分解に寄与する熱量は 500kW を想定する（設計条件）。 

・スクラビング水は沸騰しているものと想定し水素発生量のＧ値は 0.4 とする。 

・放射線吸収割合は 1.0 とする。 

 

水蒸気発生量＝0.5×1,000／（2675.53－418.99）×1,000／18 

×22.4×10－３×3,600＝992.65 m３[N]／h 

水素発生量＝0.5×10６×0.4／100／（1.602×10－１９）／（6.022×10２３） 

×22.4×10－３×3,600＝1.67 m３[N]／h 

水素濃度＝1.67／（992.65＋1.67）×100 

＝約 0.2％ 

 

(3) 水素濃度（ベント停止前，窒素供給時） 

窒素供給を開始することで，(2)で評価した値よりさらに水素濃度が低くなることから，格

納容器を含め系統の水素濃度は約 0.2％を上回ることはない。 
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第 2 図 ベント実施時状態概要図 

  

 

第 3 図 格納容器への窒素供給状態概要図 
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3. ベント停止後 

(1) 系統状態 

ベント停止後，可搬型窒素発生装置により系統内への窒素供給を開始する。系統内に連続

的に窒素を供給することで，系統内の水素を希釈，掃気する（フィルタ装置出口側への流れ

が形成される）ため，フィルタ装置入口配管内に水素が滞留することはなく，スクラビング

水の放射線分解により発生した水素もこの流れにより，大気開放端から掃気される。また，

フィルタ装置出口側については，スクラビング水が飽和状態にある場合は，水蒸気発生量が

水素発生量を大きく上回るため，水素濃度が可燃限界に至ることはない。ベント停止後の状

態を第 4 図に示す。 

(2) 水素濃度（隔離弁～フィルタ装置） 

フィルタ装置入口配管側へ逆流する水素濃度について，窒素供給量，水素発生量の割合か

ら求める。その結果，水素濃度は約 0.02％となる。 

なお，フィルタ装置入口配管側に逆流する可能性のある水素発生量は以下に示した式を用

いて計算する。 

 

フィルタ装置内水素発生量＝Q×10６×Ｇ値（分子／100eV）／100 

／（1.602×10－１９）／（6.022×10２３）×22.4×10－３×3600 

入口配管内への水素流量＝フィルタ装置内水素発生量 

×ガス入口配管断面積／フィルタ装置断面積 

水素濃度＝入口配管への水素流入量 

／（入口配管への水素流入量＋窒素供給量）×100 

 

水素濃度の計算条件は以下のとおりとする。 

・スクラビング水は沸騰しているものと想定し水素発生量のＧ値は 0.4 とする。 

・水の放射線分解に寄与する熱量は 500kW を想定する。（格納容器圧力逃がし装置設計条件） 

・放射線吸収割合は 1.0 とする。 

・窒素供給量は 200m３[N]／h，不純物濃度は 1％未満のため無視する。 

 

フィルタ装置内水素発生量＝0.5×10６×0.4／100／（1.602×10－１９） 

／（6.022×10２３）×22.4×10－３×3600 

＝1.67 m３[N]／h 

入口配管内への水素流量＝1.67×0.144／9.1 

              ＝0.026 m３[N]／h 

水素濃度＝0.026／（0.026＋200）×100 

＝約 0.02％ 
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(3) 水素濃度（フィルタ装置～大気解放端） 

格納容器への窒素供給時の水素濃度については，窒素供給量，水素発生量の割合から求め

る。その結果，水素濃度は約 0.2％以下となる。 

なお，ベント停止後のフィルタ装置出口側の水素濃度は 2.(2)に示した式を用いて計算す

る。 

 

 

水素濃度の計算条件は以下のとおりとする。 

・フィルタ装置出口が解放しているため，フィルタ装置圧力は大気圧であると想定する。 

・スクラビング水は沸騰しているものと想定し水素発生量のＧ値は 0.4 とする。 

・崩壊熱は Qとする。 

・窒素供給は考慮しない。 

水蒸気発生量＝Q×1,000／（2675.53－418.99）×1,000／18×22.4×10-３× 

3600＝1985.3×Q m３[N]／h 

 

水素発生量＝Q×10６×0.4／100／（1.602×10－１９）／（6.022×10２３） 

×22.4×10－３×3,600＝3.344×Q m３[N]／h 

 

水素濃度＝3.344Q／（1985.3＋3.344）Q×100 

＝約 0.2％ 

 

 

 

第 4 図 ベント停止後状態概要図 
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4. 評価の保守性について 

各運転モードにおける系統内の水素濃度評価は，水素発生量のＧ値を用いて算出している。 

Ｇ値には，許認可の安全解析に用いられる値（沸騰域 0.40 分子／100eV）を使用することに

より，評価結果に保守性を持たせている。 

実際にシビアアクシデントが発生した状況を想定した場合の水素発生量のＧ値は，電力共同

研究報告書「シビアアクシデントにおける可燃性ガスの挙動に関する研究」において評価され

ており，その値（沸騰域 0.27 分子／100eV）は許認可で用いられるＧ値に対して低い値となっ

ている。 

水素が発生する過程では酸素も発生するが，この量を評価に見込まないことで若干の保守性

を有することとなる。 

以上より，各運転モードにおける水素濃度評価は適切に行われているものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

別添1-759



 

東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

別紙 37 

希ガスの減衰効果に期待したドライウェルベント実施時の影響評価 

(1) 格納容器圧力逃がし装置にて除去できず，ベント時の外部被ばくの主因となる希ガスについ

ては，可能な限り格納容器内に保持することで時間減衰させることが有効である。 

そのため，ベント実施タイミングを可能な限り遅くするため，サプレッション・チェンバ側

からのベント排気ライン水没を防止する観点から設定したサプレッション・プール水位通常水

位＋6.5m に到達するまでは，格納容器スプレイを実施する手順としている。 

この手順に基づき，格納容器破損防止対策の有効性評価「雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用できない場合）」においては，事象発生後

約 19時間後に格納容器スプレイを停止し，サプレッション・チェンバ側からのベントを実施

することとしている。 

ここでは，より希ガスを格納容器内に保持する観点から 19時間以降も格納容器スプレイを

継続させ，ドライウェル側からのベントを実施した場合について，公衆被ばくへの影響を評価

する観点から，外部被ばくの主因となる希ガス及び長期土壌汚染の要因となるＣｓ－137 放出

量を対象に，事象発生後約 19時間後にサプレッション・チェンバ側からベントを実施した場

合と比較する。 

 

(2) 評価ケース 

ａ．サプレッション・チェンバ側からのベント（19 時間ベント） 

格納容器破損防止対策の有効性評価における「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）」と同様のベント方法であり，事象開始から約 19時間後にサプレッショ

ン・プール水位が通常水位＋6.5m に到達した時点で格納容器スプレイを停止し，サプレッ

ション・チェンバ側からベントを実施する。圧力推移を第 1図に示す。 

ｂ．ドライウェル側からのベントケース（34 時間ベント） 

ａ．の事故シナリオにおいて，スプレイ停止基準であるサプレッション・プール水位が通

常水位＋6.5m に到達した後も格納容器スプレイを継続させた評価を実施した。圧力推移を

第 2 図に示す。 

ＭＡＡＰ解析の結果，ドライウェル空間体積の減少に伴い格納容器スプレイ効果が低減

し，約 34 時間時点で格納容器圧力が限界圧力を下回る 620kPa［gage］に到達する結果とな

ったことから，約 34 時間後にドライウェルベントを実施した。 

 

(3)評価結果 

サプレッション・チェンバ側からのベントケースの放出量を 1として規格化した場合のド

ライウェル側からのベントケースの放出量の相対値を第 1表に示す。 

 

 

 

 

 ・資料構成の相違 

島根２号炉は，D/W 側のベン

トを実施する場合でも，S/C 側

ベント基準（注水制限）以降も

余分に保持することを想定して

いない 
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第 1表 ドライウェルベントケースにおける希ガス及びＣｓ－137 放出量 

評価ケース ベント時間 
放出量 

希ガス Ｃｓ－137 

サプレッション・チェンバ側か

らのベント 
約 19時間 1 1 

ドライウェル側からのベント 約 34時間 約 0.80 約 1.76×.7４ 

 

希ガスの放出量はサプレッション・チェンバ側からのベントに対してドライウェル側からの

ベントケースは約 0.8 倍であり，希ガスの減衰効果は限定的となっている。これは，第 3図の

希ガスの減衰曲線に示すように，事象発生後から 12 時間程度の間は大きく減衰するものの，

これに比べて事象発生 19時間後から 34時間後までの間の減衰効果は小さいためである。 

Ｃｓ－137 の放出量に関しては，サプレッション・チェンバ側からのベントに対してドライ

ウェル側からのベントは約 1.76×10４倍と大きく増加する結果となった。これは，ドライウェ

ル側からのベントの場合，サプレッション・チェンバ側からのベントに対してサプレッショ

ン・プール水でのスクラビング効果が得られなくなるためである。 

 

(4)まとめ 

上記のとおり，有効性評価の事故シナリオにおいて，ドライウェル側からのベント時の希ガ

スの減衰効果は限定的となる。そのため，長期にわたる土壌汚染を抑制する観点から，サプレ

ッション・チェンバ側からのベントを選択することが好ましいと考えられることから，東海第

二ではサプレッション・チェンバ側からのベントを優先することとしている。 

 

第 1 図 サプレッション・チェンバ側からのベント（19 時間ベント） 

の格納容器圧力推移 

 

  

約 19 時間後 

サプレッション・プール通常水位＋6.5m 到

達によりベント 
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第 2 図 ドライウェル側からのベント（34時間ベント） 

の格納容器圧力推移 

 

 

第 3 図 事故発生後の希ガス発生量の時間変化（核種合計） 

 

 

  

 

約 34 時間後 

2Pd 到達によりベント 

ドライウェル自由体積減少に伴

い，スプレイ効果の減少 

サプレッション・プール通常水位＋6.5m 到

達後も格納容器スプレイを継続 
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別紙 38 

コリウムシールド侵食時のガス及びエアロゾル発生について 

 

ＭＣＣＩ発生時には，コンクリートが加熱・分解されることに伴い，水蒸気やＣＯ２が発生す

る。また，この水蒸気やＣＯ２が，溶融炉心中のＺｒと反応し，Ｈ２及びＣＯが発生する。これ

らの気体が気泡となり溶融炉心内を上昇する間に，溶融炉心中の低沸点物質が蒸発し気泡内に取

り込まれ，溶融炉心の外へ放出された際に凝縮することで，エアロゾルが発生する※1。 

これに対して，コリウムシールドの成分としてＺｒＯ２の他に微量の                                         

        が含まれているが，水分やＣ（炭素）等，気体の発生源となる成分を含まな

い。したがって，仮に溶融炉心によって侵食された場合にも，ガスは発生せず，侵食に伴うエア

ロゾルの発生も発生しない。 

 

※1 D.A.Powers，J.E.Brockmann，A.W.Shiver，“VANESA: A Mechanistic Model of 

Radionuclide Release and Aerosol Generation During Core Debris Interactions With 

Concrete”，NUREG/CR-4308，1986． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・記載方針の相違 

島根２号炉は，エアロゾルの

想定に十分な保守性があるこ

と，コリウムシールドの侵食時

のガス及びエアロゾル発生はほ

とんどないことから，該当資料

なし 
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別紙 49 

格納容器圧力制御のための代替格納容器スプレイの運用について 

(1) 代替格納容器スプレイの運用について 

東海第二発電所の非常時運転手順書では，格納容器圧力制御のための外部水源を用いた代

替格納容器スプレイを実施する場合，炉心損傷前は 279kPa［gage］（0.9Pd）－217kPa［gage］

（0.7Pd），炉心損傷後は 465kPa［gage］（1.5Pd）－400kPa［gage］（1.3Pd）の範囲におい

て，可能な限り高い圧力で維持するよう格納容器スプレイ流量を 130m３／h－102m３／h（補

足 1）の範囲で調整することとしている。これは，間欠スプレイを実施する場合に対して，

運転員の負担の軽減及びスプレイ弁故障のリスク軽減し，さらに，格納容器圧力を高い領域

で維持することでスプレイ効果を高め，サプレッション・プール水位の上昇抑制による格納

容器ベントの遅延を図り，可能な限り外部への影響を軽減する観点から設定している。 

一方で，有効性評価においては，上記圧力制御範囲において，スプレイ流量 130m３／hを

一定として，スプレイ弁の開閉による間欠スプレイを実施することとしている。これは，被

ばく評価に与える影響を厳しく評価する観点から，実手順のスプレイ流量範囲のうち最大流

量である 130m３／hを設定している。 

 ・運用の相違 

格納容器スプレイについて

は，実手順と同様の条件で解析

を実施していることから，該当

資料なし 

(2) 影響評価 

   可能な限り連続スプレイを実施することとしている非常時運転手順書と有効性評価解析

には，第 1表に整理する相違点があり，非常時運転手順書に基づいて連続スプレイとした

場合に，有効性評価解析に与える影響を確認する。 

 

第 1 表 有効性評価との相違点と影響評価について 

相違点 項目 評価 

スプレイ流量の低下 

格納容器圧力低下効果の不足 
影響評価① 

格納容器温度低下効果の不足 

エアロゾル除去効果の低下 影響評価② 

スプレイ停止期間の
減少 

ベント開始時間が早くなることに
よる被ばく影響の増大 

影響評価① 

格納容器圧力が 
高い領域で推移 

格納容器からの放射性物質の漏え
い量の増加 

影響評価③ 

 

ａ．影響評価① 

格納容器圧力制御のための代替格納容器スプレイを連続スプレイとした場合，有効性評

価において実施している 130m３／h から流量を低下させることとなるため，格納容器圧力

及び温度に与える影響を確認する。また，有効性評価ではサプレッション・プール水位上

昇を抑制するために間欠での代替格納容器スプレイを実施しているが，連続スプレイとし

た場合には，サプレッション・プール水位上昇が早くなるおそれがあるため，ベント開始

時間に与える影響を確認する。 

(a) 評価条件 
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代替格納容器スプレイ流量範囲の下限である102m３／hで一定とした条件での感度解

析「102m３／h一定ケース」を実施した。また，その他の条件は有効性評価シナリオ「雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用で

きない場合）」（以下「ベースケース」という。）と同じとした。 

ベースケースと 102m３／h一定ケースを対比し，連続スプレイとした場合の影響につ

いて確認する。 

(b) 評価結果 

ベースケースにおける格納容器圧力の推移を第 1 図に，格納容器温度の推移を第 3

図に示す。また，102m３／h 一定ケースにおける格納容器圧力の推移を第 2 図に，格納

容器温度の推移を第 4図に示す。 

102m３／h 一定ケースでは，約 4 時間後から約 9 時間後まで，蒸気発生量に対してス

プレイ流量が不足し，格納容器圧力が上昇する結果となった。ただし，実運用では，ス

プレイ流量を調整することで圧力を 465kPa［gage］（1.5Pd）以下に抑制することが可

能である。また，102m３／h一定ケースにおけるベント開始時間は約 20.5 時間であり，

ベースケースの約 19.5 時間よりも遅くなる結果となった。 

以上のことから，連続スプレイを実施することによる格納容器圧力及び格納容器温度

に与える影響はなく，ベント開始時間が早まることによる被ばく評価への影響もない。 
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第 1図 ベースケースにおける格納容器圧力の推移（24 時間） 

 

第 2 図 102m３／h一定ケースにおける格納容器圧力の推移（24時間） 
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620kPa[gage] 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却操作（約 3.9 時間）に伴う圧力変化 

最大圧力 約 0.47MPa[gage]（約 3.9 時間） 

ＬＯＣＡ破断口からの蒸気流出に伴い格納容器圧力が上昇するため常

設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却操作（25 分）を実施し格納容器圧力の上昇を抑制 

格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱操作（約 19.5

時間）の実施に伴う格納容器圧力の低下 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却操作（102m３／h 一定）（約 3.9 時間） 

 

蒸気発生量に対して，102m３／h での代替格納容器スプレイでは流量

が不足するため，格納容器圧力が上昇 

 

蒸気発生量に対して，102m３／h での代替格納容器スプレイの効果が

釣り合った以降は格納容器圧力が緩やかに降下する 

 

格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱操作（約

20.5 時間）の実施に伴う格納容器圧力の低下 

620kPa[gage] 
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第 3図 ベースケースにおける格納容器温度の推移（24 時間） 

 

第 4 図 102m３／h一定ケースにおける格納容器温度の推移（24時間） 
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常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水操作（25 分）によって原子炉水位が回復する過程で過熱

蒸気が発生し，破断口からの流出することで格納容器温度が上昇 

原子炉水位Ｌ０到達により常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却を停止することで格納容器温度が上昇 

ＬＯＣＡ破断口からの蒸気流出に伴い格納容器雰囲気温度が上昇するため常設低圧代替注水系ポンプを

用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作（25 分）を実施し格納容器雰囲気

温度の上昇を抑制する 

格納容器圧力の推移はベースケースとおおむね同等の挙動となった 

200℃ 

200℃ 
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ｂ．影響評価② 

格納容器スプレイに期待しているエアロゾル除去効果について，スプレイ流量が低下し

た場合には，液滴数が減少することで除去効率が下がり，ベースケースよりも格納容器内

に浮遊するエアロゾル濃度が上昇することで，格納容器から原子炉建屋へ漏えいするエア

ロゾル量及びフィルタ装置へ移行するエアロゾル量が多くなるおそれがある。 

(a) 評価条件 

ベースケースにおいて，ベント直前の 19.5 時間後時点でのベースケース及び 102m３

／h一定ケースの格納容器気相部のエアロゾルの濃度を対比する。 

 (b) 評価結果 

19.5時間後におけるベースケースと102m３／h一定ケースにおける格納容器気相部の

エアロゾルを第 2表に示す。 

 

第 2 表 格納容器気相部のエアロゾル濃度の比較 

核種グループ 
エアロゾルの濃度（㎏／m３） ベースケースと

の比較 ベースケース 102m３／h一定ケース 

1 ＣｓＩ類 1.62E-07 1.26E-07 7.78E-01 

2 ＣｓＯＨ類 4.39E-07 3.16E-07 7.20E-01 

3 Ｓｂ類 1.13E-07 7.22E-08 6.39E-01 

4 ＴｅＯ２類 8.38E-08 4.43E-08 5.29E-01 

5 ＳｒＯ類 6.63E-05 4.35E-05 6.56E-01 

6 ＢａＯ類 8.53E-05 5.55E-05 6.51E-01 

7 ＭｏＯ２類 1.09E-04 7.00E-05 6.42E-01 

8 ＣｅＯ２類 5.74E-05 3.77E-05 6.57E-01 

9 Ｌａ２Ｏ３類 6.64E-05 4.36E-05 6.57E-01 

合計 3.85E-04 2.51E-04 6.51E-01 

 

(c) 評価結果 

評価の結果，102m３／h 一定ケースではベースケースと比較して，格納容器気相部の

エアロゾル濃度が減少する結果となった。これは，間欠スプレイを実施する場合には，

スプレイ停止期間中に格納容器内の温度が上昇し，沈着したエアロゾルが再浮遊するこ

とで濃度が上昇することに対して，連続スプレイを実施する場合は格納容器温度が相対

的に低く抑えられたためと考えられる。 

以上のことから，エアロゾル除去効果については，ベースケースの方がより保守的な

結果であり，被ばく評価に与える影響はない。 
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ｃ．影響評価③ 

被ばく評価において，ＭＡＡＰ解析結果に基づき，格納容器から原子炉建屋への漏えい

を評価する希ガス，エアロゾル及び有機よう素については，格納容器の圧力が高く維持さ

れる連続スプレイの方が多くなるおそれがある。 

(a) 評価条件 

代替格納容器スプレイによる圧力制御範囲において，可能な限り格納容器圧力を高い

領域で維持した場合を模擬させるため，格納容器圧力を 465kPa［gage］（1.5Pd）でほ

ぼ一定とした感度解析「1.5Pd 制御ケース」を実施した。465kPa［gage］（1.5Pd）でほ

ぼ一定の格納容器圧力となるよう，465kPa［gage］（1.5Pd）から 462kPa［gage］（1.49Pd）

の圧力範囲で間欠スプレイを実施する条件とした。また，その他の条件はベースケース

と同じとした。 

ベースケースと 1.5Pd 制御ケースを対比し，連続スプレイとした場合の希ガス，エア

ロゾル及び有機よう素の漏えいによる放出割合の影響について確認する。 

  

(b) 評価結果 

放出割合の評価結果を第 3表に示す。 

 

第 3 表 原子炉建屋への放出割合の比較 

核種グループ 
放射能量（0.5MeV 換算値） ベースケースと

の比較 ベースケース 1.5Pd 制御ケース 

1 希ガス類 2.423E+15 2.249E+15 9.285E-01 

2’ 有機よう素 2.890E+15 2.680E+15 9.274E-01 

2 ＣｓＩ類 1.121E+15 1.139E+15 1.016E+00 

3 ＣｓＯＨ類 9.065E+13 9.190E+13 1.014E+00 

4 Ｓｂ類 1.693E+12 1.717E+12 1.014E+00 

5 ＴｅＯ２類 1.445E+13 1.465E+13 1.014E+00 

6 ＳｒＯ類 5.607E+11 5.700E+11 1.017E+00 

7 ＢａＯ類 5.468E+12 5.544E+12 1.014E+00 

8 ＭｏＯ２類 2.267E+12 2.298E+12 1.014E+00 

9 ＣｅＯ２類 9.046E+11 9.175E+11 1.014E+00 

10 Ｌａ２Ｏ３類 7.939E+11 8.051E+11 1.014E+00 

合計 6.550E+15 6.187E+15 9.446E-01 

 

第 3 表に示すとおり，エアロゾルは 2％程度増加する結果となったが，希ガス及び有

機よう素は減少する結果となった。これは，ベースケースにおいて，間欠スプレイを実
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施することで急激にドライウェル圧力が低下し，サプレッション・チェンバから希ガス

及び有機よう素を含む非凝縮性ガスがドライウェルに移行し，漏えい面積のより大きい

ドライウェル内の非凝縮性ガスの割合が増加するのに対し，1.5Pd 制御ケースの場合，

ドライウェルとサプレッション・チェンバ間の急激な差圧が生じず，ドライウェルに移

行する非凝縮性ガスの割合が相対的に低くなったためである。 

また，ベースケースにおける格納容器から原子炉建屋への漏えいする希ガス，有機よ

う素及びその他の核種の被ばくへの寄与率は，第 4表に示すとおり，希ガス及び有機よ

う素による寄与が大半を占めている。1.5Pd 制御ケースにて増加するエアロゾルの影響

は軽微であることに加え，寄与率の高い希ガス及び有機よう素が減少していることか

ら，間欠スプレイを実施するベースケースの方がより保守的な評価となる。 

 

第 4 表 核種グループごとの被ばく寄与率（ベースケース） 

 外部被ばく寄与率 内部被ばく寄与率 グランドシャイン 

希ガス 約 56％ ― ― 

有機よう素 約 26％ 約 55％ 

約 96％ 無機よう素 約 17％ 約 35％ 

粒子状よう素 約 1％ 約 2％ 

エアロゾル 約 1％ 約 9％ 約 4％ 

  

さらに，ａ．にて示したように，102m３／h一定ケースでは，ベースケースと比較し，

ベント開始時間が遅くなることで被ばく評価において大半の寄与を占める希ガスの減

衰時間が増えるため，より被ばく線量は低くなる。 

なお，無機よう素については，有効性評価における格納容器圧力の制御範囲を包含す

るよう漏えい率を与えているため，影響はない。 

以上のことから，被ばく評価において，ベースケースの方がより保守的な結果となる

ため，被ばく評価に対する影響はない。 
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補足 1 スプレイ流量制御の下限値の設定について 

格納容器スプレイによるエアロゾル除去効果については，ＭＡＡＰコードにおいて取扱ってお

り，スプレイ液滴径と相関があるため，スプレイ流量を低下させた場合，液滴径が大きくなるこ

とで十分なエアロゾル除去効果が確保されないおそれがある。そのため，連続スプレイ流量制御

の下限値は，ＭＡＡＰ解析にて有効性を確認している粒径である 2mm が確保される流量を設定す

る。流量制御の下限値の設定に当たっては，実験※1 による知見に基づき，代替格納容器スプレ

イ流量の下限値を設定する。 

1．実験の知見及び考察 

実験の結果を第 1図に示す。実験における記録ではスプレイ液滴径にばらつきがあるが，第

1図に示すノズル当たりの流量が   L／min 以上の場合，最大の液滴径は 2㎜以下となる。

そのため，ノズル当たりの流量が   L／min 以上確保される流量を代替格納容器スプレイ

流量制御の下限値として設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 スプレイ液滴径の実験結果 

（ノズル当たりの流量   L／min） 

 

2．流量制御の下限値の設定 

東海第二発電所におけるスプレイヘッダのノズル数は  個であることから，下式に示すと

おり，スプレイ流量 102m３／h 以上を確保することで，スプレイノズル当たりの流量は  L

／min 以上確保される。 

○系統流量＝  （L／min／ノズル）×  （ノズル） 

    ＝   （L／min） 

    ＝102（m３／h） 

 

※1 共同研究報告書，放射能放出低減装置に関する開発研究（PHASE2）（平成 5年 3月） 
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別紙 53 

フィルタ装置入口配管の位置について 

 

 東海第二発電所のフィルタ装置入口配管は，フィルタ装置の通常水位より低い位置でフィルタ

装置に接続される。以下に機器設計上の考え方と，この設計による悪影響の有無について検討す

る。 

(1) 機器設計上の考え方 

  東海第二発電所のフィルタ装置には，容器内部に有機よう素を除去するための銀ゼオライト

フィルタを設置している。この銀ゼオライト充填や容器内部の入槽点検には，上部マンホール

から容器内部に作業者が入り作業を行う必要がある。以下に示すように入口配管の接続位置は

フィルタ性能に影響を及ぼすことはないことから，作業性を考慮して容器内部の作業エリアに

大きな配管が極力配置されないように，銀ゼオライトフィルタ室より低い位置で入口配管を接

続した設計としている。 

 ・設備の相違 

島根２号炉は，スクラバ容器

入口配管は通常水位より高い

位置で接続されるため，該当資

料なし 

(2) 悪影響の有無について 

 入口配管がフィルタ装置の通常水位より低い位置でフィルタ装置に接続することから，第 1

図のとおりスクラビング水を内包した入口配管が容器の外に配置されることとなる。これによ

るフィルタ性能への影響，バウンダリへの影響及び放射性防護の観点から悪影響の有無を検討

する。 

なお，強度や耐震性への影響は構造（入口配管の位置）を適切に反映して評価することから，

問題はない。 

 

ａ．フィルタ性能への影響 

   フィルタ装置使用時には入口配管のスクラビング水を押し出す必要がある。入口配管の位

置が通常水位の上下に関わらず，格納容器からのガスは待機時水位とベンチュリノズル分配

管との差分の水位を押し込む必要がある。この押込み水位は入口配管の位置による差はほと

んどない。 

   したがって，入口配管が通常水位より下でフィルタ装置に接続されても，格納容器からの

ガスはベンチュリノズルに導かれ，エアロゾルや無機よう素を捕集することから，入口配管

の位置が放射性物質の捕集性能に影響を及ぼすことはない。 

   なお，JAVA 試験設備においては， 

エアロゾルや無機よう素に対して，十分な除去性能を有することが確認されてい

る。 

ｂ．バウンダリへの影響 

   系統待機時にスクラビング水はフィルタ装置外部の入口配管内にも貯留されるが，配管の

材質は耐アルカリ性を考慮して，フィルタ装置同様ステンレス鋼を採用することで，バウン

ダリへの影響はない。 

  ｃ．放射線防護への影響 

   フィルタ装置使用後は，入口配管にも放射性物質を含んだスクラビング水が貯留される。
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フィルタ装置内部に入口配管が位置する場合と比べると，入口配管表面の放射線量率は高く

なるが，格納容器圧力逃がし装置格納槽の遮蔽壁内に位置することから，作業員への影響は

ない。 

 

以上より，入口配管のフィルタ装置への接続位置が，フィルタ性能等へ悪影響を及ぼすことは

ない。 
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1. 代替循環冷却系の構成

1. 1 設置目的

代替循環冷却系は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位

置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」の第 50条（原子炉

格納容器の過圧破損を防止するための設備）のうち，①原子炉格

納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な設備であり，

②格納容器ベントを実施する場合においても，ベン卜時間を遅延

させることが可能な設備である。更に「ⅷ）格納容器圧力逃がし

装置は，長期的にも溶融炉心及び水没の悪影響を受けない場所に

接続されていること。」に対し，③ウェットウェルベントの長期的

な継続性をより確実にするための対策となる。 

重大事故等時においては，サプレッション・チェンバを水源と

した残留熱除去系が使用できないため，外部水源からの炉心冷却

及び格納容器スプレイを継続し，サプレッション・チェンバ・プ

ール水位がウェットウェルベントラインに到達するまでに格納容

器スプレイを停止し，格納容器ベント操作を実施し，フィード・

アンド・ブリード冷却を継続することとなる。

上記に対し，重大事故等時において，サプレッション・チェン

バを水源とし，格納容器除熱機能を有する代替循環冷却系を用い

ることにより，以下について可能となる。 

①代替循環冷却系の格納容器除熱機能により，格納容器圧力の

上昇を抑制でき，かつ，サプレッション・チェンバが水源で

あり，その水位上昇を抑制できることから，有効性評価の範

囲においてはベント回避が可能となる。 

②格納容器ベントを実施する場合においても，格納容器除熱機

能により格納容器圧力の上昇を低減でき，ベント時間を遅延

させることができる。 

③ベン卜後もサプレッション・チェンバ・プール水位の上昇は

抑制され，スクラビング効果が継続的に得られることからウ

1. 代替循環冷却系設備の構成

1.1 設置目的  

 代替循環冷却系は,「実用発電用原子炉及びその附属施設の位

置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」の第 50条（原子炉

格納容器の過圧破損を防止するための設備）のうち，原子炉格納

容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な設備であり，格

納容器ベントを実施する場合においても，ベント時間を遅延させ

ることが可能な設備である。 

 重大事故等においては，サプレッション・チェンバを水源とし

た残留熱除去系が使用できない状況も想定されるが，格納容器圧

力逃がし装置を使用する場合は，外部水源による原子炉注水及び

格納容器スプレイを継続し，ベントラインの水没を防止するため，

サプレッション・プール通常水位+6.5m 到達により，格納容器ス

プレイを停止し，格納容器ベント操作を実施することにより，フ

ィード・アンド・ブリード冷却を継続することとなる。 

 上記に対し，代替循環冷却系を使用する場合，代替循環冷却系

の格納容器除熱機能により，格納容器圧力の上昇を抑制でき，か

つ，サプレッション・チェンバを水源とすることにより水位上昇

を抑制できることから，格納容器の過圧破損及びベントラインの

水没を防止することができる。代替循環冷却系による格納容器除

熱を継続中において，水の放射線分解によって発生する酸素濃度

が上昇し，格納容器内の酸素濃度がドライ条件において 4.3vol％

に到達した場合には，格納容器内での水素燃焼を防止する観点か

ら格納容器ベントを実施するが，代替循環冷却系を使用しない場

合と比較し，大幅にベント時間を遅延させることができる。 

1. 残留熱代替除去系の構成

1.1 設置目的 

残留熱代替除去系は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位

置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」の第五十条（原子

炉格納容器の過圧破損を防止するための設備）のうち，原子炉格

納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な設備であり，

格納容器ベントを実施する場合においても，ベント時間を遅延さ

せることが可能な設備である。 

重大事故等時においては，サプレッション・チェンバを水源と

した残留熱除去系が使用できない状況も想定されるが，格納容器

フィルタベント系を使用する場合は，外部水源による原子炉注水

及び格納容器スプレイを継続し，サプレッション・プール通常水

位＋約 1.3m 到達により，格納容器スプレイを停止し，格納容器ベ

ント操作を実施することにより，フィード・アンド・ブリード冷

却を継続することとなる。 

上記に対し，残留熱代替除去系を使用する場合，残留熱代替除

去系の原子炉格納容器除熱機能により，格納容器圧力の上昇を抑

制でき，かつ，サプレッション・チェンバを水源とすることによ

り，水位上昇を抑制できることから，原子炉格納容器の過圧破損

を防止することができ，また，有効性評価の範囲においてはベン

ト回避が可能となる。残留熱代替除去系による原子炉格納容器除

熱を継続中において，水の放射線分解によって発生する水素ガス

及び酸素ガスの濃度が上昇し，原子炉格納容器内の酸素ガス濃度

がドライ条件において 4.4vol％及びウェット条件において

1.5vol％に到達した場合には，原子炉格納容器内での水素燃焼を

防止する観点から格納容器ベントを実施するが，残留熱代替除去

系を使用しない場合と比較し，大幅にベント時間を遅延させるこ

とができる。 

・運用の相違

【東海第二】 

格納容器の型式及び

外部注水制限値の相違

により，格納容器スプレ

イ停止基準が異なる

・運用の相違

【東海第二】 

計器誤差等の相違に

より，酸素濃度を起点と

した格納容器ベントの

実施基準が異なる 
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ェットウェルベントの継続性がより確実なものとなる。また，

格納容器圧力逃がし装置が使用できない場合においても，耐

圧強化ベント系及び代替循環冷却系を用いることによって，

ウェットウェルベントの信頼性が向上する。
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1.2 設備構成の概略 

代替循環冷却系の系統概要は以下のとおりである。 

・本系統は，サプレッション・チェンバを水源とし，復水移送ポ

ンプによる原子炉及び格納容器の循環冷却を行うことができる

系統である。 

・系統水は，サプレッション・チェンバから，残留熱除去系の配

管及び熱交換器を通り，高圧炉心注水系の配管を経て，復水移

送ポンプに供給される。

復水移送ポンプにより昇圧された系統水は，復水補給水系配管，

残留熱除去系配管を通り，原子炉への注水及び格納容器スプレ

イに使用される。

また，原子炉圧力容器への注水ができず，原子炉圧力容器の破

損を判断した場合は，格納容器下部への注水及び格納容器スプ

レイを行うことも可能とする。

・原子炉及び格納容器内に注水された系統水は，原子炉本体や格

納容器内配管の破断口等から，ダイヤフラムフロア，ペデスタ

ルを経て，連通孔からサプレッション・チェンバに流出するこ

とにより，循環冷却ラインを形成する。 

1.2 設備構成の概略 

代替循環冷却系の系統概要は以下のとおりである。（第 1.2－

1 図） 

(1) 本系統は，サプレッション・チェンバを水源とし，代替循環

冷却系ポンプによる原子炉及び格納容器の循環冷却を行うこ

とができる系統である。 

(2) 系統水は，サプレッション・チェンバから，残留熱除去系の

配管及び熱交換器を通り，代替循環冷却系ポンプに供給され

る。 

代替循環冷却系ポンプにより昇圧された系統水は，残留熱除去

系配管を通り，原子炉への注水及び格納容器スプレイに使用さ

れる。 

(3) 原子炉及び格納容器内に注水された系統水は，原子炉本体や

格納容器内配管の破断口等からダイヤフラムフロア及びベン

ト管を経由し，サプレッション・チェンバに流出することによ

り，循環冷却ラインを形成する。 

1.2 設備構成の概略 

残留熱代替除去系の系統概要は以下のとおりである。 

・本系統は，サプレッション・チェンバを水源とし，残留熱

代替除去ポンプによる原子炉及び原子炉格納容器の循環冷

却を行うことができる系統である。

・系統水は，サプレッション・チェンバから，残留熱除去系

の配管を通り，残留熱代替除去ポンプに供給される。

残留熱代替除去ポンプにより昇圧された系統水は，残留熱

除去系熱交換器及び残留熱除去系配管を通り，原子炉圧力

容器への注水及び格納容器スプレイに使用される。 

また，原子炉圧力容器への注水ができず，原子炉圧力容器

の破損を判断した場合は，格納容器スプレイ及び格納容器

スプレイによる原子炉格納容器下部の溶融炉心の冷却を行

うことも可能とする。 

・原子炉圧力容器及び原子炉格納容器内に注水された系統水

は，原子炉本体や原子炉格納容器内配管の破断口等から，

ベント管を経てサプレッション・チェンバに流出すること

により，循環冷却ラインを形成する。

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，残留熱

除去系熱交換器の上流

に残留熱代替除去ポン

プを配置する設計とす

る 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成の相違 

・記載方針の相違

【東海第二】 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉及び東海

第二は，格納容器スプレ

イにより格納容器下部

への注水を行う 

・炉型の違い

【柏崎 6/7，東海第二】

PCV の相違
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・なお，重大事故等時における想定として，非常用炉心冷却系等

の設計基準事故対処設備に属する動的機器は，機能を喪失して

いることが前提条件となっていることから，本系統は，全交流

動力電源が喪失した場合でも，代替交流電源設備からの給電が

可能な設計としている。

・前述のとおり，本系統はサプレッション・チェンバを水源とし

て，原子炉圧力容器への注水及び格納容器スプレイ，又は原子

炉格納容器下部への注水及び格納容器スプレイとして使用する

系統であるが，重大事故等時におけるサプレッション・チェン

バのプール水の温度は 100℃を超える状況が想定され，高温水

を用いて原子炉圧力容器又は原子炉格納容器へ注水を行った場

合，格納容器に対して更なる過圧の要因となりえる。

このため，代替循環冷却を行うには，代替原子炉補機冷却系か

らの冷却水の供給により，残留熱除去系熱変換器を介した冷却

機能を確保する。 

・代替循環冷却機能を確保する際に使用する系統からの核分裂生

成物の放出を防止するため，代替循環冷却系による循環ライン

は閉ループにて構成する。

(4) 本系統は，全交流動力電源喪失した場合でも，発電所構内に

配備した代替交流電源設備からの給電が可能な設計とする。 

(5) 前述のとおり，本系統はサプレッション・チェンバに流出し

た水を，再び原子炉注水及び格納容器スプレイの水源として使

用する系統であるが，重大事故等時におけるサプレッション・

プール水の温度は約 100℃を超える状況が想定され，高温水を

用いて原子炉圧力容器又は格納容器へ注水を行った場合，格納

容器に対して更なる過圧の要因となり得る。 

このため，代替循環冷却系の使用においては，緊急用海水系又

は代替残留熱除去海水系からの冷却水の供給により，残留熱除

去系熱交換器を介した冷却機能を確保する。 

(6) 代替循環冷却系の機能を確保する際に，使用する系統からの

核分裂生成物の放出を防止するため，代替循環冷却系による循

環ラインは閉ループにて構成する。 

・なお，重大事故等時における想定として，非常用炉心冷却

系等の設計基準事故対処設備に属する動的機器は，機能を

喪失していることが前提条件となっていることから，本系

統は，全交流動力電源が喪失した場合でも，代替交流電源

設備からの給電が可能な設計とする。 

・前述のとおり，本系統はサプレッション・チェンバを水源

として，原子炉圧力容器への注水及び格納容器スプレイと

して使用する系統であるが，重大事故等時におけるサプレ

ッション・チェンバのプール水の温度は 100 ℃を超える状

況が想定され，高温水を用いて原子炉圧力容器又は原子炉

格納容器へ注水を行った場合，原子炉格納容器に対して更

なる過圧の要因となりえる。

このため，残留熱代替除去系の使用においては，原子炉補

機代替冷却系からの冷却水の供給により，残留熱除去系熱

交換器を介した冷却機能を確保する。 

残留熱代替除去系の機能を確保する際に使用する系統から

の核分裂生成物の放出を防止するため，残留熱代替除去系

による循環ラインは閉ループにて構成する。 

なお，残留熱代替除去ポンプの有効吸込水頭確保の観点か

ら，残留熱代替除去ポンプ設置場所に近いＢ－残留熱除去系

に接続する設計とする。 

島根２号炉：MARK-I 改

柏崎 6/7：ABWR 

東海第二：MARK-Ⅱ 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉及び東海

第二は，格納容器スプレ

イにより格納容器下部

への注水を行う 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号炉は可搬設

備である原子炉補機代

替冷却系により対応す

る設計とするが，東海第

二は常設設備である緊

急用海水系により対応

する設計としている 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は接続系

統の考え方を記載 
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図 1.2-1 代替循環冷却系の設備概要（7号炉の例） 

 

＊上図は原子炉冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）を想定しているた

め原子炉へ注水した水は破断口から溢れ出しサプレッショ

ン・チェンバ・プールに流入する。ＬＯＣＡ以外の場合は逃が

し安全弁の排気管を通してサプレッション・チェンバに流入す

ることになる。 
 

 

 

第 1.2－1図 代替循環冷却系の系統概要 

 

 

 

 

図 1.2-1 残留熱代替除去系の設備概要※ 

 

※上図は原子炉冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）を想定しているた

め原子炉圧力容器へ注水した水は破断口から溢れ出しサプレ

ッション・チェンバに流入する。ＬＯＣＡ以外の場合は逃がし

安全弁の排気管を通してサプレッション・チェンバに流入する

ことになる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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1.3 系統設計仕様 

1.3.1 機械設備 

代替循環冷却系について，格納容器過圧・過温破損を防止する

とともに，格納容器ベントを実施することなく，格納容器からの

除熱を行うことができるよう設計する。 

＜設計条件＞ 

当該系統起動後，原子炉格納容器限界温度・圧力（200℃・

0.62MPa）を超えないようサプレッション・チェンバを水源とし，

原子炉への注水及び格納容器スプレイ，又は格納容器下部への注

水及び格納容器スプレイができること。 

・原子炉注水流量：炉心を冠水できる流量であること

・格納容器下部注水流量：格納容器下部の溶融炉心を冷却でき

る流量であること 

・格納容器スプレイ流量：スプレイ水が蒸気凝縮可能な粒径と

なる流量であること 

＜主要仕様＞ 

主要仕様は，以下に示すとおりである。 

代替循環冷却系 

系統流量：190 m3/h 

（原子炉注水流量：90m3/h，格納容器スプレイ

流量：100m3/h) 

（格納容器下部注水流量：50m3/h，格納容器ス

プレイ流量：140m3/h) 

1.3 系統設計仕様 

1.3.1 設計方針 

  代替循環冷却系について，格納容器除熱を実施することで，

格納容器の過圧及び過温破損を防止可能な設計とする。 

＜設計条件＞ 

  格納容器限界圧力及び格納容器限界温度に到達することを防

止するため，原子炉注水及び格納容器スプレイによって，格納

容器圧力を 620kPa[gage]以下及び格納容器温度 200℃以下に抑

制できること。 

＜主要仕様＞ 

  主要仕様は，以下に示すとおりである。 

代替循環冷却系統 

系統流量：250m３／h 

1.3 系統設計仕様 

1.3.1 機械設備 

残留熱代替除去系について，格納容器過圧・過温破損を防

止するとともに，格納容器ベントを実施することなく，原子

炉格納容器からの除熱を行うことができるよう設計する。 

＜設計条件＞ 

当該系統起動後，原子炉格納容器限界温度・圧力（200℃・

853kPa）を超えないようサプレッション・チェンバを水源と

し，原子炉への注水及び格納容器スプレイができること。 

＜主要仕様＞ 

主要仕様は，以下に示すとおりである。 

残留熱代替除去系 

系統流量 ：150m3/h 

（原子炉注水流量:30m3/h，格納容器ス

プレイ流量:120m3/h） 

・炉型の違い

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉（Mark-Ⅰ

改）の最高使用圧力との

相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉及び東海

第二は，格納容器スプレ

イにより格納容器下部

への注水を行う 

・設計条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，有効性

評価において，格納容器

ベントを実施すること

なく除熱可能であるこ

とが確認された流量を

設定している 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設計仕様の相違 
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水  源： サプレッション・チェンバ 

除熱手段： 代替原子炉補機冷却系 

水  源：サプレッション・チェンバ 

除熱手段：緊急用海水系又は代替残留熱除去系海水系 

1.3.2 注水先流量分配 

  代替循環冷却系の系統流量については，格納容器の状態及び

試験等の状況に応じて注水先の流量を分配できる設計としてい

る。 

  第 1.3－1表に注水先の流量分配パターンを示す。 

第 1.3－1表 代替循環冷却系の流量分配パターン 

①循環冷却モード

循環冷却モードは，炉心損傷前において格納容器圧力が

245kPa［gage］（0.8Pd）到達後又は炉心の著しい損傷，溶融

が発生した場合において，原子炉への注水及び格納容器スプ

レイを実施する際に使用する流量分配パターンである。有効

性評価シナリオ「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容

器過圧・過温破損）」において，事象発生 90 分後から起動し，

代替循環冷却系の効果によって格納容器が過圧・過温破損し

ないことを確認している。 

水源 ：サプレッション・チェンバ 

除熱手段 ：原子炉補機代替冷却系 ・設備の相違

【東海第二】 

島根２号炉は可搬設

備である原子炉補機代

替冷却系により対応す

る設計とするが，東海第

二は常設設備である緊

急用海水系により対応

する設計としている 

・資料構成の相違

【東海第二】 

島根２号炉の注入先

流量分配は，1.3.1 の主

要仕様に記載（原子炉注

水流量:30m3/h，格納容

器スプレイ流量:120m3/

h）） 

・設備及び運用の相違

【東海第二】 

島根２号炉の残留熱

代替除去系は，炉心損傷

後に循環冷却として使

用する。事象発生から

10 時間後に起動し，有

効性を確認している 

モード

注水先（m３／h） 

備考 49 条／1.6 47 条／1.4 49 条／1.6 

格納容器 
スプレイ

原子炉注水 
サプレッショ
ン・チェンバ

① 循環冷却 150 100 0 
有 効 性 評 価 で
期待 

② 格納容器スプレイ 250 0 0 
有 効 性 評 価 で
期待 

③ 原子炉注水 0 100 0 

④ 
原子炉注水／サプレッ
ション・プール冷却

0 100 150 

⑤ 
サプレッション・プー

ル冷却／テスト
0 0 250 

別添2-9



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

  ②格納容器スプレイモード 

格納容器スプレイモードは，炉心の著しい損傷，溶融が発

生し，原子炉への注水が実施できない場合において，溶融炉

心が原子炉下部プレナムに移行した場合及び原子炉圧力容器

が破損した場合に発生する過熱蒸気を抑制することを目的と

して，格納容器スプレイを実施する際に使用する流量分配パ

ターンである。原子炉への注水を実施しない有効性評価シナ

リオ「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，「3.3

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「3.5 

溶融炉心・コンクリート相互作用」において，事象発生 90分

後起動し，代替循環冷却系及び代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）の効果によって格納容器が過圧・過温破損しないこ

とを確認している。 

  ③原子炉注水モード 

原子炉注水モードは，炉心損傷前及び炉心損傷後において，

原子炉への注水を実施する際に使用する流量分配パターンで

ある。 

④原子炉注水／サプレッション・プール冷却モード

原子炉注水／サプレッション・プール冷却モードは，炉心

損傷前において格納容器圧力が 245kPa［gage］（0.8Pd）に到

達していない場合及び格納容器ベントを停止する際に使用す

る流量分配パターンである。格納容器ベント停止時において

は，炉心損傷の有無に関わらず，格納容器内雰囲気はほぼ蒸

気で満たされていることが予想され，格納容器スプレイを実

施した場合には負圧に至るおそれがあるため，サプレッショ

ン・プール水の冷却によって蒸気を凝縮させ，加えて窒素を

注入することによって格納容器雰囲気を蒸気から窒素へ置換

を実施する。 

・設備及び運用の相違

【東海第二】 

島根２号炉の残留熱

代替除去系は，炉心損傷

後に循環冷却として使

用する。事象発生から

10 時間後に起動し，有

効性を確認している 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号炉の残留熱

代替除去系は，炉心損傷

後に循環冷却として使

用する 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号炉の残留熱

代替除去系は，炉心損傷

後に循環冷却として使

用する。サプレッショ

ン・チェンバへは直接注

水せず，原子炉圧力容器

及び原子炉格納容器へ

注水する 

別添2-10



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

  ⑤サプレッション・プール冷却／テストモード 

サプレッション・プール冷却／テストモードは，炉心損傷

前及び炉心損傷後において，サプレッション・プールを冷却

する際又はプラント通常運転中において，起動試験を実施す

る場合に，サプレッション・チェンバへの注水を実施し，機

能の健全性を確認する際に使用する流量分配パターンであ

る。 

1.3.3 他条文に対する位置づけ 

(1) 原子炉注水機能（47 条／1.4）

炉心損傷前において，原子炉高圧状態から低圧注水への移

行段階での炉心損傷を防止するための注水量としては十分で

ない場合があるため，自主設備として位置付けている。また，

炉心の著しい損傷，溶融が発生した場合においては，代替循

環冷却系ポンプにて溶融炉心の冷却が可能であり，重大事故

等対処設備として位置付けている。 

(2) 格納容器スプレイ機能（49 条／1.6）

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（格納容器スプ

レイ冷却系）ポンプの機能喪失時に，炉心の著しい損傷及び

格納容器の破損を防止するため，又は炉心の著しい損傷，溶

融が発生した場合において，格納容器内に浮遊する放射性物

質の濃度を低下させるための設備であり，重大事故等対処設

備として位置付けている。 

(3) サプレッション・プール冷却機能（49条／1.6）

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール冷却系）ポンプの機能喪失時に，サプレッション・

プール水を冷却できる機能を有するため，重大事故等対処設

備として位置付けている。 

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号炉の残留熱

代替除去系は，炉心損傷

後に循環冷却として使

用する。サプレッショ

ン・チェンバへは直接注

水せず，原子炉圧力容器

及び原子炉格納容器へ

注水する。また，ポンプ

性能試験には，テストタ

ンクを用いる

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号炉の残留熱

代替除去系は，炉心損傷

後に格納容器の過圧破

損を防止するための設

備（50 条）として整備

し，他条文に適合する設

備としては整備しない 
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1.3.2 計測制御設備 

代替循環冷却系について，使用時の状態を監視するため，流量

計，温度計，水位計及び圧力計を設置する（図 1.3.2- 1 参照）。

これらの監視パラメータは，中央制御室及び緊急時対策所で監視

可能な設計としている。 

 

①設計方針 

代替循環冷却系により有効に除熱できていることを確認するた

め，原子炉格納容器の熱バランスを把握できる監視設備を設置す

る。代替循環冷却系運転時の原子炉格納容器の熱バランスは，原

子炉格納容器内部の温度と，代替循環冷却系統により除熱される

量を確認することで把握が可能である。よって，サプレッション・

チェンバ・プール水温度及び，除熱量を確認するための代替循環

冷却系の系統流量（原子炉圧力容器への注水量及び原子炉格納容

器へのスプレイ流量），残留熱除去系熱交換器入口温度及び残留熱

除去系出口温度を監視できる設計とする。 

また，格納容器下部への注水を確認するための代替循環冷却系

の系統流量（格納容器下部への注水流量），格納容器下部の温度及

び水位を監視できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

比較対象無し 1.3.2 計測制御設備 

残留熱代替除去系について，使用時の状態を監視するため，流

量計，温度計，水位計及び圧力計を設置する（図 1.3.2-1 参照）。

これらの監視パラメ一タは，中央制御室及び緊急時対策所で監視

可能な設計としている。 

 

①設計方針 

残留熱代替除去系により有効に除熱できていることを確認する

ため，原子炉格納容器の熱バランスを把握できる監視設備を設置

する。残留熱代替除去系運転時の原子炉格納容器の熱バランスは，

原子炉格納容器内部の温度と，残留熱代替除去系統により除熱さ

れる量を確認することで把握が可能である。よって，サプレッシ

ョン・プール水温度及び水位，原子炉格納容器内の温度及び圧力

並びに除熱量を確認するための残留熱代替除去系の系統流量（原

子炉圧力容器への注水量及び原子炉格納容器へのスプレイ流量），

残留熱除去系出口温度を監視できる設計とする。 

また，原子炉格納容器へのスプレイによる格納容器下部への注

水を確認するための残留熱代替除去系の系統流量（原子炉格納容

器への注水流量）を監視できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉及び東海

第二は，格納容器スプレ

イにより格納容器下部

への注水を行う。 

また，島根２号炉は，

ペデスタル代替注水系

（可搬型），（常設）によ

り事前水張りを行い，原

子炉圧力容器破損後の

注水に残留熱代替除去

系を使用する。原子炉圧

力容器破損後は，格納容

器下部の温度及び水位

ではなく，系統流量によ

り監視する運用として

いる 

（以下，①の相違） 
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以上より，下記で示す○a～○gの計器を設置する。 

・系統流量：○ａ復水補給水系流量（RHR A 系代替注水流量）

○b復水補給水系流量（RHR B 系代替注水流量） 

○c復水補給水系流量（格納容器下部注水流量） 

・残留熱除去系熱交換器入口温度：○dサプレッション・チェン

バ・プール水温度

・残留熱除去系熱交換器出口温度：○ｅ復水補給水系温度（代替

循環冷却）

・格納容器下部の温度：○ｆドライウェル雰囲気温度

・格納容器下部の水位：○ｇ格納容器下部水位

また，復水移送ポンプの運転状態を監視するため，下記で示す○ｈ

の計器を設置する。 

・復水移送ポンプの運転状態：○ｈ復水移送ポンプ吐出圧力

なお，上記に加え，残留熱除去系熱交換器二次側の温度，流量

等を代替原子炉補機冷却系側で確認することにより，システム全

体の熱バランスを把握することが可能である。 

以上より，下記で示す○ａ～○ｈの計器を設置する。 

・系統流量:○a残留熱代替除去系原子炉注水流量

○b残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量 

・残留熱除去系熱交換器入口温度：○c サプレッション・プール

水温度（ＳＡ）

・残留熱除去系熱交換器出口温度：○d 残留熱除去系熱交換器出

口温度

・原子炉格納容器内の温度：○ｅドライウェル温度（ＳＡ）

・原子炉格納容器内の圧力：○ｆドライウェル圧力（ＳＡ）

○ｇサプレッション・チェンバ圧力 

（ＳＡ） 

・残留熱代替除去系の水源：○ｈサプレッション・プール水位（Ｓ

Ａ） 

また，残留熱代替除去ポンプの運転状態を監視するため，下記

で示す○ｉの計器を設置する。 

・残留熱代替除去ポンプの運転状態: ○ｉ残留熱代替除去ポンプ

出口圧力 

なお，上記に加え，残留熱除去系熱交換器二次側の温度，流量

等を原子炉補機代替冷却系側で確認することにより，システム全

体の熱バランスを把握することが可能である。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

①の相違

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

①の相違

（柏崎と設備上の相違

はなく，使用時の状態を

監視する計器を明確に

記載している） 
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図1.3.2-1 代替循環冷却系使用時の概略図 図 1.3.2-1 残留熱代替除去系使用時の概略図 ・設備の相違

【柏崎 6/7】 

①の相違
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②計測設備の仕様について

a.機器仕様

計測設備の主要仕様を表 1.3.2-1 に示す。

表 1.3.2-1 代替循環冷却系運転に必要な計測設備の主要仕様 

*1:新規設置する監視計器

*2:T.M.S.L.=東京湾平均海面

②計測設備の仕様について

a.機器仕様

計測設備の主要仕様を表 1.3.2-1 に示す。

表 1.3.2-1 残留熱代替除去系運転に必要な計測設備の主要仕様

監視計器 計測範囲 計測範囲の根拠 個数 監視場所 

○a

残留熱代替

除去系原子

炉注水流量
※１

０～50m3/h 

残留熱代替除去系原子

炉注水の最大注水量

（30 m3/h）を監視可能。 

1 
中央制御室 

（緊急時対策所） 

○b

残留熱代替

除去系格納

容器スプレ

イ流量※１

０～150m3/h 

残留熱代替除去系格納

容器スプレイの最大注

水量（120m3/h）を監視

可能。 

1 
中央制御室 

（緊急時対策所） 

○c

サプレッシ

ョン・プー

ル水温度

（ＳＡ）※１

０～200℃ 

原子炉格納容器の限界

圧力（２Pd：853kPa

［gage］）におけるサ

プレッション・プール

水の飽和温度（約

178℃）を監視可能。 

2 
中央制御室 

（緊急時対策所） 

○d
残留熱除去

系熱交換器

出口温度 

０～200℃ 

残留熱代替除去系の運

転時における，残留熱

除去系熱交換器出口温

度の最高使用温度

（185℃）を監視可能。 

1 
中央制御室 

（緊急時対策所） 

○ｅ 

ドライウェ

ル温度（Ｓ

Ａ）※１

０～300℃ 

原子炉格納容器の限界

温度（200℃）を監視可

能。 

7 
中央制御室 

（緊急時対策所） 

○ｆ 

ドライウェ

ル圧力（Ｓ

Ａ）※１

０～

1000kPa(abs) 

原子炉格納容器の限界

圧力（2Pd：

853kPa[gage]）を監視

可能。 

2 
中央制御室 

（緊急時対策所） 

○ｇ 

サプレッシ

ョン・チェ

ンバ圧力

（ＳＡ）※１

０～

1000kPa(abs) 

原子炉格納容器の限界

圧力（2Pd：

853kPa[gage]）を監視

可能。 

2 
中央制御室 

（緊急時対策所） 

○ｈ 

サプレッシ

ョン・プー

ル水位（Ｓ

Ａ）※１

-0.80～5.50m※２

ウェットウェルベント

操作可否判断を把握で

きる範囲を監視可能。

1 
中央制御室 

（緊急時対策所） 

○ｉ 

残留熱代替

除去ポンプ

出口圧力※１ 

０～３MPa

［gage］ 

重大事故等時におけ

る，残留熱代替除去ポ

ンプの最高使用圧力

（2.5MPa[gage]）を監

視可能。

2 
中央制御室 

（緊急時対策所） 

※１:新規設置する監視計器

※２:基準点はサプレッション・プール通常水位(EL5610)

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

①の相違
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b.配置図

図 1.3.2-2 機器配置図（6号炉原子炉建屋地下 1階） 

ｂ.配置図 

図 1.3.2-2 機器配置図（原子炉建物地下２階） 
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図 1.3.2-3 機器配置図（6号炉原子炉建屋地下 2階） 図 1.3.2-3 機器配置図（原子炉建物地下１階） 

別添2-17



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図 1.3.2-4 機器配置図（6号炉原子炉建屋地下 3階） 図 1.3.2-4 機器配置図（原子炉建物１階） 
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図 1.3.2-5 機器配置図（廃棄物処理建屋地下 3階） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

図 1.3.2-5 機器配置図（原子炉建物２階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図 1.3.2-6 機器配置図（7号炉原子炉建屋地上 1階） 図 1.3.2-6 機器配置図（原子炉建物中２階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図 1.3.2-7 機器配置図（7号炉原子炉建屋地下 1階） 図 1.3.2-7 機器配置図（原子炉建物３階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図 1.3.2-8 機器配置図（7号炉原子炉建屋地下 2階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図 1.3.2-9 機器配置図（7号炉原子炉建屋地下 3階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図 1.3.2-10 機器配置図（廃棄物処理建屋地下 3階） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

原子炉格納容器内における，サプレッション・チェンバ・プー

ル水温度の位置を図 1.3.2-11 に示す。

図 1.3.2-11 サプレッション・チェンバ・プール水温度の位置 

原子炉格納容器内における，サプレッション・プール水温度（Ｓ

Ａ）の位置を図 1.3.2-8 に示す。 

図 1.3.2-8 サプレッション・プール水温度（ＳＡ）の位置 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

c.システム構成

○ａ復水補給水系流量（RHR A 系代替注水流量）

復水補給水系流量（RHR A 系代替注水流量）は，重大事故等対

処設備の機能を有しており，復水補給水系流量（RHR A 系代替注

水流量）の検出信号は，差圧式流量検出器からの電流信号を，中

央制御室の演算装置を経由して指示部にて流量信号へ変換する処

理を行った後，復水補給水系流量（RHR A 系代替注水流量）を中

央制御室に指示し，記録する。 

（図 1.3.2- 12「復水補給水系流量（RHRA 系代替注水流量）の概

略構成図」参照。） 

図 1.3.2-12 復水補給水系流量（RHR A 系代替注水流量）の概略構

成図 

c.システム構成

○a残留熱代替除去系原子炉注水流量

残留熱代替除去系原子炉注水流量は，重大事故等対処設備の機

能を有しており，残留熱代替除去系原子炉注水流量の検出信号は，

差圧式流量検出器からの電流信号を演算装置にて流量信号へ変換

する処理を行った後，残留熱代替除去系原子炉注水流量を中央制

御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。 

（図 1.3.2-9「残留熱代替除去系原子炉注水流量の概略構成図」

参照。） 

図 1.3.2-9 残留熱代替除去系原子炉注水流量の概略構成図 ・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設計方針の相違によ

る設計仕様の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

○ｂ復水補給水系流量（RHR B 系代替注水流量） 

復水補給水系流量（RHR B 系代替注水流量）は，重大事故等対

処設備の機能を有しており，復水補給水系流量（RHR B 系代替注

水流量）の検出信号は，差圧式流量検出器からの電流信号を，中

央制御室の演算装置を経由して指示部にて流量信号へ変換する処

理を行った後，復水補給水系流量（RHR B 系代替注水流量）を中

央制御室に指示し， 記録する。 

（図 1.3.2 -13 「復水補給水系流量（RHR B 系代替注水流量）の

概略構成図」参照。 ） 

 

 

 

図 1.3.2-13 復水補給水系流量（RHR B 系代替注水流量）の概略構

成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ｂ残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量 

残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量は，重大事故等対処設

備の機能を有しており，残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量

の検出信号は，差圧式流量検出器からの電流信号を演算装置にて

流量信号へ変換する処理を行った後，残留熱代替除去系格納容器

スプレイ流量を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。 

（図 1.3.2-10「残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量の概略構

成図」参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3.2-10 残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量の概略構成    

図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

設計方針の相違によ

る設計仕様の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

○ｃ復水補給水系流量（格納容器下部注水流量） 

復水補給水系流量（格納容器下部注水流量）は，重大事故等対

処設備の機能を有しており，復水補給水系流量（格納容器下部注

水流量）の検出信号は，差圧式流量検出器からの電流信号を，中

央制御室の演算装置を経由して指示部にて流量信号へ変換する処

理を行った後，復水補給水系流量（格納容器下部注水流量）を中

央制御室に指示し，記録する。 

（図 1.3.2 -14「復水補給水系流量（格納容器下部注水流量）の

概略構成図」参照。） 

図 1.3.2-14 復水補給水系流量（格納容器下部注水流量）の概略構

成図 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

①の相違
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

○ｄサプレッション・チェンバ・プール水温度 

サプレッション・チェンバ・プール水温度は，重大事故等対処

設備の機能を有しており，サプレッション・チェンバ・プール水

温度の検出信号は，測温抵抗体の抵抗値を，中央制御室の指示部

にて温度信号に変換する処理を行った後，サプレッション・チェ

ンバ・プール水温度を中央制御室に指示し，記録する。

（図 1.3.2-15 「サプレッション・チェンバ・プール水温度の概

略構成図」参照。） 

図 1.3.2-15 サプレッション・チェンバ・プール水温度の概略構成

図 

○cサプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ）は，重大事故等対処設

備の機能を有しており，サプレッション・プール水温度（ＳＡ）

の検出信号は，測温抵抗体の抵抗値を演算装置にて温度信号に変

換する処理を行った後，サプレッション・プール水温度（ＳＡ）

を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。 

（図 1.3.2-11「サプレッション・プール水温度（ＳＡ）の概略構

成図」参照。） 

図 1.3.2-11 サプレッション・プール水温度（ＳＡ）の概略構成図 ・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設計方針の相違によ

る設計仕様の相違 

別添2-29



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

○e 復水補給水系温度（代替循環冷却） 

復水補給水系温度（代替循環冷却）は，重大事故等対処設備の

機能を有しており，復水補給水系温度（代替循環冷却）の検出信

号は，熱電対からの起電力を，中央制御室の指示部にて温度信号

に変換する処理を行った後，復水補給水系温度（代替循環冷却）

を中央制御室に指示し，記録する。（図 1.3.2-16 「復水補給水系

温度（代替循環冷却）の概略構成図」参照。） 

 

 

図 1.3.2-16 復水補給水系温度（代替循環冷却）の概略構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○d 残留熱除去系熱交換器出口温度 

残留熱除去系熱交換器出口温度は，設計基準対象施設及び重大

事故等対処設備の機能を有しており，残留熱除去系熱交換器出口

温度の検出信号は，熱電対からの起電力を，演算装置にて温度信

号に変換する処理を行った後，残留熱除去系熱交換器出口温度を

中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。（図 1.3.2-12

「残留熱除去系熱交換器出口温度の概略構成図」参照。） 

 

 

 

図 1.3.2-12 残留熱除去系熱交換器出口温度の概略構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は設計基

準対象施設及び重大事

故等対処設備の機能を

有している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

設計方針の相違によ

る設計仕様の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

○f ドライウェル雰囲気温度 

ドライウェル雰囲気温度は，重大事故等対処設備の機能を有し

ており， ドライウェル雰囲気温度の検出信号は，熱電対からの起

電力を，中央制御室の指示部にて温度信号に変換する処理を行っ

た後， ドライウェル雰囲気温度を中央制御室に指示し，記録する。

（図 1.3.2-17「ドライウェル雰囲気温度の概略構成図」参照。） 

図 1.3.2-17 ドライウェル雰囲気温度の概略構成図 

○ｅドライウェル温度（ＳＡ） 

ドライウェル温度（ＳＡ）は，重大事故等対処設備の機能を有

しており，ドライウェル温度（ＳＡ）の検出信号は，熱電対から

の起電力を，演算装置にて温度信号に変換する処理を行った後，

ドライウェル温度（ＳＡ）を中央制御室に指示し，緊急時対策所

にて記録する。（図 1.3.2-13「ドライウェル温度（ＳＡ）の概略

構成図」参照。） 

図 1.3.2-13 ドライウェル温度（ＳＡ）の概略構成図 ・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設計方針の相違によ

る設計仕様の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

○ｆドライウェル圧力（ＳＡ） 

 ドライウェル圧力（ＳＡ）は，重大事故等対処設備の機能を有

しており，ドライウェル圧力（ＳＡ）の検出信号は，弾性圧力検

出器からの電流信号を中央制御室の指示部にて圧力信号へ変換す

る処理を行った後，ドライウェル圧力（ＳＡ）を中央制御室に指

示し，緊急時対策所にて記録する。（図 1.3.2-14「ドライウェル

圧力（ＳＡ）の概略構成図」参照。） 

図 1.3.2-14 ドライウェル圧力（ＳＡ）の概略構成図 （柏崎と設備上の相違

はなく，使用時の状態を

監視する計器を明確に

記載している） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

○gサプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）は，重大事故等対処設

備の機能を有しており，サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

の検出信号は，弾性圧力検出器からの電流信号を中央制御室の指

示部にて圧力信号へ変換する処理を行った後，サプレッション・

チェンバ圧力（ＳＡ）を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて

記録する。（図 1.3.2-15「サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

の概略構成図」参照。） 

図 1.3.2-15 サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）の概略構成

図 

（柏崎と設備上の相違

はなく，使用時の状態を

監視する計器を明確に

記載している） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

○ｈサプレッション・プール水位（ＳＡ） 

サプレッション・プール水位（ＳＡ）は，重大事故等対処設備

の機能を有しており，サプレッション・プール水位（ＳＡ）の検

出信号は，差圧式水位検出器からの電流信号を中央制御室の指示

部にて水位信号へ変換する処理を行った後，サプレッション・プ

ール水位（ＳＡ）を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録

する。（図 1.3.2-16「サプレッション・プール水位（ＳＡ）の概

略構成図」参照。） 

図 1.3.2-16 サプレッション・プール水位（ＳＡ）の概略構成図 （柏崎と設備上の相違

はなく，使用時の状態を

監視する計器を明確に

記載している） 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

○g 格納容器下部水位 

格納容器下部水位は，重大事故等対処設備の機能を有しており，

格納容器下部水位の検出信号は，電極式水位検出器からの水位状

態（ON-OFF 信号）を，中央制御室に指示し，記録する。（図 1.3. 2-18 

「格納容器下部水位の概略構成図」参照。） 

 

図 1.3.2-18 格納容器下部水位の概略構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

①の相違 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

○h 復水移送ポンプ吐出圧力 

復水移送ポンプ吐出圧力は，重大事故等対処設備の機能を有し

ており，復水移送ポンプ吐出圧力の検出信号は，弾性圧力検出器

からの電流信号を，中央制御室の指示部にて圧力信号へ変換する

処理を行った後，復水移送ポンプ吐出圧力を中央制御室に指示し，

記録する。 （図 1.3.2- 19「復水移送ポンプ吐出圧力の概略構成

図」参照。） 

図 1.3.2-19 復水移送ポンプ吐出圧力の概略構成図 

○ｉ残留熱代替除去ポンプ出口圧力 

残留熱代替除去ポンプ出口圧力は，重大事故等対処設備の機能

を有しており，残留熱代替除去ポンプ出口圧力の検出信号は，弾

性圧力検出器からの電流信号を中央制御室の指示部にて圧力信号

へ変換する処理を行った後，残留熱代替除去ポンプ出口圧力を中

央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録する。（図 1.3.2-17「残

留熱代替除去ポンプ出口圧力の概略構成図」参照。） 

図 1.3.2-17 残留熱代替除去ポンプ出口圧力の概略構成図 ・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設計方針の相違によ

る設計仕様の相違 
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1.3.3 電源設備 

① 概要

代替循環冷却系の使用時に必要な電動機，計測制御設備，電

動駆動弁を作動させるため，代替交流電源設備から非常用所内

電気設備を経由して必要な電力を供給する設計としている。ま

た，既設非常用所内電気設備が使用不能の場合においても，代

替所内電気設備を用いて必要な電力を供給できる設計としてい

る。 

② 電源供給負荷

代替循環冷却系の使用時に必要な負荷は図 1.3. 3-1 及び表

1.3.3-1 に示すとおりである。

比較対象無し 1.3.3 電源設備 

① 概要

残留熱代替除去系の使用時に必要な電動機，計測制御設備，

電動駆動弁を作動させるため，常設代替交流電源設備から代

替所内電気設備を経由して必要な電力を供給する設計として

おり，非常用所内電気設備が使用不能の場合においても，必

要な電力を供給できる設計としている。 

② 電源供給負荷

残留熱代替除去系の使用時に必要な負荷は図 1.3.3-1 及び

表 1.3.3-1 に示すとおりである。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の残留熱

代替除去系は重大事故

等対処設備として設置

する系統であり通常運

転時に使用することは

ないため，重大事故等対

処設備専用の負荷とし

て代替所内電気設備を

経由し電源供給を行う

電源系統構成としてい

る 

図 1.3.3-1 代替循環冷却系 概略図 図 1.3.3-1 残留熱代替除去系概略図 ・設備の相違
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表 1.3.3-1 代替循環冷却系の電源供給負荷 

※1 :P/C 7D-1 より AM用 MCC 7B を受電する

※2：AM 用動力変圧器より AM用 MCC 7B を受電する

※3：AM 用直流 125V 充電器を経由して以下のパラメータを確

認する 

・復水補給水系流量（RHR A 系代替注水流量）

・復水補給水系流量（RHR B 系代替注水流量）

・復水補給水系流量（格納容器下部注水流量）

・復水移送ポンプ吐出圧力

・復水補給水系温度（代替循環冷却）

・原子炉水位（SA)

・格納容器内圧力

・格納容器内温度

・サプレッション・チェンパ・プール水位

・サプレッション・チェンパ・プール水温度

※4：代替循環冷却系設置に伴い新設した設備

表 1.3.3-1 残留熱代替除去系の電源供給負荷 

図番 負荷 
通常時の 

電源供給元 

代替所内電気設備 

使用時の電源供給元 

(a) 
ＲＨＲ ＲＨＡＲライン入口止

め弁※3 
SA2-C/C※1 SA2-C/C※1 

(b) ＲＨＡＲライン流量調節弁※3 SA2-C/C※1 SA2-C/C※1 

(c) 
ＲＨＲ Ａ－ＦＬＳＲ連絡ライ

ン止め弁※3
SA2-C/C※1 SA2-C/C※1 

(d) 
ＲＨＲ Ａ－ＦＬＳＲ連絡ライ

ン流量調節弁※3
SA2-C/C※1 SA2-C/C※1 

(e) 
ＲＨＲ ＰＣＶスプレイ連絡ラ

イン流量調節弁※3
SA2-C/C※1 SA2-C/C※1 

(f) Ａ－ＲＨＲ注水弁 C2-C/C SA2-C/C※1 

(g) 
Ｂ－ＲＨＲドライウェル第２ス

プレイ弁 
D2-C/C SA2-C/C※1 

(h) Ｂ－ＲＨＲ熱交バイパス弁 D2-C/C SA2-C/C※1 

(i) Ａ－残留熱代替除去ポンプ※3 SA2-C/C※1 SA2-C/C※1 

(j) Ｂ－残留熱代替除去ポンプ※3 SA2-C/C※1 SA2-C/C※1 

－ 計測制御設備※2 SA1-C/C※1 SA1-C/C※1 

※１：SA-L/C より受電する。

※２：以下のパラメータを監視する。

・残留熱代替除去系原子炉注水流量

・残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量

・サプレッション・プール水温度（ＳＡ）

・残留熱除去系熱交換器出口温度

・ドライウェル温度（ＳＡ）

・ドライウェル圧力（ＳＡ）

・サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

・サプレッション・プール水位（ＳＡ）

・残留熱代替除去ポンプ出口圧力

※３：残留熱代替除去系設置に伴い設置する設備

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

重大事故等対処設備

専用の負荷として代替

所内電気設備を経由し

電源供給を行う電源系

統構成としている 
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③単線結線図

代替循環冷却系の単線結線図は，図 1.3.3-2 及び図 1.3.3-3 に

示すとおりである。 

 外部電源喪失時における代替循環冷却系の電源供給元は，次の

とおりとして，aから bの順に優先順位を定めることとする。 

a. 常設代替交流電源設備（第一ガスタービン発電機）から非常

用所内電気設備（M/C,P/C, MCC）を経由して，代替循環冷却

系の運転に必要な設備に電源供給を行う。（図 1.3.3-2) 

b. 常設代替交流電源設備（第一ガスタービン発電機）から代替

所内電気設備（動力変圧器，MCC）を経由して，代替循環冷

却系の運転に必要な設備に電源供給を行う。（図 1.3.3- 3)

③単線結線図

残留熱代替除去系の単線結線図は図 1.3.3-2 に示す通りであ

る。 

全交流動力電源喪失時における残留熱代替除去系の電源供給元

は，次のとおりとする。 

ａ．常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機）から代替所

内電気設備（緊急用 M/C，SA-L/C，SA1-C/C，SA2-C/C）を

経由して，残留熱代替除去系の運転に必要な設備に電源供

給を行う。（図 1.3.3-2） 

なお，通常時に非常用所内電気設備の負荷である設備に

ついては，代替所内電気設備からの電源供給に切替えて電

源供給を行う。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

重大事故等対処設備

専用の負荷として代替

所内電気設備を経由し

電源供給を行う電源系

統構成としているため，

電源供給の優先順位は

ない 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

重大事故等対処設備

専用の負荷として代替

所内電気設備を経由し

電源供給を行う電源系

統構成としている 
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図 1.3.3-2 代替循環冷却系の単線結線図（非常用電気設備経由

で電源供給時） 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

重大事故等対処設備

専用の負荷として代替

所内電気設備を経由し

電源供給を行う電源系

統構成としているため，

非常用電気設備を経由

した電源供給はない 
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図 1.3.3-3 代替循環冷却系の単線結線図（代替所内電気設備経

由で電源供給時） 

図 1.3.3-2 残留熱代替除去系の単線結線図 ・設備の相違

【柏崎 6/7】 

電源系統構成の相違 
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2. 代替循環冷却系の成立性確認

2.1 有効性評価シナリオの成立性 

2.1.1 代替循環冷却系の運用について 

代替循環冷却系は，代替原子炉補機冷却系の準備時間を考慮し

事故後 22.5 時間以降の運転開始を想定している。 

運転中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故にお

いて，格納容器ベントを実施するシナリオは， 高圧・低圧注水機

能喪失，全交流動力電源喪失， LOCA 時注水機能喪失等があり，

22.5時間後より以前に格納容器ベントを実施することになるため

格納容器ベントまでに代替循環冷却系の運転開始をすることはで

きない。しかしながら，最も格納容器ベン卜時の実効線量が高い

全交流動力電源喪失の敷地境界外での実効線量の評価結果は，格

納容器圧力逃がし装置を用いた場合は約 9.9×10-３mSv であるが，

耐圧強化ベント系を用いた場合でも約 4.9×10-２mSv であり，敷地

境界での実効線量の 5mSv を大きく下回り，周辺の公衆に対して著

しい放射線被ぱくのリスクを与えることはない。なお，格納容器

ベント後においても，代替循環冷却系はサプレッション・チェン

バ・プール水位上昇の抑制を更に確実にするための有効な対策と

なる。 

また，代替循環冷却系が使用できる場合には，格納容器圧力逃

がし装置よりも優先して使用するものとする。 

2.1.2  代替循環冷却系の有効性について 

代替循環冷却系の有効性については，「柏崎刈羽原子力発電所 6

号及び 7 号炉重大事故等対策の有効性評価について」の「3.1 雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」にお

ける，「大破断 LOCA+ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」 シ

ナリオにて事象を通じて限界圧力に到達することなく，格納容器

ベントを回避することが可能となるととを確認している。また，

「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」における，「過

渡事象＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉減

圧失敗（＋DCH 発生）」シナリオ※lにおいても事象を通じ限界圧力

に到達することなく，格納容器ベントを回避することができるこ

とを確認している。 

2. 代替循環冷却系の成立性確認

2.1 代替循環冷却系の運用について 

代替循環冷却系は，1.2 に示すとおりサプレッション・チェン

バを水源とした低圧の原子炉注水及び格納容器除熱を実施可能な

系統であり，サプレッション・プールの水位上昇に対する悪影響

はないが，運転に当たり残留熱除去系海水系又は緊急用海水系等

による冷却水供給を必要とすることから，事象初期における原子

炉注水に当たっては，冷却水を必要としない低圧代替注水系（常

設）を優先し，冷却水が確保された後に代替循環冷却系による原

子炉注水に切り替える運用としている。 

2.2 代替循環冷却系の有効性について 

代替循環冷却系の有効性については，格納容器除熱の観点で厳

しいシナリオである「東海第二発電所 重大事故等対策の有効性

評価について」の「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）」の「3.1.2 代替循環冷却系を使用する場

合」，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，「3.3 

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」，「3.4 水素燃

焼」及び「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」において，事

象を通じて限界圧力に到達することなく，格納容器ベントを回避

又は大幅に遅延することが可能となることを確認している。なお，

炉心損傷防止対策の有効性評価のうち，格納容器圧力逃がし装置

による格納容器除熱に期待している事故シーケンスグループにつ

いては，代替循環冷却系に期待した有効性評価を実施することも

考えられるが，評価の仮定として，代替循環冷却系に期待しない

場合を想定し，有効性を確認している。炉心損傷防止対策の有効

性評価において代替循環冷却系に期待した場合，格納容器圧力及

2. 残留熱代替除去系の成立性確認

2.1 有効性評価シナリオの成立性 

2.1.1 残留熱代替除去系の運用について 

残留熱代替除去系は，1.2 に示すとおりサプレッション・チェ

ンバを水源とした原子炉注水及び原子炉格納容器の除熱が可能な

系統であり，サプレッション・チェンバの水位上昇を抑制できる。 

 残留熱代替除去系の運転に当たり，原子炉補機冷却系（原子炉

補機冷却海水系を含む。）又は原子炉補機代替冷却系による冷却水

供給を必要とするが，格納容器フィルタベント系による原子炉格

納容器の除熱が必要となるまでに残留熱代替除去系への冷却水供

給を確保することが可能であることから，原子炉格納容器の除熱

に当たっては残留熱代替除去系を優先して使用する運用としてい

る。 

2.1.2 残留熱代替除去系の有効性について 

残留熱代替除去系の有効性については,「島根原子力発電所２号

炉重大事故等対策の有効性評価」の「3.1  雰囲気圧力・温度に

よる静的負荷(格納容器過圧・過温破損)」における,「冷却材喪失

（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪

失」シナリオにて事象を通じて限界圧力に到達することなく,格納

容器ベントを回避することが可能となることを確認している。ま

た,「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」における,

「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の

原子炉減圧失敗＋原子炉注水失敗＋ＤＣＨ発生」シナリオにおい

ても事象を通じて限界圧力に到達することなく,格納容器ベント

を回避することができることを確認している。 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，残留熱

代替除去系の系統概要

を記載するとともに，格

納容器フィルタベント

系よりも残留熱代替除

去系を優先することを

記載 

・設備設計の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，残留熱

代替除去系を炉心損傷

防止対策として位置付

けていない 
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※l「過渡事象＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の

原子炉減圧失敗（＋DCH 発生）」シナリオは原子炉への注水

ができず，原子炉圧力容器が破損する場合について評価し

ており，格納容器スプレイ及び格納容器下部への注水を実

施している。また，代替循環冷却系の運転開始は事故後20.5

時間以降として成立性を評価しているが，このうち代替原

子炉補機冷却系の準備時間については「大破断 LOCA+ECCS

注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」シナリオとの違いは

無い。なお，「大破断 LOCA+ECCS 注水機能喪失＋全交流動力

電源喪失」シナリオにおいて事故後 22.5 時間以降の運転開

始を想定している理由は，代替原子炉補機冷却系の準備が

完了した後の原子炉水位の制御操作等，同シナリオ固有の

代替循環冷却系に切り替える上での準備操作によるもので

ある。 

なお，高圧・低圧注水機能喪失に対しては，重大事故等対処設

備である高圧代替注水系による原子炉注水を行うことで，原子炉

減圧を実施することなく，炉心損傷は回避可能である。また，耐

圧強化ベント系によるベント実施により格納容器の健全性は維持

され，周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与える

ことはない。高圧代替注水系の有効性については，「柏崎刈羽原子

力発電所 6号及び 7号炉重大事故等対策の有効性評価について」

の「2.3.2 全交流電源喪失（外部電源喪失＋DG喪失） +RCIC 失敗」

にて確認している。 

び格納容器温度はより低く推移する。 

なお，高圧・低圧注水機能喪失に対しては，重大事故等対処設

備である高圧原子炉代替注水系による原子炉注水を行うことで，

原子炉減圧を実施することなく，炉心損傷は回避可能である。ま

た，格納容器フィルタベント系によるベント実施により格納容器

の健全性は維持され，周辺の公衆に対して著しい放射線被ばくの

リスクを与えることはない。高圧原子炉代替注水系の有効性につ

いては，「島根原子力発電所２号炉重大事故等対策の有効性評価」

の「2.3.2 全交流動力電源喪失（ＴＢＵ）」にて確認している。 

・解析条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の有効性

評価では，「3.1  雰囲

気圧力・温度による静的

負荷(格納容器過圧・過

温破損)」と「3.2 高圧

溶融物放出／格納容器

雰囲気直接加熱」におけ

る残留熱代替除去系の

運転開始時間は同じ 
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2.2 代替循環冷却系の操作性 

2.2.1 代替循環冷却系運転のために必要な系統・機器とアクセス  

 性 

代替循環冷却系運転時あるいは運転後において,以下の操

作並びに作業が確実に実施できることが必要である。 

※1原子炉への注水ができない状態において,原子炉圧力容器の破

損を確認した場合は格納容器下部への注水を実施する。 

(1)代替循環冷却系運転継続に必要な操作,監視

代替循環冷却系運転開始前の系統構成は,中央制御室からの

電動駆動弁の遠隔操作の他,廃棄物処理建屋での手動弁の操作

が必要であるが,操作は運転開始前のため,アクセス及び操作へ

の放射線による大きな影響はない。(表 2.2.1-1 及び図 2.2.1-1

参照) 

また,運転開始時の復水移送ポンプの起動は中央制御室から

遠隔で操作が可能な設計としているため,操作への放射線によ

る大きな影響はない。 

代替循環冷却系運転を開始した後は,復水移送ポンプの運転

状態を復水移送ポンプ吐出圧力により監視する。また,系統流量

の監視は,原子炉注水流量を復水補給水系流量(RHR A 系代替注

水流量)で,格納容器スプレイ流量を復水補給水系流量(RHRB 系

代替注水流量)で,格納容器下部注水流量を復水補給水系流量

(格納容器下部注水流量)にて監視する。 

代替循環冷却系運転による系統水冷却状況を,復水補給水系

温度(代替循環冷却)及びサプレッション・チェンバ・プール水

温度により確認する。 

代替循環冷却系運転の効果を,原子炉水位・格納容器内圧力・

格納容器内温度・サプレッション・チェンバ・プール水位によ

り確認する。 

2.3 代替循環冷却系の操作性 

  代替循環冷却系の運転時において，確実に操作及び監視がで

きることが必要であるため，以下を考慮する。 

代替循環冷却系の系統構成及び運転操作は，中央制御室で

の遠隔操作が可能な設計とする。 

代替循環冷却系の運転を開始した後は，代替循環冷却系ポ

ンプの運転状態を吐出圧力により監視する。また，原子炉へ

の注水流量を代替循環冷却系原子炉注水流量にて監視し，格

納容器スプレイ流量を代替循環冷却系格納容器スプレイ流量

にて監視する。 

代替循環冷却系運転による系統水冷却状況を，代替循環冷却

系ポンプ入口温度及びサプレッション・プール水温度により

確認する。 

  また，代替循環冷却系の運転の効果を，原子炉水位，ドラ

イウェル圧力，サプレッション・チェンバ圧力，ドライウェ

ル雰囲気温度，サプレッション・チェンバ雰囲気温度，サプ

レッション・プール水位により確認する。

2.2 残留熱代替除去系の操作性 

2.2.1 残留熱代替除去系運転のために必要な系統・機器とアクセ 

ス性

残留熱代替除去系運転時あるいは運転後において，以下の

操作並びに作業が確実に実施できることが必要である。 

(1) 残留熱代替除去系運転継続に必要な操作，監視

残留熱代替除去系運転開始前の系統構成は，中央制御室から

の電動駆動弁の遠隔操作のため，操作への放射線による大きな

影響はない。 

また，運転開始時の残留熱代替除去ポンプの起動は中央制御

室から遠隔で操作が可能な設計としているため，操作への放射

線による大きな影響はない。 

残留熱代替除去系運転を開始した後は，残留熱代替除去ポン

プの運転状態を残留熱代替除去ポンプ出口圧力により監視す

る。また，系統流量の監視は，原子炉注水流量を残留熱代替除

去系原子炉注水流量で，格納容器スプレイ流量を残留熱代替除

去系格納容器スプレイ流量にて監視する。 

残留熱代替除去系運転による系統水冷却状況を，残留熱除去

熱交換器出口温度及びサプレッション・プール水温度（ＳＡ）

により確認する。 

残留熱代替除去系運転の効果を，原子炉水位・ドライウェル

圧力（ＳＡ），ドライウェル温度（ＳＡ），サプレッション・チ

ェンバ圧力（ＳＡ），サプレッション・プール水位（ＳＡ）によ

り確認する。 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，別々の

ポンプ（FLSR，RHAR）を

使用することから循環

冷却の系統構成と原子

炉注水を並行して実施

可能 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，中央制

御室で操作可能な設計

としている 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，常設設

備によるペデスタル注

水は，格納容器スプレイ

にて実施 

(1)代替循環冷却系運転継続に必要な操作,監視ができること

(2)低圧代替注水系(可搬型)による原子炉注水※1,格納容器ベ

ント操作ができること

(3)残留熱除去系の復旧作業ができること

(1)残留熱代替除去系運転継続に必要な操作，監視ができること

(2)格納容器ベント操作ができること
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これらのパラメータは中央制御室及び緊急時対策所で監視が

可能な設計としているため,代替循環冷却系運転により配管周

りの放射線量が上昇した場合においても監視が可能である。 

また,代替循環冷却系運転時には原子炉注水流量,格納容器ス

プレイ流量及び格納容器下部注水流量を調整する場合は,流量

調整弁の操作により行うが,中央制御室から遠隔で操作が可能

な設計としているため，放射線量が上昇した場合においても操

作が可能である。(表 2.2.1-1 及び図 2.2.1-1 参照) 

その他の作業としては,代替原子炉補機冷却系の運転状態確

認及び代替熱交換器車(熱交換器ユニット)の付帯設備である電

源車への給油作業がある。これらは屋外作業であり格納容器ベ

ント操作前であるため高線量になることはなく,温度・湿度等に

ついても問題になることはなく作業環境は維持されている。 

なお,代替循環冷却系運転の評価は,事故発生 22.5 時間後と

しているが,対応要員が早期に確保され代替循環冷却系運転の

判断がされた場合は,評価上の時間を待つことなく運転を開始

する。その場合の対応について「別紙-5」に記す。 

表 2.2.1-1 代替循環冷却系における操作対象弁・監視対象機器 

対象弁・監視機器 実施時期 操作概要 場所 図番 

残留熱除去系最小流量バイハス弁

(B) 
運転開始前 弁閉 中央制御室 (a) 

残留熱除去系熱交換器出口弁(B) 運転開始前 弁閉 中央制御室 (b) 

高圧炉心注水系復水貯蔵槽出口第

一元弁 
運転開始前 弁閉 

廃棄物処理建

屋 
(c) 

高圧炉心注水系復水貯蔵槽出口第

二元弁 
運転開始前 弁閉 

廃棄物処理建

屋 
(d) 

高圧炉心注水系復水貯蔵槽出口第

三元弁 
運転開始前 弁閉 

廃棄物処理建

屋 
(e) 

復水移送ポンプ(A)ミニマムフロー

逆止弁後弁 
運転開始前 弁閉 

廃棄物処理建

屋 
(f) 

復水移送ポンプ(B)ミニマムフロー

逆止弁後弁 
運転開始前 弁閉 

廃棄物処理建

屋 
(g) 

復水移送ポンプ(C)ミニマムブロー

逆止弁後弁 
運転開始前 弁閉 

廃棄物処理建

屋 
(h) 

残留熱除去系高圧炉心注水系第一

止め弁 
運転開始前 弁開 中央制御室 (k) 

残留熱除去系高圧炉心注水系第二

止め弁 
運転開始前 弁開 中央制御室 (l) 

残留熱除去系注入弁(A) 運転開始前 弁開 中央制御室 (n) 

残留熱除去系格納容器冷却ライン

隔離弁(B) 
運転開始前 弁開 中央制御室 (o) 

残留熱除去系格納容器冷却流量調

節弁(B) 
運転開始前 弁開 中央制御室 (p) 

下部ドライウェル注入ライン隔離

弁 
運転開始前 弁開 中央制御室 (s) 

これらのパラメータは中央制御室及び緊急時対策所で監視が

可能な設計としているため，残留熱代替除去系運転により配管

廻りの放射線量が上昇した場合においても監視が可能である。 

また，残留熱代替除去系運転時には原子炉注水流量及び格納

容器スプレイ流量を調整する場合は，流量調整弁の操作により

行うが中央制御室からの遠隔で操作が可能な設計としているた

め，放射線量が上昇した場合においても操作が可能である。（表

2.2.1-1 及び図 2.2.1-1 参照） 

その他の作業としては，原子炉補機代替冷却系の運転状態確

認及び大型送水ポンプ車への給油作業がある。これらは屋外作

業であり格納容器ベント操作前であるため高線量になることは

なく，温度・湿度等についても問題になることはなく作業環境

は維持されている。 

表 2.2.1-1 残留熱代替除去系における操作対象弁・監視対象機器 

対象弁・監視機器 実施時期 操作概要 場所 図番 

ＲＨＲ ＲＨＡＲライン入口止

め弁 
運転開始前 弁開 中央制御室 (a) 

ＲＨＡＲライン流量調節弁 運転開始時 弁開 中央制御室 (b) 

ＲＨＲ Ａ－ＦＬＳＲ連絡ライ

ン止め弁
運転開始前 

弁開 
中央制御室 (c) 

ＲＨＲ Ａ－ＦＬＳＲ連絡ライ

ン流量調節弁
運転開始時 

弁開 
中央制御室 (d) 

ＲＨＲ ＰＣＶスプレイ連絡ラ

イン流量調節弁
運転開始時 

弁開 
中央制御室 (e) 

Ａ－ＲＨＲ注水弁 
運転開始前 

弁開 
中央制御室 (f) 

Ｂ－ＲＨＲドライウェル第２ス

プレイ弁 
運転開始前 弁開 中央制御室 (g) 

Ｂ－ＲＨＲ熱交バイパス弁 運転開始前 弁閉 中央制御室 (h) 

計測制御設備※１ 運転時 
中央制御室 

緊急時対策所 
－ 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，常設設

備によるペデスタル注

水は，格納容器スプレイ

にて実施 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，要員の

参集に期待せずとも必

要な作業を常駐要員に

より実施可能 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設備構成の相違によ

る操作対象弁及び監視

対象機器の相違 
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復水移送ポンプ(B) 運転開始時 起動 中央制御室 (i) 

復水移送ポンプ(C) 運転開始時 起動 中央制御室 (j) 

残留熱除去系洗浄水弁(A) 運転開始時 弁開 中央制御室 (r) 

残留熱除去系洗浄水弁(B) 運転開始時 弁開 中央制御室 (m) 

下部ドライウェル注水流量調節弁 運転開始時 弁開 中央制御室 (t) 

残留熱除去系高圧炉心注水系第一

止め弁 
RHR 復旧時 弁閉 中央制御室 (k) 

残留熱除去系高圧炉心注水系第二

止め弁 
RHR 復旧時 弁閉 中央制御室 (l) 

残留熱除去系洗浄水弁(A) RHR 復旧時 弁閉 中央制御室 (r) 

残留熱除去系洗浄水弁(B) RHR 復旧時 弁閉 中央制御室 (m) 

残留熱除去系注入弁(A) RHR 復旧時 弁閉 中央制御室 (n) 

残留熱除去系格納容器冷却流量調

節弁(B) 
RHR 復旧時 弁閉 中央制御室 (o) 

残留熱除去系格納容器冷却ライン

隔離弁(B) 
RHR 復旧時 弁閉 中央制御室 (p) 

下部ドライウェル注入ライン隔離

弁 
RHR 復旧時 弁閉 中央制御室 (s) 

下部ドライウェル注水流量調節弁 RHR 復旧時 弁閉 中央制御室 (t) 

残留熱除去系ポンプ炉水吸込弁(B) RHR 復旧時 弁開 中央制御室 (q) 

計測制御設備※1 運転時 
 

中央制御室 

緊急時対策所 
- 

※1:以下のパラメータを監視する 

・復水補給水系流量(RHRA 系代替注水流量) 

・復水補給水系流量(RHRB 系代替注水流量) 

・復水補給水系流量(格納容器下部注水流量) 

・復水補給水系温度(代替循環冷却) 

・サプレッション・チェンバ・プール水温度 

・復水移送ポンプ吐出圧力 

・原子炉水位 

・格納容器内圧力 

・格納容器内温度 

・サプレッション・チェンバ・プール水位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：以下のパラメータを監視する。 

 ・残留熱代替除去系原子炉注水流量 

 ・残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量 

 ・残留熱除去系熱交換器出口温度 

  

・サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

 ・残留熱代替除去ポンプ出口圧力 

 ・原子炉水位 

・ドライウェル圧力（ＳＡ） 

・ドライウェル温度（ＳＡ） 

・サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

・サプレッション・プール水位（ＳＡ） 
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図 2.2.1-1 代替循環冷却系概略図 

(2)低圧代替注水系(可搬型)による原子炉注水，格納容器ベント

操作 

代替循環冷却系運転開始前に,代替原子炉注水として低圧代

替注水系(可搬型)の準備が必要となる。これは屋外作業であり,

格納容器ベント操作前であるため作業環境は維持されている。 

代替循環冷却系運転への切替操作時及び代替循環冷却系運転

開始後に機能喪失した場合の対応として,低圧代替注水系(可搬

型)による原子炉注水,格納容器ベント操作が必要となる。低圧

代替注水系(可搬型)による原子炉注水は,代替循環冷却系運転

開始前にあらかじめ系統構成をした上で,注水操作を屋外で実

施することにより,建屋内放射線量が上昇した場合においても

対応が可能である。 

図 2.2.1-1 残留熱代替除去系概要図 

(2)格納容器ベント操作

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，別々の

ポンプ（FLSR，RHAR）を

使用することから循環

冷却の系統構成と原子

炉注水を並行して実施

可能 
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格納容器ベント操作について,操作対象弁は図 2.2.1-2 のと

おりであり,これらの操作対象弁と代替循環冷却系配管の主た

る流路の位置関係を表 2.2.1-2 及び図 2.2.1-3～図 2.2.1-6 に

示す。これらの操作弁は中央制御室から遠隔操作可能な設計で

あるため，代替循環冷却系運転後の放射線量上昇による操作へ

の影響はない。なお,何らかの理由によりベント操作弁が中央制

御室から遠隔操作不能となる場合は,放射線量上昇による影響

が小さい原子炉建屋内の原子炉区域外において空気作動あるい

は遠隔手動操作で開閉する方法を備えている。なお,これらの操

作位置は原子炉建屋内の原子炉区域外であっても,代替循環冷

却系運転により高線量となる配管との位置が比較的近い箇所も

あるため,放射線量上昇によるアクセス性及び弁操作性を考慮

し,必要に応じて放射線防護対策を施す。 

図 2.2.1-2 格納容器圧力逃がし装置系統概要図 

表 2.2.1-2 ベント操作に必要な操作弁と配置 

6 号炉 7 号炉 

FO22(一次隔離弁

S/C) 
弁①(図 2.2.1-3) 弁①(図 2.2.1-5) 

FO19(一次隔離弁

D/W) 
弁②(図 2.2.1-4) 弁②(図 2.2.1-6) 

FO70(二次隔離弁) 弁③(図 2.2.1-4) 弁③(図 22.1-6) 

格納容器ベント操作について，操作対象弁は図 2.2.1-2 のと

おりであり，これらの操作対象弁と残留熱代替除去系配管の主

たる流路の位置関係を表 2.2.1-2 及び図 2.2.1-3～図 2.2.1-5

に示す。これらの操作弁は中央制御室から遠隔操作可能な設計

であるため，残留熱代替除去系運転後の放射線量上昇による操

作への影響はない。なお，何らかの理由によりベント操作弁が

中央制御室から遠隔操作不能となる場合は，放射線量上昇によ

る影響が小さい原子炉建物付属棟において遠隔手動操作で開閉

する方法を備えている。なお，これらの操作位置は原子炉建物

付属棟であっても，残留熱代替除去系運転により高線量となる

配管との位置が比較的近い箇所もあるため，放射線量上昇によ

るアクセス性及び弁操作性を考慮し，必要に応じて放射線防護

対策を施す。 

図 2.2.1-2 格納容器フィルタベント系系統概要図 

表 2.2.1-2 ベント操作に必要な操作弁と配置 

MV217-5（第１弁 S/C) 弁①(第 2.2.1-3 図) 

MV217-4（第１弁 D/W) 弁②(第 2.2.1-4 図) 

MV217-18（第２弁） 弁③(第 2.2.1-4 図) 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

・設備の相違

 

～ 

～ 

～ 

～ 

～ 
格納容器空気 

置換排風機 

原子炉建物原子炉棟 

窒素供給ライン 

接続口 

圧力開放板 

窒素排気 

ライン

LX 

PX 

TE 

PX 

第１ベントフィルタ出口水素濃度接続口 

RO RO 
RO 

ウェットウェル 

LX 

（サプレッション・チェンバ（Ｓ／Ｃ）） 

窒素排気ライン 

AO 

ドライウェル 

原
子
炉
圧
力
容
器

原子炉格納容器 

RE 

MV226-13 

AV217-19 

MV217-18 

MV217-4 

MV217-5 

NC 

NC 

NC FC NC 

NO 

NC FC 

AV226-12 AV226-11 

MO 

MO 

AO NC FC 

MV226-4B 

MV226-4A 

AV226-1B 

AV226-1A 

NC FO 

NC FO 

MV217-20 

排
気
筒

MO 

AO 

AO MO 

MO 

MV226-2B 

MV226-2A 

NC FC 

AV217-11 

NC FC 

AV217-12 

AO 

RE 

非常用ガス処理装置 

RE 

～～ 

RE 

漏えい水排水ライン 

原子炉建物 
原子炉棟より 

燃料取替階 

～ ～ 

RO 

RE 

MO MO 

MV226-16 

NC  

MV226-15 

NC  

MV217-23 
NC 

NC 

MO 

スクラバ水

ｐＨ計へ 

ドレン移送ライン 

薬品注入タンク 

N2 MO 

MO 

スクラバ水

ｐＨ計より

RE 

PX 

MO 

Ｓ／Ｃへ 

AO 

AO 

MO 

第１ベントフィルタ 

出口放射線モニタ 

（低レンジ）

※１ 

※５ 

※４ 

※３ 

※２ 

MO 

MO 

MO 

MO 雨水排水ライン 

第１ベントフィルタ 

スクラバ容器

第１ベント 

フィルタ格納槽 

原子炉棟 
換気系へ 

第１ベントフィルタ 

銀ゼオライト容器 

第１ベントフィルタ 

出口放射線モニタ 

（高レンジ）

窒素供給ライン 

接続口 

原子炉建物付属棟 

※１ 

～

～

～

～

～

※２ 

※３ 

※４ 

※５ 

※６ ～ 窒素供給 

ライン

接続口

（建物内）

遠隔手動弁操作機構 

配管 

遮蔽 

～ 
※６ 

別添2-48



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

図2.2.1-3機器配置図(6号炉原子炉建屋地上中1階及び地下1階) 

図 2.2.1-4 機器配置図(6号炉原子炉建屋地上 2階及び地上 3階) 

図2.2.1-5機器配置図(7号炉原子炉建屋地上中1階及び地下1階) 

図 2.2.1-6 機器配置図(7号炉原子炉建屋地上 2階及び地上 4階) 

図 2.2.1-3 機器配置図 

図 2.2.1-4 機器配置図 
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(3)残留熱除去系の復旧作業

代替循環冷却系は,残留熱除去系による冷却機能を喪失した

場合に使用する系統であり,残留熱除去系が復旧するまで運転

継続することを目的としている。よって,代替循環冷却系運転に

よる放射線量上昇の影響があっても,残留熱除去系復旧作業が

できることを示す。 

代替循環冷却系では,サプレッション・チェンバからの吸込み

及び原子炉格納容器内へのスプレイとして,残留熱除去系の B

系を使用することを想定(原子炉への注水は A系を想定)してい

る。このため,残留熱除去系の復旧に際しては,代替循環冷却系

運転の影響を受ける可能性が最も低い C系を復旧することを想

定する。 

残留熱除去系(C)ポンプ類の復旧のためには,機能喪失要因に

もよるが原子炉建屋地下 3階の残留熱除去系(C)ポンプ室又は

原子炉建屋地下 2階の残留熱除去系(C)ポンプ室の上部ハッチ

までアクセスすることができる必要がある。 

6 号炉については,図 2.2.1-7 に示すとおり,代替循環冷却系

により高線量となる配管は,残留熱除去系(C)ポンプ室及び上部

ハッチ付近から十分離れていることから,アクセスは可能であ

る。 

7 号炉については,図 2.2.1-8 に示すとおり,代替循環冷却系

により高線量となる配管は,残留熱除去系(C)ポンプ室から十分

離れていることから,アクセスは可能である。一方,上部ハッチ

付近には高線量となる配管があることから,代替循環冷却系運

転時の放射線量を考慮し,必要に応じて放射線防護対策を施す。

このときの上部ハッチ付近の線量評価結果を以下に示す。 

線源となる配管は図2.2.1-8にて青ラインで示す口径250Aの

配管であるが,保守的に口径 500A の配管中にサプレッション・

チェンバのプール水が満たされているものとして評価した。ま

た,サプレッション・チェンバのプール水中の放射性物質の濃度

の評価に当たり,セシウム及びよう素については炉内内蔵量の

全量がサプレッション・チェンバのプール水中に溶け込んだも

のと想定した。評価モデル図を図 2.2.1-9 に示す。 

評価の結果,事故発生後 30 日間経過した場合,上部ハッチ付

近(線源となる配管からの距離が 10m の地点)において約

500mSv/h となった。 

作業場所が高線量である場合は,放射線防護対策として,福島

第一原子力発電所の作業で使われているような移動式遮蔽体等

(3) 残留熱除去系の復旧作業

残留熱代替除去系は，残留熱除去系による冷却機能を喪失し

た場合に使用する系統であり，残留熱除去系が復旧するまで運

転継続することを目的としている。よって，残留熱代替除去系

運転による放射線量上昇の影響があっても，残留熱除去系復旧

作業ができることを示す。 

残留熱代替除去系では，サプレッション・チェンバからの吸

込み及び原子炉格納容器内へのスプレイとして，残留熱除去系

のＢ系を使用することを想定（原子炉への注水はＡ系を想定）

している。このため，残留熱除去系の復旧に際しては，残留熱

代替除去系運転の影響を受ける可能性が最も低いＡ系を復旧す

ることを想定する。 

Ａ－残留熱除去ポンプ類の復旧のためには，機能喪失要因に

もよるが原子炉建物地下２階のＡ－残留熱除去ポンプ室又は原

子炉建物地下１階のＡ－残留熱除去ポンプ室の上部ハッチまで

アクセスすることができる必要がある。

第 2.2.1-5 図に示すとおり，残留熱代替除去系により高線量

となる配管は，Ａ－残留熱除去ポンプ室及び上部ハッチ付近か

ら十分離れていることから，アクセスは可能である。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，上部ハ

ッチ付近に高線量とな

る配管はない 
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を用いることで,当該箇所へのアクセス,復旧作業への影響がな

いように適切に対策を講じる。移動式遮蔽体を用いた場合の一

例を図 2.2.1-10 に示す。なお,前述の線量率(約 500mSv/h)を約

20mSv/hに低減することを想定した場合に必要な遮蔽厚さ(減衰

率:0.04)は,遮蔽体が鉄の場合約 11cm となる(図 2.2.1-11 参

照)。 

減衰率=低減後の線量率(mSv/h)/上部ハッチ付近の線量率

(mSv/h) 

=20/500 

=0.04 

これが上記のとおり保守的な配管口径を想定した遮蔽厚さに

なるが,実際の配管口径が 250A であることを踏まえ,移動式遮

蔽体は適切な遮蔽効果を有し,構造強度を有する設計とする。 

これらの遮蔽を現場状況に応じて適切に設置すること等で放

射線防護の対策を講じる。 

なお,現場操作時は放射線量を測定し適切な防護装備を装備

した上でアクセスすることとしている。 

図 2.2.1-7 機器配置図(6号炉原子炉建屋地下 3階及び地下 2階) 図 2.2.1-5 機器配置図（原子炉建物地下２階）（１／２） 
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図 2.2.1-8 機器配置図(7号炉原子炉建屋地下 3階及び地下 2階) 

図 2.2.1-9 RHR(C)ポンプ室上部ハッチ付近線量評価モデル 

図 2.2.1-5 機器配置図（原子炉建物地下１階）（２／２） 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，上部ハ

ッチ付近に高線量とな

る配管はない 
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図 2.2.1-10 7 号炉 RHR(C)ポンプ室上部ハッチへのアクセスに 

必要な放射線防護対策 

図 2.2.1-11 遮蔽体(鉄,鉛)の減衰率 

(QAD-CGGP2R コードを用いて評価) 

2.2.2 操作概要について 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納

容器過圧・過温破損)」(代替循環冷却系を使用する場合)及び「高

圧溶融物放出/格納容器雰囲気直接加熱」の手順の概要を図

2.2.2-1～3 に,必要な要員と作業項目を図 2.2.2-4～6に示す。 

2.2.2 操作の概要について 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）」（残留熱代替除去系を使用する場合）

及び「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」の手順の概

要を図 2.2.2-1～3に，必要な要員と作業項目を図 2.2.2-4～6

に示す。 
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図 2.2.2-1 代替循環冷却系運転の手順概要(「雰囲気圧力・温度に

よる静的負荷(格納容器過圧・過温破損)」の場合)「全体図」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.2-1 残留熱代替除去系運転の手順概要(「雰囲気圧力・温

度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)」の場合)「全体図」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用及び設備の相違 

【柏崎 6/7】 

有効性評価の解析条

件及び解析結果の相違

に伴う運用の相違 
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図 2.2.2-2 代替循環冷却系運転の手順概要(「雰囲気圧力・温度に

よる静的負荷(格納容器過圧・過温破損)」の場合)「抜

粋図」 

 

 

 

 

図 2.2.2-2 残留熱代替除去系運転の手順概要(「雰囲気圧力・温

度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)」の場合)「抜粋図」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用及び設備の相違 

【柏崎 6/7】 

有効性評価の解析条

件及び解析結果の相違

に伴う運用の相違 
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図 2.2.2-3 代替循環冷却系運転の手順概要(「高圧溶融物放出/格

納容器雰囲気直接加熱」の場合) 

図 2.2.2-3 残留熱代替除去系運転の手順概要（「高圧溶融物放出

／格納容器雰囲気直接加熱」の場合） 

・運用及び設備の相違

【柏崎 6/7】 

有効性評価の解析条

件及び解析結果の相違

に伴う運用の相違 

燃料補給準備 

原子炉スクラム，タービントリップを確認※１ 

給水流量の全喪失及び外部電源喪失発生 

原子炉隔離時冷却系機能喪失を確認※２ 

非常用ディーゼル発電機等 

機能喪失を確認 

炉心損傷を確認※10 

交流電動駆動ポンプによる 

原子炉注水機能喪失を確認 

ＳＡ低圧母線受電 

原子炉圧力容器破損

格納容器代替スプレイ系（可搬型） 

による原子炉格納容器下部初期注水※13 

<約 5.4 時間> 

主蒸気隔離弁 

閉止確認

格納容器代替スプレイ系 

（可搬型） 

起動準備及び系統構成 

損傷炉心冷却失敗を判断※12 

原子炉水位 燃料棒有効長底部より 

燃料棒有効長の 20％上の位置※８※９

（適宜実施） 

<約 1 時間> 

<約 1.1 時間> 

原子炉圧力容器破損を確認※14 

号炉間電力融通，高圧発電機車 
による非常用高圧母線受電 

（起動失敗の場合） 

ペデスタル代替注水系（可搬型） 

による原子炉格納容器下部注水※13 

溶融炉心冷却を確認 

可搬型設備への 

燃料補給 

非常用高圧母線受電※６ 

非常用高圧母線受電準備※５ 

低圧原子炉代替注水系（可搬型），
復水輸送系，消火系による 

原子炉注水 

逃がし安全弁用制御電源確保， 
逃がし安全弁窒素ガス供給系，
逃がし安全弁窒素ガス代替供給

設備による原子炉減圧 

復水輸送系，消火系による 
格納容器スプレイ  

ドライウェル冷却系による 
原子炉格納容器除熱 

原子炉補機代替冷却系 

（移動式代替熱交換設備， 

大型送水ポンプ車） 

起動準備及び系統構成 

燃料プール冷却系起動

高圧原子炉代替注水系起動 

ペデスタル代替注水系 

（可搬型）による注水 

原子炉補機代替冷却系 

（移動式代替熱交換設備大型送水ポンプ車）起動 

 残留熱代替除去系運転可能※15 

残留熱代替除去系運転準備（系統構成） 

Yes 

No 

残留熱代替除去系による原子炉格納容器除熱を維持することで，溶融炉心冷却を維持し原子炉格納容器を破損させる

ことなく安定状態を維持する。 

また，格納容器内酸素濃度の監視を継続するとともに，可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器内への窒素注入は，

格納容器圧力が 427kPa[gage]到達にて停止し，その後，格納容器酸素濃度 4.4vol%（ドライ条件）及び 1.5vol%（ウ

ェット条件）到達にて，格納容器フィルタベント系により原子炉格納容器内の可燃性ガスを排出することで，原子炉

格納容器内での水素燃焼を防止する。 

さらに，機能喪失している設備の復旧に努め，残留熱除去系及び可燃性ガス濃度制御系の復旧後は，残留熱除去系に

よる原子炉格納容器除熱及び可燃性ガス濃度制御系による水素濃度制御を実施することで，安定停止状態を維持する。 

Yes 

No 

【0 秒】 

残留熱代替除去系起動※16 

ペデスタル代替注水系（可搬型）停止※18 

【10 時間後】 

 残留熱代替除去系運転継続※17 

原子炉圧力容器下鏡温度 300℃到達<約 3.1 時間> 

【12 時間後】 

早期の電源回復不能を確認※３

低圧原子炉代替注水系 

機能喪失を確認※４ 

全交流動力電源喪失 

常設代替交流電源設備起動 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）２個 

による原子炉急速減圧 

炉心損傷開始

（ケーブル接続後） 

可搬式窒素供給装置に

よる窒素供給準備
残留熱代替除去系運転により格納容器圧力下降 

可搬式窒素供給装置を用いた原子炉格納容器内窒素供給

高圧原子炉代替注水系による

原子炉注水は解析上考慮せず 

原子炉圧力容器・原子炉格納容器の状態が

静定後，燃料プール冷却を再開する。 

格納容器圧力 640kPa[gage]到達 

格納容器代替スプレイ系（可搬型） 

による格納容器スプレイ 

サプレッション・プール水位

通常水位＋約 1.3m 到達 

格納容器フィルタベント系による 

格納容器ベント操作 

格納容器代替スプレイ系（可搬型） 

による格納容器スプレイ停止 

原子炉ウェル代替注水系 

による原子炉ウェル注水
サプレッション・プール水 

ｐＨ制御系起動
水素濃度及び酸素濃度 
監視設備の起動※11 

【  】：時刻（解析条件） 

< > ：時刻（解析結果）

外部電源，非常用ディーゼル 

発電機等回復操作 

高圧／低圧注水 

機能回復操作 
中央制御室換気系起動 非常用ガス処理系 

自動起動を確認 

ほう酸水注入系 

による原子炉注入 

中央制御室待避室の    

準備操作※７

（急速減圧失敗の場合） 

逃がし安全弁（逃がし弁

機能）による 

原子炉圧力制御を確認

再循環ポンプ 

トリップ確認

格納容器内雰囲気計装による

水素濃度及び酸素濃度監視

ペデスタル代替注水系（可搬型）系統構成 

重大事故等対策の有効性評価について 

「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気加熱」参照 
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図 2.2.2-4 代替循環冷却系運転の作業と所要時間(0～320 分後)

「雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)の

場合」 

図 2.2.2-4 残留熱代替除去系運転の作業と所要時間（０分～５

時間後）「雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温

破損)の場合」 

・運用及び設備の相違

【柏崎 6/7】 

有効性評価の解析条

件及び解析結果の相違

に伴う運用の相違 

責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

運転員

（中央制御室）

緊急時対策要員

（現場）

・ ＬＯＣＡ発生確認

・ 外部電源喪失確認

・ 給水流量の全喪失確認

・ 原子炉スクラム確認，タービントリップ確認

・ 非常用ディーゼル発電機等起動失敗確認

・ 再循環ポンプトリップ確認

・ 原子炉への注水機能喪失を確認

・ 主蒸気隔離弁全閉確認

・ 炉心損傷確認

・ 早期の電源回復不能判断

― ― ・ 非常用ディーゼル発電機等　機能回復

― ― ・ 外部電源　回復

高圧・低圧注水機能喪失

調査，復旧操作
― ―

・ 復水・給水系，高圧炉心スプレイ系，

　 残留熱除去系，低圧炉心スプレイ系　機能回復

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する

常設代替交流電源設備

起動操作

（1人）

A
― ・ 常設代替交流電源設備起動，受電操作

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室）

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（現場）

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室）

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（現場）

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室）  25分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（現場）  25分

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室） 5分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（現場） 5分

非常用ガス処理系　運転確認
（1人）

A
―

・ 非常用ガス処理系　自動起動確認

・ 原子炉建物差圧監視

・ 原子炉建物差圧調整

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施                                 適宜実施

ほう酸水注入系による原子炉

圧力容器へのほう酸水注入

（1人）

A
― ・ ほう酸水注入系　起動 10分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）起動操作 5分

―
・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）

システム起動，暖気
40分

― ・ 格納容器水素濃度及び酸素濃度の監視

（1人）

A
―

・ 系統構成

・ 中央制御室換気系起動操作
20分

― ― ・ 中央制御室換気系　系統構成

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　加圧運転操作 10分

中央制御室待避室準備 ― ― ・ 中央制御室待避室系統構成 30分

サプレッション・プール水

ｐＨ制御系起動操作

（1人）

A
― ・ サプレッション・プール水ｐＨ制御系起動 20分 解析上考慮せず

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ 注水弁電源切替え操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）起動/運転確認/系統構成/漏えい隔離操作

低圧原子炉代替注水系

（常設）注水操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）注水弁操作

必要な要員と作業項目

経過時間（分） 経過時間（時間）

備考10 20 30 40 550 60 1 2 3 4

通報連絡者

運転員

（現場）

緊急時対策

本部要員
5人

初動での指揮

中央制御室連絡

発電所外部連絡

実施箇所・必要人員数

操作項目 操作の内容

　事象発生

　原子炉スクラム

  約5分　炉心損傷

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する
―

状況判断
1人

A
― ― 10分

25分

交流電源回復操作
―

2人

B,C

10分

35分

（2人）

B,C

Ｄ系非常用高圧母線受電操作

― 5分

（2人）

B,C
5分

Ｄ系非常用高圧母線受電準備

―

Ｃ系非常用高圧母線受電操作

―

（2人）

B,C

―

― 10分

水素濃度及び酸素濃度監視

設備の起動

（1人）

A

―

―

―

Ｃ系非常用高圧母線受電準備

―

40分

―

― 適宜実施

―

―
注水開始30分は最大流量とし，

その後は崩壊熱相当量で注水継続

（2人）

D,E

―

中央制御室換気系起動

―

10分

（2人）

D,E

低圧原子炉代替注水系

（常設）起動操作

2人

D,E

10分

20分

―

10分 常設代替交流電源設備による給電

約10分 燃料被覆管温度1200℃到達

30分 低圧原子炉代替注水系（常設）原子炉注水開始

約28分 燃料温度2500K（2227℃）到達

約１時間 非常用ガス処理系 運転開始

約１時間40分 中央制御室換気系 運転開始

プラント状況判断
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図 2.2.2-5 代替循環冷却系運転の作業と所要時間(O～32 時間

後)「雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)

の場合」 

図 2.2.2-5 残留熱代替除去系運転の作業と所要時間（０分～７

日後）「雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破

損)の場合」 

・運用及び設備の相違

【柏崎 6/7】 

有効性評価の解析条

件及び解析結果の相違

に伴う運用の相違 
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図 2.2.2-6 代替循環冷却系運転の作業と所要時間「高圧溶融物放

出/格納容器雰囲気直接加熱の場合」 

図 2.2.2-6 残留熱代替除去系運転の作業と所要時間「高圧溶融

物放出／格納容器雰囲気直接加熱の場合」 

・運用及び設備の相違

【柏崎 6/7】 

有効性評価の解析条

件及び解析結果の相違

に伴う運用の相違 
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2.3 系統運転時の監視項目 

2.3.1 水素ガス及び酸素ガス発生時の対応について 

(1）想定水素ガス及び酸素ガス発生量

a）監視が必要となる状況と監視計器に求められる性能

有効性評価の事故シーケンス選定のプロセスにおいて，重大

事故等対処設備に期待しても炉心損傷を回避できず，有効性評

価の対象とすべき評価事故シーケンスとしては，現状，「大破断

LOCA+ECCS 注水機能喪失」のみを選定している。さらに有効性

評価では，この「大破断 LOCA+ECCS 注水機能喪失」の事故シー

ケンスに対して，より厳しい状況下での重大事故等対処設備の

有効性を確認する観点から，全交流動力電源喪失を重畳させ，

「大破断 LOCA+ECCS 注水機能喪失」への対応を確認している。 

よって，この「大破断 LOCA+ECCS 注水機能喪失＋全交流動力

電源喪失」への対応の中で想定される水素濃度及び酸素濃度を

監視できる能力を備えることが，重大事故等時の水素濃度及び

酸素濃度の監視に最低限要求される性能となる。 

b）重大事故等時の原子炉格納容器内の環境と水素濃度及び酸素

濃度 

「大破断 LOCA+ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」事

故時における各パラメータの推移は，雰囲気圧力・温度による

静的負荷（格納容器過圧・過温破損）の有効性評価において示

すとおりである。これに加え，必要な水素濃度及び酸素濃度の

監視能力を決定する上で必要な情報であるドライウェル及びサ

プレッション・チェンバの気体組成の推移を図 2.3.1-1 及び図 

2.3.1 -2 に示す。 

c）重大事故等時の水素濃度及び酸素濃度の監視計器に求められ

る性能 

①計測目的について

一般に気相中の体積割合で5vol％以上の酸素ガスとともに水

素ガスが存在する場合，水素濃度 4vol%で燃焼，13vol%で燥轟

が発生すると言われている。この観点から，少なくとも水素濃

度は 4vol％，酸素濃度は 5vol％までの測定が可能であることが

必要である。 

比較対象無し 2.3 系統運転時の監視項目 

2.3.1 水素ガス及び酸素ガス発生時の対応について 

(1) 想定水素ガス及び酸素ガス発生量

a. 監視が必要となる状況と監視計器に求められる性能

有効性評価の事故シーケンス選定のプロセスにおいて，重大

事故等対処設備に期待しても炉心損傷を回避できず，有効性評

価の対象とすべき評価事故シーケンスとしては，現状，「冷却材

喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力

電源喪失」のみを選定している。 

よって，この「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注

水機能喪失＋全交流動力電源喪失」への対応の中で想定される

水素濃度及び酸素濃度を監視できる能力を備えることが，重大

事故等時の水素濃度及び酸素濃度の監視に最低限要求される性

能となる。 

b. 重大事故等時の原子炉格納容器内の環境と水素濃度及び酸

素濃度 

「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋

全交流動力電源喪失」事故時における各パラメータの推移は，

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（残留熱代替除去系を使用する場合）の有効性評価において示

すとおりである。これに加え，必要な水素濃度及び酸素濃度の

監視能力を決定する上で必要な情報であるドライウェル及びサ

プレッション・チェンバの気体の組成の推移を図 2.3.1-1 及び

図 2.3.1-2 に示す。 

c. 重大事故等時の水素濃度及び酸素濃度の監視計器に求めら

れる性能 

①計測目的について

一般に気相中の体積割合で５vol％以上の酸素ガスと共に水

素ガスが存在する場合，水素濃度４vol％で燃焼，13vol％で爆

轟が発生すると言われている。この観点から，少なくとも水素

濃度は４vol％，酸素濃度は５vol％までの測定が可能であるこ

とが必要である。 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，シーケ

ンス選定において，全交

流動力電源喪失を重畳

させている 
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②測定が必要となる時間

図 2.3.1-1 及び図 2.3.1-2 のとおり，解析上は事象発生から

約 168 時間後まで酸素濃度が可燃限界である 5vol％を超えるこ

とは無く，原子炉格納容器内での水素燃焼は生じない。 

しかしながら，徐々にではあるが，酸素濃度は上昇し続けるこ

とから，除熱系（代替原子炉補機冷却系）が使用可能となった

時点で速やかに酸素濃度を測定可能とすることが必要である

（水素濃度については事故初期から継続して監視が可能）。 

除熱系（代替原子炉補機冷却系）が復旧されない場合，炉心

から発生する崩壊熱が原子炉格納容器内に蓄積され，それに伴

い発生する蒸気の過圧によって格納容器内圧力は上昇し，原子

炉格納容器の限界圧力（0.62MPa[gage］）に到達するまでに格納

容器ベントを実施することとなる（有効性評価「雰囲気圧力・

温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」では約 38時

間後に格納容器ベントを実施）。格納容器ベントを実施する約

38 時間までは，図 2.3.1-1 及び図 2.3.1- 2 のとおり，水の放

射線分解によって発生する酸素ガスの濃度は緩やかに上昇する

ことから，原子炉格納容器内の酸素濃度が可燃限界（5vol％）

に到達するおそれはない。 

②測定が必要となる時間

図 2.3.1-1 及び図 2.3.1-2 のとおり，解析上は事象発生から

12時間後に原子炉格納容器への窒素供給を実施することで， 事

象発生から約 168 時間後まで酸素濃度が可燃限界である５

vol％を超えることは無く，原子炉格納容器内での水素燃焼は生

じない。 

しかしながら，徐々にではあるが，水の放射線分解により水素

濃度及び酸素濃度は上昇し続けることから，格納容器内水素濃

度（ＳＡ）及び格納容器内酸素濃度（ＳＡ）起動後（事象発生

から約２時間），水素濃度及び酸素濃度を継続して監視可能とし

ている。 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，水の放

射線分解による酸素濃

度の上昇を抑制するた

めに，原子炉格納容器内

に窒素を注入する 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，除熱系

の復旧がなくても，常設

代替交流電源設備の起

動により，水素濃度及び

酸素濃度の監視が可能 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，水素及

び酸素濃度が監視可能

となる事象発生から２

時間後までにおいて，残

留熱代替除去系を使用

する場合と使用しない

場合とで，事象進展が同

じであることから，記載

していない 
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なお，「大破断 LOCA+ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪

失」事故時において， G値を設計基準事故対処設備である可燃

性ガス濃度制御系の性能を評価する際に用いた G( H2)= O.4, 

G( 02) =O.2 とした場合についても，原子炉格納容器内の酸素

濃度が可燃限界(5vol％）に到達するのは，事象発生から約 51

時間後である（図 2.3.1-3 及び図 2.3.1-4 参照）。 

これより，除熱系の復旧がされない約 22.5 時間以前において

は原子炉格納容器内の酸素濃度が可燃限界（5vol％）に到達す

ることはない。 

さらに，過圧破損の回避を目的とした格納容器ベントを実施

することにより，発生する蒸気とともに原子炉格納容器内の非

凝縮性ガスのほとんどは格納容器ベントを通じて排出されるこ

ととなることから，酸素濃度の監視は必要とはならない。 

なお，「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪

失＋全交流動力電源喪失」事故時において，Ｇ値を設計基準事

故対処設備である可燃性ガス濃度制御系の性能を評価する際に

用いたＧ値（沸騰状態：G(H2)=0.4，G(O2)=0.2，非沸騰状態：

G(H2)=0.25，G(O2)=0.125）とした場合についても，原子炉格納

容器内の酸素濃度が 4.4vol％（ドライ条件）に到達するのは，

事象発生から約 85時間後である。 

また，窒素封入の切替え操作（原子炉格納容器内の酸素濃度４

vol％到達時）は，事象発生から約 49 時間後である（図 2.3.1-3

及び図 2.3.1-4 参照 ）。 

これより，格納容器内酸素濃度（ＳＡ）を起動する事象発生

から約２時間までに原子炉格納容器内の酸素濃度が可燃限界

（５vol％）に到達することはない。 

さらに，過圧破損の回避を目的とした格納容器ベントを実施

することにより，発生する蒸気とともに原子炉格納容器内の非

凝縮性ガスのほとんどは格納容器ベントを通じて排出されるこ

ととなることから，酸素濃度の監視は必要とはならない。 

・解析条件の相違

【柏崎 6/7】 

DBA の性能評価では

沸騰状態と非沸騰状態

でＧ値を変更して評価

しており，島根２号炉は

その条件どおりに評価

を行っている。（柏崎刈

羽 6/7 は，DBA の性能評

価において，保守的な条

件として沸騰状態のＧ

値を非沸騰状態にも適

用して評価している） 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

格納容器ベント実施

基準の相違 

・運用の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，酸素濃

度を基準とした窒素封

入の切替え（D/W→S/C）

操作を実施する 
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③耐環境条件 

「大破断LOCA+ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」事

故時における各パラメータの推移を踏まえても測定可能である

ことが必要である。 

 

 

図2.3.1-1 ドライウェルの気相濃度の推移（ウェット条件） 

格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用する

場合） 

 

 

図2.3.1-2 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ウェッ

ト条件）格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を

使用する場合） 

 ③耐環境条件 

「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋

全交流動力電源喪失」事故時における各パラメータの推移を踏

まえても測定可能であることが必要である。 

 

 

図 2.3.1-1 ドライウェルの気相濃度の推移（ウェット条件） 

格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

する場合） 

 

 

図 2.3.1-2 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ウェ

ット条件）格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除

去系を使用する場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

詳細な相違理由は，有

効性評価「3.4 水素燃

焼」参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

詳細な相違理由は，有

効性評価「3.4 水素燃

焼」参照 
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「大破断LOCA+ECCS注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」 事

故時において， 設計基準事故対処設備である可燃性ガス濃度制

御系の性能を評価する際に用いたG(H2) =O.4, G(02) =O.2を採

用した場合についても ，酸素濃度が可燃限界（5vol％）に至る

のは約51時間後となる。 

図2.3.1-3  G値を設計基準事故ベースとした場合のドライウェ

ルの気相濃度の推移（ウェット条件）

図2.3.1-4  G値を設計基準事故ベースとした場合のサプレッシ

ョン・チェンバの気相濃度の推移（ ウェット条件） 

図 2.3.1-3 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合のドライウェ

ルの気相濃度の推移（ウェット条件）

図 2.3.1-4 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合のサプレッシ

ョン・チェンバの気相濃度の推移（ウェット条件） 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7】 

詳細な相違理由は，有

効性評価「3.4 水素燃

焼」参照 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7】 

詳細な相違理由は，有

効性評価「3.4 水素燃

焼」参照
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(2) 水素濃度及び酸素濃度の監視方法

水素濃度は 4vol％，酸素濃度は 5vol％までの測定が可能であ

ることが必要であることから，代替循環冷却時「大破断

LOCA+ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」における原子

炉格納容器内の水素濃度・酸素濃度の監視は， 以下の設備によ

り実施する。 

表2.3.1-1 計装設備の主要仕様 

(3) 水素ガス及び酸素ガスの処理方法

有効性評価では，機能喪失を仮定した設備の復旧には期待せ

ず，重大事故等時の環境下における G値に基づき， 7 日間以内

に水素ガスと酸素ガスの両方の濃度が可燃限界に到達しないこ

とを確認している。 

しかしながら， ここでは 7日間以内に水素ガスと酸素ガスの

両方の濃度が可燃限界に到達した場合と事象発生後 8日目以降

の水素ガス及び酸素ガスの扱いについて以下に示す。 

a) 7 日間以内に水素ガスと酸素ガスの両方の濃度が可燃限界に

到達した場合 

機能喪失を仮定した設備の復旧には期特しないという前提に

おいては，原子炉格納容器内の水素ガス及び酸素ガスを処理す

る方法は格納容器ベントによって原子炉格納容器外へ放出する

手段となる。よって，酸素濃度が 5vol％に至るまでに格納容器

ベントを実施する。なお，格納容器ベントの実施により蒸気と

ともに非凝縮性ガスは排出され，その後の原子炉格納容器内の

気体組成は水蒸気がほぼすべてを占めることとなる。 

代替原子炉補機冷却系等による除熱系が復旧し，格納容器圧

力制御が可能になった場合であっても，仮に酸素濃度が 5vol％

に到達するおそれがある場合，格納容器ベントを通じて非凝縮

(2) 水素濃度及び酸素濃度の監視方法

水素濃度は４vol％，酸素濃度は５vol％までの測定が可能で

あることが必要であることから，「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）

＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」（残留熱代替除

去系を使用する場合）における原子炉格納容器内の水素濃度及

び酸素濃度の監視は，以下の設備により実施する。 

表 2.3.1-1 計装設備の主要仕様 

(3) 水素ガス及び酸素ガスの処理方法

有効性評価では，機能喪失を仮定した設備の復旧には期待せ

ず，重大事故等時の環境下におけるＧ値に基づき，７日間以内

に水素ガスと酸素ガスの両方の濃度が可燃限界に到達しないこ

とを確認している。 

しかしながら，ここでは７日間以内に水素ガスと酸素ガスの

両方の濃度が可燃限界に達した場合と事象発生後８日目以降の

水素ガス及び酸素ガスの扱いについて以下に示す。 

a.７日間以内に水素ガスと酸素ガスの両方の濃度が可燃限界に

到達した場合 

機能喪失を仮定した設備の復旧には期待しないという前提に

おいては，原子炉格納容器内の水素ガス及び酸素ガスを処理す

る方法は格納容器ベントによって原子炉格納容器外へ放出する

手段となる。よって，酸素濃度が５vol％に至るまでに格納容器

ベントを実施する。なお，格納容器ベントの実施により蒸気と

共に非凝縮性ガスは排出され，その後の原子炉格納容器内の気

体組成は水蒸気がほぼすべてを占めることとなる。 

残留熱代替除去系等が復旧し，原子炉格納容器圧力制御が可

能になった場合にあっても，仮に酸素濃度が５vol％に到達する

おそれがある場合，格納容器ベントを通じて非凝縮性ガスを原

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，重大事

故等対処設備として，

「格納容器酸素濃度（Ｓ

Ａ）」と「格納容器酸素

濃度（Ｂ系）」がある 
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性ガスを原子炉格納容器外へ排出することとなる。このとき格

納容器スプレイによって，格納容器内圧力が低い状態での排出

となるが，炉心崩壊熱による蒸気発生は長時間継続するため，

その蒸気とともに非凝縮性ガスは同時に排出され，原子炉格納

容器内に残る水素ガス及び酸素ガスは無視し得る程度となり，

可燃限界に至ることはない（「重大事故等対策の有効性評価につ

いて，3.4 水素燃焼，添付資料 3.4.1 G 値を設計基準事故ベー

スとした場合の評価結果への影響」参照）。

b）事象発生後 8 日目以降の水素ガス及び酸素ガスの処理方法

この場合，機能喪失を仮定した設備の復旧又は外部からの支

援等に期待することができ，多様な手段を確保することができ

る。 

まず，可燃性ガス濃度制御系の復旧を試みることで，水の放

射線分解により発生する酸素ガスを処理する。また， a）と同

様に格納容器ベン卜による排出も可能であり，水素ガス及び酸

素ガスの処理については多様な手段を有する。 

子炉格納容器外へ排出することとなる。このとき格納容器スプ

レイによって，原子炉格納容器内圧力が低い状態での排出とな

るが，炉心崩壊熱による蒸気発生は長時間継続するため，その

蒸気とともに非凝縮性ガスは同時に排出され，原子炉格納容器

内に残る水素ガス及び酸素ガスは無視し得る程度となり，可燃

限界に至ることはない（「重大事故等対策の有効性評価，3.4 水

素燃焼，添付資料 3.4.1 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場

合の評価結果への影響」参照）。 

b.事象発生後８日目以降の水素ガス及び酸素ガスの処理方法

この場合，機能喪失を仮定した設備の復旧又は外部からの支

援等に期待することができ，多様な手段を確保することができ

る。 

まず，可燃性ガス濃度制御系の復旧を試みることで，水の放

射線分解により発生する酸素ガスを処理する。また，a.と同様

に格納容器ベントによる排出も可能であり，水素ガス及び酸素

ガスの処理については多様な手段を有する。 

（4）代替原子炉補機冷却系復旧以前における原子炉格納容器内の

酸素濃度の推定 

原子炉格納容器内の酸素濃度を把握する目的としては，事故

後の原子炉格納容器内の水素ガスが燃焼を生じる可能性の把握

である。 

有効性評価においては，約 22.5 時間以前に原子炉格納容器内

の酸素濃度が可燃限界(5vol％）に至らないことを確認している

が，約 22.5 時間以前において原子炉格納容器内の酸素濃度を把

握する方法として，推定手段を整備している。 

格納容器内酸素濃度の計測が困難になった場合，格納容器内

雰囲気放射線レベル(D/W）又は格納容器内雰囲気放射線レベル

（S/C）にて炉心損傷を判断した後，初期酸素濃度と保守的な G

値（G(H2)= O.4, G(O2)=O.2）を入力とした評価結果（解析結果）

により推定する。 

推定可能範囲：0～約5vol％ 

(4) 代替パラメータによる原子炉格納容器内の酸素濃度の推定

原子炉格納容器内の酸素濃度を把握する目的としては，事故

後の原子炉格納容器内の水素ガスが燃焼を生じる可能性の把握

である。 

原子炉格納容器内の酸素濃度の主要パラメータである格納容

器酸素濃度（ＳＡ）の計測が困難になった場合，代替パラメー

タの格納容器酸素濃度により推定する。

有効性評価においては，代替パラメータの格納容器酸素濃度

は，原子炉補機代替冷却系が復旧する事象発生から約 10.5 時間

後から計測が可能である。 

・記載方針の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，除熱系

（原子炉代替補機冷却

系）の復旧以前から，主

要パラメータである，格

納容器酸素濃度（ＳＡ）

により継続的に格納容

器内の酸素濃度が監視

可能であることから，本

項では代替パラメータ

による推定について記

載 
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図2.3.1-5 格納容器過圧 ・過温破損（代替循環冷却系を使用す

る場合）の格納容器内酸素濃度変化 

また，格納容器内圧力（D/W）又は格納容器内圧力（S/C）に

より，格納容器内圧力が正圧であることを確認することで，事

故後の原子炉椅納容器内への空気（酸素）流入有無を杷握し，

水素燃焼の可能性を推定する。 

なお，事故時操作手順において，格納容器内圧力を変化させ

る格納容器スプレイ実施時には，原子炉格納容器内への空気（酸

素）の流入防止を目的として，格納容器内圧力（D/W）又は格納

容器内圧力（S/C）が 以上であることを確認

してスプレイ操作を判断することとしている。 

格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用する場合）

の格納容器内圧力の変化を図 2.3.1 -6 に示す。有効性評価の結

果では，格納容器内圧力が正圧に保たれる結果となっており，

原子炉格納容器への空気流入の可能性がないことを確認してい

る。 
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図2.3.1-6 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用する

場合）の格納容器内圧力の推移 

炉心損傷判断後の初期酸素濃度と保守的な G値を入力とした

評価結果（解析結果）では，実際の原子炉格納容器内の酸素濃

度よりも高く評価されることになるが，原子炉格納容器内での

水素燃焼を防止する目的のためには，妥当な推定手段である。 

また，椿納容器内圧力を確認し，事故後の原子炉格納容器内

への空気（酸素）の流入有無を把握することは，炉心損傷判断

後の初期酸素濃度と保守的な G値を入力とした評価結果（解析

結果）の信頼性を上げることとなるから，原子炉格納容器内で

の水素燃焼の可能性を把握する目的のためには，妥当な推定手

段である。 

なお，原子炉格納容器内の酸素濃度を監視する目的は，原子

炉格納容器内の水素ガスが燃焼を生じる可能性の高い濃度にあ

るかどうかを把握することであり，代替パラメータ（格納容器

内雰囲気放射線レベル，格納容器内圧力）による格納容器内酸

素濃度の傾向及びインリークの有無の傾向を把握でき，計器誤

差（格納容器内雰囲気放射線レベル（D/W）の誤差：5.3×10N-1

～1.9×lONSv/h, N:-2～5，格納容器内雰囲気放射線レベル（S/C）

の誤差：5.3×10N-1～1.9×lONSv/h, N:-2～5，格納容器内圧力

（D/W)の誤差：±15kPa，格納容器内圧力（S/C）の誤差：

±15.6kPa）を考慮した上で対応することにより，重大事故等時

の対策を実施することが可能である。 
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3.本系統の運用にあたって考慮すべき項目

3.1 放射線による影響について 

①耐放射線に関する設計考慮について

代替循環冷却系は，重大事故時に炉心損傷した場合の放射線

影響を考慮して設計を行う。具体的には，放射線による劣化影

響が懸念される有機材（シール材等）が使用されている機器に

ついて，代替循環冷却系を運転する環境における放射線影響を

考慮して設計する。 

代替循環冷却系を運転する際の放射線量については，簡易解

析評価の結果，運転時間 90 日とした場合に，代表的な配管表面

部において積算放射線量は約   Gyであることが目安として

ある。よって，代替循環冷却系の運転操作に必要な機器で，放

射線による劣化影響が懸念される機器（電動機，ケーブル，シ

ール材等）については，運転環境下における当該部位の放射線

量を考慮して機能確保可能な設計とする。 

②水の放射線分解による水素影響について

炉心損傷後の冷却水には，放射性物質が含まれていることに

より，水の放射線分解による水素等の可燃性ガスの発生が想定

されるが，代替循環冷却系運転中は配管内に流れがあり，また，

冷却水が滞留する箇所がないことから，配管内に水素が大量に

蓄積されることは考えにくい。 

代替循環冷却系運転を停止した後は，可燃性ガスの爆発防止

等の対策として，系統水を入れかえるためにフラッシングを実

施することとしており，水の放射線分解による水素発生を防止

することが可能となる。具体的には残留熱除去系ポンプのサプ

レッション・チェンバ吸込弁を閉じ，復水補給水系の洗浄水弁

を開き，復水補給水系に低圧代替注水系（可搬型）から外部水

源を供給することにより，系統のフラッシングを実施する。 

3.2 耐放射線に関する設計考慮について 

代替循環冷却系は，重大事故時に炉心損傷した場合の放射線

影響を考慮して設計を行う。具体的には，放射線による劣化影

響が懸念される機器（電動機，ケーブル，シール材等）が使用

されている機器について，代替循環冷却系を運転する環境にお

ける放射線影響を考慮して設計する。 

3.3 水の放射線分解による水素影響について 

炉心損傷後の冷却水には，放射性物質が含まれていること

により，水の放射線分解による水素等の可燃性ガスの発生が

想定されるが，代替循環冷却系運転中は配管内に流れがあり，

配管内に水素が大量に蓄積されることは考えにくい。 

  代替循環冷却系運転を停止した後は，可燃性ガスの爆発防

止等の対策として，系統水を入れ替えるためにフラッシング

を実施することとしており，水の放射線分解による水素発生

を防止することが可能となる。具体的には残留熱除去系ポン

プのサプレッション・プール吸込弁を閉じ，可搬型代替注水

大型ポンプから系統内に外部水源を供給することにより，系

統のフラッシングを実施する。 

3.本系統の運用にあたって考慮すべき項目

3.1 放射線による影響について 

①耐放射線に関する設計考慮について

残留熱代替除去系は，重大事故時に炉心損傷した場合の放

射線影響を考慮して設計を行う。具体的には，放射線による

劣化影響が懸念される有機材（シール材等）が使用されてい

る機器について，残留熱代替除去系を運転する環境における

放射線影響を考慮して設計する。 

残留熱代替除去系を運転する際の放射線量については，簡

易解析評価の結果，運転時間 90 日とした場合に，代表的な配

管表面部において積算放射線量は約  kGy であることが目

安としてある。よって，残留熱代替除去系の運転操作に必要

な機器で，放射線による劣化影響が懸念される機器（電動機，

ケーブル，シール材等）については，運転環境下における当

該部位の放射線量を考慮して機能確保可能な設計とする。 

②水の放射線分解による水素影響について

炉心損傷後の冷却水には，放射性物質が含まれていること

により，水の放射線分解による水素等の可燃性ガスの発生が

想定されるが，残留熱代替除去系運転中は配管内に流れがあ

り，また，冷却水が滞留する箇所がないことから，配管内に

水素が大量に蓄積されることは考えにくい。 

残留熱代替除去系の運転を停止した後は，可燃性ガスの爆

発防止等の対策として，系統水を入れかえるためにフラッシ

ングを実施することとしており，水の放射線分解による水素

発生を防止することが可能となる。具体的には残留熱除去ポ

ンプのＢ－ＲＨＲポンプトーラス水入口弁を閉じ，残留熱代

替除去系に大量送水車から外部水源を供給することにより，

系統のフラッシングを実施する。 

・記載方針の相違

【東海第二】 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成の相違 
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3.2 意図的な航空機衝突に対する耐性について 

図 3.2-1 航空機衝突が行われた場合の影響について 
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3.3 系統の健全性について 

(1）代替循環冷却系運転時の系統水漏えいの可能性

代替循環冷却系運転時に系統水の漏えいがないことを確認

し，系統の健全性を示す。 

代替循環冷却系は残留熱除去系，高圧炉心注水系，復水補給

水系を組み合せて重大事故等対処設備として系統を構成してい

るものである。 

これら各系統を単独で通常どおり使用する場合には系統水が

漏えいしない設計としているが，代替循環冷却系は通常と異な

る流路であり，機器の状態も通常と異なることから，この点に

着目して系統水が漏えいする可能性について検討した。 

図 3.3-1 に示すとおり，代替循環冷却系は復水移送ポンプで

サプレッション・チェンバのプール水を循環させる系統構成と

なっており，残留熱除去系が機能喪失している前提で使用する

設備であるため，代替循環冷却系運転時は，残留熱除去系ポン

プが停止している状態でポンプ内を流体が流れることとなる。 

残留熱除去系ポンプの軸封部はメカニカルシールで構成され

ており，ポンプ吐出側から分岐して送水されるフラッシング水

により温度上昇を抑えることが可能な設計としているが，ポン

プ停止時に流体が流れる状態においては，通常どおりメカニカ

ルシールにフラッシング水が送水されないことが考えられるた

め，その際のシール機能への影響について確認した。 

なお，残留熱除去系ポンプとは異なる軸封構造で，他系統か

らのシール水により軸封部をシールする構造のポンプがあった

場合は，同様に影響の確認が必要であるが，代替循環冷却系統

内に当該構造のポンプはない。 

3. 代替循環冷却系の健全性について

3.1 代替循環冷却系運転時の系統水漏えいの可能性 

代替循環冷却系運転時に系統水の著しい漏えいがないこと

を以下のとおり確認した。 

代替循環冷却系は，既設の残留熱除去系と組み合せて重大

事故等対処設備として系統を構成しているものである。 

残留熱除去系を単独で通常どおり使用する場合には系統水

の著しい漏えいがない設計としているが，代替循環冷却系を

使用する場合は通常と異なる流路であり，機器の状態も通常

と異なることから，この点に着目して系統水が漏えいする可

能性について検討した。 

第3.1－1図に示すとおり，代替循環冷却系は代替循環冷却

系ポンプでサプレッション・プール水を循環させる系統構成

となっており，残留熱除去系が機能喪失している前提で使用

する設備であるため，残留熱除去系ポンプは，停止している

状態でポンプ内を系統水が流れることとなる。 

残留熱除去系ポンプの軸封部はメカニカルシールで構成さ

れており，ポンプ吐出側から分岐して送水される冷却水によ

り温度上昇を抑える設計としている。（第3.1－2図） 

ポンプ停止時に系統水が流れる状態においては，通常どお

りメカニカルシールに冷却水が送水されないことが考えられ

るため，その際のシール機能への影響について確認した。 

残留熱除去系ポンプのメカニカルシールは，スプリングに

よって摺動部を押さえつける形でシールする構造となってい

る。（第3.1－3図） 

代替循環冷却系運転時には残留熱除去系ポンプが停止して

いる状態であるため，通常のポンプ運転時のようにフラッシ

ング水が封水ラインを通じてメカニカルシール部に通水され

ないことが想定されるが，上述のとおり，フラッシング水は

メカニカルシールの温度上昇を抑えるためのものであり，ポ

ンプが停止している状態では冷却の必要がなく，特にメカニ

カルシールの機能に影響はない。

新設する代替循環冷却系ポンプについては，残留熱除去系

熱交換器の下流側に配置し，温度が下がった系統水が流れる

ようにすることでメカニカルシールの健全性を維持できる設

計としている。具体的には，以下のとおり代替循環冷却系ポ

3.2 系統の健全性について 

（1）残留熱代替除去系運転時の系統水漏えいの可能性 

残留熱代替除去系は残留熱除去系と組み合せて重大事故

等対処設備として系統を構成しているものである。 

残留熱代替除去系を使用する場合に流路となる残留熱除

去系の配管，弁及び熱交換器については，残留熱除去系とし

て使用する場合と同様に流路として使用する設計であるこ

と及び残留熱除去系の設計条件を超えない範囲で使用する

ため，系統水が漏えいすることはない。残留熱代替除去系の

流路を図 3.2-1 に示す。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は残留熱

除去ポンプを流路とし

ない 
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ンプに流れる系統水が代替循環冷却系ポンプの最高使用温度

80℃を超えないことを確認している。 

原子炉格納容器が限界圧力を下回る0.62MPa［gage］（2Pd）

において，サプレッション・プール水の温度は0.62MPa［gage］

（2Pd）における飽和温度167℃となるため，評価条件は以下

のとおりとする。 

  緊急用海水ポンプ流量※  ：600m3/h 

  代替循環冷却系ポンプ流量 ：250m3/h 

  海水温度 ：32℃ 

  サプレッション・プール水温度 ：167℃ 

上記の条件で残留熱除去系熱交換器出口温度を評価した結

果，出口温度は約70℃と評価され，代替循環冷却系ポンプの

最高使用温度80℃を下回る。 

したがって，代替循環冷却系運転時において系統水の著し

い漏えいはないと考えられる。 

図 3.3-1 代替循環冷却系 系統概要図（7号炉の例） 第 3.1－1図 代替循環冷却系 系統概要図 図 3.2-1 残留熱代替除去系系統概要図 ・設備の相違
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(2）残留熱除去系ポンプ停止時のメカニカルシールのシール性

について 

残留熱除去系ポンプはメカニカルシールにより漏えいを防止

する設計となっており，図 3.3-2 に示すとおりポンプ吐出水の

一部を封水ラインに分岐し，メカニカルシール冷却器を通して

軸封部にフラッシング水を送ることで，ポンプ運転時のメカニ

カルシールの温度上昇を抑える構造となっている。

残留熱除去系ポンプのメカニカルシールは，図 3.3-3 に示す

とおり，スプリングによって固定環と回転環から構成される摺

動部を押さえつける形でシールする構造となっている。 

代替循環冷却系運転時には残留熱除去系ポンプが停止してい

る状態であるため，通常のポンプ運転時のようにフラッシング

水が封水ラインを通じてメカニカルシール部に通水されないこ

とが想定されるが，上述のとおり，フラッシング水はメカニカ

ルシールの摺動部の温度上昇を抑えるためのものであり，ポン

プが運転していない状態では冷却の必要がないため，特にメカ

ニカルシールの機能としては問題にならない。よって，フラッ

シング水が無くても，メカニカルシールはスプリングによって

摺動部を押さえつけるタイプであるため漏えいを防止すること

ができる。なお，残留熱除去系ポンプ内を流れる流体は高温で

あることが想定されるが， この場合，メカニカルシールのうち

最も影響を受けると考えられる部位は Oリングシールであり，

その耐熱温度は約 250℃であるが，想定流体温度（約 l66℃）を

上回っているため，熱によるメカニカルシールの機能への影響

はない。 

したがって，代替循環冷却系運転時の残留熱除去系ポンプが

停止している状態においても軸封部のシール性に影響はなく，

系統水が漏えいすることはないと考えられる。 

なお，系統水の流れによるポンプ空転の可能性については，

ポンプロータ及び電動機ロータの質量（約 2.2 t）が鉛直下方

向に作用しているため，軸受の抵抗損失により，ポンプが空転

することはないと考えられるが，万が一空転した場合の影響に

ついて以下に示す。 

保守的に上記の軸受損失がないと仮定した場合，代替循環冷

却系運転（流量 190m3/h)時に想定されるポンプ回転速度は，残

留熱除去系ポンプ定格運転（流量 954m3/h）時のポンプ回転速度

の約  ％である。この場合，最も影響を受ける部位は，メカ

ニカルシールの固定環と回転環の摺動部と考えられるが，想定

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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される摺動部の発熱量は，残留熱除去系ポンプ定格運転時の発

熱量の約  ％程度と僅かである。摺動部の温度が上昇し過ぎ

ると，熱により固定環と回転環の間の微小隙間の水膜が形成さ

れにくくなる可能性があるが，空転による摺動部発熱量が軽微

であることから，メカニカルシールの健全性が確保できなくな

るような状況には至らないと考えられる。 

以上のことから，代替循環冷却系運転時に残留熱除去系ポン

プは空転しないものと考えているが，仮に空転したとしてもメ

カニカルシールへの熱的影響は軽微であり，シール性への影響

はないと考えられる。 

 

 

図 3.3-2 残留熱除去系ポンプ概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-3 残留熱除去系ポンプ・メカニカルシール構造図（7 号炉

の例） 

 

 

 

第 3.1－2図 残留熱除去系ポンプ概要図 

 

第 3.1－3図 残留熱除去系ポンプ・メカニカルシール構造図 
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別紙-1 

格納容器内水素濃度・酸素濃度の測定原理と適用性について 

1.格納容器内水素濃度(SA)について

(1)システム構成

格納容器内水素濃度(SA)は,重大事故等対処設備の機能を有し

ており,格納容器内水素濃度(SA)の検出信号は,水素吸蔵材料式水

素検出器からの抵抗値を,中央制御室の演算装置を経由して指示

部にて水素濃度信号へ変換する処理を行った後,格納容器内水素

濃度(SA)を中央制御室に指示し,記録する。(図 1「格納容器内水

素濃度(SA)の概略構成図」参照。) 

図 1 格納容器内水素濃度(SA)の概略構成図 

比較対象無し 別紙－１ 

格納容器水素濃度・酸素濃度の測定原理と適用性について 

1.格納容器水素濃度（ＳＡ）について

(1)システム構成

格納容器水素濃度（ＳＡ）のシステム概要を図１に示す。格納

容器水素濃度（ＳＡ）は，重大事故等対処設備の機能を有してお

り，格納容器水素濃度（ＳＡ）の検出信号は，熱伝導式水素検出

器からの電流信号を演算装置にて水素濃度信号へ変換する処理を

行った後，格納容器水素濃度（ＳＡ）を中央制御室に指示し，緊

急時対策所にて記録する。（図２「格納容器水素濃度（ＳＡ）の

概略構成図」参照。） 

図１ 格納容器水素濃度（ＳＡ）システム概要 

図２ 格納容器水素濃度（ＳＡ）の概略構成図 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 
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・設備の相違
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【柏崎 6/7】 

設計方針の相違によ

る設計仕様の相違 
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(2)測定原理

格納容器内の水素濃度を測定するために用いる格納容器内水素

濃度(SA)は,水素吸蔵材料式のものを用いる。 

水素吸蔵材料式の水素検出器は,水素吸蔵材料(Pd:パラジウム)

が水素を吸蔵すると電気抵抗が増加する性質を利用している。 

水素吸蔵材料式の測定原理は,図 2のとおりである。パラジウム

に水素分子が吸着すると水素分子は水素原子へと分離する。分離

した水素原子はパラジウムの内部へと侵入し,パラジウムの格子

の歪みと水素原子のポテンシャルの影響により,パラジウムの中

で自由電子が散乱することにより,パラジウムの電気抵抗が増加

する。 

図 2 格納容器内水素濃度(SA)の測定原理 

水素検出器に内蔵しているパラジウム素子に水素を含む格納容

器内ガスが接触すると,水素吸蔵によりパラジウム素子の電気抵

抗が大きくなる。この電気抵抗の変化を計測することにより,水素

濃度を測定する。 

(2)測定原理

原子炉格納容器内の水素濃度を測定するために用いる格納容器

水素濃度（ＳＡ）は，熱伝導式のものを用いる。熱伝導式の水素

検出器は，図３に示すとおり，検知素子と補償素子（サーミスタ）

でブリッジ回路が構成されている。検知素子の部分のみに測定対

象ガスが流れ，補償素子に測定対象ガスが流れない構造としてい

る。 

水素濃度の測定部より電圧を印加して検知素子と補償素子の両

方のサーミスタを一定温度に加熱した状態で，検知素子側に水素

を含む測定ガスを流すと，測定ガスが熱を奪い，検知素子の温度

が低下することにより抵抗が低下する。 

この検知素子の抵抗が低下することによりブリッジ回路の平衡

が失われ，図３のＡＢ間に電位差が生じる。この電位差が水素濃

度に比例する原理を用いて，水素濃度を測定する。 

図３ 格納容器水素濃度（ＳＡ）検出回路の概要図 

・設備の相違
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(3)設置場所

図 3 機器配置図(6号炉原子炉建屋地上 2階) 

(3) 設置場所

図４ 機器配置図（原子炉建物中２階） 
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図 4 機器配置図(6号炉原子炉建屋地下中 1階) 
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図 5 機器配置図(7号炉原子炉建屋地上 1階) 
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図 6 機器配置図(7号炉原子炉建屋地下 1階) 
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2.格納容器内水素濃度について

(1)システム構成

格納容器内水素濃度のシステム概要を図 7に示す。格納容器内

水素濃度は,設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の機能を

有しており,格納容器内水素濃度の検出信号は,熱伝導式水素検出

器にて水素濃度を検出し,演算装置にて電気信号へ変換する処理

を行った後,格納容器内水素濃度を中央制御室に指示し,記録す

る。(図 8「6 号炉格納容器内水素濃度の概略構成図」,図 9「7号

炉格納容器内水素濃度の概略構成図」参照。) 

図 7 格納容器内水素濃度システム概要 

2.格納容器水素濃度（Ｂ系）について

(1)システム構成

格納容器水素濃度（Ｂ系）のシステム概要を図５に示す。格納

容器水素濃度（Ｂ系）は，設計基準対象施設及び重大事故等対処

設備の機能を有しており，格納容器水素濃度（Ｂ系）の検出信号

は，熱伝導式水素検出器からの電圧信号を，前置増幅器で増幅し，

演算装置にて水素濃度信号へ変換する処理を行った後，格納容器

水素濃度（Ｂ系）を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて記録

する。（図６「格納容器水素濃度（Ｂ系）の概略構成図」参照。） 

図５ 格納容器水素濃度（Ｂ系）システム概要 

・設備の相違

島根２号炉は単独申

請であり，該当なし 
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図 8 6 号炉格納容器内水素濃度の概略構成図 

図 9 7 号炉格納容器内水素濃度の概略構成図 

図６ 格納容器水素濃度（Ｂ系）の概略構成図 ・設備の相違
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(2)測定原理

格納容器内の水素濃度を測定するために用いる格納容器内水素

濃度は,熱伝導式のものを用いる。熱伝導式の水素検出器は,図 10

に示すとおり,検知素子と補償素子(サーミスタ),及び 2つの固定

抵抗でブリッジ回路が構成されている。検知素子の部分に,サンプ

リングされたガスが流れるようになっており,補償素子には基準

となる標準空気が密閉されており測定対象ガスとは接触しない構

造になっている。 

水素濃度計指示部より電圧を印加して検知素子と補償素子の両

方のサーミスタを約150℃に加熱した状態で,検知素子側に水素を

含む測定ガスを流すと,測定ガスが熱を奪い,検知素子の温度が低

下することにより抵抗が低下する。この検知素子の抵抗が低下す

るとブリッジ回路の平衡が失われ,図 10の AB 間に電位差が生じ

る。この電位差が水素濃度に比例する原理を用いて,水素濃度を測

定する。 

図 10 水素濃度計検出回路の概要図 

(2)測定原理

原子炉格納容器内の水素濃度を測定するために用いる格納容器

水素濃度（Ｂ系）は，熱伝導式のものを用いる。熱伝導式の水素

検出器は，図７に示すとおり，検知素子と補償素子（サーミスタ），

及び２つの固定抵抗でブリッジ回路が構成されている。検知素子

の部分に，サンプリングされたガスが流れるようになっており，

補償素子には基準となる標準空気が密閉されており測定対象ガス

とは接触しない構造になっている。 

水素濃度計指示部より電圧を印加して検知素子と補償素子の両

方のサーミスタを一定温度に加熱した状態で，検知素子側に水素

を含む測定ガスを流すと，測定ガスが熱を奪い，検知素子の温度

が低下することにより抵抗が低下する。この検知素子の抵抗が低

下するとブリッジ回路の平衡が失われ，図７のＡＢ間に電位差が

生じる。この電位差が水素濃度に比例する原理を用いて，水素濃

度を測定する。 

図７ 格納容器水素濃度（Ｂ系）検出回路の概要図 
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(3)設置場所

図 11 機器配置図(6 号炉原子炉建屋地上中 3階) 

(3)設置場所

図８ 機器配置図（原子炉建物３階） 
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図 12 機器配置図(6 号炉原子炉建屋地上 3階) 
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図 13 機器配置図(7 号炉原子炉建屋地上中 3階) 
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3.格納容器酸素濃度（ＳＡ）について

(1)システム構成

格納容器酸素濃度（ＳＡ）のシステム概要を図９に示す。格納

容器酸素濃度（ＳＡ）は，重大事故等対処設備の機能を有してお

り，格納容器酸素濃度（ＳＡ）の検出信号は，磁気力式酸素検出

器からの電流信号を演算装置にて酸素濃度信号へ変換する処理を

行った後，格納容器酸素濃度（ＳＡ）を中央制御室に指示し，緊

急時対策所にて記録する。(図 10「格納容器酸素濃度（ＳＡ）の

概略構成図」参照。) 

図９ 格納容器酸素濃度（ＳＡ）システム概要 

図 10 格納容器酸素濃度（ＳＡ）の概略構成図 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設計方針の相違によ

る設備の相違 

島根２号炉は磁気力

式酸素検出器を採用し

ている 

磁気力式 
酸素検出器 

指 示 

記 録(注 1) 

中央制御室 

緊急時対策所 

演算装置 

(注 1) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤ
Ｓ）（ＳＰＤＳ伝送サーバ） 

設計基準対象施設

重大事故等対処設備

設計基準対象施設及び

重大事故等対処設備

[補正] 

サンプルガス湿度
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(2)測定原理

原子炉格納容器内の酸素濃度を測定するために用いる格納容器

酸素濃度（ＳＡ）は，磁気力式のものを用いる。 

磁気力式の酸素検出器は，図 11「格納容器酸素濃度（ＳＡ）の

原理図」に示すとおり，吊るされた２つの球体，くさび型状の磁

極片，ＬＥＤからの光を受光素子へ反射する鏡等で構成されてい

る。また，格納容器酸素濃度（ＳＡ）の検出回路を図 12「格納容

器酸素濃度（ＳＡ）検出回路図」に示す。 

初期状態において球体は上から見て右回りに傾いた位置で静止

している。ガラス管内に強い磁化率を持つ酸素分子が流れ込むと，

磁場に引き寄せられ，磁極片の先端部に酸素分子が引き寄せられ

る。磁極片先端部に引き寄せられた酸素分子により２つの球体が

磁極片先端部から端部へ押し出され，右回りに回転する。これに

より，ＬＥＤからの光を受光素子への光量が一定となるように制

御しており，受光素子への光量が変化する。増幅器は受光素子へ

の光量の変化を検知するとフィードバック電流を増加させる。球

体はフィードバック電流がコイルを流れることで発生するカウン

ターモーメントを受けて光量が一定となる初期位置で静止する。

このフィードバック電流が酸素濃度に比例する原理を用いて酸素

濃度の測定を行う。（図 13「格納容器酸素濃度（ＳＡ）の動作原

理イメージ」参照）。 

（平面図） 

 （正面図） 

図 11 格納容器酸素濃度（ＳＡ）の原理図 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設計方針の相違によ

る設備の相違 

島根２号炉は磁気力

式酸素検出器を採用し

ている 
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図 12 格納容器酸素濃度（ＳＡ）の検出回路図 

図 13 格納容器酸素濃度（ＳＡ）の動作原理イメージ 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設計方針の相違によ

る設備の相違 

島根２号炉は磁気力

式酸素検出器を採用し

ている 
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(3)設置場所

図 14 機器配置図（原子炉建物中２階） 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設計方針の相違によ

る設備の相違 

島根２号炉は磁気力

式酸素検出器を採用し

ている 
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3.格納容器内酸素濃度について

(1)システム構成

格納容器内酸素濃度のシステム概要を図 14に示す。格納容器内

酸素濃度は,設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の機能を

有しており,格納容器内酸素濃度の検出信号は,熱磁気風式酸素検

出器にて酸素濃度を検出し,演算装置にて電気信号へ変換する処

理を行った後,格納容器内酸素濃度を中央制御室に指示し,記録す

る。 

(図 15「6号炉格納容器内酸素濃度の概略構成図」,図 16「7 号炉

格納容器内酸素濃度の概略構成図」参照。) 

図 14 格納容器内酸素濃度システム概要 

4.格納容器酸素濃度（Ｂ系）について

(1)システム構成

格納容器酸素濃度（Ｂ系）のシステム概要を図 15に示す。格納

容器酸素濃度（Ｂ系）は，設計基準対象施設及び重大事故等対処

設備の機能を有しており，格納容器酸素濃度（Ｂ系）の検出信号

は，熱磁気風式酸素検出器からの電圧信号を，前置増幅器で増幅

し，演算装置にて酸素濃度信号へ変換する処理を行った後，格納

容器酸素濃度（Ｂ系）を中央制御室に指示し，緊急時対策所にて

記録する。（図 16「格納容器酸素濃度（Ｂ系）の概略構成図」参

照。） 

図 15 格納容器酸素濃度（Ｂ系）システム概要 

・設備の相違

島根２号炉は単独申

請であり，該当なし 
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図 15 6 号炉格納容器内酸素濃度の概略構成図 

図 16 7 号炉格納容器内酸素濃度の概略構成図 

図 16 格納容器酸素濃度（Ｂ系）の概略構成図 ・設備の相違

【柏崎 6/7】 

設計方針の相違によ

る設計仕様の相違 

・設備の相違

島根２号炉は単独申

請であり，該当なし 
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(2)測定原理

格納容器内の酸素濃度を測定するために用いる酸素濃度計は,

熱磁気風式のものを用いる。熱磁気風式の酸素検出器は,図 17 に

示すとおり,サーミスタ温度素子(発風側素子,受風側素子)及び 2

つの固定抵抗でブリッジ回路が構成されており,検出素子及び補

償素子は一定温度で保温されている。 

図 17酸素濃度計検出回路の概要図 

酸素含有ガスの流れを図 18 に示す。酸素濃度計は 2層構造のチ

ャンバーで構成されており,サンプル入口より下部流入チャンバ

ー内にサンプルガスが流入する。サンプルガスの大部分は下部流

入チャンバーを通過しサンプル出ロへ流出するが,少量のサンプ

ルガスは上部測定チャンバー内に流入する。酸素は極めて強い常

磁性体であることから,上部測定チャンバーに流入したサンプル

ガスは磁界中心部に引き寄せられ,加熱された発風側素子により

温度が上昇する。磁化率は温度に反比例することから,後から流入

してくる低温のサンプルガスにより,高温となったサンプルガス

は磁界中心部から追い出されることとなる。発風側素子は低温の

サンプルガスに熱を奪われることで冷やされることとなり,磁界

外の受風側素子は発風側素子が奪われた熱を受け取り,暖められ

ることとなる。 

(2)測定原理

原子炉格納容器内の酸素濃度を測定するために用いる格納容器

酸素濃度（Ｂ系）は，熱磁気風式のものを用いる。熱磁気風式の

酸素検出器は，図 17に示すとおり，サーミスタ温度素子（発風側

素子，受風側素子）及び２つの固定抵抗でブリッジ回路が構成さ

れており，検出素子及び補償素子は一定温度で保温されている。 

図 17 格納容器酸素濃度（Ｂ系）検出回路の概要図 

格納容器酸素濃度（Ｂ系）の原理図を図 18 に示す。酸素濃度計

は２層構造のチャンバーで構成されており，サンプル入口より下

部流入チャンバー内にサンプルガスが流入する。サンプルガスの

大部分は下部流入チャンバーを通過しサンプル出ロへ流出する

が,少量のサンプルガスは上部測定チャンバー内に流入する。酸素

は極めて強い常磁性体であることから，上部測定チャンバーに流

入したサンプルガスは磁界中心部に引き寄せられ,加熱された発

風側素子により温度が上昇する。磁化率は温度に反比例すること

から,後から流入してくる低温のサンプルガスにより,高温となっ

たサンプルガスは磁界中心部から追い出されることとなる。発風

側素子は低温のサンプルガスに熱を奪われることで冷やされるこ

ととなり，磁界外の受風側素子は発風側素子が奪われた熱を受け

取り，暖められることとなる。 
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図 18 酸素含有ガスの流れ 

チャンバー内に酸素を含む格納容器内雰囲気ガスを流すと,磁

気風により発風側素子の温度が下がることで,発風側素子の抵抗

は小さくなる。一方,受風側素子の温度が上がることで,受風側素

子の抵抗は大きくなる。発風側素子と受風側素子の抵抗値が変化

することで,ブリッジ回路の平衡が変化し,図 17の AB 間に電位差

(電流)が生じる。この電位差が酸素濃度に比例する原理を用いて,

酸素濃度を測定する。 

（立体図） （平面図） 

図 18 格納容器酸素濃度（Ｂ系）の原理図 

チャンバー内に酸素を含む原子炉格納容器内雰囲気ガスを流す

と，磁気風により発風側素子の温度が下がることで，発風側素子

の抵抗は小さくなる。一方，受風側素子の温度が上がることで，

受風側素子の抵抗は大きくなる。発風側素子と受風側素子の抵抗

値が変化することで，ブリッジ回路の平衡が変化し，図 17 のＡＢ

間に電位差（電流）が生じる。この電位差が酸素濃度に比例する

原理を用いて，酸素濃度を測定する。 
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(3)設置場所

図 19 機器配置図(6 号炉原子炉建屋地上中 3階) 

(3)設置場所

図 19 機器配置図（原子炉建物３階） 
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図 20 機器配置図(6 号炉原子炉建屋地上 3階) 
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図 21 機器配置図(7号炉原子炉建屋地上中 3階) 
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別紙-2 

循環流量の確保について 

代替循環冷却系の必要容量は，「2.1 有効性評価シナリオの成立

性」で有効性が確認できている循環流量 190m3/h（原子炉注水：

90m3/h 及び格納容器スプレイ：100m3/h 又は，格納容器下部注水：

50m3/h 及び格納容器スプレイ：140m3/h）以上とする。 

よって，代替循環冷却系が循環流量 190m3/h 以上を確保可能で

あることを示す。 

評価にあたっては「①ポンプの NPSH(Net Positive Suction 

Head）評価」で系統圧力損失を考慮した有効 NPSH が MUWC ポンプ

の必要 NPSH を満足することを確認する。 

次に，「②循環流量評価」で系統圧力損失を考慮して，循環流量

190m3/h が確保可能であることを確認する。 

また，代替循環冷却系運転時の系統閉塞による性能低下を防止

するために「③系統の閉塞防止対策」で閉塞防止対策を示す。 

別紙 1 

循環流量の確保について 

 代替循環冷却系の必要容量は，格納容器破損防止対策の有効

性評価において有効性期待している流量 250m３／h※を確保す

る。 

※： 3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損），3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱，

3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用，3.4 水

素燃焼，3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用で期待する流量 

 代替循環冷却系ポンプは，補足説明資料 50－6に示すとおり，

循環流量 250m３／h以上を確保できるものを設置する。 

代替循環冷却系ポンプの NPSH（Net Positive Suction Head）

の評価を「(1) ポンプの NPSH 評価」に示す。 

また，代替循環冷却系運転時の系統閉塞による性能低下を防止

するための対策を「(2) 系統の閉塞防止対策」に示す。 

別紙－２ 

循環流量の確保について 

残留熱代替除去系の必要容量は,「2.1 有効性評価シナリオの

成立性」で有効性が確認できている循環流量 150m3/h（原子炉注

水:30m3/h 及び格納容器スプレイ:120m3/h）以上とする。 

よって, 残留熱代替除去系は循環流量 150m3/h 以上を確保す

る。 

残留熱代替除去ポンプは，補足説明資料 50－7に示すとおり，

循環流量 150m３／h以上を確保できるものを設置する。 

評価にあたっては「(1)ポンプの NPSH(Net Positive Suction 

Head)評価」で系統圧力損失を考慮した有効 NPSH が残留熱代替

除去ポンプの必要 NPSH を満足することを確認する。 

また, 残留熱代替除去系運転時の系統閉塞による性能低下を防

止するために「（2）系統の閉塞防止対策」で閉塞防止対策を示

す。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備仕様の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は PCV ス

プレイにより PCV 下部

へ注水する 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統仕様の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，SA 専

用設備として残留熱代

替除去ポンプを設置す

る 

【東海第二】 

設備仕様の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，SA 専

用設備として残留熱代

替除去ポンプを設置す

る 

別添2-98



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

①ポンプの NPSH 評価

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するために

は，流体圧力や吸込配管圧力損失等により求められる「有効

NPSH」が，ポンプの「必要 NPSH」と同等かそれ以上であること

（有効 NPSH≧必要 NPSH）を満足する必要があり，有効 NPSH と

必要 NPSH を比較する NPSH 評価により確認を行う。ここでは，

代替循環冷却系において MUWC ポンプが正常に動作することを

NPSH 評価により確認する。 

本評価では，図１の系統構成を想定し，格納容器内圧力（S/C），

サプレッション・チェンバ・プール水位と MUWC ポンプ軸レベル

聞の水頭差，吸込配管圧力損失（残留熱除去系ストレーナ，残

留熱除去系ポンプ，残留熱除去系熱交換器の圧力損失を含む）

により求められる有効 NPSH と，MUWC ポンプの必要 NPSH を比較

することで評価する。 

代替循環冷却系においては，格納容器内圧力（S/C）が変動す

ることが想定され，これに伴い有効 NPSH が変動することとなる

ため，ここでは，有効 NPSH を満足できる格納容器内圧力（S/C）

の下限を示す。評価条件を図２，表１に示す。 

(1) ポンプの NPSH 評価

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するために

は，流体圧力や吸込配管圧力損失等により求められる「有効

NPSH」が，ポンプの「必要 NPSH」以上（有効 NPSH≧必要 NPSH）

であることが必要であり，有効NPSHと必要NPSHを比較するNPSH

評価により確認を行う。 

本評価では，第 1 図の系統構成を想定し，格納容器内圧力，

サプレッション・プール水位と代替循環冷却系ポンプ軸レベル

間の水頭差，吸込配管圧力損失（残留熱除去系ストレーナ，残

留熱除去系ポンプ，残留熱除去系熱交換器の圧力損失を含む）

により求められる有効 NPSH と，代替循環冷却系ポンプの必要

NPSH を比較することで評価する。 

評価条件を第 1表に示す。 

(1)ポンプの NPSH 評価

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するために

は，流体圧力や吸込配管圧力損失等により求められる「有効

NPSH」が，ポンプの「必要 NPSH」と同等かそれ以上であること

(有効 NPSH≧必要 NPSH)を満足する必要があり，有効 NPSH と必

要 NPSH を比較する NPSH 評価により確認を行う。 

本評価では，図１の系統構成を想定し，格納容器内圧力，サ

プレッション・プール水位と残留熱代替除去ポンプ軸レベル間

の水頭差及び吸込配管圧力損失(残留熱除去系ストレーナの圧

力損失を含む)により求められる有効 NPSH と，残留熱代替除去

ポンプの必要 NPSH を比較することで評価する。 

残留熱代替除去系においては，格納容器内圧力が変動するこ

とが想定され，これに伴い有効 NPSH が変動することとなるた

め，ここでは，有効 NPSH を満足できる格納容器内圧力の下限を

示す。評価条件を図２，表１に示す。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，残留熱

除去ポンプを流路とせ

ず，残留熱代替除去ポン

プ下流に残留熱除去系

熱交換器を配置する設

計とする 
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図１ 代替循環冷却 系統概要図（７号炉の例） 

図２ NPSH 評価条件図 

第 1図 代替循環冷却系 系統概要図 図１ 残留熱代替除去系系統概要図 

図２ NPSH 評価条件図 

・設備の相違

・設備の相違
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表１ NPSH 評価条件 

※代替原子炉補機冷却系により残留熱除去系熱交換器を介して除

熱（約 24MW）した場合の， MUWC ポンプ入口温度評価結果に余裕

を見た値としている。なお， MUWC ポンプ入口温度評価にあたっ

ては 6 号炉を代表とし，循環流量は代替循環冷却系必要流量

（190m3/h）に余裕を考慮した  m3/h として保守的に評価してい

る。 

表１の条件を元に，（有効NPSH）≧（必要NPSH）の式より，有

効NPSHを満足できる格納容器内圧力（S/C）の下限を求める。 

【6号炉】 

（有効NPSH)＝Pa－Pv＋H－ΔH ≧（必要NPSH) 

Pa ≧    MPa[gage] 

以上の評価結果より，6号炉では格納容器内圧力（S/C）

が「   MPa[gage］以上」の条件において有効NPSHを

満足できることを確認した。 

第 1表 NPSH 評価条件 

第 1表の条件を元に，（有効 NPSH）≧（必要 NPSH）の式より，

有効 NPSH が必要 NPSH を満足できるか確認する。 

（有効 NPSH）＝Pa－Pv＋H－ΔH ≧（必要 NPSH） 

表１ NPSH 評価条件 

項目 2 号炉 設定根拠 

Pa S/C 圧力 

(本評価では，NPSH 評価を成立

させるS/C圧力の下限を求める

ものである) 

Pv 

残留熱代替除去ポンプ

入口温度での飽和蒸気

圧(水頭換算値) 

有効性評価解析値であるピー

ク温度 132℃の飽和蒸気圧力

H 

S/P 水位と残留熱代替除

去ポンプ軸レベル間の

水頭差 

S/P 水位レベル(LWL): 

 とポンプ軸レベル: 

 の差 

ΔH 
吸込配管圧損（ストレー

ナ込）

ポンプ流量 150m3/h における圧

損値 

残留熱代替除去ポンプ

の必要 NPSH 
ポンプ定格流量時の必要 NPSH 

表１の条件を元に，（有効 NPSH）≧（必要 NPSH）の式より，

有効 NPSH が必要 NPSH を満足できるか確認する。 

（有効 NPSH）＝Pa－Pv＋H－ΔH ≧（必要 NPSH） 

Pa≧   MPa [gage] 

・設備の相違
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【7号炉】 

（有効NPSH)＝Pa－Pv＋H－ΔH ≧（必要NPSH) 

 Pa ≧    MPa[gage] 

以上の評価結果より，7号炉では格納容器内圧力（S/C）

が「   MPa[gage］以上」の条件において有効NPSHを

満足できることを確認した。 

上記の結果を踏まえ，格納容器内圧力（S/C）が6号炉で

は   MPa[gage]以上， 7号炉では   MPa[gage］以上の

状態であればMUWCポンプの必要NPSHを満足することから，重

大事故等時において代替循環冷却系は成立する。 

 

 

＜代替循環冷却系の運転成立条件を拡張する方法について＞ 

上記の評価結果にもあるとおり，代替循環冷却系の運転を長期

継続し，事故後格納容器内圧力（S/C）が低下し，6号炉では   

MPa[gage]以下，7号炉では   MPa[gage]以下程度になると

MUWC ポンプの必要 NPSH が満足できなくなる。しかしながら上記

評価は，代替循環冷却起動初期の系統温度，系統必要流量におけ

る評価結果であり，事故後長期の条件と比べ，系統温度，流量上

は保守的な評価である。これら系統の温度や流量について，事故

後長期を想定すると成立条件は緩和されるとともに，運転操作に

よって調整することも可能なパラメータでもあるため，不必要な

ポンプの起動停止を繰り返さないためにも，代替循環冷却系の成

立条件を極力逸脱しないように運転操作を行う。 

運転操作における具体的な調整パラメータを次に示す。NPSH 評

価の式から，「Pa ≧ Pv－H＋ΔH＋（必要 NPSH)」となることか

ら，「Pv－H＋ΔH＋（必要 NPSH)」の項が小さくなると， それに

伴い Pa（格納容器内圧力（S/C））も小さくなる。つまり，Pv（復

水移送ポンプ入口温度での飽和蒸気圧）が低下すること，ΔH（圧

力損失）が低下することにより，代替循環冷却系成立に必要な Pa

（格納容器内圧力（S/C））の下限値は低下するため，より運転範

囲が広がる。 

 

したがって，次の観点から，運転パラメータ監視，運転操作を行

うことで，ポンプの起動停止操作を極力繰り返すことのない，長

期的な運転が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の結果から，重大事故等時において代替循環冷却系は成

立する。 

 

 

 

 

 

 

上記の結果を踏まえ，格納容器内圧カが   MPa[gage]以

上の状態であれば残留熱代替除去ポンプの必要 NPSH を満足す

る。重大事故等時においては，格納容器内圧カが    MPa  

[gage]以上であることから，残留熱代替除去系は成立する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，循環冷

却運転初期の条件にお

いて，格納容器圧力が，

NPSH 評価を成立させる

最低圧力を上回るため，

事故後長期の条件にお

ける条件緩和を期待し

た評価は不要である（以

下，別紙２では①の相

違） 
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1）復水移送ポンプ入口温度での飽和蒸気圧（Pv）の低下 

 継続的な冷却によりサプレッション・チェンバ・プール水温

度が低下する。これに伴い，復水移送ポンプ入口温度での飽和

蒸気圧が低下し，格納容器内圧力（S/C）の下限値は低下するこ

ととなる。また，事故後の崩壊熱減少に伴い代替循環冷却系統

流量を低下させることも可能であり，それによって復水移送ポ

ンプ入口温度を低下させることも可能である。したがって，系

統温度を監視し，系統流量調整を行うことで，代替循環冷却系

の成立条件を極力逸脱しないような運転操作が可能となる。 

 

2）圧力損失（ΔH）の低下 

 継続的な冷却により格納容器圧力・温度が低下するため，格

納容器スプレイ流量を絞ることが可能となる。流量を絞った場

合，圧力損失が低下し，格納容器内圧力（S/C）の下限値が低下

することとなる。しがたって，格納容器内圧力・温度を監視し，

格納容器内圧カ・温度の時間変化にあわせて格納容器スプレイ

の流量調整弁により流量を調整することで，代替循環冷却系統

の成立条件を極力逸脱しないような運転操作が可能となる。 

 加えて，継続的な冷却により崩壊熱量は低下することから，

格納容器内圧力・温度を監視した上で代替原子炉補機冷却系の

流量を調整することにより，格納容器内圧力（S/C）の低下を抑

えることも可能であり，この操作を行うことで代替循環冷却系

の成立条件を極力逸脱しないような運転操作が可能となる。 

 

 
 

図３ 運転成立条件の拡張 
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代替循環冷却系の運転が長期的に継続可能なことの例として，

事故後長期の状態を想定した場合の「NPSH評価の結果（格納容器

内圧力（S/C）の下限）」及び「代替循環冷却系運転を30日間継続

した場合の評価結果例」を示す。 

＜NSPH評価＞ 

 事故後長期の状態を想定した場合の NPSH 評価を行い，格納容

器内圧力（S/C）の下限を示す。条件を図 2，表 2に示す。なお，

代表として 6号炉における結果を示す。 

 

 

表２ NPSH評価条件（事故後長期を想定したケース） 

 

※1 「2.1 有効性評価シナリオの成立性」における事故後7日後を

想定 

※2 代替原子炉補機冷却系により残留熱除去系熱交換器を介し

て除熱した場合の， MUWC ポンプ入口温度評価結果に余裕を見

た値としている。なお，MUWC ポンプ入口温度評価にあたっては，

代替循環冷却系必要流量 190m3/h を用いて評価している。 

 

表２の条件を基に，（有効NPSH）≧（必要NPSH）の式より，有効

NPSHを満足できる格納容器内圧力（S/C）の下限を求める。 

 

 

 

また，残留熱代替除去系の運転が長期的に継続可能なことの

例として,「残留熱代替除去系運転を 30 日間継続した場合の評

価結果例」を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

①の相違 

・記載方針の相違 

【東海第二】 
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【6号炉】 

（有効NPSH）＝Pa－Pv＋H－ΔH ≧（必要NPSH） 

Pa ≧    MPa[gage] 

以上の評価結果より，6号炉では格納容器内圧力（S/C）が

「   MPa[gage］以上」の条件において有効NPSHを満足でき

ることを確認した。 

 

 以上より，事故後長期の条件を想定した場合において，格納

容器内圧力（S/C）が    MPa[gage]以上の状態であれば MUWC

ポンプの必要 NPSH を満足する。この値からも，代替循環冷却系

の運転は長期的に継続可能と考えられる。 

 

＜代替循環冷却系運転を30日間継続した場合の評価結果例＞ 

「2.1 有効性評価シナリオの成立性」の格納容器過圧・過温破

損（代替循環冷却系を使用する場合）において，循環流量190m3/h

にて代替循環冷却系を30日間運転継続した場合の格納容器圧力の

推移の評価結果例を図４に示す。 

 

図４より，事故30日後の格納容器圧力は約0.13MPa [gage]であ

るため，上記NPSH評価結果の   MPa[gage]以上であり，代替循

環冷却系の運転は継続可能である。 

 

なお，長期的に安定状態を維持するにあたり，原子炉格納容器

が隔離されている又は隔離した場合，水-放射線分解により発生す

る可燃性ガスの濃度制御が必要となる。この濃度制御は，事故後

７日以降において，可燃性ガス濃度制御系の復旧により，格納容

器内の酸素／水素を再結合することにより，可燃限界濃度に到達

することなく長期安定停止状態を維持することが可能となる。 

 

 

 

仮に可燃性ガス濃度制御系の復旧に期待できない場合，原子炉

格納容器内の酸素濃度監視により，酸素濃度が５％に至る前に排

気（ベント）する運用としている。このとき，ベント弁の開度を

調整することにより，徐々に格納容器圧力を低下させ，かつ，原

子炉格納容器が負圧となるととを防止するための措置として，窒

素注入を継続し，長期的な安定状態を維持する。排気（ベント）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈残留熱代替除去系運転を 30日間継続した場合の評価結果例〉 

「2.1 有効性評価シナリオの成立性」の格納容器過圧・過温破

損(残留熱代替除去系を使用する場合)において,循環流量 150m3/h

にて残留熱代替除去系を 30 日間運転継続した場合の格納容器圧

力の推移の評価結果例を図３に示す。 

 

 

図３より,事故 30日後の格納容器圧力は約 0.4MPa[gage]であ

るため,上記 NPSH 評価結果の   MPa[gage]以上であり,残

留熱代替除去系の運転は継続可能である。 

 

なお，長期的に安定状態を維持するにあたり，原子炉格納容

器が隔離されている又は隔離した場合，水-放射線分解により発

生する可燃性ガスの濃度制御が必要となる。この濃度制御は，

事故後 12時間後において，可搬式窒素供給装置により，格納容

器内に窒素ガスを注入し酸素濃度を抑制することにより，水素

が可燃限界濃度に到達することなく長期安定停止状態を維持す

ることが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 設計仕様の相違 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 設計仕様の相違 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

可燃性ガスの濃度制

御設備および制御方法

の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，格納容

器ベント中，残留熱代替

除去系を運転しない 
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により格納容器圧力は低下するがさらに長期間（60日後）にわた

り運転継続した場合でも，格納容器圧力（S/C）は約0.03MPa[gage]

であり，この場合であっても，代替循環冷却系の運転は継続可能

である。 

さらに，図５に示すとおり，事故後７日以降にサプレッション・

チェンバ・プール水位のみで必要NPSHが確保可能な循環流量

（150m3/h）に変更した場合においても，事象を収束させることが

できることから，代替循環冷却系の運転は長期的に継続可能であ

る。 

 

 

図４ 格納容器圧力の推移 

（循環流量190m3/hにて代替循環冷却を30日間運転継続した場合） 

 

 

 
図５ 格納容器圧力の推移 

（７日後より循環流量を150m3/hに変更し，代替循環冷却を30日間

運転継続した場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 格納容器圧力の推移(循環流量150m3/hにて残留熱代替除去

系を 30 日間運転継続した場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は循環流

量を変更することなく

必要 NPSH が確保可能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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②循環流量評価 

代替循環冷却系において循環流量190m3/h以上確保できること

を確認する。 

確認方法は，MUWCポンプの「性能曲線」（揚程と流量の関係図）と

図１の系統構成を想定した場合の「システム抵抗曲線」との交点

（ポンプの動作点）が190m3/h以上であることを確認する。ここで

想定するシナリオとして，「2.1 有効性評価シナリオの成立性」の

想定シナリオである「大破断LOCA＋ECCS注水機能喪失＋全交流動

力電源喪失」の状態に加え，流量評価として保守側となるよう，

原子炉圧力が高い状態を想定して評価を行う。 

評価条件は，図２及び表１の条件に，表３の条件を加えたもの

とする。 

 

表３ 循環流量評価条件（図２及び表１の追加条件） 

 

 

【６号炉】 

 ６号炉のMUWCポンプ性能曲線及び系統のシステム抵抗曲線を用

いて，循環流量190m3/h以上（原子炉注水90m3/h以上かつ格納容器

スプレイ100m3/h以上）を達成できることを確認する。本評価にあ

たっては，原子炉注水流量が90m3/h以上であることを仮定し， 格

納容器スプレイが100m3/h以上並びに，原子炉注水流量と格納容器

スプレイの合計流量が190m3/h以上が達成できることを確認する。

なお，原子炉注水流量の仮定値については，MUWCポンプ性能曲線

と，仮定値の原子炉注水流量から評価されるシステム抵抗曲線に

交点があることを以て，妥当性を確認する。 

上記の考えを踏まえ，６号炉におけるMUWCポンプの「性能曲線」

と「システム抵抗曲線」の関係図を図６に示す。 

図６より，原子炉注水の必要流量約90m3/h～約100m3/hの範囲に

おいて，性能曲線とシステム抵抗曲線の交点は約  m3/h～約  

m3/hとなり，190m3/h以上を示していることから，６号炉において，

必要循環流量190m3/hが確保可能であることを確認した。また，こ

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，SA 専

用設備として流量が確

保できる残留熱代替除

去ポンプを設計し，設置

する 
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の範囲において格納容器スプレイ流量は約  m3/h～約  m3/h

となり，必要流量100m3/h以上を満足している。 

よって，６号炉の代替循環冷却系は原子炉注水90m3/h以上，格

納容器スプレイ100m3/h以上を同時に達成することが可能である。 

 

 

図６ ポンプ性能曲線とシステム抵抗曲線の関係図（６号炉） 

 

【７号炉】 

 ７号炉のMUWCポンプ性能曲線及び系統のシステム抵抗曲線を

用いて，循環流量190m3/h以上（原子炉注水90m3/h以上かつ格納

容器スプレイ100m3/h以上）を達成できることを確認する。本評

価にあたっては，原子炉注水流量が90m3/h以上であることを仮

定し， 格納容器スプレイが100m3/h以上並びに，原子炉注水流

量と格納容器スプレイの合計流量が190m3/h以上が達成できる

ことを確認する。なお，原子炉注水流量の仮定値については，

MUWCポンプ性能曲線と，仮定値の原子炉注水流量から評価され

るシステム抵抗曲線に交点があることを以て，妥当性を確認す

る。 

上記の考えを踏まえ，７号炉におけるMUWCポンプの「性能曲

線」と「システム抵抗曲線」の関係図を図７に示す。 

図７より，原子炉注水の必要流量約90m3/h～約100m3/hの範囲

において，性能曲線とシステム抵抗曲線の交点は約  m3/h～

約  m3/hとなり，190m3/h以上を示していることから，７号炉

において，必要循環流量190m3/hが確保可能であることを確認し

た。また，この範囲において格納容器スプレイ流量は約  m3/h

～約   m3/hとなり，必要流量100m3/h以上を満足している。 

よって，７号炉の代替循環冷却系は原子炉注水 90m3/h 以上，
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格納容器スプレイ 100m3/h 以上を同時に達成することが可能

である。 

 

 

図７ ポンプ性能曲線とシステム抵抗曲線の関係図（７号炉） 

 

また，原子炉に注水できず，原子炉圧力容器が破損した場合

を想定した「2.1 有効性評価シナリオの成立性」の「過渡事象

＋高圧注水失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉減圧失

敗（＋DCH発生）」シナリオ時においても，同様に，循環流量

190m3/h（格納容器下部注水：50m3/h ，格納容器スプレイ：

140m3/h）以上確保できることを確認する。 

評価条件は，図２及び表１の条件に，表４の条件を加えたも

のとする。 

 

表４ 循環流量評価条件（図２及び表１の追加条件）（原子炉圧力

容器破損時） 
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【６号炉】 

６号炉のMUWCポンプ性能曲線及び系統のシステム抵抗曲線を用

いて，循環流量190m3/h以上（格納容器下部注水50m3/h以上かつ格

納容器スプレイ140m3/h以上）を達成できることを確認する。図８

に６号炉におけるMUWCポンプの「性能曲線」 と「システム抵抗曲

線」の関係図を示す。 

図８より，性能曲線とシステム抵抗曲線の交点は約   m3/h

（格納容器下部注水流量約   m3/h，格納容器スプレイ流量 

約   m3/h）となり，190m3/h（格納容器下部注水流量50m3/h，

格納容器スプレイ流量140m3/h）以上を示していることから，６号

炉において，必要循環流量190m3/hが確保可能であることを確認し

た。 

よって，６号炉の代替循環冷却系は格納容器下部注水 50m3/h 以

上，格納容器スプレイ 140m3/h 以上を同時に達成することが可能

である。 

 

 

図８ ポンプ性能曲線とシステム抵抗曲線の関係図（６号炉）（原

子炉圧力容器破損時） 

 

【７号炉】 

７号炉のMUWCポンプ性能曲線及び系統のシステム抵抗曲線を用

いて，循環流量190m3/h以上（格納容器下部注水50m3/h以上かつ格

納容器スプレイ140m3/h以上）を達成できることを確認する。図９

に７号炉におけるMUWCポンプの「性能曲線」 と「システム抵抗曲

線」の関係図を示す。 

図９より，性能曲線とシステム抵抗曲線の交点は約   m3/h

（格納容器下部注水流量約   m3/h，格納容器スプレイ流量 
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約   m3/h）となり，190m3/h（格納容器下部注水流量50m3/h，

格納容器スプレイ流量140m3/h）以上を示していることから，７号

炉において，必要循環流量190m3/hが確保可能であることを確認し

た。 

よって，７号炉の代替循環冷却系は格納容器下部注水 50m3/h 以

上，格納容器スプレイ 140m3/h 以上を同時に達成することが可能

である。 

 

 

図９ ポンプ性能曲線とシステム抵抗曲線の関係図（７号炉）（原

子炉圧力容器破損時） 
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③系統の閉塞防止対策

（a）系統の閉塞評価について 

代替循環冷却系において系統機能喪失に繋がる閉塞事象が懸

念される箇所は，流路面積が小さくなる残留熱除去系吸込スト

レーナ，格納容器スプレイノズル部が考えられる。

格納容器スプレイノズル部については，最小流路面積部に異

物が詰まることを防止するために，残留熱除去系吸込ストレー

ナ孔径が最小流路面積以下になるように設計している（表5参

照）。 

表５ 残留熱除去系吸込ストレーナについて 

よって，代替循環冷却系の閉塞防止に関する説明は，残留熱

除去系吸込ストレーナの閉塞防止対策についてまとめている。 

（b）残留熱除去系吸込ストレーナの閉塞防止対策について 

６号及び７号炉では，残留熱除去系吸込ストレーナを含む非

常用炉心冷却系ストレーナの閉塞防止対策として，多孔プレー

トを組み合わせた大型ス卜レーナを採用するとともに，格納容

器内の保温材のうち事故時に破損が想定される繊維質保温材は

撤去していることから，繊維質保温材の薄膜効果※１による異物

の捕捉が生じることはない。 

また，事故時に格納容器内において発生する可能性のある異

物としては保温材（ケイ酸カルシウム等），塗装片，スラッジが

想定されるが，LOCA時のブローダウン過程等のサプレッショ

ン・チェンバのプール水の流動により粉砕され粉々になった状

態でストレーナに流れ着いたとしても，繊維質の保温材がなく，

薄膜効果による異物の捕捉が生じる可能性がないことから，こ

れら粉状の異物がそれ自体によってストレーナを閉塞させるこ

とはない。 

なお，本系統の成立性評価として「①ポンプのNPSH評価」で

NPSH評価を実施しているが，この評価はストレーナを設置した

際の工事計画書において評価した手法と同様の手法を用いて評

価したものである。評価においては，繊維質の付着を考慮した

ストレーナの圧損評価を実施しており，更に代替循環冷却系で

(2) 系統の閉塞防止対策

ａ．系統の閉塞評価について

 代替循環冷却系において系統機能喪失に繋がる閉塞事

象が懸念される箇所は，流路面積が小さくなる残留熱除

去系吸込ストレーナ，格納容器スプレイノズル部が考え

られる。 

 格納容器スプレイノズル部については，最小流路面積

部に異物が詰まることを防止するために，残留熱除去系

吸込ストレーナ孔径が最小流路面積以下になるように設

計している（第 2表）。 

第 2表 残留熱除去系ストレーナについて 

残留熱除去系ストレーナ孔径 

ＰＣＶスプレイ最小流路サイズ 

よって，以下に残留熱除去系吸込ストレーナの閉塞防止対策に

ついて記載する。 

ｂ．残留熱除去系吸込ストレーナの閉塞防止対策について 

 東海第二発電所では，残留熱除去系ストレーナを含む非

常用炉心冷却系ストレーナの閉塞防止対策として，多孔プ

レートを組み合わせた大型ストレーナを採用するととも

に，格納容器内の保温材のうち事故時に破損が想定される

繊維質保温材は使用していないことから，繊維質保温材の

薄膜効果※１による異物の捕捉が生じることはない。 

 また，重大事故等時に格納容器内において発生する可能

性のある異物としては保温材（ケイ酸カルシウム等），塗

装片，スラッジが想定されるが，ＬＯＣＡ時のブローダウ

ン過程等のサプレッション・プール水の流動により粉砕さ

れ粉々になった状態でストレーナに流れ着いたとしても，

繊維質の保温材がなく，薄膜効果による異物の捕捉が生じ

る可能性がないことから，これら粉状の異物がそれ自体に

よってストレーナを閉塞させることはない。 

（2）系統の閉塞防止対策 

a．系統の閉塞評価について 

残留熱代替除去系において系統機能喪失に繋がる閉塞事象

が懸念される箇所は，流路面積が小さくなる残留熱除去系ス

トレーナ，格納容器スプレイノズル部が考えられる。

格納容器スプレイノズル部については，最小流路面積部に

異物が詰まることを防止するために， 残留熱除去系ストレー

ナ孔径が最小流路面積以下になるように設計している(表２

参照)。 

表２ 残留熱除去系ストレーナについて 

残留熱除去系ストレーナ孔径 

格納容器スプレイノズル最小流路サイズ 

 よって，残留熱代替除去系の閉塞防止に関する説明は，「ｂ．残

留熱除去系ストレーナの閉塞防止対策について」に記載する。 

b．残留熱除去系ストレーナの閉塞防止対策について 

残留熱除去系ストレーナの閉塞防止対策として，多孔プ

レートを組み合わせた大型ストレーナを採用するととも

に，原子炉格納容器内の保温材のうち事故時に破損が想定

される繊維質保温材は撤去することとしているため，繊維

質保温材の薄膜効果※1 による異物の捕捉が生じることはな

い。 

また，重大事故等時に原子炉格納容器内において発生す

る可能性のある異物としては保温材(パーライト等)，塗装

片，スラッジが想定されるが，ＬＯＣＡ時のブローダウン

過程等のサプレッション・プール水の流動により粉砕され

粉々になった状態でストレーナに流れ着いたとしても，繊

維質保温材がなく，薄膜効果による異物の捕捉が生じる可

能性がないことから，これら粉状の異物がそれ自体によっ

てストレーナを閉塞させることはない。 

なお,本系統の成立性評価として「（1）ポンプの NPSH 評

価」で NPSH 評価を実施しているが,この評価はストレーナ

を設置した際の工事計画書において評価した手法と同様の

手法を用いて評価したものである。評価においては,繊維質

の付着を考慮したストレーナの圧損評価を実施しており,
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想定している定格流量に余裕を見込んだ流量を用いて評価した

結果，ポンプ定格流量時の必要NPSHを満足しており，本系統の

成立性に問題がないことを確認している（表１参照）。 

また，代替循環冷却系を使用開始する時点ではサプレッショ

ン・チェンバ内の流況は十分に静定している状態であり，スト

レーナメッシュの通過を阻害する程度の粒径を有する異物はサ

プレッション・チェンバ底部に沈着している状態であると考え

られる※２。 

重大事故環境下では，損傷炉心を含むデブリが生じるが，仮

に原子炉圧力容器外に落下した場合でも，原子炉圧力容器下部

のペデスタルに蓄積することからサプレッション・チェンバへ

の流入の可能性は低い。 

万が一，ペデスタルからのオーバフローや，ベント管を通じ

てサプレッション・チェンバに流入する場合であっても，金属

を含むデブリが流動により巻き上がることは考えにくく※３，ス

トレーナを閉塞させる要因になることはないと考えられる。

このため，苛酷事故環境下においても残留熱除去系吸込スト

レーナが閉塞する可能性を考慮する必要はないと考えている。

さらに，仮にストレーナ表面にデブリが付着した場合におい

ても，ポンプの起動・停止を実施することによりデブリは落下

するものと考えられ※４，加えて，長期冷却に対する更なる信頼

性の確保を目的に，次項にて示すストレーナの逆洗操作が可能

となるよう設計上の考慮を行っている。 

※1：薄膜形成による粒子状デブリの捕捉効果について

「薄膜形成による粒子状デブリの捕捉効果」とは，スト

レーナの表面のメッシュ（約l～2mm）を通過するような細

かな粒子状のデブリ（スラッジ等）が，繊維質デブリによ

り形成した膜により捕捉され圧損を上昇させるという効果

をいう。 

 重大事故等時には，損傷炉心を含むデブリが生じるが，

仮に原子炉圧力容器外に落下した場合でも，原子炉圧力容

器下部のペデスタル部（ドライウェル部）に蓄積すること

からサプレッション・チェンバへの流入の可能性は低い。 

 万が一，ペデスタルからオーバフローし，ベント管を通

じてサプレッション・チェンバに流入する場合であっても，

金属を含むデブリが流動により巻き上がることは考えにく

く※２，ストレーナを閉塞させる要因になることはないと考

えられる。 

さらに仮にストレーナ表面にデブリが付着した場合にお

いても，ポンプの起動・停止を実施することによりデブリ

は落下するものと考えられ※３，加えて，長期冷却に対する

更なる信頼性の確保を目的に，次項にて示すストレーナの

逆洗操作が可能な設計としている。 

※1：薄膜形成による粒子状デブリの捕捉効果について

「薄膜形成による粒子状デブリの捕捉効果」とは，スト

レーナの表面のメッシュ（約 1～2mm）を通過するような細

かな粒子状のデブリ（スラッジ等）が，繊維質デブリによ

る形成した膜により捕捉され圧損を上昇させるという効果

をいう。（第 2図） 

残留熱代替除去ポンプ定格流量時の必要 NPSH を満足して

いることから,本系統の成立性に問題がないことを確認し

ている(表１参照)。 

また,残留熱代替除去系を使用開始する時点ではサプレ

ッション・チェンバ内の流況は十分に静定している状態で

あり,ストレーナメッシュの通過を阻害する程度の粒径を

有する異物はサプレッション・チェンバ底部に沈着してい

る状態であると考えられる※2。 

重大事故等時には，損傷炉心を含むデブリが生じるが，

仮に原子炉圧力容器外に落下した場合でも，原子炉圧力容

器下部の圧力容器ペデスタル内に蓄積することからサプレ

ッション・チェンバへの流入の可能性は低い。 

万が一，圧力容器ペデスタル内からオーバフローし，ベ

ント管を通じてサプレッション・チェンバに流入する場合

であっても，金属を含むデブリが流動により巻き上がるこ

とは考えにくく※3，ストレーナを閉塞させる要因になるこ

とはないと考えられる。 

このため，苛酷事故環境下においても残留熱除去系スト

レーナが閉塞する可能性を考慮する必要はないと考えてい

る。 

さらに，仮にストレーナ表面にデブリが付着した場合にお

いても，ポンプの起動・停止を実施することによりデブリは

落下するものと考えられ※4，加えて，長期冷却に対する更な

る信頼性の確保を目的に，次項にて示すストレーナの逆洗操

作が可能な設計としている。 

※１:薄膜形成による粒子状デブリの捕捉効果について

「薄膜形成による粒子状デブリの捕捉効果」とは，

ストレーナの表面のメッシュ(約１～２㎜)を通過す

るような細かな粒子状のデブリ(スラッジ等)が，繊

維質デブリにより形成した膜により捕捉され圧損を

上昇させるという効果をいう。（図４参照） 

・評価の相違
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図10 薄膜形成による粒子状デブリの補足効果のイメージ 

繊維質保温材の薄膜形成については，NED0-32686に対するNRC

の安全評価レポートのAppendix Eで実験データに基づく考察と

して，「1/8inch以下のファイバ層であれば，ファイバ層そのも

のが不均一であり，圧力損失は小さいと考えられる」，と記載さ

れている。また，R.G. 1.82 においても「1/8inch.（約3.lmm）

を十分下回るファイバ層厚さであれば，安定かつ均一なファイ

バ層ではないと判断される」との記載がされており，薄膜を考

慮した圧力損失評価は必要ないと考えられる。LA-UR-04-1227 

においても，この効果の裏付けとなる知見が得られており，理

論厚さ 0.11 inch （2.79 mm）において，均一なベッドは形成

されなかったという見解が示されている。ゆえに，繊維質保温

材の堆積厚さを評価し十分薄ければ，粒径が極めて微細な塗装

片等のデブリは全てストレーナを通過することとなり，繊維質

保温材と粒子状デブリの混合状態を仮定した圧損評価は不要で

あると考えられる。 

また，GSI-191 において議論されているサンプスクリーン表

面における化学的相互作用による圧損上昇の知見に関して，上

述のとおり繊維質保温材は使用されておらず，ストレーナ表面

におけるデブリベット形成の可能性がないことから，化学的相

互作用による圧損上昇の影響はないと考えられ，代替循環冷却

系による長期的な冷却の信頼性に対して影響を与えることはな

いと考えられる。 

表６ NUREG/CR-6224において参照されるスラッジ粒径の例 

第 2図 薄膜形成による粒子状デブリの補足効果のイメージ 

繊維質保温材の薄膜形成については，ＮＥＤＯ－32686 に対

するＮＲＣの安全評価レポートの Appendix E で実験データに

基づく考察として，「1/8 inch 以下のファイバ層であれば，

ファイバ層そのものが不均一であり，圧力損失は小さいと考

えられる」，と記載されている。また，R.G.1.82 においても

「1/8 inch.（約 3.1mm）を十分下回るファイバ層厚さであれ

ば，安定かつ均一なファイバ層ではないと判断される」との

記載がされており，薄膜を考慮した圧力損失評価は必要ない

と考えられる。LA-UR-04-1227 においても，この効果の裏付け

となる知見が得られており，理論厚さ 0.11inch（2.79mm）に

おいて，均一なベッドは形成されなかったという見解が示さ

れている。故に，繊維質保温材の堆積厚さを評価し十分薄け

れば，粒径が極めて微細な塗装片等のデブリは全てストレー

ナを通過することとなり，繊維質保温材と粒子状デブリの混

合状態を仮定した圧損評価は不要であると考えられる。 

また，ＧＳＩ－191 において議論されているサンプスクリー

ン表面における化学的相互作用による圧損上昇の知見に関し

て，上述のとおり繊維質保温材は使用されておらず，ストレ

ーナ表面におけるデブリベット形成の可能性がないことか

ら，化学的相互作用による圧損上昇の影響はないと考えられ，

代替循環冷却系による長期的な冷却の信頼性に対して影響を

与えることはないと考えられる。 

図４ 薄膜形成による粒子状デブリの補足効果のイメージ 

繊維質保温材の薄膜形成については，NEDO-32686 に対する

NRC の安全評価レポートの Appendix E で実験データに基づく

考察として，「1/8 inch 以下のファイバ層であれば，ファイ

バ層そのものが不均一であり，圧力損失は小さいと考えられ

る」，と記載されている。また，R.G.1.82 においても「1/8 

inch.(約 3.1 ㎜)を十分下回るファイバ層厚さであれば，安定

かつ均一なファイバ層ではないと判断される」との記載がさ

れており，薄膜を考慮した圧力損失評価は必要ないと考えら

れる。LA-UR-04-1227 においても，この効果の裏付けとなる

知見が得られており，理論厚さ 0.11inch(2.79mm)において，

均一なベッドは形成されなかったという見解が示されてい

る。故に，繊維質保温材の堆積厚さを評価し十分薄ければ，

粒径が極めて微細な塗装片等のデブリは全てストレーナを通

過することとなり，繊維質保温材と粒子状デブリの混合状態

を仮定した圧損評価は不要であると考えられる。 

また，GSI-191 において議論されているサンプスクリーン

表面における化学的相互作用による圧損上昇の知見に関し

て，上述のとおり繊維質保温材は使用されておらず，ストレ

ーナ表面におけるデブリベット形成の可能性がないことか

ら，化学的相互作用による圧損上昇の影響はないと考えられ，

残留熱代替除去系による長期的な冷却の信頼性に対して影響

を与えることはないと考えられる。 

表３ NUREG/CR-6224 において参照されるスラッジ粒径の例 ・記載方針の相違

【東海第二】

別添2-114



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

※２：代替循環冷却系の使用開始は事故後約 22.5 時間後で

あり，LOCA 後のブローダウン等の事故発生直後のサプ

レッション・チェンバ内の攪拌は十分に静定しており，

大部分の粒子状異物は底部に沈着している状態である

と考える。また，粒子径が 100μm程度である場合に

浮遊するために必要な流体速度は，理想的な球形状に

おいて 0.1m/s 程度必要であり（原子力安全基盤機構

（H2 1. 3), PWR プラントの LOCA 時長期炉心冷却性

に係る検討），仮にストレーナメッシュを閉塞させる程

度の粒子径を有する異物がプール内に存在していた場

合においても，ストレーナ表面流速は約 0.03 m/s（７

号炉の例，250m3/ h の時）程度であり，底部に沈降し

たデブリがストレーナの吸い込みによって生じる流況

によって再浮遊するとは考えられない。 

※３：ABWR は原子炉圧力容器破損後の溶融炉心の落下先は下

部ペデスタルであり，代替循環冷却系の水源となるサ

プレッション・チェンバへ直接落下することはない。

RPV へ注水された冷却水は下部ペデスタルへ落下し，

下部ペデスタル床面から約７mの位置にあるリターン

ラインを通じてサプレッション・チェンバへ流入する

こととなる（図 11参照）。粒子化した溶融炉心等が下

部ペデスタル内に存在している場合にストレーナメッ

シュを閉塞させる程度の粒子径を有する異物が流動に

よって下部ペデスタルから巻き上げられ，更にベント

管からストレーナまで到達するとは考えにくく，溶融

した炉心等によるストレーナ閉塞の可能性は極めて小

さいと考えられる。 

※2：ＲＰＶ破損後の溶融炉心の落下先はペデスタル（ドライ

ウェル部）であり，代替循環冷却系の水源となるサプレ

ッション・チェンバへ直接落下することはない。原子炉

圧力容器へ注水された冷却水はペデスタル（ドライウェ

ル部）へ落下し，ダイヤフラムフロア及びベント管を通

じてサプレッション・チェンバへ流入することとなる。

（第 3図） 粒子化した溶融炉心等が下部ペデスタル内

に存在している場合にストレーナメッシュを閉塞させ

る程度の粒子径を有する異物が流動によって下部ペデ

スタルから巻き上げられ，さらにベント管からストレー

ナまで到達するとは考えにくく，溶融した炉心等による

ストレーナ閉塞の可能性は極めて小さいと考えられる。

※２：残留熱代替除去系の使用開始は事故後約 10時間後で

あり,ＬＯＣＡ後のブローダウン等の事故発生直後

のサプレッション・チェンバ内の撹拌は十分に静定

しており,大部分の粒子状異物は底部に沈着してい

る状態であると考える。また,粒子径が 100μm 程度

である場合に浮遊するために必要な流体速度は,理

想的な球形状において 0.1m/s 程度必要であり(原子

力安全基盤機構(H21.3),PWR プラントのＬＯＣＡ時

長期炉心冷却性に係る検討),仮にストレーナメッシ

ュを閉塞させる程度の粒子径を有する異物がプール

内に存在していた場合においても,ストレーナ表面

流速は約0.008m/s(150m3/hの時)程度であり,底部に

沈降したデブリがストレーナの吸い込みによって生

じる流況によって再浮遊するとは考えられない。 

※３：RPV 破損後の溶融炉心の落下先は圧力容器ペデスタル

内であり残留熱代替除去系の水源となるサプレッショ

ン・チェンバへ直接落下することはない。RPV へ注水さ

れた冷却水は圧力容器ペデスタル内へ落下し，ベント

管を通じてサプレッション・チェンバへ流入すること

となる(図５参照)。粒子化した溶融炉心等が圧力容器

ペデスタル内に存在している場合にストレーナメッシ

ュを閉塞させる程度の粒子径を有する異物が流動によ

って圧力容器ペデスタル内から巻き上げられ，更にベ

ント管からストレーナまで到達するとは考えにくく，

溶融した炉心等によるストレーナ閉塞の可能性は極め

て小さいと考えられる。 

・評価の相違

【東海第二】 

島根２号炉では，残留

熱代替除去ポンプの流

量により S/C 底部に沈

着したデブリは再浮遊

しない評価を記載 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

循環流量の相違によ

る表面流速の相違 

・炉型の違い

【柏崎 6/7，東海第二】 

PCV の相違 

島根２号炉:MARK-I 改 

柏崎 6/7:ABWR 

東海第二:MARK-Ⅱ
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図11 原子炉圧力容器破損後の代替循環冷却による冷却の流れ 

※４：GSI-191 における検討において，サンプスクリーンを想定

した試験においてポンプを停止させた際に付着したデブリ

は剥がれ落ちるとの結果が示されている（図12参照）。 

当該試験はPWR サンプスクリーン形状を想定しているもので

あるが，BWR のストレーナ形状は円筒形であり（図 13参照），

ポンプの起動・停止によるデブリ落下の効果は更に大きくなる

ものと考えられ，注水流量の低下を検知した後，ポンプの起動・

停止を実施することでデブリが落下し，速やかに冷却を再開す

ることが可能である。 

第 3図 原子炉圧力容器破損後の循環冷却による冷却水の流れ 

※3：ＧＳＩ－191 における検討において，サンプスクリーンを想

定した試験においてポンプを停止させた際に付着したデブ

リは剥がれ落ちるとの結果が示されている（第 4図）。

当該試験はＰＷＲサンプスクリーン形状を想定しているも

のであるが，東海第二の非常用炉心冷却系ストレーナ形状は

円筒形であり（第 5図），ポンプの起動・停止によるデブリ

落下の効果は更に大きくなるものと考えられ,注水流量の低

下を検知した後，ポンプの起動・停止を実施することでデブ

リが落下し，速やかに冷却を再開することが可能である。

図５ 原子炉圧力容器破損後の残留熱代替除去系による冷却水の

流れ 

※４:GSI-191 における検討において,サンプスクリーンを

想定した試験においてポンプを停止させた際に付着

したデブリは剥がれ落ちるとの結果が示されている

(図６参照)。 

 当該試験は PWR サンプスクリーン形状を想定して

いるものであるが,BWRのストレーナ形状は円筒形で

あり(図７参照),ポンプの起動・停止によるデブリ落

下の効果は更に大きくなるものと考えられ,注水流

量の低下を検知した後,ポンプの起動・停止を実施す

ることでデブリが落下し,速やかに冷却を再開する

ことが可能である。 

・設備の相違

格納容器スプレイ

原子炉注水

ペデスタル

ドライウェル

サプレッション・チェンバ
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図 12 ポンプ停止により模擬ストレーナから試験体が剥がれ落ち

た試験 

(Apri12004,LANL,GSI-191:Experimental Studies of 

Loss-of-Coolant-Accident-Generated Debr is Accumulation and 

Head Loss with Emphasis on the Effects of Calcium Silicate 

Insulation) 

図 13 ABWR において設置されているストレーナ 

第 4図 ポンプ停止により模擬ストレーナから試験体が剥がれ落

ちた試験 

(Apri12004,LANL,GSI-191:Experimental Studies of 

Loss-of-Coolant-Accident-Generated Debr is Accumulation and 

Head Loss with Emphasis on the Effects of Calcium Silicate 

Insulation) 

第 5 図 非常用炉心冷却系ストレーナ 

図６ ポンプ停止により模擬ストレーナから試験体が剥がれ落ち

た試験 

(Apri12004,LANL,GSI-191:Experimental Studies of 

Loss-of-Coolant-Accident-Generated Debr is Accumulation and 

Head Loss with Emphasis on the Effects of Calcium Silicate 

Insulation) 

図７ 島根２号炉残留熱除去系ストレーナ 
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図 14 ６号炉 残留熱除去系(B)吸込ストレーナ（据付状態） 

（c）閉塞時の逆洗操作について 

前述（b）の閉塞防止対策に加えて，代替循環冷却系運転中

に，仮に何らかの異物により残留熱除去系吸込ストレーナが

閉塞したことを想定し，残留熱除去系吸込ストレーナを逆洗

操作できる系統構成にしている。系統構成の例を図 15に示し

ているが，復水補給水系の外部接続口から構成される逆洗ラ

インの系統構成操作を行い，可搬型代替注水ポンプを起動す

ることで逆洗操作が可能な設計にしている。 

したがって，代替循環冷却系運転継続中に流量監視し流量

傾向が異常に低下した場合はMUWCポンプを停止し，逆洗操作

を実施する。 

図15 残留熱除去系吸込ストレーナ逆洗操作の系統構成について 

ｃ．閉塞時の逆洗操作について 

 前述(b)の閉塞防止対策に加えて，代替循環冷却系の運転

中に，仮に何らかの異物により残留熱除去系吸込ストレーナ

が閉塞した場合に，外部接続口に可搬型代替注水大型ポンプ

を接続し，系統構成操作を行うことで，残留熱除去系吸込ス

トレーナを逆洗操作が可能な設計とする。系統構成の例を第

6図に示す。 

したがって，代替循環冷却系運転継続中に流量監視し，流

量が異常に低下傾向を示した場合は代替循環冷却系ポンプを

停止し，逆洗操作を実施することで，流量が確保できる。 

第 6図残留熱除去系吸込ストレーナ逆洗操作の系統構成について 

図８ 島根２号炉残留熱除去系ストレーナ(据付状態) 

c．閉塞時の逆洗操作について 

前述 b．の閉塞防止対策に加えて，残留熱代替除去系運転

中に，仮に何らかの異物により残留熱除去系ストレーナが閉

塞したことを想定し，残留熱除去系ストレーナを逆洗操作で

きる系統構成にしている。系統構成の例を図９に示している

が,外部接続口から構成される逆洗ラインの系統構成操作を

行い,大量送水車を起動することで逆洗操作が可能な設計に

している。 

したがって，残留熱代替除去系運転継続中に流量監視し，

流量傾向が異常に低下した場合は残留熱代替除去ポンプを

停止し，逆洗操作を実施する。 

図９ 残留熱除去系ストレーナ逆洗操作の系統構成について 

・記載方針の相違

【東海第二】 

島根２号炉は RHR ス

トレーナの据付図を掲

載 

・設備の相違
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別紙－３ 

長期的に維持される格納容器の状態(温度・圧力)での 

適切な地震力に対する格納容器の頑健性の確保の考え方について 

重大事故等時における格納容器の耐震評価にあたって,対象

となる事故シーケンスは,格納容器温度・圧力条件が厳しい格納

容器破損防止の事故シーケンスである,「雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷(格納容器過圧・過温破損)代替循環冷却を使用する

場合」及び「雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・

過温破損)代替循環冷却を使用しない場合」が対象となる。 

「別紙－2循環流量の確保」で示したとおり，代替循環冷却

系の運転は長期的に継続可能と考えられるが,この場合,格納容

器の温度・圧力が比較的高い状態で長期的に維持されることか

ら,適切な地震力に対する格納容器の頑健性の確保が必要であ

る。 

よって,格納容器の耐震評価に際しては, 

①事故後の運転状態 V(L)※1(10-2～2×10-1年)における適切な地

震力との組合せ評価

②事故後の運転状態 V(LL)※2(2×10-1年以降)における適切な地

震力との組合せ評価

を行うこととなる。 

※1運転状態 V(L):重大事故等の状態のうち長期的(過渡状態を

除く一連の期間)に荷重が作用している状態 

※2運転状態V(LL):重大事故等の状態のうちV(L)よりさらに長

期的に荷重が作用している状態 

比較対象無し 別紙－３ 

長期的に維持される格納容器の状態(温度・圧力)での 

適切な地震力に対する格納容器の頑健性の確保の考え方について 

重大事故等時における格納容器の耐震評価にあたって,対象

となる事故シーケンスは,格納容器温度・圧力条件が厳しい格納

容器破損防止の事故シーケンスである,「雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷(格納容器過圧・過温破損)残留熱代替除去系を使用

する場合」及び「雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過

圧・過温破損) 残留熱代替除去系を使用しない場合」が対象と

なる。 

「別紙－２循環流量の確保」で示したとおり, 残留熱代替除

去系の運転は長期的に継続可能と考えられるが，この場合，格

納容器の温度・圧力が比較的高い状態で長期的に維持されるこ

とから，適切な地震力に対する格納容器の頑健性の確保が必要

である。 

よって,格納容器の耐震評価に際しては, 

①事故後の運転状態 V(L)※1(10-2～2×10-1年)における適切な地

震力との組合せ評価

②事故後の運転状態 V(LL)※2(2×10-1年以降)における適切な地

震力との組合せ評価

を行うこととなる。 

※１運転状態V(L):重大事故等の状態のうち長期的(過渡状態を

除く一連の期間)に荷重が作用している状態 

※２運転状態 V(LL):重大事故等の状態のうち V(L)よりさらに

長期的に荷重が作用している状態
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別紙-4 

系統のバウンダリに対する影響評価について 

１. はじめに

復水補給水系を用いた代替循環冷却系運転を行う場合に，系統内の

弁，配管及びポンプのバウンダリに使用されているシール材につい

て，放射線影響や化学影響によって材料が劣化し， 漏えいが生じる

可能性がある。これらの影響について，下記のとおり評価を行った。 

２. シール材の影響評価

（１）評価対象 

復水補給水系を用いて代替循環冷却系運転を行う場合に，サプレ

ッション・チェンバ・プールからの流体が流れる経路として，配管，

弁及びポンプがあるため，これらの機器においてバウンダリを構成

する部材である「配管フランジガスケット」「弁グランドシール」

「ポンプメカニカルシール」「ポンプケーシングシール」を対象に

評価を行った。 

（２）放射線による影響 

復水補給水系による代替循環冷却系では，重大事故時に炉心損傷

した状況で系統を使用することとなる。このため，系統内を高放射

能の流体が流れることとなり，放射線による劣化が懸念される。 

上記（１）に示す部材のうち，配管フランジガスケット及び弁グ

ランドシールには，膨張黒鉛又はステンレス等の金属材料が用いら

れている。これらは無機材料であり，高放射線下においても劣化の

影響はないか，又は極めて小さい。このため，これらについては放

射線による影響はないか，又は耐放射線性能が確認されたシール材

を用いることにより，シール性能が維持されるものと考える。 

別紙 2 

系統のバウンダリに対する影響評価について 

1. はじめに

代替循環冷却系を使用する場合に，系統内の弁，配管及び

ポンプのバウンダリに使用されているシール材について，放

射線影響や化学影響によって材料が劣化し，漏えいが生じる

可能性がある。これらの影響について，下記のとおり評価を

行った。 

2. シール材の影響評価

(1) 評価対象

代替循環冷却系を使用する場合に，サプレッション・プ

ール水が流れる経路として，配管，弁及びポンプがあるた

め，これらの機器においてバウンダリを構成する部材であ

る「配管フランジガスケット」「弁グランドシール」「ポ

ンプメカニカルシール」「ポンプケーシングシール」を対

象に評価を行った。 

(2) 放射線による影響

代替循環冷却では，重大事故時に炉心損傷した状況で系

統を使用することとなる。このため，系統内を高放射能の

流体が流れることとなり，放射線による劣化が懸念される。 

上記(1)に示す部材のうち，配管フランジガスケット及び

弁グランドシールには，膨張黒鉛若しくはステンレス等の

金属材料が用いられている。これらは無機材料であり、高

放射線下においても劣化の影響はないか極めて小さい。こ

のため，これらについては放射線による影響はないか，耐

放射線性能が確認されたシール材を用いることにより，シ

ール性能が維持されるものと考える。 

残留熱除去系ポンプのバウンダリを構成する部材（メカ

ニカルシール，ケーシングシール等）のシール材には，エ

チレンプロピレンゴム（ＥＰＤＭ）やフッ素ゴムが用いら

れており，放射線による影響を受けて劣化することが考え

られるため，今後，必要により耐放射線性に優れたエチレ

ンプロピレンゴム（改良ＥＰＤＭ）のシール材への取り替

えを行うことにより，耐放射線性を確保する。 

別紙－４ 

系統のバウンダリに対する影響評価について 

１. はじめに

残留熱代替除去系を使用する場合に，系統内の弁，配管及び

ポンプのバウンダリに使用されているシール材について，放射

線影響や化学影響によって材料が劣化し，漏えいが生じる可能

性がある。これらの影響について，下記のとおり評価を行った。 

２. シール材の影響評価

（１）評価対象 

残留熱代替除去系を使用する場合に，サプレッション・チ

ェンバからの流体が流れる経路として，配管，弁及びポンプ

があるため，これらの機器においてバウンダリを構成する部

材である「配管フランジガスケット」，「弁グランドシール」「ポ

ンプメカニカルシール」「ポンプケーシングシール」を対象に

評価を行った。 

（２）放射線による影響 

残留熱代替除去系は，重大事故時に炉心損傷した状況で系

統を使用することとなる。このため，系統内を高放射能の流

体が流れることとなり，放射線による劣化が懸念される。 

上記（１）に示す部材のうち，配管フランジガスケット及

び弁グランドシールには，膨張黒鉛又はステンレス等の金属

材料が用いられている。これらは無機材料であり，高放射線

下においても劣化の影響はないか，又は極めて小さい。この

ため，これらについては放射線による影響はないか，又は耐

放射線性能が確認されたシール材を用いることにより，シー

ル性能が維持されるものと考える。

・設備の相違

【東海第二】 

島根２号炉は残留

熱除去ポンプを流路

としない 
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また，ポンプメカニカルシールには，ニトリルゴムが使用されて

おり，耐放射線に関する性能が確認されていることから，シール性

能は維持されるものと考える。 

一方，ポンプケーシングシールには，ニトリルゴム以外にフッ素

ゴムが用いられているものがあり，フッ素ゴムについては放射線に

よる影響を受けて劣化することが考えられる。このため，フッ素ゴ

ムを使用している復水移送ポンプのケーシングシールについては，

耐放射線性に優れたエチレンプロピレンゴム（以下，「EPDM」とい

う）のシール材への取替を行うことにより，耐放射線性を確保する。 

（３）化学種による影響 

炉心損傷時に発生する核分裂生成物の中で化学的な影響を及ぼ

す可能性がある物質として，アルカリ金属であるセシウム，及び，

ハロゲン元素であるよう素が存在する。このうち，アルカリ金属の

セシウムについては，水中でセシウムイオンとして存在しアルカリ

環境の形成に寄与するが，膨張黒鉛ガスケットや金属ガスケットは

アルカリ環境において劣化の影響はなく，また，ニトリルゴムや

EPDMについても耐アルカリ性を有する材料である。このため，セシ

ウムによる化学影響はないものと考える。

一方，ハロゲン元素のよう素については，無機材料である膨張黒

鉛ガスケットや金属ガスケットでは影響がないが，有機材料である

ニトリルゴムやEPDMでは影響を生じる可能性がある。このうち，設

備での使用を考慮しているEPDMについては，当社での社内試験によ

り影響の確認を行っており，炉心損傷時に想定されるよう素濃度

（約8200mg/m3）よりも高濃度のよう素環境下（10000mg/m3以上）に

おいても，圧縮永久歪み等のシール材としての性状に大きな変化が

ないことを確認している。このように，よう素に対する性能が確認

された材料を用いることにより，漏えい等の影響が生じることはな

いものと考える。 

また，代替循環冷却系ポンプのバウンダリを構成する部

材（メカニカルシール，ケーシングシール等）のシール材

についても耐放射線性に優れた材料を選定する。 

(3) 化学種による影響

炉心損傷時に発生する核分裂生成物の中で化学的な影響

を及ぼす可能性がある物質として，アルカリ金属であるセ

シウム及びハロゲン元素であるよう素が存在する。このう

ち，アルカリ金属のセシウムについては，水中でセシウム

イオンとして存在しアルカリ環境の形成に寄与するが，膨

張黒鉛ガスケットや金属ガスケットはアルカリ環境におい

て劣化の影響はなく，また，EPDM についても耐アルカリ性

を有する材料である。このため，セシウムによる化学影響

はないものと考える。 

一方，ハロゲン元素のよう素については，無機材料であ

る膨張黒鉛ガスケットや金属ガスケットでは影響がない

が，有機材料であるＥＰＤＭでは影響を生じる可能性があ

る。このうち，今後，設備での使用を考慮している改良 EPDM

については，自社研究による影響の確認を行っており，炉

心損傷時に想定されるよう素濃度（約 450mg／m３）よりも

高濃度のよう素環境下（約 1,000mg/m３）においても、圧縮

永久歪み等のシール材としての性状に大きな変化がないこ

とを確認している。このように，よう素に対する性能が確

認された材料を用いることにより，漏えい等の影響が生じ

ることはないものと考える。 

また，残留熱代替除去ポンプのバウンダリを構成する部材

（メカニカルシール，ケーシングシール等）のシール材につ

いても同様に，耐放射線性に優れた材料を選定する。 

（３）化学種による影響 

炉心損傷時に発生する核分裂生成物の中で化学的な影響を

及ぼす可能性がある物質として，アルカリ金属であるセシウ

ム及びハロゲン元素であるよう素が存在する。このうち，ア

ルカリ金属のセシウムについては，水中でセシウムイオンと

して存在しアルカリ環境の形成に寄与するが，膨張黒鉛ガス

ケット及び金属ガスケットはアルカリ環境において劣化の影

響はない。このため，セシウムによる化学影響はないものと

考える。 

一方，ハロゲン元素のよう素については，無機材料である

膨張黒鉛ガスケットや金属ガスケットには影響がないため，

漏えい等が生じることはないものと考える。 

  また，残留熱代替除去ポンプのバウンダリを構成する部材

（メカニカルシール，ケーシングシール等）のシール材につ

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，SA

環境下において健全

性が確保される残留

熱代替除去ポンプを

SA 専用設備として設

計し，設置する（以下，

②の相違）

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

②の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

流路バウンダリに

用いられるシール材

の相違 

・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

流路バウンダリに

用いられるシール材

の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 
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３. まとめ

以上より，復水補給水系を用いた代替循環冷却系の流路において

バウンダリを構成する部材である「配管フランジガスケット」「弁

グランドシール」「ポンプメカニカルシール」「ポンプケーシングシ

ール」を対象に評価を行った結果，無機材料である膨張黒鉛及び金

属ガスケットには影響がないと評価できる。 

一方，ポンプケーシングシールに用いられているフッ素ゴムにつ

いては放射線による影響が生じる可能性があり，ポンプメカニカル

シールやケーシングシールに用いられているニトリルゴムは，核分

裂生成物による化学的な影響が生じる可能性があるため，これらへ

の耐性を有することを確認したシール材への変更を行っていく。 

これにより，流路からの漏えいの発生を防止する。 

以上 

3. まとめ

以上より、代替循環冷却系の流路においてバウンダリを構

成する部材である「配管フランジガスケット」「弁グランド

シール」「ポンプメカニカルシール」「ポンプケーシングシ

ール」を対象に評価を行った結果，無機材料である膨張黒鉛

及び金属ガスケットには影響がないと評価できる。 

 一方，ポンプのバウンダリを構成する部材（メカニカルシ

ール，ケーシングシール等）に用いられているエチレンプロ

ピレンゴム（ＥＰＤＭ），フッ素ゴムについては放射線によ

る影響が生じる可能性があるため，これらへの耐性を有する

ことを確認したシール材への変更を行っていく。 

これにより，流路からの漏えいの発生を防止する。 

いても同様に，化学種に対する耐性に優れた材料を選定す

る。 

３．まとめ 

以上より，残留熱代替除去系の流路においてバウンダリを構

成する部材である「配管フランジガスケット」「弁グランドシー

ル」を対象に評価を行った結果，無機材料である膨張黒鉛及び

金属ガスケットには影響がないと評価できる。 

また，残留熱代替除去系に使用する「ポンプメカニカルシー

ル」「ポンプケーシングシール」についても耐性に優れた材料を

選定する。 

これにより，流路からの漏えいの発生を防止する。 

以上 

②の相違

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

②の相違

・設備の相違

【柏崎6/7，東海第二】 

流路バウンダリに

用いられるシール材

の相違 

別添2-122



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

別紙-5 

代替循環冷却系の運転開始時期が評価より早まる場合について 

代替循環冷却系の運転の評価では,代替原子炉補機冷却系の運

転のため緊急時対策要員の参集に10時間,準備作業時間に10時間

を想定しており,代替原子炉補機冷却系の運転開始時間を 20時間

後と想定している。ただし,緊急時対策要員の確保が容易にできる

場合は,この時間より早くなる可能性がある。 

その場合の運転員の対応について以下に示す。必要な要員と作

業項目を図 1に示す。 

●中央制御室運転員の場合

常設代替交流電源設備からの交流電源回復後,復水移送ポ

ンプによる原子炉注水及び格納容器スプレイ操作を実施して

いる。この操作を実施している運転員とは別の運転員が代替

循環冷却系の運転を準備することが可能であり,緊急時対策

要員の作業が早まることからの影響はない。 

●現場操作運転員の場合

常設代替交流電源設備からの交流電源回復後,格納容器薬

品注入等の現場操作を実施している。これらの操作は事故発

生約 4時間後まで継続する。その後,代替原子炉補機冷却系の

運転準備を開始する。この準備操作は「2名」の現場操作運

転員により「約 5時間」で実施することを想定しているが,

実態の操作では「約 1時間」で完了する。その後,別の「2名」

の現場操作運転員と共に代替循環冷却系の運転準備を実施す

る。事故発生約 10時間後には終了するため,緊急時対策要員

の作業が早まることからの影響はない。 

事故発生約 1時間後から,緊急時対策要員による準備作業

を開始することを想定した場合,現場操作運転員の作業は「約

10 時間後」に終了し,緊急時対策要員による準備作業は「約

11 時間後」に終了することになる。なお,緊急時対策要員に

よる準備作業は,継続した訓練により短縮することが期待で

きる。 

現場操作運転員による準備作業は,実態の代替原子炉補機

冷却系運転準備作業時間を考慮すると,代替循環冷却系運転

準備作業を含めても「約 3時間」で完了することができ,想定

比較対象無し ・運用の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，要員の

参集に期待せずとも必

要な作業を常駐要員に

より実施可能であるた

め，該当資料無し 
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時間の事故発生約 10 時間後を大幅に短縮することができる。 

以上により,評価で考慮している代替原子炉補機冷却系「20

時間後」の運転開始時間から早まる場合があっても対応は可

能である。 
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別紙-6 

系統が高線量となった場合の影響について 

代替循環冷却系の運転に伴い,系統が高線量となることが想定

されるが,高線量となった場合には,放射線による「操作性・アク

セス性」の影響,及び「機器」に対する放射線劣化影響が考えられ

る。 

「操作性・アクセス性」に関する影響としては以下の影響が考

えられる。 

・代替循環冷却系の系統構成,起動操作,運転継続に必要な操

作・監視への影響

・代替循環冷却系が機能喪失した場合に必要な操作への影響

・代替循環冷却系運転時に必要な復旧作業(残留熱除去系の復

旧作業)への影響 

「機器」に対する放射線劣化影響としては以下の影響が考えら

れる。 

・代替循環冷却系において使用する機器のうち,放射線劣化影

響が懸念される機器(シール材,電動機,計器,ケーブル)へ

の影響 

上記の影響について,確認結果を表 1に示す。 

比較対象無し 別紙―５ 

系統が高線量となった場合の影響について 

残留熱代替除去系の運転に伴い，系統が高線量となることが想

定されるが，高線量となった場合には，放射線による「操作性・

アクセス性」の影響，及び「機器」に対する放射線劣化影響が考

えられる。 

「操作性・アクセス性」に関する影響としては以下の影響が考

えられる。 

・残留熱代替除去系の系統構成，起動操作，運転継続に必要

な操作・監視への影響

・残留熱代替除去系が機能喪失した場合に必要な操作への影

響 

・残留熱代替除去系運転時に必要な復旧作業（残留熱除去系

の復旧作業）への影響

「機器」に対する放射線劣化影響としては以下の影響が考えら

れる。 

・残留熱代替除去系において使用する機器のうち，放射線劣

化影響が懸念される機器（シール材，電動機，計器，ケー

ブル）への影響

上記の影響について，確認結果を表１に示す。 
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表 1 高線量となった場合の操作性・アクセス性,機器への影響 

確認項目 放射線影響 

操作

性・ア

クセ

ス性 

代替循

環冷却

系の系

統構成,

起動操

作,運転

継続に

必要な

操作・監

視 

系統構

成 

運転開始前の系統構成は,中央制御室から

の電動駆動弁の遠隔操作の他,廃棄物処理

建屋等での手動弁の操作,代替原子炉補機

冷却系の熱交換器ユニットの操作が必要

であるが,弁操作は運転開始前の実施であ

り,熱交換器ユニット操作は屋外作業であ

り,格納容器べント操作前であるため,ア

クセス及び操作への放射線による影響は

ない。(32～35 頁参照) 

復水移

送ポン

プの起

動 

運転開始時の復水移送ポンプの起動は中

央制御室から遠隔で操作が可能な設計と

しているため,操作への放射線による大き

な影響はない。(32～35 頁参照) 

パラメ

ータ監

視 

運転を開始した後の運転パラメータの監

視は,中央制御室及び緊急時対策所で監視

が可能な設計としているため,放射線によ

る大きな影響はない。(32～35 頁参照) 

流量調

整 

代替循環冷却系運転時の原子炉注水及び

格納容器スプレイの流量を調整する場合

は,流量調整弁の操作により行うが,中央

制御室から遠隔で操作が可能な設計とし

ているため,放射線による大きな影響はな

い。(32～35 頁参照) 

その他

操作 

その他の作業として,代替原子炉補機冷却

系の運転状態確認及び熱交換器ユニット

の付帯設備である電源車への給油作業が

あるが,これらは屋外作業であり格納容器

ベント操作前であるため,放射線による大

きな影響はない。(32～35 頁参照) 
 

表１ 高線量となった場合の操作性・アクセス性，機器への影響 

確認項目 放射線影響 

操作

性・ア

クセ

ス性 

残留熱

代替除

去系の

系統構

成,起動

操作,運

転継続

に必要

な操

作・監視 

系統構

成 

運転開始前の系統構成は,中央制御室から

の電動駆動弁の遠隔操作の他,原子炉補機

代替冷却系の操作が必要であるが,弁操作

は運転開始前の実施であり,原子炉補機代

替冷却系操作は屋外作業であり,格納容器

べント操作前であるため,アクセス及び操

作への放射線による影響はない。(29，30

頁参照) 

残留熱

代替除

去ポン

プの起

動 

運転開始時の残留熱代替除去ポンプの起

動は中央制御室から遠隔で操作が可能な

設計としているため,操作への放射線によ

る大きな影響はない。(29，30 頁参照) 

パラメ

ータ監

視 

運転を開始した後の運転パラメータの監

視は,中央制御室及び緊急時対策所で監視

が可能な設計としているため,放射線によ

る大きな影響はない。(29，30 頁参照) 

流量調

整 

残留熱代替除去系運転時の原子炉注水及

び格納容器スプレイの流量を調整する場

合は,流量調整弁の操作により行うが,中

央制御室から遠隔で操作が可能な設計と

しているため,放射線による大きな影響は

ない。(29，30 頁参照) 

その他

操作 

その他の作業として,原子炉補機代替冷却

系の運転状態確認及び大型送水ポンプ車

への給油作業があるが,これらは屋外作業

であり格納容器ベント操作前であるため,

放射線による大きな影響はない。(29，30

頁参照) 
 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

設備構成の相違によ

る操作及び監視項目の

相違 
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確認項目 放射線影響 

操作

性・ア

クセ

ス性 

代替循環

冷却系が

機能喪失

した場合

に必要な

操作 

低圧代替

注水系

(可搬型)

による原

子炉注水 

低圧代替注水系(可搬型)による原子炉注

水は,代替循環冷却系運転開始前にあらか

じめ系統構成をした上で,注水操作を屋外

で実施することにより,建屋内放射線量が

上昇した場合においても対応が可能であ

る。(35 頁参照) 

格納容器 

べント 

格納容器ベントの操作弁は中央制御室か

ら遠隔操作可能な設計であるため,代替循

環冷却系運転後の放射線量上昇による操

作への影響はない。なお,何らかの理由に

よりベント操作弁が中央制御室から遠隔

操作不能となる場合は,放射線量上昇によ

る影響が小さい原子炉建屋内の原子炉区

域外において空気作動あるいは遠隔手動

操作で開閉する方法を備えている。なお,

これらの操作位置は原子炉建屋内の原子

炉区域外であっても,代替循環冷却系運転

により高線量となる配管との位置が比較

的近い箇所もあるため,放射線量上昇によ

るアクセス性及び弁操作性を考慮し,必要

に応じて遮蔽体設置等の放射線防護対策

を施す。(35～38 頁参照) 

代替循環冷却系運転

時に必要な復旧作業

(残留熱除去系の復

旧作業) 

代替循環冷却系運転時の放射線影響を受

ける可能性が最も低い残留熱除去系(C)ポ

ンプ類の復旧のためには,機能喪失要因に

もよるが原子炉建屋地下 3階の残留熱除

去系(C)ポンプ室又は原子炉建屋地下 2階

の残留熱除去系(C)ポンプ室の上部ハッチ

までアクセスすることができる必要があ

るが,7 号炉の上部ハッチ付近には高線量

となる配管があることから,代替循環冷却

系運転時の放射線量を考慮し,必要に応じ

て移動式遮蔽体等の放射線防護対策を施

す。なお,現場操作時は放射線量を測定し

適切な防護装備を装備した上でアクセス

することとしている。(39～43 頁参照) 

機器 

シール材(配管,弁, 

ポンプ,熱交換器) 

放射線による劣化影響が懸念される左記

の機器については,運転環境下における当

該部位の放射線量を考慮して代替循環冷

却系の系統機能確保可能な設計とする。

(59 頁参照) 

電動機(弁,ポンプ) 

ケーブル 

計器 

 
 

確認項目 放射線影響 

操作

性・ア

クセ

ス性 

残留熱代

替除去系

が機能喪

失した場

合に必要

な操作 

格納容器 

べント 

格納容器ベントの操作弁は中央制御室か

ら遠隔操作可能な設計であるため, 残留

熱代替除去系運転後の放射線量上昇によ

る操作への影響はない。なお,何らかの理

由によりベント操作弁が中央制御室から

遠隔操作不能となる場合は,放射線量上昇

による影響が小さい原子炉建物付属棟に

おいて遠隔手動操作で開閉する方法を備

えている。なお,これらの操作位置は原子

炉建物付属棟であっても, 残留熱代替除

去系運転により高線量となる配管との位

置が比較的近い箇所もあるため,放射線量

上昇によるアクセス性及び弁操作性を考

慮し,必要に応じて遮蔽体設置等の放射線

防護対策を施す。(32，33 頁参照) 

残留熱代替除去系運

転時に必要な復旧作

業(残留熱除去系の

復旧作業) 

残留熱代替除去系運転時の放射線影響を

受ける可能性が最も低いＡ－残留熱除去

ポンプ類の復旧のためには,機能喪失要因

にもよるが原子炉建物地下２階のＡ－残

留熱除去ポンプ室又は原子炉建物地下１

階のＡ－残留熱除去ポンプ室の上部ハッ

チまでアクセスすることができる必要が

ある。なお,現場操作時は放射線量を測定

し適切な防護装備を装備した上でアクセ

スすることとしている。(34，35 頁参照) 

機器 

シール材(配管,弁, 

ポンプ,熱交換器) 

放射線による劣化影響が懸念される左記

の機器については,運転環境下における当

該部位の放射線量を考慮して残留熱代替

除去系の系統機能確保可能な設計とする。

(49 頁参照) 

電動機(弁,ポンプ) 

ケーブル 

計器 
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別紙-7 

代替循環冷却系運転時の回り込み防止対応について 

代替循環冷却系を運用する際，サプレッション・チェンバのプ

ール水を水源とするため，炉心損傷した場合については高線量の

水が循環することで，周辺エリアの線量が大きく上昇することが

想定される。その為，代替循環冷却系を運転中，及び，その後の

長期的な収束のための各機器の復旧作業に悪影響を及ぼす懸念が

ある。 

代替循環冷却系の流路を構成する既設の復水補給水系は，プラ

ント運転時に様々な供給先（負荷）を持っており，主流路からの

分岐が多数ある。これらの分岐配管は耐震性を有する設計とする

とともに，分岐先において閉じた系を構成している（供給先にお

いて弁が閉止している）ため， 高線量の水が建屋内に溢水するこ

とや，予期しない他の系統に流入することはない。 

しかし，事故後長期の復旧作業への影響を考慮すると，可能な

限り高線量の水の流れる範囲を限定することが必要である。そこ

で，代替循環冷却系の主流路からの分岐配管については，可能な

限りプラン卜運転時から，主ラインから最も近い弁（第一止め弁）

にて常時閉止することを検討し，事故時の対応に支障を来たす等

の理由から第一止め弁の閉止が不可能な場合には代替循環冷却系

の運転前に弁の閉操作を実施することを検討した。 

検討の結果を図１，図２，表１～表４に示す。分岐配管のうち，

非常用炉心冷却系等の封水供給配管については，弁の閉止により

供給先の系統に悪影響（ウォーターハンマーの発生等）を及ぼす

可能性があるので，常時閉止運用とすることは不可と判断した。

また，低圧代替注水系や格納容器下部注水系のように事故対応で

使用する弁についても常時閉止運用とすることは不可と判断し

た。しかし，それ以外の供給先（負荷）については，分岐部を閉

止することが可能である。このため，これらの供給先（負荷）に

悪影響を及ぼさない箇所については，通常運転中から弁を閉止す

ることにより，高線量の水が流入することを防止する措置を講じ

ることとする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の残留熱

代替除去系が兼用する

系統は残留熱除去系で

あり，高線量水の流れる

範囲は限定的であるこ

とから，回り込みを防止

するための弁操作は不

要であるため，該当資料

なし 
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図１ 代替循環冷却系 系統図（６号炉） 

図２ 代替循環冷却系 系統図（７号炉） 
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表１ 代替循環冷却系閉止弁リスト（６号炉） 

 

 

 

   

表２ 代替循環冷却系閉止不可弁リスト（６号炉） 
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表３ 代替循環冷却系閉止弁リスト（７号炉） 

表４ 代替循環冷却系閉止不可弁リスト（７号炉） 

「参考 重大事故等時の

長期安定冷却手段につ

いて」の比較は，39 条

補説（参考９）の比較表

を再掲する 
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〔参考９〕重大事故等時の長期安定冷却手段について 

 

〔参考８〕重大事故等発生後の長期安定冷却手段について 

参考 

〔参考９〕重大事故等時の長期安定冷却手段について 

 

重大事故等時の原子炉格納容器除熱としては，原子炉格納容器

を最高使用温度以下に除熱することを基本としている。炉心損傷

に至る重大事故等時，代替循環冷却系により格納容器内温度は緩

やかに低下し約15 日後には，サプレッション・チェンバ・プール

水温度が最高使用温度の104℃を下回る（「重大事故等対策の有効

性評価について「2.1 高圧・低圧注水機能喪失」（別紙１）安定

状態の維持について」参照）。 

 

 

 

 

しかし，残留熱除去系熱交換器が使用できない場合は，代替循

環冷却系が使用できないため格納容器ベントにより格納容器の除

熱を行う。格納容器ベントによる除熱では，格納容器圧力の低下

は早いものの，格納容器温度の低下は代替循環冷却系より遅く，

サプレッション・チェンバ・プール水温度が最高使用温度の104℃

を下回るのは約35 日後となる（「重大事故等対策の有効性評価に

ついて「2.1 高圧・低圧注水機能喪失」（別紙１）安定状態の維

持について」参照）。 

 

 

 

 

 

そのため，格納容器内温度低減対策として残留熱除去系熱交換

器が使用できない場合の除熱手段を検討した。検討にあたっては

事故発生30 日後の崩壊熱が除熱可能であることを目標とした。 

 

重大事故等時において，格納容器ベントによる格納容器除熱を

実施している場合，残留熱除去系の補修による原子炉格納容器の

除熱復旧を実施する。また，残留熱除去系の機能回復が長期間実

施できない場合，可搬ポンプ及び可搬熱交換器を用いた除熱手段

である「１．可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱」を構築

する。既設設備である残留熱除去系の使用を優先するが，復旧が

困難な場合はこの可搬型格納容器除熱系による除熱を実施する。

重大事故等時の原子炉格納容器除熱としては， 原子炉格納容器

を最高使用温度以下に除熱することを基本としている。重大事故

等時， 代替循環冷却系を使用することにより原子炉格納容器内温

度を 100℃未満に低下させることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

しかし，残留熱除去系熱交換器が使用できない場合は，代替循

環冷却系も使用できなくなるが，この場合には格納容器ベントを

行うことにより原子炉格納容器除熱を行う。格納容器ベントによ

る除熱では， サプレッション・プール水温が飽和状態で維持され

ることとなるため， サプレッション・プール水温を 100℃未満に

できず，サプレッション・プール最高使用温度近くで長期間推移

することとなる。 

 

 

 

 

 

 

そのため，原子炉格納容器温度低減対策として残留熱除去系熱

交換器が使用できない場合の除熱手段を検討した。検討に当たっ

ては事故発生 30 日後の崩壊熱が除去可能であることを目標とし

た。 

重大事故等時， 格納容器ベントによる原子炉格納容器除熱を実

施している場合，残留熱除去系を補修により復旧し， 原子炉格納

容器の除熱を実施するが，残留熱除去系の機能回復が困難な場合

を想定し，可搬ポンプ及び可搬型熱交換器を用いた除熱手段であ

る「可搬型原子炉格納容器除熱系統による原子炉格納容器除熱」

を構築する。 

 

重大事故等時の原子炉格納容器除熱としては，原子炉格納容器

を最高使用温度以下に除熱することを基本としている。炉心損傷

に至る重大事故等時，残留熱代替除去系により格納容器内温度は

緩やかに低下し約177時間後には，サプレッション・チェンバ水温

度が最高使用温度の104℃を下回る（「重大事故等対策の有効性評

価について「2.1 高圧・低圧注水機能喪失」（別紙１）安定状態

の維持について」参照）。 

 

 

 

 

しかし，残留熱除去系熱交換器が使用できない場合は，残留熱

代替除去系が使用できないため格納容器フィルタベント系により

格納容器の除熱を行う。格納容器フィルタベント系による除熱で

は，格納容器圧力の低下は早いものの，格納容器温度の低下は残

留熱代替除去系より遅く，サプレッション・チェンバ水温度が最

高使用温度の104℃を下回るのは約587時間後となる（「重大事故等

対策の有効性評価について「2.1 高圧・低圧注水機能喪失」（別

紙１）安定状態の維持について」参照）。 

 

 

 

 

 

そのため，格納容器内温度低減対策として残留熱除去系熱交換

器が使用できない場合の除熱手段を検討した。検討にあたっては

事故発生約30日後の崩壊熱が除熱可能であることを目標とした。 

 

重大事故等時において，格納容器フィルタベント系による格納

容器除熱を実施している場合，残留熱除去系の補修による原子炉

格納容器の除熱機能を復旧する。また，残留熱除去系の機能回復

が長期間実施できない場合，可搬ポンプ及び可搬熱交換器を用い

た除熱手段である「１．可搬型格納容器除熱系による格納容器除

熱」を構築する。既設設備である残留熱除去系の使用を優先する

が，復旧が困難な場合はこの可搬型格納容器除熱系による除熱を

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

設備，運用，解析条件

等の違いによる相違（有

効性評価「格納容器過

圧・過温破損（残留熱代

替除去系を使用する場

合）」） 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

設備，運用，解析条件

等の違いによる相違（有

効性評価「格納容器過

圧・過温破損（残留熱代

替除去系を使用しない

場合）」） 
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本書では，それらの実現可能性と実施した場合の効果について確

認している。これに加え，「２．可搬熱交換器によるサプレッシ

ョンプール浄化系（以下，ＳＰＣＵという）を用いた除熱」を構

築し，それらの実現可能性と実施した場合の効果について確認し

ている。 

なお，これらに加え格納容器を直接除熱することはできないが

原子炉圧力容器を除熱することにより間接的に格納容器を除熱す

る「代替原子炉補機冷却系を用いた原子炉冷却材浄化系（以下，

ＣＵＷという）による原子炉除熱」を構築する。ＣＵＷ系による

原子炉除熱については〔参考９－補足１〕に示す。 

実施する。本書では，それらの実現可能性と実施した場合の効果

について確認している。 

なお，これらに加え原子炉格納容器を直接除熱することはでき

ないが原子炉圧力容器を除熱することにより間接的に原子炉格納

容器を除熱する「原子炉補機代替冷却系を用いた原子炉浄化系（以

下，ＣＵＷという）による原子炉除熱」を構築する。ＣＵＷ系に

よる原子炉除熱については〔参考９－補足１〕に示す。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は SPCU 無  

し 

参考1 表 重大事故等時における格納容器除熱手段 参考１表 重大事故等時における格納容器除熱 

本表は事故時における除熱手段の配備状況を示すものであり，除

熱手段の優先順位を示すものではない 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は SPCU 無

し 

1. 可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱 可搬型原子炉格納容器除熱系による原子炉格納容器除熱 1. 可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱

＜実現可能性＞ 

重大事故等時において，格納容器ベントによる格納容器除熱を

実施している場合，残留熱除去系の補修によるサプレッション・

チェンバ・プール水冷却モードの復旧を実施する。また，残留熱

除去系の復旧が困難な場合に可搬設備等により構成される可搬型

格納容器除熱系による格納容器除熱を構築する。可搬型格納容器

除熱系は，高圧炉心注水系（以下，ＨＰＣＦという）配管から耐

熱ホース・可搬ポンプを用いて可搬熱交換器にサプレッション・

チェンバ・プール水を供給し，そこで除熱した水を残留熱除去系

の原子炉注水ラインで原子炉圧力容器に注水するライン構成であ

り，可搬設備を運搬・設置する等の作業があるが，長納期品につ

いては事前に準備しておくことにより，１ヵ月程度で系統を構築

することが可能であると考えられる。 

また，可搬ポンプを用いた可搬型格納容器除熱系に加え，常設

のＳＰＣＵポンプを用いた「可搬熱交換器及びＳＰＣＵポンプを

用いた除熱」の手段を整備する。詳細は「２．可搬熱交換器によ

るサプレッションプール浄化系を用いた除熱」で示す。 

＜実現可能性＞ 

重大事故等時， 格納容器ベントによる原子炉格納容器除熱を実

施している場合，残留熱除去系を復旧し， サプレッション・プー

ル水の冷却を実施する。また，残留熱除去系の復旧が困難な場合

には，可搬設備等により構成される可搬型原子炉格納容器除熱系

統による原子炉格納容器除熱を構築する。 

この対応には， 可搬型設備を運搬・設置する等の作業を伴うが， 

事前に可搬型設備等を準備しておくことにより， 1 ヵ月程度で系

統を構築することが可能であると考えられる。 

＜実現可能性＞ 

重大事故等時において，格納容器ベントによる格納容器除熱を

実施している場合，残留熱除去系の補修によるサプレッション・

プール水冷却モードの復旧を実施する。また，残留熱除去系の復

旧が困難な場合に可搬設備等により構成される可搬型格納容器除

熱系による格納容器除熱を構築する。可搬型格納容器除熱系は，

高圧炉心スプレイ系（以下，ＨＰＣＳという）配管から耐熱ホー

ス・可搬ポンプを用いて可搬熱交換器にサプレッション・チェン

バのプール水を供給し，そこで除熱した水を低圧原子炉代替注水

系の原子炉注水ラインで原子炉圧力容器に注水するライン構成で

あり，可搬設備を運搬・設置する等の作業があるが，長納期品に

ついては事前に準備しておくことにより，１ヵ月程度で系統を構

築することが可能であると考えられる。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は SPCU 無

し 
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可搬型格納容器除熱系について，可搬ポンプの吸込み箇所は，

ＨＰＣＦポンプの吸込配管にある「ＨＰＣＦ復水貯蔵槽側吸込逆

止弁（Ｂ）」とし，耐熱ホースで接続する構成とする。 

可搬ポンプの吐出については，耐熱ホースを用いて原子炉建屋

大物搬入口に設置する可搬熱交換器と接続する構成とし，可搬熱

交換器の出口側については残留熱除去系の原子炉注水配管にある

「残留熱除去系注入ライン洗浄水入口逆止弁(Ｂ)」と耐熱ホース

で連結する構成とする。これらの構成で，可搬ポンプによりサプ

レッション・チェンバ・プール水を可搬熱交換器に送水し，そこ

で除熱した水を原子炉圧力容器に注水する系統を構築する。なお，

可搬熱交換器の二次系については，大容量送水車により海水を通

水できる構成とする。 

可搬型原子炉格納容器除熱系統のうち，可搬ポンプの吸込み箇

所は，原子炉隔離時冷却系ポンプ入口逆止弁とし，耐熱ホースで

接続する構成とする。 

可搬ポンプの吐出については，耐熱ホースを用いて原子炉建屋

原子炉棟大物搬入口に設置する可搬型熱交換器と接続する構成と

する。可搬型熱交換器の出口側については低圧代替注水系（ 可搬

型）の逆止弁と耐熱ホースで接続する構成とする。可搬型熱交換

器の二次系については，可搬型代替注水大型ポンプにより海水を

通水できる構成とする。 

可搬型格納容器除熱系について，可搬ポンプの吸込み箇所は，

ＨＰＣＳポンプの吸込配管にある「ＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タン

ク水入口逆止弁」とし，耐熱ホースで接続する構成とする。

可搬ポンプの吐出については，耐熱ホースを用いて原子炉建物

大物搬入口に設置する可搬熱交換器と接続する構成とし，可搬熱

交換器の出口側については低圧原子炉代替注水系の原子炉注水配

管にある「ＦＬＳＲ可搬式設備Ａ－注水ライン逆止弁」と耐熱ホ

ースで連結する構成とする。これらの構成で，可搬ポンプにより

サプレッション・チェンバのプール水を可搬熱交換器に送水し，

そこで除熱した水を原子炉圧力容器に注水する系統を構築する。

なお，可搬熱交換器の二次系については，大型送水ポンプ車によ

り海水を通水できる構成とする。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成の相違 

参考1図 可搬型格納容器除熱系の系統概要図 図1 可搬型原子炉格納容器除熱系統の系統概略図 参考１図 可搬型格納容器除熱系の系統概略図 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】

別添2-134



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

参考2表 可搬型格納容器除熱系構築に必要な作業 表1 可搬型原子炉格納容器除熱系統の構築に必要な作業 参考２表 可搬型格納容器除熱系構築に必要な作業 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

＜効果＞ 

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」

において事象発生後約１ヵ月まで格納容器ベントによる除熱を行

った後，可搬型格納容器除熱系による除熱とした場合の格納容器

パラメータ推移を評価した。ここで可搬型格納容器除熱系の流量

は，事故発生30 日後の崩壊熱を上回る160m3/h とし, 格納容器圧

力逃がし装置は微開（流路面積3 %開）とするとともに不活性ガス

系より窒素ガスを600m3/h 注入する。 

参考2～4 図に格納容器圧力，格納容器気相部温度，サプレッシ

ョン・チェンバ・プール水温の推移を示す。参考3 図及び参考4 図

に示す通り，格納容器気相部温度，サプレッション・チェンバ・

プール水温を低減させることができる。 

なお，本評価のように,格納容器圧力逃がし装置により格納容器

圧力が低下している状態では，ベント実施時に原子炉格納容器内

の非凝縮性ガスは排出され, 原子炉格納容器内は崩壊熱により発

生する蒸気で満たされる状態となる。こうした状況において除熱

系（可搬型格納容器除熱系）の運転を開始する場合，サプレッシ

ョン・チェンバ・プール水温が100℃を下回ると，飽和蒸気圧に従

い格納容器圧力は負圧となる可能性がある。よって,可搬型格納容

器除熱系の運転を開始する際には,格納容器圧力逃がし装置は微

開とした上で,不活性ガス系より窒素ガスを注入し,格納容器圧力

が負圧とならないよう制御する運用とする。 

＜効果＞ 

可搬型原子炉格納容器除熱系統における除熱効果を確認するた

め，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用できない場合）」において，事象発生30 日

後まで格納容器ベントによる除熱を行った後，格納容器ベントを

停止し，可搬型原子炉格納容器除熱系統による除熱を実施した場

合の原子炉格納容器パラメータ推移を評価した。ここで可搬型原 

子炉格納容器除熱系統の流量は，事故発生 30 日後の崩壊熱除去

相当以上の流量として 100m３／h とし，低圧代替注水系（常設）

等による原子炉注水及び格納容器ベントを停止するとともに，原

子炉格納容器内が負圧となることを防止及び原子炉格納容器内の

不活性化のために，可搬型窒素供給装置によりドライウェル及び

サプレッション・チェンバ内へ窒素を注入（総注入流量 400m３／h）

する。 

図 2～4 に原子炉格納容器圧力，原子炉格納容器気相部温度，

サプレッション・プール水温の推移を示す。図 3 及び図 4 に示す

とおり，可搬型原子炉格納容器除熱系により，原子炉格納容器気

相部温度，サプレッション・プール水温を低減させることができ

る。 

なお，本評価のように，格納容器圧力逃がし装置により格納容

器圧力が低下している状態では，格納容器ベント実施時に原子炉

格納容器内の非凝縮性ガスは排出され，原子炉格納容器内は崩壊

熱により発生する蒸気で満たされる状態となる。こうした状況に

おいて除熱系（可搬型原子炉格納容器除熱系統）の運転を開始す

る場合，サプレッション・プール水温が 100℃を下回ると，飽和

蒸気圧に従い原子炉格納容器圧力は負圧となる可能性がある。よ

って，可搬型原子炉格納容器除熱系統の運転を開始する前には，

原子炉格納容器内が負圧となることを防止及び原子炉格納容器内

の不活性化のために，原子炉格納容器内へ窒素を注入する。 

＜効果＞ 

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」

において事象発生後約１ヵ月まで格納容器フィルタベント系によ

る除熱を行った後，可搬型格納容器除熱系による除熱とした場合

の格納容器パラメータ推移を評価した。ここで可搬型格納容器除

熱系の流量は，事故発生30日後の崩壊熱を上回る  m3/hとし，

格納容器フィルタベント系は微開（流路面積３％開）とするとと

もに可搬式窒素供給装置により窒素ガスを100m3/h注入する。 

参考２～４図に格納容器圧力，格納容器気相部温度，サプレッ

ション・チェンバ水温の推移を示す。参考３図及び参考４図に示

すとおり，格納容器気相部温度，サプレッション・チェンバ水温

を低減させることができる。 

なお，本評価のように，格納容器フィルタベント系により格納

容器圧力が低下している状態では，格納容器ベント実施時に原子

炉格納容器内の非凝縮性ガスが排出され，原子炉格納容器内は崩

壊熱により発生する蒸気で満たされる状態となる。こうした状況

において除熱系（可搬型格納容器除熱系）の運転を開始する場合，

サプレッション・チェンバ水温が100℃を下回ると，飽和蒸気圧に

従い格納容器圧力は負圧となる可能性がある。よって，可搬型格

納容器除熱系の運転を開始する際には，格納容器フィルタベント

系は微開としたうえで，可搬式窒素供給装置より窒素ガスを注入

し，格納容器圧力が負圧とならないよう制御する運用とする。 

・運用の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，可燃性

ガスの蓄積を防止する

ために，格納容器ベント

を停止せず，微開にする

運用としている 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

窒素ガス注入量 

・運用の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，可燃性
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ガスの蓄積を防止する

ために，格納容器ベント

を停止せず，微開にする

運用としている 

参考2 図 格納容器圧力の推移 図2 原子炉格納容器圧力の推移 参考２図 格納容器圧力の推移 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，可搬型

格納容器除熱系の開始

以降，設備容量等の違い

により，蒸気凝縮による

急激な圧力低下が生じ

る 

【東海第二】 

島根２号炉は，ベント

微開とするため，可燃性

ガスは蓄積しない。（東

海第二では，ベント閉止

するため，可燃性ガス濃

度の上昇により再度ベ

ントをしており，格納容

器圧力の増減がある） 

参考3 図 格納容器気相部温度の推移 図 3 原子炉格納容器気相部温度の推移 参考３図 格納容器気相部温度の推移 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，可搬型

格納容器除熱系の開始

前に，窒素を注入するこ

とによる格納容器の圧

力上昇により一時的に

格納容器温度が上昇す

る 

① 

① 

① 

① 

① 

① 
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参考4 図 サプレッション・チェンバ・プール水温の推移 

 

図4 サプレッション・プール水温度の推移 

 

参考４図 サプレッション・チェンバ水温の推移 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，可搬型

格納容器除熱系の開始

前に，窒素を注入するこ

とによる格納容器の圧

力上昇により一時的に

サプレッション・チェン

バ水温が上昇する 

＜系統成立性評価＞ 

可搬型格納容器除熱系は，事故発生30日後の崩壊熱相当（約

6.5MW）を除熱できる設計とし，本章ではその系統成立性評価を示

す。評価にあたっては「①可搬ポンプのNPSH(Net Positive Suction 

Head)評価」で原子炉建屋地下３階に設置する可搬ポンプの必要

NPSHが系統圧力損失を考慮して有効NPSHを満足することを確認す

る。次に「②流量評価」で系統圧力損失を考慮して，本系統で確

保可能な系統流量を評価し，その流量で可搬熱交換器による除熱

可能な除熱量を「③除熱量評価」で示し，本系統が事故発生30日

後の崩壊熱相当（約6.5MW）を除熱できることを確認し，系統成立

性を示す。 

＜系統成立性評価＞ 

可搬型原子炉格納容器除熱系統は，事故発生 30 日後の崩壊熱

相当（約 5.7MW）を除熱できる設計とし，本章ではその系統成立

性評価を示す。評価に当たっては「①可搬ポンプの NPSH（Net 

Positive Suction Head）評価」で原子炉建屋原子炉棟地下 2 階

に設置する可搬ポンプの必要 NPSH が，系統圧力損失を考慮して

有効 NPSH を満足することを確認する。次に「②流量評価」で系

統圧力損失を考慮して，本系統で確保可能な系統流量を評価し，

その流量で可搬熱交器による除熱可能な除熱量を「③除熱量評価」

で示し，本系統が事故発生 30 日後の崩壊熱相当（約 5.7MW）を除

熱できることを確認し，系統成立性を示す。 

＜系統成立性評価＞ 

可搬型格納容器除熱系は，事故発生30日後の崩壊熱相当（約

3.9MW）を除熱できる設計とし，本章ではその系統成立性評価を示

す。評価にあたっては「①可搬ポンプのＮＰＳＨ(Net Positive 

Suction Head)評価」で原子炉建物地下２階に設置する可搬ポンプ

の必要ＮＰＳＨが系統圧力損失を考慮して有効ＮＰＳＨを満足す

ることを確認する。次に「②流量評価」で系統圧力損失を考慮し

て，本系統で確保可能な系統流量を評価し，その流量で可搬熱交

換器による除熱可能な除熱量を「③除熱量評価」で示し，本系統

が事故発生30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱できることを確

認し，系統成立性を示す。 

 

・設備の相違 
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 崩壊熱の相違 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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① ポンプのNPSH評価 

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するためには，

流体圧力や吸込配管圧力損失等により求められる「有効NPSH」が，

ポンプの「必要NPSH」と同等かそれ以上であること（有効NPSH≧

必要NPSH）を満足する必要があり，有効NPSHと必要NPSHを比較す

るNPSH評価によりポンプの成立性を確認する。本評価では参考5

図の系統構成を想定し，格納容器内圧力（Ｓ／Ｃ），サプレッシ

ョン・チェンバ・プール水位と可搬ポンプ軸レベル間の水頭差，

吸込配管（HPCF常設配管及び耐熱ホース）圧力損失により求めら

れる有効NPSHと，可搬ポンプの必要NPSHを比較することで評価す

る。有効NPSHの評価式は以下の通りであり，評価結果は参考3表に

示す通り，6号炉及び7号炉ともにポンプのNPSH評価は成立する。 

① ポンプの NPSH 評価 

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するために

は，流体圧力や吸込配管圧力損失等により求められる「有効 NPSH」

が，ポンプの「必要 NPSH」と同等かそれ以上であること（有効 NPSH

≧必要 NPSH）を満足する必要がある。 

このため，本評価では図 5 の系統構成を想定し，原子炉格納容

器内圧力（サプレッション・チェンバ），サプレッション・プール

水位と可搬ポンプ軸レベル間の水頭差，吸込配管（原子炉隔離時

冷却系配管及び耐熱ホース）圧力損失により求められる有効 NPSH 

と，可搬ポンプの必要 NPSH を比較することで，ポンプの成立性

を確認する。 

有効 NPSH の評価式は以下のとおりであり，評価結果は表 2 に

示すとおり，ポンプの NPSH 評価は成立する。 

 

① ポンプのNPSH評価 

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するために

は，流体圧力や吸込配管圧力損失等により求められる「有効ＮＰ

ＳＨ」が，ポンプの「必要ＮＰＳＨ」と同等かそれ以上であるこ

と（有効ＮＰＳＨ≧必要ＮＰＳＨ）を満足する必要があり，有効

ＮＰＳＨと必要ＮＰＳＨを比較するＮＰＳＨ評価によりポンプの

成立性を確認する。本評価では参考５図の系統構成を想定し，格

納容器内圧力（Ｓ／Ｃ），サプレッション・チェンバのプール水

位と可搬ポンプ吸込口レベル間の水頭差，吸込配管（ＨＰＣＳ常

設配管及び耐熱ホース）圧力損失により求められる有効ＮＰＳＨ

と，可搬ポンプの必要ＮＰＳＨを比較することで評価する。有効

ＮＰＳＨの評価式は以下のとおりであり，評価結果は参考３表に

示すとおり，ポンプのＮＰＳＨ評価は成立する。 
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① 

① 

① 
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有効 NPSH ＝ Pa － Pv ＋ H － ΔH 

Pa ：水源気相部の圧力［m］ 

Pv ：ポンプ入口温度での飽和蒸気圧力［m］ 

H ：静水頭（水源水位～ポンプ）［m］ 

ΔH：ポンプ吸込ラインの圧力損失［m］ 

 

 

 

 

 

 

参考5図 可搬型格納容器除熱系のNPSH 評価 

 

図 5 可搬型原子炉格納容器除熱系統の NPSH 評価 

 

 

 

 

 

参考５図 可搬型格納容器除熱系のＮＰＳＨ評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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参考3表 NPSH 評価結果 

 

 

表2 NPSH 評価結果 

 

参考３表 ＮＰＳＨ評価結果 

 

・設備の相違 
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② 流量評価

可搬ポンプ及び可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系の

系統流量は，後述する評価により6号炉では  m3/h以上，7号炉

では  m3/h以上確保可能であることを確認している。本章では，

その評価結果について示す。流量確認方法としては，可搬ポンプ

の「性能曲線」（揚程と流量の関係図）と参考1図の系統構成を想

定した場合の「システム抵抗曲線」との交点がポンプの動作点と

なるため，ポンプの動作点の流量を確認する。その結果は参考6

図及び参考7図に示す通り，6号炉では  m3/h以上，7号炉では  

m3/h以上確保可能であることを確認した。参考として，6号炉の系

統流量  m3/h時，7号炉の系統流量  m3/h時の圧力損失を参考

4表に示す。 

② 流量評価

可搬ポンプ及び可搬型熱交換器を用いた可搬型原子炉格納容器

除熱系統の系統流量は，後述する評価により 100m３／h 以上確保

可能であることを確認している。本章では，その評価結果につい

て示す。 

流量確認方法としては，可搬ポンプの「性能曲線」（揚程と流量

の関係図）と図 1 の系統構成を想定した場合の「システム抵抗曲

線」との交点が，ポンプの動作点となるため，そのポンプの動作

点の流量を確認する。 

その結果は図 6 に示すとおり，100m３／h 以上確保可能である

ことを確認した。参考として，系統流量 100m３／h 時の圧力損失

を表 3 に示す。 

② 流量評価

可搬ポンプ及び可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系

の系統流量は，後述する評価により  m3/h以上確保可能である

ことを確認している。本章では，その評価結果について示す。流

量確認方法としては，可搬ポンプの「性能曲線」（揚程と流量の

関係図）と参考１図の系統構成を想定した場合の「システム抵抗

曲線」との交点がポンプの動作点となるため，ポンプの動作点の

流量を確認する。その結果は参考６図に示すとおり，  m3/h以

上確保可能であることを確認した。参考として，系統流量 

m3/h時の圧力損失を参考４表に示す。 

参考6 図 可搬型格納容器除熱系の流量評価結果（6 号炉） 図6 可搬型原子炉格納容器除熱系統の流量評価結果 参考６図 可搬型格納容器除熱系の流量評価結果 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

参考7 図 可搬型格納容器除熱系の流量評価結果（7 号炉） 
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参考4表 圧力損失内訳 表3 圧力損失内訳 参考４表 圧力損失内訳 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

③ 除熱量評価

上述②の評価結果の通り，可搬型格納容器除熱系の流量は6号炉

では   m3/h以上，7号炉では   m3/h以上が確保可能であるこ

とから，その時の系統の除熱量を評価した。 

評価条件は参考5表に示す通りであり，可搬熱交換器の性能及び

大容量送水車による海水側の条件を踏まえて本系統の除熱量を評

価したところ，事故発生30日後の崩壊熱相当（約6.5MW）を除熱で

きることを確認した。 

③ 除熱量評価

②の評価結果のとおり，可搬型原子炉格納容器除熱系統の流量

は 100m３／h以上確保可能であることから，そのときの系統の除熱

量を評価した。 

評価条件は表 4 に示すとおりであり，可搬型熱交換器の性能及

び可搬型代替注水大型ポンプによる海水側の条件を踏まえて本系

統の除熱量を評価したところ，事故発生 30 日後の崩壊熱相当（約

5.7MW）を除熱できることを確認した。 

③ 除熱量評価

上述②の評価結果のとおり，可搬型格納容器除熱系の流量は  

m3/h以上が確保可能であることから，その時の系統の除熱量を評

価した。 

評価条件は参考５表に示すとおりであり，可搬熱交換器の性能

及び大型送水ポンプ車による海水側の条件を踏まえて本系統の除

熱量を評価したところ，事故発生30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）

を除熱できることを確認した。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

崩壊熱の相違 

参考5表 可搬熱交換器の除熱量評価条件 表 4 可搬型熱交換器の除熱量評価条件 参考５表 可搬熱交換器の除熱量評価条件 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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参考8図 可搬型格納容器除熱系の除熱量評価図 

 

図 8 可搬型原子炉格納容器除熱系統の除熱量評価図 

 

参考７図 可搬型格納容器除熱系の除熱量評価図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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以上の「①ポンプのNPSH評価」，「②流量評価」，「③除熱量

評価」の結果から，可搬型格納容器除熱系は事故発生30日後の崩

壊熱相当（約6.5MW）を除熱するための系統流量が確保可能なシス

テムであることを確認した。 

以上の「①ポンプの NPSH 評価」，「②流量評価」及び「③除熱

量評価」の結果から，可搬型原子炉格納容器除熱系統は事故後 30 

日後の崩壊熱相当（約 5.7MW）を除熱するための系統流量が確保

可能なシステムであることを確認した。 

以上の「①ポンプのＮＰＳＨ評価」，「②流量評価」，「③除

熱量評価」の結果から，可搬型格納容器除熱系は事故発生30日後

の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱するための系統流量が確保可能な

システムであることを確認した。 

 

 

・設備の相違 
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 崩壊熱の相違 

＜具体的な手順の概要＞ 

（１）可搬型格納容器除熱系の概要 

可搬ポンプ，可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系の概

要を以下に示す。 

ＨＰＣＦポンプＢ室（T.M.S.L.-8200）のＨＰＣＦ復水貯蔵槽側

吸込逆止弁(Ｂ)の上蓋及び弁体を取り外し，上蓋フランジに耐熱

ホースが接続できる仮蓋を取り付け，その仮蓋に耐熱ホースを接

続する。 

 

 

 

 

 

 

 

ＨＰＣＦ復水貯蔵槽側吸込逆止弁(Ｂ)に取り付けた耐熱ホース

を，ＨＰＣＦポンプＢ室前通路に設置した可搬ポンプの吸込側フ

ランジに連結し，可搬ポンプ吐出側フランジに取り付けた耐熱ホ

ースを原子炉建屋１階大物搬入口（T.M.S.L.12300）に設置した可

搬熱交換器入口側フランジに連結する。また，Ｂ系弁室

（T.M.S.L.12300）の残留熱除去系注入ライン洗浄水入口逆止弁

(Ｂ)の上蓋及び弁体を取り外し，上蓋フランジに耐熱ホースが接

続できる仮蓋を取り付け，その仮蓋に耐熱ホースを接続し，可搬

＜具体的な手順の概要＞ 

（１）可搬型原子炉格納容器除熱系統の概要 

可搬ポンプ，可搬型熱交換器を用いた可搬型原子炉格納容器除

熱系統の概要を以下に示す。 

原子炉隔離時冷却系ポンプ室（EL.－4.0m）の原子炉隔離時冷却

系ポンプの入口逆止弁の上蓋及び弁体を取り外し，上蓋フランジ

に耐熱ホースが接続できる仮蓋を取り付け，その仮蓋に耐熱ホー

スを接続する。 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉隔離時冷却系ポンプの入口逆止弁に取り付けた耐熱ホー

スを，原子炉隔離時冷却系ポンプ室に設置した可搬ポンプの吸込

側フランジに連結し，可搬ポンプ吐出側フランジに取り付けた耐

熱ホースを原子炉建屋原子炉棟 1 階大物搬入口（EL.8.2m）に設

置した可搬型熱交換器入口側フランジに連結する。また，低圧代

替注水系（可搬型）の低圧代替注水系逆止弁（EL.20m）の上蓋及

び弁体を取り外し，上蓋フランジに耐熱ホースが接続できる仮蓋

を取り付け，その仮蓋に耐熱ホースを接続し，可搬型熱交換器出

＜具体的な手順の概要＞ 

（１）可搬型格納容器除熱系の概要 

可搬ポンプ，可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系の概

要を以下に示す。 

ＨＰＣＳポンプ室（EL.1300）のＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク

水入口逆止弁の上蓋を取り外し，上蓋フランジに耐熱ホースが接

続できる仮蓋を取り付け，その仮蓋に耐熱ホースを接続する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口逆止弁に取り付けた耐熱

ホースを，ＨＰＣＳポンプ室に設置した可搬ポンプの吸込側フラ

ンジに連結し，可搬ポンプ吐出側フランジに取り付けた耐熱ホー

スを原子炉建物１階大物搬入口（EL.15300）に設置した可搬熱交

換器の入口側フランジに連結する。また，原子炉建物１階

（EL.15300）のＦＬＳＲ可搬式設備Ａ－注水ライン逆止弁の上蓋

を取り外し，上蓋フランジに耐熱ホースが接続できる仮蓋を取り

付け，その仮蓋に耐熱ホースを接続し，可搬熱交換器出口側フラ

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成の相違。ま

た，島根２号炉の本系統

は逆止弁に対して逆流

方向から流れるため，逆

止弁の弁体は閉状態で

流路が形成されること

から，弁体の取り外しは

不要 

 

・設備の相違 
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 系統構成の相違 

 

・設備の相違 
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系統構成の相違。ま

た，島根２号炉の本系統
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熱交換器出口側フランジに連結する。このように系統を構成する

ことで，サプレッション・チェンバ・プール水を可搬ポンプ及び

可搬熱交換器を用いて原子炉圧力容器に注水することが可能とな

る。可搬型格納容器除熱系を構成する耐熱ホース等は，作業時の

被ばく線量を考慮した配置に設置する。 

 

なお，可搬型格納容器除熱系の使用にあたっては，サプレッシ

ョン・チェンバ・プール水からの汚染水を通水する前に復水移送

ポンプで非汚染水による水張りを実施し，可搬部位の健全性確認

を行う。参考9図に系統水張りの概要図を示す。 

また，可搬熱交換器の二次系については，屋外に大容量送水車

とホースを配備して連結し，大容量送水車を起動することで海水

を通水する。 

系統水張りによる健全性確認が完了した後，ＨＰＣＦサプレッ

ションプール側吸込隔離弁(Ｂ)を開操作し，残留熱除去系から原

子炉圧力容器へ注水し循環することにより除熱する。 

可搬ポンプ，可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系の除

熱可能量は，事故発生30日後の崩壊熱「6.5MW」を上回る系統設計

とする。 

系統を構成する機器の配置イメージを以下に示す。また，系統

を構成する機器の仕様等は参考6表の通りである。 

口側フランジに連結する。 

このように系統を構成することで，サプレッション・プール水

を可搬ポンプ及び可搬型熱交換器を用いて原子炉圧力容器に注水

することが可能となる。可搬型原子炉格納容器除熱系統を構成す

る耐熱ホース等は，作業時の被ばく線量を考慮した配置に設置す

る。 

なお，可搬型原子炉格納容器除熱系統の使用に当たっては，汚

染したサプレッション・プール水を通水する前に，可搬型代替注

水大型ポンプを用いて非汚染水による水張りを実施し，可搬部位

の健全性確認を行う。図 9 に系統水張りの概要図を示す。 

また，可搬型熱交換器の二次系については，屋外に可搬型代替

注水大型ポンプとホースを配備して連結し，可搬型代替注水大型

ポンプを起動することで海水を通水する。 

系統水張りによる健全性確認が完了した後，原子炉隔離時冷却

系ポンプのサプレッション・チェンバ側入口弁を開操作し，低圧

代替注水系（可搬型）から原子炉圧力容器へ注水し循環すること

により除熱する。 

 

 

系統を構成する機器の配置イメージを図 10 に示す。また，系

統を構成する機器の仕様等は表 5 のとおりである。 

 

ンジに連結する。このように系統を構成することで，サプレッシ

ョン・チェンバのプール水を可搬ポンプ及び可搬熱交換器を用い

て原子炉圧力容器に注水することが可能となる。可搬型格納容器

除熱系を構成する耐熱ホース等は，作業時の被ばく線量を考慮し

た配置に設置する。 

 

なお，可搬型格納容器除熱系の使用にあたっては，サプレッシ

ョン・チェンバのプール水からの汚染水を通水する前に復水輸送

ポンプで非汚染水による水張りを実施し，可搬部位の健全性確認

を行う。参考８図に系統水張りの概要図を示す。 

また，可搬熱交換器の二次系については，屋外に大型送水ポン

プ車とホースを配備して連結し，大型送水ポンプ車を起動するこ

とで海水を通水する。 

系統水張りによる健全性確認が完了した後，ＨＰＣＳポンプト

ーラス水入口弁を開操作し，低圧原子炉代替注水系から原子炉圧

力容器へ注水し循環することにより除熱する。 

可搬ポンプ，可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系の除

熱可能量は，事故発生30日後の崩壊熱「約3.9MW」を上回る系統設

計とする。 

系統を構成する機器の配置イメージを以下に示す。また，系統

を構成する機器の仕様等は参考６表のとおりである。 

は逆止弁に対して逆流

方向から流れるため，逆

止弁の弁体は閉状態で

流路が形成されること

から，弁体の取り外しは

不要 
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 系統構成の相違 

 

・設備の相違 
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 崩壊熱の相違 

 

 

 

 

 

 

 

参考9図 復水補給水系を用いた系統水張り概要図 

 

図 9 可搬型代替注水大型ポンプを用いた系統水張り概要図 

 

 

 

 

参考８図 復水輸送系を用いた系統水張り概要図 
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参考10 図 原子炉建屋地下３階 機器配置図（７号炉の例） 図 10－1 機器配置図（1／5） 参考９図 原子炉建物地下２階 機器配置図 

参考11 図 原子炉建屋地上１階 機器配置図（７号炉の例） 図 10－2 機器配置図（2／5） 参考10図 原子炉建物１階 機器配置図 

１階へ 

ＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口逆止弁 

可搬型ポンプ 
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図 10－3 機器配置図（3／5） 

図 10－4 機器配置図（4／5） 
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図 10－5 機器配置図（5／5） 
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参考6表 可搬型格納容器除熱系の機器仕様 表 5 可搬型格納容器除熱系の機器仕様 

※機器図は一般例を示すものである。

※詳細設計に伴い機器仕様の変更が必要な場合は，仕様を変更す

る。

参考６表 可搬型格納容器除熱系の機器仕様 

※機器図は一般例を示すものである。

※詳細設計に伴い機器仕様の変更が必要な場合は，仕様を変更す

る。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

（２）作業に伴う被ばく線量 

炉心損傷により発生する汚染水はサプレッション・チェンバ・

プール内にあるが，ＨＰＣＦポンプＢおよびＨＰＣＦ復水貯蔵槽

側吸込逆止弁(Ｂ)はサプレッションプール側隔離弁により常時隔

離されているため直接汚染水に接することはない。 

（２）作業に伴う被ばく線量 

炉心損傷で発生した汚染水はサプレッション・プール水中にあ

るが，原子炉隔離時冷却系については，サプレッション・チェン

バ側のポンプ入口弁が通常時開となっているため，原子炉隔離時

冷却系ポンプ入口逆止弁にはサプレッション・プール水が流入し

ていることが考えられる。ただし，原子炉隔離時冷却系について

は，運転している場合には炉心損傷を防止でき，運転が停止した

後に炉心損傷に至ることが考えられる。このため，炉心損傷によ

ってサプレッション・プール水が汚染する段階では，原子炉隔離

（２）作業に伴う被ばく線量 

炉心損傷で発生した汚染水はサプレッション・プール水中にあ

るが，高圧炉心スプレイ系については，サプレッション・チェン

バ側のポンプ入口弁が通常時開となっているため，ＨＰＣＳポン

プ復水貯蔵タンク水入口逆止弁にはサプレッション・プール水が

流入していることが考えられる。ただし，高圧炉心スプレイ系に

ついては，運転している場合には炉心損傷を防止でき，運転が停

止した後に炉心損傷に至ることが考えられる。このため，炉心損

傷によってサプレッション・プール水が汚染する段階では，高圧

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

高圧注水系の第一水

源が島根２号炉はサプ

レッション・チェンバで

あるため，サプレッショ

ン・チェンバ側の入口弁
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また，残留熱除去系注入ライン洗浄水入口逆止弁(Ｂ)は復水貯

蔵槽を水源とする復水補給水系（以下ＭＵＷＣという）で満たさ

れているため直接汚染水に接することはない。 

ＨＰＣＦポンプＢ室内（T.M.S.L.-8200）におけるＨＰＣＦ復水

貯蔵槽側吸込逆止弁(Ｂ)付近の雰囲気線量は，格納容器からの漏

えいに起因する室内の空間線量率及び線源配管からの直接線によ

る線量率により約26.1mSv/h となる。〔参考９－補足２〕 

ＨＰＣＦ復水貯蔵槽側吸込逆止弁(Ｂ)への耐熱ホース接続作業

については，準備作業，後片付けを含めて作業時間は約10 時間程

度（5 人1 班で作業）と想定しており，遮蔽等の対策を行い，作

業員の交代要員を確保し，交代体制を整えることで実施可能であ

る。 

Ｂ系弁室（T.M.S.L.12300）内における残留熱除去系注入ライン

洗浄水入口逆止弁(Ｂ)付近の雰囲気線量は，格納容器からの漏え

いに起因する室内の空間線量率により約12.8mSv/hとなる。〔参考

９－補足２〕 

残留熱除去系注入ライン洗浄水入口逆止弁(Ｂ)への耐熱ホース

接続作業については，準備作業，後片付けを含めて作業時間は約

10 時間程度（5 人1 班で作業）と想定しており，遮蔽等の対策を

行い，作業員の交代要員を確保し，交代体制を整えることで実施

可能である。 

原子炉建屋大物搬入口における可搬熱交換器配備箇所の雰囲気

時冷却系の系統内は流動がない状態であり，汚染したサプレッシ

ョン・プール水が作業エリアに敷設されている配管系まで流入し

ないことも考えられる。 

また，低圧代替注水系（可搬型）は，代替淡水貯槽等を水源と

する系統であり，低圧代替注水系逆止弁が直接汚染水に接するこ

とはない。 

原子炉隔離時冷却系ポンプ室内（EL.－4.0m）における原子炉隔

離時冷却系ポンプ入口逆止弁付近の雰囲気線量は，原子炉格納容

器からの漏えいに起因する室内の空間線量率及び線源配管からの

直接線による線量率により約 20mSv／h となる。（参考 8－補足 1 

参照） 

低圧代替注水系（可搬型）の低圧代替注水系逆止弁（EL.20m）

付近の雰囲気線量は，原子炉格納容器からの漏えいに起因する室

内の空間線量率及び線源配管からの直接線による線量率により約

20mSv／h となる。（参考 8－補足 1 参照） 

原子炉建屋原子炉棟の大物搬入口における可搬型熱交換器設置

炉心スプレイ系の系統内は流動がない状態であり，汚染したサプ

レッション・プール水が作業エリアに敷設されている配管系まで

流入しないことも考えられる。 

また，ＦＬＳＲ可搬式設備Ａ－注水ライン逆止弁は低圧原子炉

代替注水槽を水源とする低圧原子炉代替注水系で満たされている

ため直接汚染水に接することはない。 

ＨＰＣＳポンプ室内（EL.1300）におけるＨＰＣＳポンプ復水貯

蔵タンク水入口逆止弁付近の雰囲気線量は，格納容器からの漏え

いに起因する室内の空間線量率及び線源配管からの直接線による

線量率により約12.8mSv/h となる。〔参考９－補足２〕 

ＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口逆止弁への耐熱ホース接

続作業については，準備作業，後片付けを含めて作業時間は約10 

時間程度（５人１班で作業）と想定しており，遮蔽等の対策を行

い，作業員の交代要員を確保し，交代体制を整えることで実施可

能である。 

原子炉建物１階（EL.15300）におけるＦＬＳＲ可搬式設備Ａ－

注水ライン逆止弁付近の雰囲気線量は，格納容器からの漏えいに

起因する室内の空間線量率により約3.3mSv/hとなる。〔参考９－

補足２〕 

ＦＬＳＲ可搬式設備Ａ－注水ライン逆止弁への耐熱ホース接続

作業については，準備作業，後片付けを含めて作業時間は約10 時

間程度（５人１班で作業）と想定しており，遮蔽等の対策を行い，

作業員の交代要員を確保し，交代体制を整えることで実施可能で

ある。 

原子炉建物大物搬入口における可搬熱交換器配備箇所の雰囲気

は開 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成の相違 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 

作業場所の線量率の

相違 

・資料構成の相違

【東海第二】 

本項最終段落に記載 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

系統構成の相違 

・設備の相違
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系統構成の相違 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

作業場所の線量率の

相違 

・資料構成の相違

【東海第二】 

本項最終段落に記載 

・設備の相違
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系統構成の相違 
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線量は，格納容器からの漏えいに起因する室内の空間線量率によ

り約21.7mSv/h となる。〔参考９－補足２〕 

可搬熱交換器への耐熱ホース接続作業については，準備作業，

後片付けを含めて作業時間は約10 時間程度（5 人1 班で作業）と

想定しており，遮蔽等の対策を行い，作業員の交代要員を確保し，

交代体制を整えることで実施可能である。 

箇所（EL.8.2m）の雰囲気線量は，原子炉格納容器からの漏えいに

起因する室内の空間線量率及び線源配管からの直接線による線量

率により約 13mSv／h となる。（参考 8－補足 1 参照） 

これらの作業については，準備作業，後片付けを含めて作業時

間は，約 13 時間程度（6 人 1 班で作業）と想定しており，必要

に応じて遮蔽等の対策を行い，作業員の交代要員を確保し，交代

体制を整えることで実施可能である。 

線量は，格納容器からの漏えいに起因する室内の空間線量率によ

り約5.2mSv/h となる。〔参考９－補足２〕 

可搬熱交換器への耐熱ホース接続作業については，準備作業，

後片付けを含めて作業時間は約10 時間程度（５人１班で作業）と

想定しており，遮蔽等の対策を行い，作業員の交代要員を確保し，

交代体制を整えることで実施可能である。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

作業場所の線量率の

相違 

・運用の相違

【東海第二】 

作業時間，作業人数の

相違 

(３)フランジ部からの漏えい発生時の対応

系統のフランジ部からの漏えい発生等の異常を検知した場合

は，直ちに可搬ポンプを停止し復水移送ポンプからの非汚染水に

よりフラッシングを実施する。 

フラッシングにより現場へのアクセスが可能になった後，増し

締め等の補修作業を実施する。 

非汚染水によるフラッシングの系統イメージを以下に示す。 

(３)フランジ部からの漏えい発生時の対応

系統のフランジ部からの漏えい発生等の異常を検知した場合

は，直ちに可搬ポンプを停止し，可搬型代替注水大型ポンプから

の非汚染水によりフラッシングを実施する。 

フラッシングにより現場へのアクセスが可能になった後，増し

締め等の補修作業を実施する。 

非汚染水によるフラッシングの系統イメージを図 11 に示す。 

(３)フランジ部からの漏えい発生時の対応

系統のフランジ部からの漏えい発生等の異常を検知した場合

は，直ちに可搬ポンプを停止し復水輸送ポンプからの非汚染水に

よりフラッシングを実施する。 

フラッシングにより現場へのアクセスが可能になった後，増し

締め等の補修作業を実施する。 

非汚染水によるフラッシングの系統イメージを以下に示す。 

参考12図 復水補給水系からの洗浄水ラインを使用したフラッシ

ング

図 11 可搬型代替注水大型ポンプを用いたフラッシング 参考11図 復水補給水系からの洗浄水ラインを使用したフラッシ

ング

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

Ⅰ.残留熱除去系Bの循環運転で使用した弁を全て全閉とする。 

Ⅱ.残留熱除去系Bの洗浄水弁を開操作し，洗浄水逆止弁接続の

耐熱ホース及び可搬ポンプを逆流し，HPCFポンプB最小流量

バイパス弁を開操作することで，サプレッション・チェン

Ⅰ．可搬型原子炉格納容器除熱系統による循環運転で使用した弁

を全て全閉する。 

Ⅱ．低圧代替注水系（可搬型）の注水ラインの弁を開操作し，低

圧代替注水系逆止弁接続の耐熱ホース及び可搬ポンプを逆流

し，原子炉隔離時冷却系ミニフロー弁を開操作することで，

Ⅰ.可搬型格納容器除熱系の循環運転で使用した弁を全て全閉

とする 

Ⅱ.高圧炉心スプレイ系の洗浄水弁，ＦＬＳＲ注水隔離弁，Ａ－

ＲＨＲ注水弁を開操作し，復水輸送系の水が耐熱ホース，

可搬ポンプ及び可搬熱交換器を経由し，原子炉圧力容器へ

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

フラッシング系統の

原子炉建物 

サプレッション・チェンバ

原
子
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力
容
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海 
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バ・プールへ流入し，系統をフラッシングする 

Ⅲ.サプレッション・チェンバ・プール水位に影響しない範囲で，

空間線量が下がるまでフラッシングを実施する 

Ⅳ.フラッシングにより漏えいフランジ近辺の空間線量が十分

低下した場合，漏えいフランジ部にアクセスする 

Ⅴ.漏えいフランジの増し締めを行い，系統を復旧する 

サプレッション・チェンバへ流入し，系統をフラッシングす

る。 

Ⅲ．サプレッション・プール水位が格納容器ベントライン水没レ

ベルに達しない範囲で，空間線量が下がるまでフラッシング

を実施する。 

Ⅳ．フラッシングにより漏えいフランジ近辺の空間線量が十分低

下した場合，漏えいフランジ部にアクセスする。 

Ⅴ．漏えいフランジの増し締めを行い，系統を復旧する。 

流入することで，系統をフラッシングする 

Ⅲ.サプレッション・チェンバのプール水位に影響しない範囲

で，空間線量が下がるまでフラッシングを実施する 

Ⅳ.フラッシングにより漏えいフランジ近辺の空間線量が十分

低下した場合，漏えいフランジ部にアクセスする 

Ⅴ.漏えいフランジの増し締めを行い，系統を復旧する 

相違 

２．可搬熱交換器によるＳＰＣＵを用いた格納容器除熱 

＜実現可能性＞ 

格納容器ベントによる格納容器除熱を実施している場合，残留

熱除去系による格納容器除熱機能の回復を実施する。残留熱除去

系の機能回復が長期間実施できない場合，可搬設備を用いた可搬

型格納容器除熱系を構築する。 

また，可搬型格納容器除熱系に加え，サプレッション・チェン

バ・プールを水源として運転可能なＳＰＣＵポンプを使用する除

熱系を構築する。除熱設備として可搬熱交換器を使用し，残留熱

除去系から原子炉圧力容器へ注水し循環することにより除熱す

る。 

「ＳＰＣＵポンプ吐出弁」に耐熱ホースを接続し，原子炉建屋

搬入口に設置する可搬熱交換器と接続する構成とする。可搬熱交

換器の出口側については残留熱除去系の原子炉注水配管にある

「残留熱除去系注入ライン洗浄水入口逆止弁(Ｂ)」と耐熱ホース

で連結する構成とする。これらの構成で，ＳＰＣＵポンプにより

サプレッション・チェンバ・プール水を可搬熱交換器に送水し，

そこで除熱した水を原子炉圧力容器に注水する系統を構築する。

なお，可搬熱交換器の二次系については，大容量送水車により海

水を通水できる構成とする。 

ＳＰＣＵ系はサプレッション・チェンバ・プール水を浄化する

ことが目的であり，通常運転時及び事故時には停止状態で待機し

ている。さらに，待機時は復水貯蔵槽を水源とした系統構成とな

っているため，サプレッションプール内の汚染水が流入する可能

性は無い。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は SPCU 無

し 
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参考13 図 SPCU による格納容器除熱系の系統概要図 

参考7 表 SPCU による格納容器除熱系構築に必要な作業 

＜効果＞ 

除熱量は事故発生30 日後の崩壊熱「6.5ＭＷ」を上回ることか

ら「①可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱」の参考2～4 図

にて示したものと同等の除熱効果が得られる。 

＜系統成立性評価＞ 

ＳＰＣＵによる格納容器除熱系は，事故発生30 日後の崩壊熱相

当（約6.5MW）を除熱できる設計とし，本章ではその系統成立性評

価を示す。評価にあたっては「①ＳＰＣＵポンプのNPSH(Net 

Positive Suction Head)評価」で原子炉建屋地下３階に設置され

ているＳＰＣＵポンプの必要NPSH が系統圧力損失を考慮して有

効NPSH を満足することを確認する。次に「②流量評価」で系統圧

力損失を考慮して，本系統で確保可能な系統流量を評価し，その

流量で可搬熱交換器による除熱可能な除熱量を「③除熱量評価」

で示し，本系統が事故発生30 日後の崩壊熱相当（約6.5MW）を除

熱できることを確認し，系統成立性を示す。 

① ＳＰＣＵポンプのNPSH 評価

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するために

は，流体圧力や吸込配管圧力損失等により求められる「有効NPSH」

が，ポンプの「必要NPSH」と同等かそれ以上であること（有効NPSH≧

必要NPSH）を満足する必要があり，有効NPSH と必要NPSH を比較

する 

NPSH 評価によりポンプの成立性を確認する。本評価では参考14 

図の系統構成を想定し，格納容器内圧力（Ｓ／Ｃ），サプレッシ
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ョン・チェンバ・プール水位とＳＰＣＵポンプ軸レベル間の水頭

差，吸込配管圧力損失により求められる有効NPSH と，ＳＰＣＵポ

ンプの必要NPSHを比較することで評価する。有効NPSH の評価式は

以下の通りであり，評価結果は参考8 表に示す通り，6 号炉及び7 

号炉ともにポンプのNPSH 評価は成立する。 

参考14 図 ＳＰＣＵによる格納容器除熱系のNPSH 評価 

参考8 表 NPSH 評価結果 

② 流量評価

SPCU ポンプ及び可搬熱交換器を用いたSPCU ポンプによる格納

容器除熱系の系統流量は，後述する評価により  m3/h 以上確保

可能であることを確認している。本章では，その評価結果につい

て示す。 

流量確認方法としては，SPCU ポンプの「性能曲線」（揚程と流

量の関係図）と参考13 図の系統構成を想定した場合の「システム

抵抗曲線」との交点がポンプの動作点となるため，ポンプの動作

点の流量を確認する。その結果は参考15 図及び参考16 図に示す
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通りであり，  m3/h 以上確保可能であることを確認した。参考

として，6 号炉及び7 号炉の系統流量  m3/h 時の圧力損失を参

考9 表に示す。 

 

参考15 図 ＳＰＣＵによる格納容器除熱系の流量評価結果（6 号

炉） 

   

 

参考16 図 ＳＰＣＵによる格納容器除熱系の流量評価結果（7 号

炉） 
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参考9 表 圧力損失内訳 

③ 除熱量評価

上述②の評価結果の通り，SPCU による格納容器除熱系の流量

は，6 号炉及び7 号炉ともに 

  m3/h 以上が確保可能であることから，   m3/h 時の系統の

除熱量を評価した。評価条件は参考10 表に示す通りであり，可搬

熱交換器の性能及び大容量送水車による海水側の条件を踏まえて

本系統の除熱量を評価したところ，事故発生30 日後の崩壊熱相当

（約6.5MW）を除熱できることを確認した。 

参考10 表 可搬熱交換器の除熱量評価条件 

参考17 図 SPCU による格納容器除熱系の除熱量評価図 

以上の「①ポンプのNPSH 評価」，「②流量評価」，「③除熱量評

価」の結果から，SPCU による格納容器除熱系は事故発生30 日後

の崩壊熱相当（約6.5MW）を除熱するための系統流量が確保可能な

システムであることを確認した。
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＜具体的な手順の概要＞ 

（１）可搬熱交換器によるＳＰＣＵを用いた格納容器除熱系概要 

可搬熱交換器によるＳＰＣＵを用いた格納容器除熱手順の概要

を以下に示す。 

Ｓ Ｐ Ｃ Ｕ ポンプ室（ T.M.S.L.-8200 ） 内のＳ Ｐ Ｃ Ｕ ポ

ンプ吐出弁及びＢ 系弁室（T.M.S.L.12300）内の残留熱除去系注

入ライン洗浄水入口逆止弁(Ｂ)のボンネット及び弁体を取り外

し，ボンネットフランジに耐熱ホースが接続できる仮蓋を取り付

け，その仮蓋に耐熱ホースを接続する。それぞれの箇所から，原

子炉建屋１階大物搬入口（T.M.S.L.12300）に配置した可搬熱交換

器出入口側フランジに連結する。このように系統を構成すること

で，サプレッション・チェンバ・プール水をＳＰＣＵポンプ及び

可搬熱交換器を用いて原子炉圧力容器に注水することが可能とな

る。可搬設備を連結する耐圧ホース等は，作業時の被ばく線量を

考慮した配置に設置する。 

なお，本系統の使用にあたっては，サプレッション・チェンバ・

プール水からの汚染水を通水する前に復水移送ポンプで非汚染水

による水張りを実施し，可搬部位の健全性確認を行う。参考18 図

に系統水張りの概要図を示す。 

また，可搬熱交換器の二次系については，屋外に大容量送水車

とホースを配備して連結し，大容量送水車を起動することで海水

を通水する。 

系統水張りによる健全性確認が完了した後，ＳＰＣＵサプレッ

ションプール側吸込第一，第二隔離弁を開操作し，残留熱除去系

から原子炉圧力容器へ注水し循環することにより除熱する。 

可搬熱交換器を用いたＳＰＣＵポンプによる除熱可能量は，事

故発生30 日後の崩壊熱「6.5ＭＷ」を上回る。 

系統を構成する機器の配置イメージを以下に示す。また，系統

を構成する機器の仕様等は参考11 表のとおりである。 

   

 

参考18 図 復水補給水系を用いた系統水張り概要図 
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参考19 図 原子炉建屋地下３階 機器配置図（7 号炉の例） 

参考20 図 原子炉建屋地上１階 機器配置図（7 号炉の例） 
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参考11 表 SPCU による格納容器除熱系の機器仕様 

 

   

（２）作業に伴う被ばく線量 

炉心損傷により発生する汚染水はサプレッション・チェンバ・

プール内にあるが，ＳＰＣＵポンプおよびＳＰＣＵポンプ吐出弁

はサプレッションプール側隔離弁２個により隔離されているため

直接汚染水に接することはない。 

また，残留熱除去系注入ライン洗浄水入口逆止弁(Ｂ)は復水貯

蔵槽を水源とするＭＵＷＣ系の水で満たされているため直接汚染

水に接することはない。 

 

ＳＰＣＵポンプ室内（T.M.S.L.-8200）におけるＳＰＣＵポンプ

吐出弁付近の雰囲気線量は，格納容器からの漏えいに起因する室

内の空間線量率及び線源配管からの直接線による線量率により約

22.8 mSv/h となる。〔参考９－補足２〕 

ＳＰＣＵポンプ吐出弁への耐熱ホース接続作業については，準
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備作業，後片付けを含めて作業時間は約10 時間程度（5 人1 班で

作業）と想定しており，遮蔽等の対策を行い，作業員の交代要員

を確保し，交代体制を整えることで実施可能である。 

Ｂ系弁室（T.M.S.L.12300）内における残留熱除去系注入ライン

洗浄水入口逆止弁(Ｂ)付近の雰囲気線量は，格納容器からの漏え

いに起因する室内の空間線量率により約12.8mSv/h となる。〔参

考９－補足２〕 

残留熱除去系注入ライン洗浄水入口逆止弁(Ｂ)への耐熱ホース

接続作業については，準備作業，後片付けを含めて作業時間は約

10 時間程度（5 人1 班で作業）と想定しており，遮蔽等の対策を

行い，作業員の交代要員を確保し，交代体制を整えることで実施

可能である。 

原子炉建屋大物搬入口における可搬熱交換器配備箇所の雰囲気

線量は，格納容器からの漏えいに起因する室内の空間線量率によ

り約21.7 mSv/h となる。〔参考９－補足２〕 

可搬熱交換器への耐熱ホース接続作業については，準備作業，

後片付けを含めて作業時間は約10 時間程度（5 人1 班で作業）と

想定しており，遮蔽等の対策を行い，作業員の交代要員を確保し，

交代体制を整えることで実施可能である。 

(３)フランジ部からの漏えい発生時の対応

系統のフランジ部からの漏えい発生等の異常を検知した場合

は，直ちにＳＰＣＵポンプを停止し復水移送ポンプからの非汚染

水によりフラッシングを実施する。 

フラッシングにより現場へのアクセスが可能になった後，増し

締め等の補修作業を実施する。 

非汚染水によるフラッシングの系統イメージを以下に示す 

参考21 図 復水補給水系からの洗浄水ラインを使用したフラッシ

ング

別添2-157



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

I. 残留熱除去系Ｂの循環運転で使用した弁を全て全閉とす

る。

II. 残留熱除去系Ｂの洗浄水弁及びＳＰＣＵサプレッションプ

ール戻り弁を開操作し，洗浄水逆止弁接続の耐熱ホース及

びＳＰＣＵポンプの吐出ラインからサプレッション・チェ

ンバ・プールに流入することで系統をフラッシングする

III.サプレッション・チェンバ・プール水位に影響しない範囲

で，空間線量が下がるまでフラッシングを実施する

IV. フラッシングにより漏えいフランジ近辺の空間線量が十分

低下した場合，漏えいフランジ部にアクセスする

V. 漏えいフランジの増し締めを行い，系統を復旧する

〔参考９－補足１〕長期安定性の維持のためにＦＰＣとＣＵＷ熱

交換器使用の可能性について 

〔参考９－補足１〕長期安定性の維持のためにＦＰＣとＣＵＷ補

助熱交換器使用の可能性について 

・設備の相違

【東海第二】 

東海第二は，長期安定

冷却手段として，可搬型

除熱系統を説明 

【柏崎 6/7】 

系統構成の相違 

長期安定性の維持のためにＦＰＣ熱交換器又はＣＵＷ熱交換器

による格納容器除熱が可能であるかの検討を行った。ただし，Ｆ

ＰＣ熱交換器については，これを用いて格納容器除熱を実施する

ラインを構成することで使用済燃料プールの冷却が行えなくなる

ため，格納容器除熱としては使用しないこととする。なお，ＦＰ

Ｃ熱交換器を用いてサプレッション・チェンバ・プール水を除熱

するためには，ＦＰＣポンプを使用する必要があるが，ＦＰＣポ

ンプは原子炉建屋地上2 階に設置されており，水源であるサプレ

ッション・チェンバ・プールとのレベル差が大きく，ポンプNPSH

評価が成立しないため，使用は困難と考えている。一方で，ＣＵ

Ｗ熱交換器による格納容器除熱手段については系統成立性が確認

できたため使用可能と判断した。詳細の成立性評価について以下

に示す。 

長期安定性の維持のためにＦＰＣ熱交換器又はＣＵＷ補助熱交

換器による格納容器除熱が可能であるかの検討を行った。ただし，

ＦＰＣ熱交換器については，これを用いて格納容器除熱を実施す

るラインを構成することで燃料プールの冷却が行えなくなるた

め，格納容器除熱としては使用しないこととする。なお，ＦＰＣ

熱交換器を用いてサプレッション・チェンバのプール水を除熱す

るためには，ＦＰＣポンプを使用する必要があるが，ＦＰＣポン

プは原子炉建物中２階に設置されており，水源であるサプレッシ

ョン・チェンバとのレベル差が大きく，ポンプＮＰＳＨ評価が成

立しないため，使用は困難と考えている。一方で，ＣＵＷ補助熱

交換器による格納容器除熱手段については系統成立性が確認でき

たため使用可能と判断した。詳細の成立性評価について以下に示

す。なお，ＣＵＷ非再生熱交換器は原子炉補機冷却系の常用負荷

に接続されているため，より実現可能性の高い格納容器除熱系と

して非常用負荷に接続されているＣＵＷ補助熱交換器を用いた系

統を検討する。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

系統構成の相違 
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(1)代替原子炉補機冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱

〈実現可能性〉 

ＣＵＷ系は通常運転中に原子炉冷却材の浄化を行う系統であ

り，重大事故等時に原子炉水位の低下（レベル２）により隔離状

態になる。 

また，通常は原子炉補機冷却系を冷却水として用いているが，

本除熱手段では代替原子炉補機冷却系を用いることで冷却水を確

保する。 

耐熱ホース等はＣＵＷ系では使用する必要が無く，手動弁によ

る系統構成のみで運転可能である。 

ＣＵＷ系は原子炉圧力容器が水源であり，ＣＵＷポンプの吸込

み圧力を確保するため原子炉水位が吸込配管である原子炉停止時

冷却モードの取り出し配管高さ以上（事故時は原子炉水位低「レ

ベル３」以上を目安とするが，原子炉圧力が低下している場合は

原子炉水位「ＮＷＬ」以上としている）に十分に確保されている

ことが必要である。そのため，大ＬＯＣＡ事象のように原子炉水

位を十分に確保できない場合は運転することができない。 

さらに，ＣＵＷポンプは電動機とポンプが一体型のキャンドモ

ータポンプであるため，通常運転中は制御棒駆動系から電動機に

清浄なパージ水を供給しており，この原子炉除熱運転時も同様に

制御棒駆動系からのパージ水が必要となる。制御棒駆動系からの

パージ水供給が不可能な場合は，補給水系等による代替パージ水

を供給する手段を整えることによりＣＵＷ系による原子炉除熱を

実施することができる。 

これらの条件を満たした上で，代替原子炉補機冷却系を用いた

ＣＵＷ系による除熱可能量は事故発生30日後の崩壊熱「6.5MW」を

上回る。 

(1)原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱

〈実現可能性〉 

ＣＵＷ系は通常運転中に原子炉冷却材の浄化を行う系統であ

り，重大事故等時に原子炉水位の低下（レベル３）により隔離状

態になる。 

また，通常は原子炉補機冷却系を冷却水として用いているが，

本除熱手段では原子炉補機代替冷却系を用いることで冷却水を確

保する。 

耐熱ホース等はＣＵＷ系では使用する必要がなく，弁操作によ

る系統構成のみで運転可能である。 

ＣＵＷ系は原子炉圧力容器が水源であり，ＣＵＷ補助ポンプは

原子炉圧力が低圧時にも冷却材の循環を行うことが可能である

が，大ＬＯＣＡ事象のように原子炉水位を十分に確保できない場

合は運転することができない。 

ＣＵＷ系による原子炉除熱の条件を満たしたうえで，原子炉補

機代替冷却系を用いたＣＵＷ系による除熱可能量は事故発生30日

後の崩壊熱「約3.9MW」を上回る。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の CUW 系

による原子炉除熱系の

弁は，手動弁，電動弁及

び空気作動弁で構成さ

れる 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は原子炉

低圧時にも循環運転可

能なＣＵＷ補助ポンプ

を設置している。ポンプ

部とモータ部をカップ

リングで連結するポン

プであり，パージ水は不

要 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

崩壊熱の相違 
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図1 代替原子炉補機冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱 

系統概要図 

図１ 原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱 

系統概要図 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 
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図2 代替原子炉補機冷却系（ＣＵＷ除熱ライン） 系統概要図（7 号

炉の例） 

図２ 原子炉補機代替冷却系（ＣＵＷ除熱ライン） 系統概要図 ・設備の相違

【柏崎 6/7】 

＜効果＞ 

除熱量は事故発生30日後の崩壊熱「6.5MW」を上回ることから

「１．可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱」の参考2～4図

にて示した同等の除熱効果が得られる。 

＜効果＞ 

除熱量は事故発生30日後の崩壊熱「約3.9MW」を上回ることから

「１．可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱」の参考２～４

図にて示した同等の除熱効果が得られる。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

崩壊熱の相違 

＜系統成立性評価＞ 

代替原子炉補機冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱は，

事故発生30日後の崩壊熱相当（約6.5MW）を除熱できることとし，

本章ではその系統成立性評価を示す。評価にあたっては「①ＣＵ

ＷポンプのNPSH(Net Positive Suction Head)評価」で原子炉建屋

地下３階に設置されているＣＵＷポンプの必要NPSHが系統圧力損

失を考慮して有効NPSHを満足することを確認する。次に「②流量

評価」で系統圧力損失を考慮して，本系統で確保可能な系統流量

を評価する。このとき，ＣＵＷポンプ流量については基本的に通

常運転時と使用条件が変わらないため定格流量は確保可能であ

り，改めて評価する必要はない。一方で，従来流路として考慮し

ていなかった常用系ラインを通水することとなる代替原子炉補機

冷却水ポンプについては流量評価を行い，その流量で代替原子炉

補機冷却系による除熱可能な除熱量を「③除熱量評価」で示し，

本系統が事故発生30日後の崩壊熱相当（約6.5MW）を除熱できるこ

とを確認し，系統成立性を示す。 

＜系統成立性評価＞ 

原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱は，

事故発生30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱できることとし，

本章ではその系統成立性評価を示す。評価にあたっては「①ＣＵ

Ｗ補助ポンプのＮＰＳＨ(Net Positive Suction Head)評価」で原

子炉建物地下１階に設置されているＣＵＷ補助ポンプの必要ＮＰ

ＳＨが系統圧力損失を考慮して有効ＮＰＳＨを満足することを確

認する。次に「②流量評価」で系統圧力損失を考慮して，本系統

で確保可能な系統流量を評価する。このとき，ＣＵＷ補助ポンプ

については基本的に通常運転時と使用条件が変わらないため定格

流量は確保可能であり，改めて評価する必要はない。一方で，従

来流路として考慮していなかった常用系ラインを通水することと

なる原子炉補機代替冷却水ポンプについては流量評価を行い，そ

の流量で原子炉補機代替冷却系による除熱可能な除熱量を「③除

熱量評価」で示し，本系統が事故発生30日後の崩壊熱相当（約

3.9MW）を除熱できることを確認し，系統成立性を示す。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

崩壊熱の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

崩壊熱の相違 

①ＣＵＷポンプのNPSH評価

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するために

①ＣＵＷ補助ポンプのＮＰＳＨ評価

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するために

・設備の相違

【柏崎 6/7】 
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は，流体圧力や吸込配管圧力損失等により求められる「有効NPSH」

が，ポンプの「必要NPSH」と同等かそれ以上であること（有効NPSH≧

必要NPSH）を満足する必要があり，有効NPSHと必要NPSHを比較す

るNPSH評価によりポンプの成立性を確認する。本評価では図3の系

統構成を想定し，原子炉圧力，原子炉水位とＣＵＷポンプ軸レベ

ル間の水頭差，吸込配管圧力損失により求められる有効NPSHと，

ＣＵＷポンプの必要NPSHを比較することで評価する。有効NPSHの

評価式は以下の通りであり，評価結果は表1に示す通り，6号炉及

び7号炉ともにポンプのNPSH評価は成立する。 

は，流体圧力や吸込配管圧力損失等により求められる「有効ＮＰ

ＳＨ」が，ポンプの「必要ＮＰＳＨ」と同等かそれ以上であるこ

と（有効ＮＰＳＨ≧必要ＮＰＳＨ）を満足する必要があり，有効

ＮＰＳＨと必要ＮＰＳＨを比較するＮＰＳＨ評価によりポンプの

成立性を確認する。本評価では図３の系統構成を想定し，原子炉

圧力，原子炉水位とＣＵＷ補助ポンプ軸レベル間の水頭差，吸込

配管圧力損失により求められる有効ＮＰＳＨと，ＣＵＷ補助ポン

プの必要ＮＰＳＨを比較することで評価する。有効ＮＰＳＨの評

価式は以下のとおりであり，評価結果は表１に示すとおり，ポン

プのＮＰＳＨ評価は成立する。 

 系統構成の相違 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 系統構成の相違 

 

 

 

図3 ＣＵＷ系による原子炉除熱のNPSH 評価 

 

 

 

図３ ＣＵＷ系による原子炉除熱のＮＰＳＨ評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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表1 NPSH評価結果 

 

 

 

 表１ ＮＰＳＨ評価結果 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 
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② 流量評価

代替原子炉補機冷却系を用いたCUW系による原子炉除熱の，代替

原子炉補機冷却系の系統流量は，後述する評価により6号炉では  

m3/h以上，7号炉では  m3/h以上確保可能であることを確認して

いる。本章では，その評価結果について示す。 

流量確認方法としては，代替原子炉補機冷却水ポンプの「性能

曲線」（揚程と流量の関係図）と図2の系統構成を想定した場合の

「システム抵抗曲線」との交点がポンプの動作点となるため，ポ

ンプの動作点の流量を確認する。その結果は図4及び図5に示す通

り，ポンプ動作点が6号炉では  m3/h，7号炉では  m3/hであ

ることから，本系統流量は6号炉では  m3/h以上，7号炉では  

m3/h以上確保可能であることを確認した。 

参考として，6号炉における系統流量  m3/h時，7号炉におけ

る系統流量  m3/h時の圧力損失を表2に示す。 

② 流量評価

原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱の，

原子炉補機代替冷却系の系統流量は，後述する評価により 

m3/h以上確保可能であることを確認している。本章では，その評

価結果について示す。 

流量確認方法としては，原子炉補機代替冷却水ポンプの「性能

曲線」（揚程と流量の関係図）と図２の系統構成を想定した場合の

「システム抵抗曲線」との交点がポンプの動作点となるため，ポ

ンプの動作点の流量を確認する。その結果は図４に示すとおり，

ポンプ動作点が  m3/h以上であることから，本系統流量は 

 m3/h以上確保可能であることを確認した。 

参考として，系統流量  m3/h時の圧力損失を表２に示す。 

図4 CUW系による原子炉除熱 代替原子炉補機冷却系 系統流量評

価結果（6 号炉） 

図４ ＣＵＷ系による原子炉除熱 原子炉補機代替冷却系 系統流

量評価結果 
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図5 CUW 系による原子炉除熱 代替原子炉補機冷却系 系統流量評

価結果（7 号炉） 

   

表2 圧力損失内訳 

 

 表２ 圧力損失内訳 

 

 

 

③ 除熱量評価 

上述②の評価結果の通り，ＣＵＷによる原子炉除熱の,代替原子

炉補機冷却系系統流量は，6号炉では流量   m3/h，７号炉では   

m3/hが確保可能であることから，それぞれの流量における系統の

除熱量を評価した。 

評価条件は表3に示す通りであり，ＣＵＷ非再生熱交換器及び代

替熱交換器車の性能，大容量送水車による海水側の条件を踏まえ

て本系統の除熱量を評価したところ，事故発生30日後の崩壊熱相

当（約6.5MW）を除熱できることを確認した。 

 

 ③ 除熱量評価 

上述②の評価結果のとおり，ＣＵＷによる原子炉除熱の,原子炉

補機代替冷却系系統流量は  m3/hが確保可能であることから，

系統の除熱量を評価した。 

 

評価条件は表３に示すとおりであり，ＣＵＷ補助熱交換器及び

移動式代替熱交換設備の性能，大型送水ポンプ車による海水側の

条件を踏まえて本系統の除熱量を評価したところ，事故発生30日

後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱できることを確認した。 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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 系統構成の相違 

・設備の相違 
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 崩壊熱の相違 
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表3 代替熱交換器車の除熱量評価条件 

 

 表３ 移動式熱交換設備の除熱量評価条件 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 

図6 ＣＵＷ系による原子炉除熱の除熱量評価図 

 

 

図５ ＣＵＷ系による原子炉除熱の除熱量評価図 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

以上の「①ポンプのNPSH評価」，「②流量評価」，「③除熱量

評価」の結果から，代替原子炉補機冷却系を用いたCUW系による原

子炉除熱は事故発生30日後の崩壊熱相当（約6.5MW）を除熱するた

めの系統流量が確保可能なシステムであることを確認した。 

 以上の「①ポンプのＮＰＳＨ評価」，「②流量評価」，「③除熱量

評価」の結果から，原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系によ

る原子炉除熱は事故発生30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱す

るための系統流量が確保可能なシステムであることを確認した。 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 崩壊熱の相違 

〔参考９－補足２〕作業エリアの線量評価について 参考 8－補足 1 

作業エリアの線量評価について 

〔参考９－補足２〕作業エリアの線量評価について  

各作業エリアにおける線量評価は「格納容器からの漏えいに起

因する室内の線量率」と「線源配管からの直接線による線量率」

の寄与を合わせて評価するものとする。 

各作業エリアにおける線量評価は「原子炉格納容器からの漏え

いに起因する室内の線量率」と「線源配管からの直接線による線

量率」の寄与を合わせて評価するものとする。 

各作業エリアにおける線量評価は「格納容器からの漏えいに起

因する室内の線量率」と「線源配管からの直接線による線量率」

の寄与を合わせて評価するものとする。 

 

１．評価の方法 

（１）格納容器から漏えいに起因する線量率 

原子炉区域内の線量率は，「雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温）」において，格納容器ベントを実施した

場合の事故発生30 日後の原子炉建屋内の放射能量を考慮し，サブ

マージョンモデルにより計算する。格納容器から漏えいした放射

性物質は原子炉区域内に一様に分散しているものとし，原子炉区

域内から環境中への漏えいはないものとして計算した。表１に各

作業エリア空間容積を示す。 

１．評価の方法 

（１）原子炉格納容器から漏えいに起因する線量率 

原子炉建屋原子炉棟内の区域の線量率は，「雰囲気圧力・温度に

よる静的負荷（格納容器過圧・過温）」において，格納容器ベント

を実施した場合の事故発生 30 日後の原子炉建屋原子炉棟内の放

射能量を考慮し，サブマージョンモデルにより計算する。原子炉

格納容器から漏えいした放射性物質は原子炉建屋原子炉棟内に一

様に分散しているものとし，原子炉建屋原子炉棟内から環境中へ

の漏えいはないものとして計算した。表 1 に各作業エリア空間容

積を示す。 

 

１．評価の方法 

（１）格納容器からの漏えいに起因する線量率 

原子炉棟内の線量率は，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温）」において，格納容器ベントを実施した場合

の事故発生30 日後の原子炉建物内の放射能量を考慮し，サブマー

ジョンモデルにより計算する。格納容器から漏えいした放射性物

質は原子炉棟内に一様に分散しているものとし，原子炉棟内から

環境中への漏えいはないものとして計算した。表１に各作業エリ

ア空間容積を示す。 
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D = 6.2 × 10−14 ∙
Qγ

VR/B
Eγ ∙ (1 − e−μ∙R) ∙ 3600 

ここで， 

Ｄ ：放射線量率（Gy／h） 

6.2×10－１４ ：サブマージョンモデルによる換算係数

(
dis∙m3∙Gy

MeV∙Bq∙s
) 

Ｑγ ：原子炉建屋内放射能量 

（Bq：γ線実効エネルギ 0.5MeV 換算値） 

ＶＲ/Ｂ：原子炉建屋原子炉棟内の区域の気相部容積（85,000m

３） 

Ｅγ ：γ線エネルギ（0.5MeV／dis） 

μ    ：空気に対するγ線のエネルギ吸収係数（3.9×10－３

／m） 

Ｒ    ：評価対象エリアの空間容積と等価な半球の半径（m） 

ＶＯＦ ：評価対象エリアの容積 

R = √
3・VOF

2・π

3

 

 

𝐷 = 6.2 × 10−14 ∙
Qγ

V
∙ Eγ ∙ (1 − e−μ∙R) ∙ 3600 

ここで， 

𝐷：外部被ばくによる放射線量率（Gy/h）※１ 

※１ Gy から Sv への換算係数は１とする。 

6.2 × 10−14：サブマージョンモデルによる換算係数(
dis∙m3∙Gy

MeV∙Bq∙s
) 

Qγ：原子炉建物内の存在量（Bq：ガンマ線実効エネルギ 0.5MeV

換算値） 

V：原子炉建物内の空間容積（101,000m３） 

Eγ：γ線エネルギ（0.5MeV/dis） 

μ：空気に対するγ線のエネルギ吸収係数（3.9×10-3/m） 

R：評価対象エリアの空間と等価な半球の半径（m） 

VF：評価対象エリアの空間容積（m3） 

 

R = √
3 ∙ VF

2π

3
 

 

 

表１ 各作業エリア空間容積 

 

表1 各作業エリア空間容積 

 

 

表１ 各作業エリア空間容積 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

（２）線源配管からの直接線による線量率 

図１に示すとおり，炉心損傷により発生する汚染水は，格納容

器貫通部とサプレッションプール側一次隔離弁までの配管に存在

することになるため，当該配管は線源となる。線源配管からの直

接線による線量率は，必要な遮蔽対策を実施することによって，

約10mSv/h 以下に低減させる。線量率はＱＡＤコードを用いて図

１中の評価モデルの体系により評価を実施した。表２に線源配管

からの直接線の寄与を10mSv/h 以下とするために必要な鉛遮蔽の

厚さを示す。 

（２）線源配管からの直接線による線量率 

図 1 に示すとおり，炉心損傷により発生する汚染水は，原子炉

格納容器貫通部とサプレッション・プール側一次隔離弁までの配

管に存在することになるため，当該配管は線源となる。線源配管

からの直接線による線量率は，必要な遮蔽対策を実施することに

よって，約 10mSv／h 以下に低減させる。線量率はＱＡＤコード

を用いて図 1 中の評価モデルの体系により評価を実施した。表 2 

に線源配管からの直接線の寄与を 10mSv／h 以下とするために必

要な鉛遮蔽の厚さを示す。 

 

（２）線源配管からの直接線による線量率 

図１に示すとおり，炉心損傷により発生する汚染水は，格納容

器貫通部とサプレッション・プール側一次隔離弁までの配管に存

在することになるため，当該配管は線源となる。線源配管からの

直接線による線量率は，必要な遮蔽対策を実施することによって，

約 10mSv/h 以下に低減させる。線量率はＱＡＤコードを用いて図

１中の評価モデルの体系により評価を実施した。表２に線源配管

からの直接線の寄与を 10mSv/h 以下とするために必要な鉛遮蔽の

厚さを示す。 

 

作業エリア 作業エリアの空間容積ＶＦ（ｍ３） 

ＨＰＣＳポンプ室 600 

大物搬入口 3800 

原子炉建物１階(ＦＬＳＲ可搬式設備 

操作対象弁付近) 
1000 
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図１ 線量評価概念図 

＜作業対象，評価点，線源配管の配置概要図＞ 

 

図１ 線量評価概念図 

 

 

図１ 線量評価概念図 

 

表２ 線量率評価条件及び必要な鉛遮蔽体厚さ 

 

表2 線量率評価条件 

 

※１：実際は 3m 程度だが保守的に設定 

 

また，低圧代替注水系逆止弁付近，大物搬入口付近には格納容

器圧力逃がし装置の入口配管が存在する。線量率評価条件を表 3 

に示す。 

 

表3 線量率評価条件 

 

表２ 線量率評価条件及び必要な鉛遮蔽体厚さ 

 

・評価対象及び評価結果

の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

２．評価結果 

「１．評価方法」に基づき，各作業エリアにおける線量率を評

価した。表３に各作業エリアにおける線量率を示す。 

２．評価結果 

「１．評価方法」に基づき，各作業エリアにおける線量率を評価

した。表 4に各作業エリアにおける線量率を示す。 

２．評価結果 

「１．評価方法」に基づき，各作業エリアにおける線量率を評

価した。表３に各作業エリアにおける線量率を示す。 
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表３ 各作業エリアにおける線量率 表 4 各作業エリアにおける線量率 表３ 各作業エリアにおける線量率 

※１ 線源配管が存在しないため，考慮不要

・評価対象及び評価結果

の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

〔参考９－補足３〕不活性ガス系 系統概要図 〔参考９－補足３〕窒素ガス制御系 系統概要図 

可搬型格納容器除熱系をインサービスする場合は，格納容器ベ

ントを停止し，不活性ガス系の窒素ガス供給装置あるいは可搬型

の窒素供給装置により窒素ガスを注入し格納容器除熱による格納

容器圧力低下を抑制する。図1 に不活性ガス系の窒素ガス供給装

置により窒素ガスを格納容器に注入する系統の例を示す。 

可搬型格納容器除熱系をインサービスする場合は，格納容器ベ

ントを微開とし，窒素ガス制御系の窒素ガス供給装置あるいは可

搬式の窒素供給装置により窒素ガスを注入し格納容器除熱による

格納容器圧力低下を抑制する。図１に窒素ガス制御系の窒素ガス

供給装置により窒素ガスを格納容器に注入する系統の例を示す。 

図1 不活性ガス系 系統概要図(６号炉の例) 図１ 窒素ガス制御系 系統概要図 ・設備の相違

【柏崎 6/7】 

作業エリア 格納容器からの

漏えいに起因す

る線量率 

線源配管からの直

接線による線量率 

合計線量率 

ＨＰＣＳポンプ室 約2.8mSv/h 約10mSv/h 約12.8mSv/h 

大物搬入口 約5.2mSv/h －※１ 約5.2mSv/h 

原子炉建物１階(Ｆ

ＬＳＲ可搬式設備 

操作対象弁付近) 

約3.3mSv/h －※１ 約3.3mSv/h 
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